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序文

新型コロナウイルス感染症（以下「Covid-19」という。）の大流行は、私達の日常生活に劇的な影響を与え、
仕事、移動、生活のあり方に疑問を投げかけている。人とモノの移動に前代未聞の制限が課せられたこと
から、交通セクターをはじめとする様々な分野において前例のない課題が生じている。
同時に、今回のパンデミックは、必需品の安全かつタイムリーな輸送、そして社会が機能するために不

可欠なサービス提供の継続を可能にするエッセンシャルワーカーの移動を確保する上で、交通セクターが
果たす極めて重要な役割を強調し、世界的な注目を集めることとなった。
今回のパンデミックが長期的に人々の移動やモノの輸送にどのような変化をもたらすかは未だ不透明な

ままであるが、各国政府は、人やモノの円滑な移動を日常的に確保する公共交通機関、航空、鉄道などの
多くのサービスにおいて生じた混乱の緩和に向け、全力を挙げて取り組んでいる。
当然のことながら迅速な復興が目下の最重要課題であるが、経済的、社会的、環境的に幅広い意味で持

続可能な交通システムという、未来の交通に対するビジョンも見失ってはならない。例えば、交通の脱炭
素化なくして気候変動を止めることは不可能であり、こうした転換は今まさに実践しなければならないこ
とである。
パンデミックからの復興は、このような観点から交通セクターを再構築する絶好の機会となる。的確で

目的意識の高い復興策は、経済の活性化、気候変動対策、社会的一体性の強化という3つの目標との整合性
を図ることが望ましい。こうした目的のために政策を調整するには、全ステークホルダーの連携強化、そ
して世界が必要とする急速な進歩を妨げる障壁を克服するための縦割り打破が肝要となる。本報告書は、
いかなる政策によりこれらの野心的目標を達成できるかを検証するものである。

国際交通フォーラム
キム・ヨンテ事務局長
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読者の皆様へ

ITF交通アウトルック2021の読み方

第1章
よりクリーンな環境及びより公平な 
社会に向けた交通の再構築

ITF交通アウトルックの広範なテーマを理解する。
• 気候変動と不平等の現実、そして、双方における交通の役割を紹介
する。

• 公平かつ持続可能な交通システムを実現するための3つの政策優先
事項である、政策の整合性、連携及びアクセシビリティ重視を推奨
する。

• 交通に対するCovid-19の短期的及び長期的な影響を概説する（詳細
は第3章及び第5章に記載）。

• 都市化、ジェンダー及び高齢化等の人口動向。
• GDP成長や貿易等の経済動向、ITFモデルの前提条件。

第2章
2050年に向けた交通の脱炭素化へ
の道筋

モデリング結果の概要
• 3つの政策シナリオの下で、全ての政策部門における交通需要、CO2

排出量及び公平性の考察についてサマリーを示す。

第3章
都市内旅客輸送：都市は、モビリティ 
を持続可能で、公平で、強靭なもの
にすることが可能である

各部門における公平かつ持続可能な移行について具体的に説明する。
扱われているトピックは以下のとおり。
• 交通セクターにおける脱炭素化の状況と将来に向けた主要戦略。
• 交通セクターにおける短期的なCovid-19の影響、将来的な機会と課題。
• 各章ごとの政策シナリオの詳細。
• 各政策シナリオにおける交通需要の予測。
• 各政策シナリオ下におけるCO2排出量（及び第3章では局地的汚染物
質）の予測。

• 各政策シナリオの公平性への影響、及び脱炭素化政策を公平に実施
するための考察。

• 政策提言。

第4章
都市外の旅客輸送：交通のグリーン 
化に向けた主軸となるセクター

第5章
貨物輸送：大胆な行動で貨物輸送を
脱炭素化
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用語集

以下の表は、ITF交通アウトルック2021で使用される主要な用語の定義を記したもので、交通モード、各
政策シナリオで考慮されている交通政策措置及び外部要因、シナリオの定義等が含まれる。

用語 定義

3Dプリント 非常に薄い素材の層を積み重ねて3D製品を製造する付加型印刷技術をいう。

アクティブモビリティ及び
マイクロモビリティ

本交通アウトルックでは、徒歩、自転車、スクーター、個人所有又は共有のあ
らゆる形態の電動の超小型モビリティをいう。

アクティブな交通モード 徒歩、自転車、その他の人力による移動手段。

航空の接続性 航空交通ネットワークの密度、拡張性及び目的地への直結性をいう。

自動運転車
人間の運転作業を補助又は代替する運転システムで駆動する車両をいう。自動
化の度合いは、運転システムが人間の介入なしに行うことができる操作の割合
に応じて異なる。

バイオ燃料
有機性資源（植物原料や動物の排せつ物等のバイオマス）から間接的又は直接
的に生成された燃料。本書では、バイオ燃料とは、エタノールやバイオディー
ゼル等の液体バイオ燃料を意味する。

自動車
一人又は複数の人を運ぶことを主目的に設計された道路走行車両（モペッド又
はオートバイを除く）をいう。SUVを含み、本書では乗用車（PLDV）と同義で
ある。

都市 あらゆる都市密集地域を示す総称として使用される。本書における都市の境界
線は行政上の境界線を越える場合がある（機能的都市部を参照）。

渋滞 道路ネットワークのピーク時において、走行速度の低下に起因して発生する相
対的な移動時間のロスをいう。

直接排出 Tank-to-wheel（タンクから車輪）排出／Tank-to-wake（タンクから航跡）排出を
いう。

エコドライブ ドライバーが低燃費の運転スタイルを習得するための研修をいう。

eコマース コンピュータネットワーク上で、受注及び発注に特化して設計された手法によ
り実施される商品又はサービスの売買をいう。

貨物輸送需要／活動 貨物輸送量の指標（トンキロ単位で測定）。

機能的都市部（FUA、
Functional Urban Area）
又はマクロFUA

マクロFUAとは、欧州委員会（EC）及びOECDの共同プロジェクト「Cities in 
the World」で定義され、国連経済社会局（UNDESA）「World Urbanization 
Prospects 2018」プロジェクトで特定された機能的都市部（FUA）を集約した
もの（UN 2019年、OECD／EC 2020年）。  

ギグ・エコノミー
短期契約やフリーランス業務で働くことを特徴とする仕事。例えば、交通セク
ターでは、アプリを利用したライドシェアや配送業の運転手がギグワーカーと
される。 

間接排出 Well-to-tank排出や、インフラの建設及び車両の製造等に関連する排出。

都市間の移動 都市／都市圏の間で発生する交通活動。

局地的汚染物質 窒素酸化物（NOx）、硫酸塩（SO4）、微小粒子状物質（PM2.5）の排出を含む
環境大気汚染の構成要素。

モビリティ・アズ・ア・ 
サービス（MaaS）

ドックレスのマイクロモビリティを含む様々な交通手段の需要に応じた経路の
最適化を可能にするデジタル・プラットフォーム。

モード 交通サービスの手段をいう（例：道路、鉄道、水路、航空、又は自家用車、自
動二輪車、バス、地下鉄、都市鉄道等）。
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用語 定義

交通手段別分担率／ 
モードシェア

ある交通手段が全交通手段の総旅客キロ又は総トリップ数に占める割合（どち
らに基づいて算出されているかを明記する必要がある）又はある輸送手段の全
輸送手段の総トンキロに占める割合をいう。

オートバイ 原動機付二輪車、オートバイ及びスクーター。本書では二輪車と同義。

新規政策シナリオ 
（New Policies Scenario）

新規政策シナリオは、IEAベースラインシナリオとなるもの。このシナリオで
は、温室効果ガスの排出削減に向けた国家誓約や化石燃料補助金を段階的に廃
止する計画等、各国が発表した広範な政策コミットメント及び計画を考慮して
いる。これらの誓約の実行に向けた措置が決定済であるか否かを問わない。

パラトランジット

不明瞭な規制枠組みの中で運用されている公共交通機関に似たサービス。開発
途上国で普及するパラトランジットは交通システムの中で重要な役割を果たし
ており、正規のサービスと並行して運用されている。なお、米国及びカナダに
おけるパラトランジットとは、ルートが固定された公共交通システムを利用す
るのが困難な高齢者やモビリティに制限のある人が利用することが多い、オン
デマンド型交通サービスを意味する。しかし、これらのサービスは本書のパラ
トランジットの定義には含まれていない。

旅客輸送需要／活動 旅客輸送量の指標（旅客キロ単位で測定）。

旅客キロ（pkm） 旅客輸送需要の測定単位で、1人の旅客を1km輸送した輸送量が1人キロとなる。

フィジカル・ 
インターネット

オープン化されたシェアリングによるグローバル物流システム。潜在能力を最
大限引き出すには、資産の共同利用及び協業が不可欠となる。共有化されたハ
ブを使用した単一のグローバルな輸送ネットワークである。このシステムには、
新規の標準化されたモジュラーパッケージユニット、共通のプロトコル及び
ツール、物流及びデジタルアセットの共有が必要となる。

自家用車 オートバイや自動車を含む、個人が所有する自動車。

公共交通機関 バス、地下鉄、トラム及び鉄道等の公共交通サービス。

Recoverシナリオ
本書で予測される政策シナリオの中で、最も野心的ではないシナリオ。Recover
シナリオでは、現在の施策（脱炭素化に対する既存の誓約等）を継続し、政府
が既存の経済活動の強化による経済回復を優先することが前提となる。

地域的な移動 都市部以外（遠隔地及び都市部周辺）で発生する輸送活動をいう。

Reshapeシナリオ
本書で提示する野心的な政策シナリオ。Reshapeは、交通セクターにおける環
境問題に対応し、国連の持続可能な開発目標（UN SDGs）を支援する積極的な
政策活動で特徴づけられる、強固な脱炭素化政策の実施を前提としている。

Reshape+シナリオ

本書で提示される最も野心的な政策シナリオ。Reshape+のシナリオは、パンデ
ミックで顕在化した脱炭素化への機会を活かし、特定の傾向や旅行行動の変化
を推奨する等、Reshapeの政策の一部を強化したものである。これにより、世
界各国は気候変動緩和目標をより迅速かつ確実に達成できる。

シェアモビリティ

本書のシェアモビリティには、タクシー、貸切バス及びライドシェアが含まれ
る。本書で示すシェアモビリティのモデル化結果には、人々が共有するマイク
ロモビリティ（「アクティブモビリティ及びマイクロモビリティ」を参照）は含
まれない。

シェアード・ 
トランスポート

シェアモビリティや共有車両の双方について話す際に、シェアード・トランス
ポートとして言及する場合がある。

共有車両 自動車及びオートバイの共同所有制度。

スロースティーミング
スロースティーミングは、燃料消費量の減少、コスト節約及び排出量の削減に
向けて低速で航行することをいう。海上輸送の文脈で主に使用されるが、その
他の都市外貨物輸送モードにて使用される場合もある。

Tank-to-wheel 
（タンクから車輪）排出

輸送車両の使用から発生する排出で、テールパイプエミッションとしても知ら
れる。総合的な排出経路（Well-to-wheel）の一部を構成し、Well-to-tank排出を
含まない。
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用語 定義

テレワーク 雇用主のオフィスから離れた場所で、ネットワーク技術を使ってオフィスと繋
がって仕事を行うことをいう。

三輪車 インドのオート・リクシャー等、原動機付三輪自動車をいう。

トンキロ（tkm） 貨物輸送の測定単位で、1トンの物品を1km運んだ輸送量が1トンキロとなる。

貿易の地域化

現在の動向からは、将来的により地域化された貿易システムとなり、地域内又
は貿易ブロック内での通商が増加し、長距離の地域間貿易の相対的な減少が見
込まれる。新興経済国が国際貿易におけるシェアを拡大し、相互間の貿易も増
加している。貿易政策の主なトレンドの1つに、地域レベルでの特恵貿易協定
の継続的な増加が挙げられる。特にアジアでは、地域内貿易が相対的にも絶対
的にも増加している。例えば、中国によるアジアの新興経済国及び開発途上国
に対する輸出のシェアは過去10年で著しく増加し、ここ数年で加速している。

公共交通指向型都市開発
（TOD）

徒歩圏内に公共交通機関があり、住宅地、職場、商業施設等が混在する高密度
な都市開発をいう。

二輪車 原動機付きの二輪車、オートバイ及びスクーター。本書にてオートバイと同義。

車両キロ 貨物・旅客輸送需要の測定単位で、1台の車両で1km輸送した輸送量が1車両キ
ロとなる。

Well-to-tank 
（油井からタンク）排出

輸送車両に使用される燃料（又は電力等の他のエネルギー源）の生産及び輸送
から発生する排出。

Well-to-wheel 
（油井から車輪）排出

輸送車両の使用に関連する排出量の合計。Well-to-tank 排出（間接排出）と
Tank-to-wheel排出 （直接排出）から成る。
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エグゼクティブ・サマリー

背景

「 ITF交通アウトルック2021」は、 2050年に至るまでの30年間におけるグローバルな交通需要に関するシ
ナリオを提示するものである。全交通モードにおける旅客・ 貨物輸送を対象とする当該シナリオにおいて
は、交通に由来するCO2排出量の具体的な将来予測を複数の条件下において実施しており、将来における
交通需要が気候変動にどの程度寄与するものであるか評価することを可能としている。
また、本書は、交通システムに対するCovid-19パンデミックの影響に加えて、交通システムが社会的公

平（social equity）及び市民の幸福（human wellbeing）において果たす役割について分析する。各シナリ
オは、Covid-19パンデミックによる長期的な変化を予測するとともに、交通システムの脱炭素化に向けた課
題と機会を明らかにするものである。加えて、Covid-19禍を踏まえつつ、都市、地域、グローバルといった
各レベルにおいて、 持続可能なモビリティへの効果的かつ公平な移行を実現するために必要となる各政策が
整理されている。 

本書においては、3種類のシナリオが提示されている。「Recover（復旧）」シナリオは、現在の施策が2050

年まで継続して実施される場合、「Reshape（再構築）」シナリオは、現在の取り組みを上回る野心的な脱炭
素化政策が政府によって実施される場合であり、「Reshape+（再構築プラス）」シナリオは、Reshapeシナリ
オに加えて、Covid-19禍がもたらす脱炭素化に向けた機会が活用されることを前提とするものである。

結論

現在の施策が継続される場合、2050年における交通需要は2015年の2倍以上となる。具体的には、旅客
輸送需要は2.3倍、貨物輸送需要は2.6倍となる。本書における交通需要の推計値は、「 ITF交通アウトルッ
ク2019」における推計値（3倍）よりも小さな値となっているが、これは、経済成長の楽観的見通しの低下、
また、2018～19年の脱炭素化に関する新たな誓約を反映した今後数十年の需要低下を踏まえたものである。
継続的な経済成長及び世界人口の増加は一般に交通需要を増大させるが、交通需要の将来予測は、Covid-19

禍からの復旧に向けた不確実な道程を踏まえる必要があるため、確定的な数値を算出するのは困難である。 

現在の交通における脱炭素化政策は、旅客及び貨物輸送を持続可能なものとするには不十分である。脱
炭素化に向けた今日の約束事が全て実行された場合にあっても、交通に由来するCO2排出量は2050年には
2015年比16%の増加となる。交通需要の増加の伸びは、脱炭素化政策によるCO2排出削減量を上回るもの
である。

 対照的に、より野心的な脱炭素化政策を実施する場合、交通に由来するCO2排出量を2050年に2015年
比で約70%削減することが可能である。こうした取り組みにより、平均気温の上昇を1.5˚Cに抑えるという
パリ協定の目標を達成することができる。そのためには、不要な移動の削減、より持続可能な交通モード
への転換、エネルギー効率の改善、そして電気自動車及び低炭素燃料の導入拡大に向け、ターゲットをよ
り明確にした施策を実施することが求められる。 

都市においては、より野心的な脱炭素化政策によって、都市交通に由来するCO2排出量を2050年に 

2015年比で80%削減することが可能である。人口、サービス及びインフラ施設が密集する都市は、低炭素
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排出又はゼロエミッションの交通への移行に向けた最前線に位置しており、効果的な需要マネジメントに
より、交通需要を現在の推計値から22％削減することが可能である。 

地域及び都市間の旅客輸送は脱炭素化が簡単ではないが、適切な政策により、交通に由来するCO2排出
量を2050年に2015年比で半減以下とすることが可能である。航空移動、長距離の自動車移動、そして地域
における鉄道移動の需要管理は都市交通の場合よりも困難である。都市外における旅客輸送由来のCO2排
出量を削減するためには、持続可能な交通モードへの可能な限りの需要の転換、交通の効率化、及び燃料
技術の向上という施策が全て実施される必要がある。 

需要拡大が著しい貨物輸送は、脱炭素化に集中的に取り組むべき分野である。現在の政策が継続される
場合、貨物輸送に由来するCO2排出量は2050年には2015年比22%の増加となることが予測され、また、
交通に由来する排出量に占める割合も徐々にではあるが、年々増加することになる。対照的に、貨物混載、
サプライチェーンにおける協業、標準化、そして部門横断的な低炭素技術を促進する政策を導入した場合、
貨物輸送に由来する排出量を2015年比72%削減することが可能である。 

交通における脱炭素化に向けて、行動変容を促すとともにCovid-19禍からの経済的回復を目的とした景
気刺激策を活用することにより、持続可能なモビリティへの速やかな移行が可能となる。Covid-19禍からの
経済的回復と交通における脱炭素化の取り組みをリンクさせることにより、パリ協定の目標に、早くそし
て確実に到達することが期待される。 

脱炭素化政策は、特定の人々に不釣り合いな負担を求めるものであってはならない。不釣り合いな負の
影響を避けるべく、慎重に政策を実施する必要がある。裕福ではない人々やそうした人々が暮らす地域が、
気候変動に伴うコストの多くや、経済的に恵まれた人々の移動手段の選択の結果によってもたらされる負
の外部性を負担している。気候変動対策は、弱者をより厳しい状況に追い込むべきものではなく、社会的
公平を高めることを目的とするべきである。アクセシビリティの向上に焦点を充てることにより、モビリ
ティの効率化及び排出削減を進めると同時に、人々が交通へアクセスする機会を高めることが可能となる。

政策的知見 

Covid-19禍 からの復旧施策パッケージとして、経済回復、気候変動対策、そして
社会的公平の向上を連携して実施する

Covid-19禍の現在における交通政策は、経済復興、環境悪化の低減、社会的に公正かつ平等な結果の確
保という3つの目的を追求するべきである。同時に3つの目標を目指すことは、社会的に意義のある政策で
あるとして人々からの支持にも繋がるものであり、また、コスト効率よく素早く実施することが可能とな
る。Covid-19禍からの復旧は、経済発展とモビリティ行動の転換、そして低炭素技術のスケールアップを達
成するとともに、充実した移動手段の確保により 人々のアクセシビリティを向上させる絶好の機会である。

交通由来のCO2排出量を削減するために極めて野心的な政策を実行する 

現在の政策を継続していては、交通由来のCO2 排出量は増加し続ける一方であり、削減することはでき
ない。人口増加、経済的繁栄による新たな交通需要の拡大は、想定するCO2 排出量削減のペースを上回る
ものである。しかしながら、適切な政策により経済発展とCO2 排出量との相関関係を断ち切ることが可能
となる。それは、不要な移動を避け、持続可能な移動手段を選択させ、また自動車技術と代替燃料を向上
させるためのインセンティブを設ける政策である。2021年のパリ協定に基づくNDC（国が決定する貢献）の
改定においては、各国政府は野心的な目標を設定するとともに、具体的な政策により当該目標に根拠を与
え、また、交通における脱炭素化施策を加速化・深化するCovid-19 禍からの復旧施策パッケージを活用す
ることにより、当該目標を確固たるものにしなければならない。
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異なる交通セクターに対し、それぞれの脱炭素化の可能性と課題を反映した戦略に
より対処する 

各交通セクターは、脱炭素化に向けて異なるアプローチを必要としている。「回避する、シフトする、向
上させる」ための戦略が、セクター横断的に等しく適用できるわけではない。都市内旅客輸送については、
そうした3種類のアプローチにより、移動距離を短縮化し、自動車以外の交通手段を充実させ、公共交通機
関の利用を増やし、CO2排出量を劇的に削減することができる。しかし、地域及び都市間の旅客輸送につい
ては、需要をコントロールすることが難しいことから、脱炭素化技術の向上が鍵となる。貨物輸送は、低
炭素化技術、貨物混載、サプライチェーンの短縮、そしてプロセスや技術の迅速なデジタル化及び標準化
により、最も需要をコントロールし、排出量を削減することが期待できるセクターである。 

交通の脱炭素化のために必要な技術的ブレイクスルーを加速化するイノベーション
を支援する

技術革新は、交通における脱炭素化を、特に脱炭素化が困難な分野において効果的に進める上で極めて
重要である。自動車移動による燃料消費を削減するには、よりクリーンな車両や燃料への投資が必要とな
る。炭素消費量の多い交通手段の価格を上昇させることにより、より低炭素な代替手段への移行を促進す
ることが可能である。電気自動車用の充電インフラの充実は、ゼロエミッション車に対する消費者の信頼
を高め、また、購入補助金により、環境にやさしいモビリティをより安価に入手することが可能となり、
移行が促進される。デジタルイノベーションにより、公共交通、シェアモビリティサービス、 そして貨物輸
送において、より効率的な運営を行うことが可能となる。 

アクセシビリティ向上に優先的に取り組む 

「交通量の増加」から「アクセシビリティの向上」に政策の重点を移行することは、気候変動の緩和、持
続可能な発展、そして、市民の幸福という目標の達成に繋がるものである。交通計画においては、供給能
力の拡大とアクセシビリティ向上が混同されがちである。しかしながら、より多くの距離を移動すること
は、人々が行きたい場所に簡単にアクセスできることを意味しない。交通計画は、市民のためのものであ
り、人々が希望する目的地を考慮し、それら目的地を結ぶ交通手段がどれだけ充実しているかに焦点を充
てる必要がある。 

非交通分野との連携、及び公共部門と民間部門との連携を強化する 

交通の脱炭素化は、他分野の発展と切り離せない。最もわかりやすい例として、持続可能なモビリティ
は、クリーンなエネルギーの生産なくしては実現できない。電気自動車が真に排出ゼロとなるには、完全
にグリーンな電力網が必須である。一方で、低炭素な交通は、持続可能な貿易や観光にとって不可欠なも
のである。交通サービスのデジタル化により、 効率的な経路設定、資源・資産の共同利用、意思決定に活用
できる適切なデータの利用が可能となる。新たなモビリティ市場における公共部門と民間部門の緊密な連
携は、新たなモビリティサービスによる社会的恩恵を最大化し、また、外部費用を最小化する上で不可欠
である。そして最後となるが、土地利用と交通計画を統合することにより、 人々のアクセシビリティを向上
させつつ、交通需要を減少させることが可能となる。



  |   17

ITF交通アウトルック2021

第1章 よりクリーンな環境及び
より公平な社会に向けた
交通の再構築

本章では、気候変動及び社会的不平等における交通の役割を検証し、

Covid-19がこの課題に与える影響、そしてCovid-19禍からの復興を、

脱炭素化及び社会的包摂を推進する機会に変える方法について探る。

さらに、交通利用者の将来的なニーズに影響を与える世界の人口動向及び 

人口動態の変化についても考察する。不確実な経済予測に基づいて現在

策定された政策が、将来世代の生活に著しい影響を与えることが確認

されている。
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概要
パンデミックからの復興では、よりクリーンで公平な交通に焦点を当てる 
必要がある。
個人や国家の所得水準と気候変動への責任の間には、著しい不均衡が存在している。気候変動に最も加担

していないのは、経済的な機会が最低水準であり、気候変動の影響から最大の打撃を受ける人々や国である。
こうした格差は、Covid-19が人々の健康や経済にもたらす影響によって一層悪化することとなる。
交通は、現代の最も重要な課題と密接に関連している。交通は、質の高い生活を支える商品、サービス及

び社会的ネットワークへのアクセスを可能にすることで市民の幸福に大きく貢献している。一方で、交通の
負の外部性、特にCO2排出は、気候変動の懸念材料として増大してきている。パリ協定に基づく各国の約束事
を定めた「国が決定する貢献（NDC）」の合意済みの目標を達成できそうにないのが現状である。交通に特化
した措置を伴う野心的な政策の見直しが必要となっている。
パリ協定の目標を達成し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を支援する上では、包括的な交通政策が必

要不可欠である。パンデミック終焉後の時代における交通の不平等及び脱炭素化の双方に対応するアプロー
チには、以下の各事項が必要となる。

• 交通政策は、市民の支持、費用対効果及び現実的な期限内での実施を徹底するため、経済回復、環境対
策及び公平性の整合性が図られたものである。

• 交通政策は、モビリティ重視のモデルから、市民のニーズへのアクセス改善を求めるアクセシビリティ
重視の政策へとシフトする。

• 交通セクターは、エネルギー、製造、観光、貿易、情報通信技術（ ICT）その他のセクターとより緊密な
連携を図る。公共部門の政策立案者は、土地利用計画の策定者や民間の交通サービス事業者との密接な
関係を培わなければならない。
将来の交通に関する意思決定は、パンデミックからの復旧や、世界の多くの地域における高齢人口の増大

を伴う都市化に対する非常に不透明な経済見通しを考慮した上で実施しなければならない。Covid-19パンデ
ミックは、交通活動に未曾有の問題や変化を引き起こし、世界的なロックダウンによって各都市の活動は停
止、国境閉鎖のために海外渡航も記録的な低水準となった。貨物輸送部門は、生活必需品の国境を超えた輸
送を継続するため迅速な対応を余儀なくされた。交通セクターは、コロナウイルスとの闘いに従事するエッ
センシャルワーカーを支援するためのイニシアティブを導入した。多くの交通運輸関係者が最前線で働く従
事者となり、高リスクの状況下でサービス運営を継続した。
世界が復旧段階に入った今、交通セクターの再起動には課題が山積している。しかし、パンデミック中に

見受けられた人々の行動変化を活用し、より持続可能で包摂的な未来を支える交通セクターの再構築を可能
にする景気刺激策をデザインする絶好の機会ともなっている。
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Covid-19パンデミックが引き起こした人類の悲劇と経済危機に世界各国が対応する中、気候変動と不平
等という長期的な課題が地平線上に大きく浮かび上がってきている。経済的に不安定な時代に持続可能性
を追求するためには、環境と公平性への配慮が極めて重要となる。
これは交通セクターに特に当てはまるものである。
交通は、気候変動及び不平等の双方と密接な関係性を有している。モビリティは、私達の生活の質を

左右する重要な役割を担っている。しかし、化石燃料への依存度が高いため、気候変動の大きな原因に
もなっている。2018年の燃料燃焼による直接的なCO2排出量のうち交通が全体の25％を占めている（ IEA 

2020年[1]）。気候変動は、様々な方法で不平等を助長しており、これに対処する際に、社会的弱者がさらな
る社会的コストを負担することがないよう政府が徹底する必要がある。公平な交通システムは、多様な機
会へのアクセスを提供し、コストを公正に分配することで、全ての利用者の幸福を向上させる。
現在、各国政府は、交通由来の排出量を削減し、交通の公平性を向上するという2つの目標を経済復興戦

略の中核に据えることにより、これらを達成するまたとない機会が与えられている。ITF交通アウトルック
2021は、政策決定に役立つエビデンスベースを提供することで、これら2つの野心的な目標をサポートす
る。経済的に実行可能かつ政治的に実現可能で、市民の幸福に焦点を当てた、より持続可能かつ強靭な交
通システムへの公平な移行を支えることがその狙いとなる。

不平等と気候変動：2つの課題

気候変動の原因と影響は、先進国と開発途上国、富裕層と貧困層の間で不平等に分配されている。した
がって、行動を起こし、排出量を削減する責任もまた、不平等に分担されている。（汚染者負担原則に基づ
く）公正な移行のためには、累積排出量が最大の排出者がより多くの費用を負担する必要がある。気候変動
対策は、最も弱い立場にある人々が、少なくともこれ以上の被害を受けないようにする必要があり、環境
及び公平性に対する配慮を持続可能なモビリティへの移行の中核に据えなければならない。
多くの国において貧富の格差が過去30年で最高水準にあるが、各国間の経済格差は相対的には縮小して

いるか、概ね横ばいの状況にある（OECD 2015年[2]、UN 2020年[3]、Hasell 2018年[4]）。世界人口の70％以
上が不平等が拡大する国に住んでおり（UN 2020年[3]）、2015年、OECD加盟国では、人口の上位10％の富
裕層の所得が下位10％の貧困層の所得の9.6倍となった。この比率は、1980年代には7倍であったが、以後、
上昇を続けている。労働人口の下位40％の所得低下や、ベビーブーマー以降の全世代における中流階級の
所得低下も大きな懸念材料である（OECD 2015年[2]、OECD 2019年[5]）。
所得格差の拡大が経済発展の妨げになっている。OECDの推計によると、このことによって、OECD加盟

国の国内総生産（GDP）の累積成長率が1990年から2010年に平均で4.7％減少した（OECD 2015年[2]）。
GDPが成長した国においても、中間所得者や低所得者の生活水準の向上には繋がっていない（OECD 2020

年[6]）。
同時に、気候変動が世界の中心的な課題として浮上している。地球温暖化への対応策として、国際社会

は2015年のパリ協定で、世界全体の平均気温の上昇を「工業化以前よりも2℃高い水準を十分に下回る」も
のに抑え、1.5℃高い水準までのものに制限するための「努力を追及する」ことを約束した。このため、署名
国は、国が決定する貢献（NDC）と呼ばれる各国の気候行動計画を提出することに合意した。

各国は今、1.5℃目標に沿って野心を高め、気候変動対策を具体化する絶好の
機会を迎えている。
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一刻を争う地球温暖化に対処することが喫緊の課題である。最新のデータでは、世界のCO2排出量は増
加の一途を辿っている（ IEA 2020年[7]）。同時に、気候変動に関する政府間パネル（ IPCC）による2018年
特別報告書等の新たな科学的エビデンスでは、1.5℃を超える地球温暖化が深刻な影響を及ぼす可能性が強
調されている（ IPCC 2018年[8]）。現在の拘束力のないNDCを全て実践したとしても、平均気温は3℃以上
上昇すると想定されている（WRI 2020年[9]）。パリ協定は、5年ごとにNDCの改訂版を提出することを各国
に求めている。2020～2021年は、1.5℃目標に沿った改訂版NDCにおいて、各国が野心を高め、気候変動対
策を具体化する絶好の機会である。
経済的不平等と気候変動の実態は密接に絡み合っている。気候変動の原因と影響は、不平等に分配され

ている。原因は裕福な国や個人の消費に関係するが、負の影響を受けるのは先進国よりも開発途上国、国
内では富裕層よりも貧困層である。特に開発途上国においては、男性よりも女性が影響を受けており、気
候変動を原因とする難民の80％は女性である（UNDP 2016年）。気候変動による最悪の結果に直面してい
る人々は、原因への責任が最も小さく、その被害に対応する資源が最も少ないという「二重の不正」が存在
している（Gough 2011年[10]）。
地球温暖化は、人為的な温暖化がないシナリオと比較して、過去50年間で各国間の所得格差を約25％増

加させる原因となっている（Diffenbaugh and Burke 2019年[11]）。この格差は、気温上昇の影響を最も受
けている高温の貧困国の経済生産量が長年にわたって減少し、冷涼な気候の多くの富裕国では同時に増加
していることに起因している。先進国は、気候変動をもたらす化石燃料を使用した活動から不相応な利益
を得ており（Diffenbaugh and Burke 2019年[11]）、その結果、頻発する自然災害等によって、すでに存在
する経済的・社会的不平等の亀裂がさらに深まっているのである（UNDP 2019年[12]）。
富裕層と貧困層の間の排出量の相違は国家間のみならず、特に個人の間で顕著である。国家間の排出量

の不平等は開発途上国の上流及び中流階級のカーボンフットプリントの上昇によって低減したが、その一
方で国内における排出関連の不平等が拡大している。2015年、国内における不平等なCO2排出量は全世界
の排出量の半数を占めたが、1998年には3分の1しか占めていなかった（Chancel and Piketty 2015年[13]）。
全世界では、上位10％の排出者による排出量が世界排出量合計の45％を占め、下位50％の排出者が全排出
量に寄与する割合は13％にとどまっている（図1.1）（Chancel and Piketty 2015年[13]）。最もCO2排出量の
多い交通手段の1つである航空輸送を見ると、この不平等をより明確に把握できる。2018年に航空機を利用
したのは世界人口のわずか11％で、長距離の国際便を利用したのはたったの4％ほどであった。航空関連の
総排出量の半分以上は、世界人口の1％にも満たない少数の富裕層が生み出したものなのである（Gössling 

and Humpe 2020年[14]）。
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図1.1. 上位10％、中位40％及び下位50％に区分した個人によるCO2排出量
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注記：この図式は、世界のCO2排出量の45％が総人口の10％によって生じていることを示したもので、その個人の内訳は、
北米が40％、EUが19％、中国が10％である。同様に、排出量が最も少ない下位50％の個人が世界のCO2排出に寄与する割
合はわずか13％で、その個人の内訳はインドが36％、その他のアジア諸国が23％となっている。残りの42％の排出量は、
その中間層の40％の人口が生み出している。
出典：Chancel and Piketty （2015年[13]） “Carbon and inequality: from Kyoto to Paris”http://piketty.pse.ens.fr/files/
ChancelPiketty2015.pdf

温室効果ガスの排出量の大幅な削減には、必然的に先進国の行動が必須となる。最大の累積排出国であ
ると同時に、最高の技術力と資金を有するこれらの国々は、気候変動に取り組み（Thorwaldsson 2019年
[15]）、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を達成する上での最大の責任と必要手段の双方を有している。
排出削減措置は、最小のコストで最大の効果が得られる分野にターゲットを絞る必要がある。先進国

による持続可能性への投資は、自国内だけにとどまるべきではない。技術やグリーンイニシアティブへの
投資に伴う社会的・経済的利益は、開発途上国で支援活動を展開する正当な理由となる。そのためには、
既存の技術や資金に対する各国のアクセスの格差を解消するための技術移転が必要となる（Kosolapova 

2020年[16]）。交通セクターでは、大気汚染、渋滞、安全性等の諸問題が具体的に改善されることで脱炭素
化が進み、地域に大きな利益をもたらすと同時に、世界のCO2排出量を削減することができる。
経済的不平等及び気候変動は密接に絡み合っている。IPPCは、緊急かつ抜本的な気候変動対策の必要性

を呼びかけるとともに、持続可能な開発に向けた道筋において、社会的公正と平等を中核に据えることを
強調している（ IPCC 2018年[8]、IPCC 2018年[17]）。この関連性を反映するべく、国際合意や国家政策にお
いては、社会的包摂、より広範には持続可能な開発の目標に沿った、公平な脱炭素化政策に焦点を当てる
べきである。国際的な観点からすると、各国は自らのCO2排出に責任を持つ必要がある。さらに、世界全
体のカーボンフットプリントを構成する各国による排出量についても、地域及び家庭で公正に分配される
べきである（CSER 2018年[18]）。脱炭素化においては、少なくとも最も弱い立場にある人々をより厳しい
状況に追い込むことのないよう徹底しなければならない。脱炭素化措置の負担分配の影響を解決できれば、
最も野心的な気候変動緩和政策によって、市民のアクセシビリティの改善及び交通システムの強靭性の強
化を実現することができる。
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交通及び幸福：過小評価されている関連性

全ての市民は、商品やサービスを利用したり、社会的な交流を促進したりするために交通を必要として
いる。地域社会は、交通ネットワークの上に成り立っており、このおかげで人々が通勤して収入を得たり、
通学して生活の機会を高めたり、友人や親族に会ったり、医療サービスを利用したり、図書館やプール、
公園に行ったりすることができる。食料品から医薬品に至る必需品の供給は、効率的で安定した物流サー
ビスに依拠している。整備された交通システムによって、社会的・職業的ネットワークが世界中に広がり、
遠隔地に必要不可欠なライフラインを提供することができる。
交通は、個人及び集団の幸福に密接に結びついている。移動すること自体が人々の状態を向上するもの

ではなく、希望する目的地に辿り着くための手段が提供されて初めて向上されるものである（ ITF 2019年
[19]）。交通の公平性という考えについては、多くの定義と運用方法がある。本書では、商品、サービス、社
会的ネットワーク等の人々のニーズへのアクセシビリティ、そして交通の利益とコストの公平な分配とい
う観点から、公平性を検証している。
公平な交通システムとは、所得、年齢、性別、障がいの有無にかかわらず、あらゆる人々のニーズを満

たすことができるものである。公平な交通システムがないと、特定の集団が疎外されてしまう。アクセシ
ビリティには、個人にとっての機会（又は目的地）の利用可能性と、各人の経済的な状況やモビリティの制
限等に応じた、個人とその機会を繋げるための安全で手頃な交通手段の利用可能性の双方が含まれる。個
人のニーズは、人生の各ステージに応じて、また、居住地から目的地までの位置関係に応じて、生涯にわ
たって変化する（Banister 2018年[20]）。個人の資力やニーズの多様性によって各人の間にある程度の不平
等が生じるが、交通の不平等を政策立案者が理解した上で最小限にとどめることが重要である。
交通における不平等は、社会に悪影響を及ぼす。アクセシビリティの欠如は、特定の集団を疎外し、彼

らが個人的及び集団的に潜在能力を最大限発揮する妨げとなる。交通システムが社会的不平等を助長す
る。アクセスの不平等は、所得層、民族、性別、年齢層に基づいて、また、都市と農村部の間で発生す
る。教育や雇用へのアクセスの欠如は、人的資本や労働市場への参入を阻害し、経済に悪影響を及ぼす
（Mackie,Laird and Johnson 2012年[21]）。また、定期的なケアや健康的なライフスタイルを維持する機
会へのアクセス不足により、平均寿命の低下や医療費の増大をもたらす（Porter 2013年[22]、WHO 2011

年[23]）。さらに、旅をする余裕がないために「旅をしていない」人々は、「旅をされている」人々でもあ
り（Banister 2018年[20] 、持続可能な開発委員会 2011年[24]）、恵まれた人々の移動が生み出した負の外
部性を負担している。こうした外部性には、高速道路その他のインフラによって分断されたコミュニティ
（Anciaes et al. 2016年[25]）、騒音や大気汚染（Rock, Ahern and Caulfield 2014年[26]）、交通事故の発生率
の上昇、自動車所有を余儀なくされることによる世帯の交通費の増大（持続可能な開発委員会 2011年[24]）
等が挙げられる。

交通由来のCO2排出量：顕著かつ増大している

交通によって世界の距離が縮まり、かつてないほど人と物の遠距離かつ頻繁な移動が行われている
（Banister 2019年[27]）。富裕国では、60年前と比較して、人々は平均5倍の距離を日常的に移動している
（Banister 2018年[20]）。交通手段が増え安価になるにつれて、人々の移動性が著しく向上する一方、これ
に伴って社会と環境に対する負荷も増大している。社会全体における排出量及びコストの不平等な分配は、
長距離輸送を中心とする需要の高まりと共に増大している。
旅客・貨物輸送の需要増により、交通の脱炭素化が課題となっている。移動量の増大は、過去数十年

にわたる車両及び燃料技術の改善で相殺しきれるものではない。交通セクター及び工業セクターは最大の
エネルギー最終消費部門であり、2018年における直接エネルギー消費量は、それぞれ121エクサジュール
（EJ）及び119EJであった（ IEA 2020年[28]）。輸送車両の最終エネルギー消費量は、2018年の燃料燃焼に直
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接由来するCO2排出量の25％を占めている（ IEA 2020年[1]）。交通セクターは、他の最終消費セクターと比
べて石油への依存度が高く、輸送の全最終エネルギー消費量の92％が石油製品に由来している（ IEA 2020

年[28]）。そのエネルギー消費量と炭素集約型燃料のシェアの高さから、交通は、燃料生産、車両製造、イン
フラ建設等の交通関連の追加的な排出量を考慮せずとも、気候変動の主要な原因となっている。

2008年の金融危機時に一時的な下落はあったものの、交通セクターのCO2排出量は過去30年で着実に増
加してきた（図1.2）。2020年におけるCovid-19関連の運転休止がCO2排出量の減少に寄与したため、ITFモ
デルでは交通セクター全体で15％と推定しているが、外出規制の緩和と経済回復に伴ってリバウンドする
と見込まれている。パンデミック発生の前年の2019年における世界の交通由来の排出量は0.5％増で、2000

年以降の年平均成長率（CAGR）の1.9％を下回ってはいるが、それでも交通由来の排出量が増加し、懸念
事項であるのは明らかである（ IEA 2020年[29]）。交通由来の排出量の増加傾向に歯止めをかけることがで
きなければ、全体の排出削減目標を達成することはますます困難となる。

図1.2. 全世界における最終使用部門別の燃料燃焼によるCO2排出量
CO2排出量の変化　1990年＝100

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

19
90
年

19
91
年

19
92
年

19
93
年

19
94
年

19
95
年

19
96
年

19
97
年

19
98
年

19
99
年

20
00
年

20
01
年

20
02
年

20
03
年

20
04
年

20
05
年

20
06
年

20
07
年

20
08
年

20
09
年

20
10
年

20
11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

合計 ⼯業 エネルギー 交通

注記：2019年のデータは推定値である。エネルギーには、「電力・熱供給事業者」及び「その他のエネルギー産業」が含
まれる。データの文書はオンラインで入手可能（https://iea.blob.core.windows.net/assets/474cf91a-636b-4fde-b416-
56064e0c7042/WorldCO2_Documentation.pdf）。
出典：1990年から2018年のデータはIEA（2020年[1]）”CO2 Emissions from Fuel Combustion”（https://www.iea.org/
subscribe-to-dataservices/co2-emissions-statistics）、2019年の交通由来の排出量は、IEA （2020年[29]）”Tracking Clean 
Energy Progress: Transport”（https://www.iea.org/reports/tracking-transport-2020）より入手した。

 https://doi.org/10.1787/888934238261

各国の脱炭素化に対する現在の誓約は、気候変動の目標を達成する上では不十分である。パリ協定の署
名国が当初のNDCの全目標を達成したとしても、地球の気温上昇は閾値である1.5 ℃を遥かに超え、2℃さ
えも上回る恐れがある（WRI 2020年[9]）。数多くのNDCにおいて交通に特化したCO2削減目標が掲げられ
ているが、その目標達成に向けた具体的な措置を定めているケースは極めて少ない。NDCの81％が交通を
関連事項として認めているが、交通に特化した緩和目標を規定したのはわずか10％である（ ITF 2018年
[30]）。2018年の時点で発表された交通関連NDCの全てを実施しても、気温上昇を工業化以前と比べて2℃未
満に抑える上で必要となる2030年に向けた交通部門の目標値を達成するには不十分である可能性は高い。
達成するには、交通関連のNDCにおいて、2030年までのCO2排出量を追加で6億トン削減するという約束を
行う必要がある（ITF 2018年[30]）。
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一方、断固たる政策措置で交通を変革することは可能である。需要マネジメント、持続可能なモードの
優先、車両及び燃料技術の改善、運用の最適化を図る政策を導入することで、地球温暖化をより野心的な
1.5℃の目標値まで抑えることが可能となる。気候変動において交通が果たす役割に鑑み、各国の交通大臣
は、国家のコミットメントの決定やNDC改訂版の作成に積極的に関与するとともに、これらの目標達成に
向けた明確な道筋を立てる必要がある。

脱炭素化に向けた障壁や様々なアクターの役割及び責任を明らかにするには、
政府、産業界、科学研究界の間におけるより広範な支援、対話及び協力が
必要不可欠となる。

計画を実行に移すには、多様なステークホルダーの対話及び協力が必要となる。本交通アウトルックの
成果は、分析結果の提示及び行動の喚起であり、既存の施策を変更する必要性と交通セクターによるCO2

排出を減速・減少させるために何をすべきかが示されている。しかし、これは出発点に過ぎない。脱炭素
化に向けた障壁や様々なアクターの役割及び責任を明らかにするには、政府、産業界、科学研究界の間の
より広範な支援、対話及び協力が不可欠であり、こうした協働を実現するには、より詳細な分析、共同計
画、モニタリングが必要となる。

CO2排出量と不平等に同時に取り組む

不平等と気候変動に同時に取り組むことは世界各国にとって必須の課題である。この目標を達成するに
は、効率的な交通政策に裏付けられた、より環境に優しく包括的な交通システムの構築が必要である。交
通セクターは、万人に影響を与え、政治的・地理的な境界線を越えて人々を繋ぐため、政策立案者による
変更の導入は一筋縄ではいかない。交通関連の気候変動及び公平性に関する効果的な政策は、政治的に実
現可能で、社会的に受け入れられ、信頼されるものでなければならない。つまり、こうした交通政策は、
パンデミックからの復興措置に沿ったものである、機会へのアクセスを向上させる方向にシフトする、交
通セクターと他部門の間のサイロを打破して連携を強化する、という3つの基準を満たす必要がある。

政策の整合性の徹底

交通政策は、ポジティブな変化のきっかけになることもあれば、気候変動や不平等といったより広範な
問題が顕在化する契機ともなり得る。人々は、モビリティをより持続可能にするための施策が、一般人に
過度な負担を課すことのない「正当」なものと認識した場合には、これを支援する。一方で、手頃な価格で
のアクセスの減少や経済的不平等を拡大するパターンの一環になると思われる施策については、社会的・
政治的な緊張を生み出す可能性がある（Thorwaldsson 2019年[15]）。
政策の整合性は、今後数年における資金供与の優先順位付けに必要不可欠である。復旧施策パッケージ

においては、財政が逼迫していることや、GDP成長に偏った焦点を当てることによる環境・社会的コスト
を考慮すると、経済的、環境的、社会的な目標に、単独又は順次取り組むのではなく、同時進行で取り組
むべきである（Buckle et al 2020年[31]）。脱炭素化のコストは一見して高額だが、こうした投資によって
新規雇用の創出、医療コストの低下、生物多様性の保全が可能となり（CCC 2019年[32]、Banister 2019年
[27]、Fulton et al 2017年[33]）、例えば自動車による移動等よりも公共交通機関への投資を優先した場合、コ
ストを上回る効果が得られる可能性が高いことが示されている。脱炭素化及びデジタル化の技術への投資
は、コスト削減や長期的な純利益の創出を実現し、Covid-19の後の経済復興を目指す上で最適な手段となる
（ETC 2020年[34]、Varro 2020年[35])。
こうした統一された、整合性のある、全体的なアプローチは、国連の持続可能な開発目標（SDGs）の広
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範なアジェンダを支援するものでもある。交通は、数多くのSDGsにおいて横断的に貢献をするものであ
り、17のSDGsの目標の大半に明示的又は黙示的に関連している（図1.3及びボックス1.1）。

図1.3. 国連の持続可能な開発目標に対する交通の関連性

交通の
アクセシビリティと

接続性の改善

サプライチェーンの
最適化

交通システムの安全性

交通セクターにおける
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交通の脱炭素化

交通のデジタル化技術

交通に焦点を当てた
マルチステーク
ホルダーの連携

注記：本発行物の内容は、国連が承認したものではなく、国連又はその職員、加盟国の見解を反映したものではない（https://
www.un.org/sustainabledevelopment/）。

モビリティからアクセシビリティに焦点を移行する

交通需要は、経済成長から切り離さなければならない。歴史的に旅客輸送も貨物輸送もGDPの成長と足
並みを揃えて発展してきた経緯があり、より迅速かつ便利で安価な長距離の移動を実現することが従来の
目標であった。これまでの交通セクターにおける常識は、将来の需要を予測し、それに合わせてインフラ
を整備するというものだった。しかし、化石燃料を使用したモビリティが環境に及ぼす負担が明白となっ
た今、気候変動を抑制し、強固な経済を維持するためには、モビリティの提供を経済成長の概念から切り
離すことが不可欠となっている（Gray et al. 2006年[36]、Banister and Stead 2002年[37]、OECD 2019年[38]、
Schleicher-Tappeser,Hey and Steen 1998年[39]）。
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ボックス1.1. ジェンダー、交通、持続可能な開発目標
国際交通フォーラム（ ITF）の交通におけるジェンダーへの取り組みは、女性に限らず全ての利用者

のために、交通セクターにおけるジェンダー課題に対処するものである。ITFは、官民のパートナー、
国際機関及び学術界と協力して、国連の持続可能な開発目標（SDGs）のいくつかに貢献するために、
エビデンスに基づいた政策改善に取り組んでいる。
交通の持続可能性と公平性の改善には、交通従事者の多様性の拡大と業務の品質改善が含まれる

（Ibarra et al 2019年[40]）。ITFのレポート「The Gender Dimension of the Transport Workforce」では、
2018年に交通セクターで働く女性の割合はわずか17％であったという結果が明らかになっている。
ジェンダーギャップを解消するために既存の労働法制を改善するだけでなく、労働力としての女性を
教育、訓練、雇用、維持するために、さらなる政策措置が必要である（Ng and Acker 2020年[41] ）。
ジェンダーの多様性は、新たなスキルの導入、男性とは異なるリスク選好やインセンティブへの反

応等を通じて、それ自体が利益を生み出すため、交通部門への女性の参入増加は男性の雇用増加より
も高い経済効果が見込めるとされている（Ostry et al 2018年[42]）。また、女性は、男性優位の社会通
念を疑問視し、より持続可能な意思決定を行うことも調査で明らかとなっている（Kronsell,Smidfelt 

Rosqvist and Winslott Hiselius 2016年[43]）。交通従事者のジェンダー平等を改善することは、SDG5

の「ジェンダー平等」の実現を支援するとともに、SGD8の「働きがいと経済成長」にも寄与する。男
性優位の海運業における多様性の改善は、結果的にSDG14の「海洋資源」に貢献する。
交通従事者におけるジェンダー平等は、交通サービスの計画・設計の改善にも繋がる。ITF論文

「Understanding Urban Travel Behaviour by Gender for Efficient and Equitable Transport Policies （Ng 

and Acker 2018年[44]）」では、女性の移動パターン及び行動が男性のそれとは大きく異なることが指摘
されている。また、ITFの要約レポート「Women’s Safety and Security, A Public Transport Priority （ITF 

2018年[45]）」では、女性が交通手段を選択する上で、公共交通機関の安全性の欠如がその主な妨げに
なっていると多くの著者が指摘している。現在の交通サービス及び政策は、主に男性の移動パターン
に基づいたものであるため、より包括的なプランニングによって全ての利用者層のアクセシビリティ
を改善することが可能となる。さらに、公共交通の魅力を向上することで、SDG3「人々の健康と福祉」、
SDG11「住み続けられるまちづくり」、SDG13「気候変動対策」に貢献することができる。

移動の頻度と距離の増大（交通量の増加）は、アクセシビリティの改善を示すものではない。実際のとこ
ろ、目的地に到着するまでのトリップ数が多く距離が長い地域では、交通量の増加は交通手段のオプショ
ン不足を表しているケースがある（OECD 2019年[38]）。市民のニーズに応える交通計画とは、利用者が希
望する目的地、そして交通サービスが出発地と目的地をどれだけ結んでいるかを考慮したものである。モ
ビリティからアクセシビリティに焦点をシフトすることは、気候変動の緩和、持続可能な開発、市民の幸
福などの包括的な目標を達成する交通の実現に向けた政策の中核をなすものである（ ITF 2019年[19]）。パ
リ協定の目標を達成する上で、交通セクターの枠を越えてウェルビーイング（幸福・福祉）の視点を導入す
ることに焦点を当てたOECDの取り組みについては、ボックス1.2を参照のこと。
一部の人にとってのスピーディな移動は、他の人々の負担を意味する。アクセシビリティよりもモビリ

ティを優先した道路設計や土地使用パターンには、スピーディな移動を促す低密度開発や高速道路が含ま
れる。一方、アクセシビリティを重視した設計では、代替的な交通モードによるアクセスを向上させるた
め、高密度開発及び複数の交差点や連結路を伴う道路が採用される（Litman 2003年[46]）。スピーディな移
動や渋滞の削減のみに焦点を当てた交通ネットワークは、低速度がもたらす安全性を犠牲にし（ ITF 2020

年[47]）、自動車への依存を促してアクティブな移動オプションを制限することで、市民の健康に悪影響を及
ぼす（Le,Buehler and Hankey 2018年[48]）。さらに、自動車を所有しない人々のニーズが優先されていな
い。路上移動の時間節約を重視することは、移動頻度が最も高い人々にとってのメリットとなるケースが
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多いが、運転をしない人、高齢者、低所得世帯、移動に制限のある人々に有益となる可能性は低い（Lucas, 

Tyler and Christodoulou 2009年[49])。
交通量の増加による真のコストと影響を把握するためには、モビリティを重視した交通システムの外部

性を内部化する必要がある。事実、社会面や健康面の影響のみならず、車両走行キロ数の増大（交通量及
びモビリティの増大）は、生産性の経済的測定値と負の相関関係がある場合がある（Litman 2014年[50]）。
交通が目的地にアクセスするための手段である以上、モビリティを重視した将来設計を継続する理由はほ
とんどない。
アクセシビリティに焦点を当てることで、より持続可能な方法で交通需要に対応しながら、ウェルビー

イングの向上に向けた扉を開くことができる。対照的に、モビリティを重視した交通戦略は交通量の増大
を主軸としている（Litman 2003年[46]、OECD 2019年[38]）。交通活動が増えれば、気候変動の進行を緩和
することは一層困難となる。しかし、経済を支え、市民のアクセス性を確保することは、交通活動が少な
くても実現可能である。本書のシナリオの結果は、気候変動の影響を軽減するバランスの取れた一連の措
置によって、アクセシビリティを改善し、交通需要の増大を抑え、交通由来のCO2排出量を劇的に削減で
きることを示している。

ボックス1.2. OECDの気候変動対策に対するウェルビーイング・アプローチ
このアプローチは、意思決定の際にウェルビーイング（気候面を含む）の影響を体系的に含めるこ

とを主張しており、現在の政策の優先事項の再評価、進捗状況のモニタリングや意思決定基準の設定
に用いられる指標の見直しを求めるものである。これにより、政策アプローチが改善され、既存の消
費、生産、サービス提供におけるエネルギー効率向上や炭素強度の低減を超えた、体系的な変化を実
現することができると主張している。経済全体のレベルでは、まず、GDPの成長がウェルビーイング
の向上に繋がらない可能性があること、そして環境に対する損害が十分に考慮されていないことを認
識した上で、「GDPを超えた（beyond-GDP）」という物語に移行することから始める。このアプロー
チは、NAEC（New Approaches to Economic Challenges：経済的課題に関する新たなアプローチ）の
イニシアティブ及びOECDウェルビーイング枠組み（OECD Well-being Framework）を通して明示さ
れた「より広範な経済成長の概念、経済・社会・環境分析のためのより成熟した枠組み、より広範な
政策目標」（OECD 2020年[6]）へ移行しようとするOECDの広範な取り組みと整合したものである。

Covid-19パンデミックからの復興にウェルビーイングの視点を適用する
気候変動専門家グループ（The Climate Change Expert Group）の論文「Addressing the Covid-19 

and climate crises: Potential economic recovery pathways and their implications for climate 

change mitigation, NDCs and broader socio-economic goals」（Buckle et al. 2020年[31]）では、国
及び都市が発表した陸上交通セクターの復興措置を枠組みによって分類し、「回復（Rebound）」、「切
り離し（Decoupling）」、「広範なウェルビーイング（Wider well-bing）」という3つの復興経路に区分
するものである。この研究では、広範なウェルビーイングの経路（経済回復、CO2排出量の削減、ウェ
ルビーイングの成果を統合した道筋）に合致する対策として、よりクリーンな車両技術や燃料への移
行の加速化が挙げられているが、それだけではない。そのため、復興措置は自動車依存からの脱却を
促すものである必要がある（例：シェアモビリティの役割強化に向けて電気自動車の充電施設に適切
な支援を提供する、ロックダウンの緊急事態に生じた自家用車からの道路空間の再配分を前提とす
る、スプロール現象の増加を明確に回避する等）。この文書では、こうした復旧施策パッケージがい
かに雇用創出や他のウェルビーイングの成果をもたらすかについて論じている。
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迅速な進展に向けた連携

交通の脱炭素化には、他のセクターからの支援が必要となる。交通には多くの相互依存関係があるため、
異なるセクターの意思決定者を集めて共同で目標とする行動をとる、全体的な政策アプローチが必要とな
る。連携の強化に向けた長年の優先課題は、交通計画及び土地利用に係る意思決定の統合である。人と物
の輸送需要は、人口の空間的分布に大きく依拠しており、これは主に土地利用の決定によって左右される。
しかしながら、世界の多くの地域では、依然として交通部門と都市／地域計画部門のサイロ化が解消され
ていない。
新しい民間モビリティサービスが規制当局を悩ませている。その急速な変化を背景に、当局がシェアモ

ビリティやマイクロモビリティサービスをどのように規制し、市民の利益、環境目標の支援、都市空間管
理の原則遵守、安全性の確保を実現する方法で活用していくかについては、依然として不透明なままであ
る。政策立案者は、交通に関わる民間の「破壊者」と連携して、コストや負の外部性を軽減しながら新た
なモビリティサービスが提供する利点を活かせる環境づくりを支援する必要がある（ ITF 2016年[51]、ITF 

2020年[52]）。
モビリティとアクセシビリティは、ますますデジタル技術に依存するようになっている。現在、私達は

リアルタイムの情報を利用して、次のバスが何時に来るのかを確認したり、最も渋滞していない運転経路
を検索したり、タクシーを呼び出したりしている。自動車の経路検索、自動化、緊急時の通信、車載式故
障診断装置（OBD）には情報通信技術（ICT）が採用されており、同技術は、物理的な移動を必要とせずに、
仕事、人との交流、ショッピングを可能にする。貨物輸送においては、資産の共有、エコドライブのため
のリアルタイムフィードバック、フィジカル・インターネット等、ICTを使って物流を最適化している。国
際エネルギー機関（IEA）は、道路貨物におけるデジタル化によってエネルギー消費量を20～50％削減でき
ると試算している（IEA 2017年[53]）。

CO2排出ゼロの車両でも川上での間接的な排出に寄与している。CO2排出は、車両のエンジンからだけ
でなく、電力又は水素等の燃料の生産や輸送時にも発生する。これに加えて、原材料の採取や車両の製造
工程、交通インフラの建設・維持・運営からも影響を受ける。そのため、政策立案者は、新規の自動車技
術や輸送システムによって経済全体の環境パフォーマンスが改善されるよう徹底する必要がある。技術
的な移行をうまく実施すれば、セクター間の相乗効果を得ることが可能となる。例えば、電気自動車は、
管理された充電スキームを通じて、電力網が再生可能エネルギー源を統合するのに役立つ（McKinsey & 

Company 2018年[54]）。電動化へのシフトは、国内のエネルギー消費を多様化し、エネルギー安全保障に
も貢献する。
クリーンな自動車の増加は、税収減を引き起こす可能性がある。適切に計画しなければ、自動車の電動

化と低炭素燃料の使用増によって化石燃料税からの収入が減少する可能性がある。その結果、低炭素のモ
ビリティがもたらす理想的な環境・健康面の利益と、化石燃料税を福祉制度の資金源にしようとする意図
の間で緊張関係が生まれる恐れがある。モビリティの移動距離に基づく価格設定への転換と炭素税増税を
準備することで対処が可能だが、合意を得て実施するには、ステークホルダーとの計画的な対話や一般市
民との効果的なエンゲージメントが必要となるだろう。

未来の交通を構築する：パンデミックはリセット効果をもたらすのか？

交通セクターが今後数年間で、脱炭素化と不平等にどのように取り組んでいくかは、3つの主な要因、す
なわち、Covid-19パンデミック、変化する市民のニーズ、経済発展の道筋によって生み出される新たな現実
によって形作られる。パンデミックの影響で、交通機関は通常の業務に支障をきたしている。公共交通機
関の将来的な魅力や実行可能性に疑問を投げかけ、通勤パターンを変化させ、交通が社会的不平等の原因
となっていることを明確にした。パンデミックからの復興と経済の不透明さが続く中で、世界のいくつか
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の地域では、ますます都市化し、急速に高齢化する人口の将来のニーズをどのように満たすかを決定しな
ければならない。

Covid-19パンデミックによって、交通セクター及び社会全体が前例にない困難に直面している。Covid-19

は、私達の日常生活をリセットし、働き方、暮らし方、移動の方法について考え直すことを余儀なくした。
都市活動の停止や海外渡航の中止のほか、サプライチェーンにもしわ寄せが生じ、商品の流通を維持する
ため物流業務の抜本的な見直しが必要となった。自動車、公共交通機関、徒歩による移動パターンに関す
る傾向を図1.4に示しているが、これはApple Mapsの利用者の経路検索に基づいて、パンデミック時にお
ける移動需要の変化を概算したものである。このサンプルには偏りがあり、裕福な人が多いAppleデバイス
を持つ個人の習慣のみが描かれているが、Covid-19禍の各波が交通量に及ぼした強い影響と、異なる交通
モードに対する相対的な影響を見て取ることができる。パンデミックは経済的・社会的な不平等を悪化さ
せており、交通もその一端を担っている。とりわけ、経済的損失や健康状態の悪化、移動手段へのアクセ
ス低下は、弱い立場にある人々に悪影響を及ぼした（WRI 2020年[55]）。

図1.4. 世界的なCovid-19の影響を反映したAppleユーザーの移動データ
2020年1月～2021年2月、2020年1月13日＝100（7日平均の移動データ）
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注記：2020年1月19日を起算日とする7日平均の移動データ。2020年5月11日及び12日のデータが欠落しているため、世界
平均からは除外されている。経路検索を交通需要として捉えるため、習慣的なトリップはデータに含まれない。Appleデバイ
スの携帯時及びルート検索の利用時における移動需要の縮小幅を見て取ることができる。サンプルには偏りがあるため、こ
の画像は例示的なものであり、世界人口を反映したものではない。
出典：Apple（2021年[56]）”Apple Mobility Trends” に基づき算出された世界平均（https://covid19.apple.com/mobility）。

 https://doi.org/10.1787/888934238280

世界各地で復興が進む中、これまでとは違ったやり方を実施する機会が生まれている。交通政策を賢く
実行に移すことで、経済回復を支援すると同時に、世界における環境の持続可能性と社会的公平の改善を
推進することができる。復興期の支出や投資に関する政策の選択は、気候変動の緩和と持続可能な開発目
標の達成に向けた世界の能力を決定する。
パンデミック時の雇用損失は、在宅勤務が不可能な産業に最大の打撃を与えた。特に、外食産業、小売、

娯楽・観光業、インフォーマルセクター及びギグ・エコノミーの雇用に対する打撃が大きい。これらの産
業には女性が多く従事しているため、深刻な悪影響を受けている。世界的に見て、女性従業者の58％が非
正規雇用であり、パンデミック発生から最初の1ヶ月で非正規雇用者は平均で収入の60％を失った（UN 

Women 2020年[57]）。住宅不足で過密状態の都市部における移民、低賃金労働者、民族的少数派、低所得
者のコミュニティでは、Covid-19の感染が他地域より遥かに高い水準で拡大した（OECD 2020年[58]）。
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公共交通機関の運行削減により、エッセンシャルワーカーがアクセス制限に直面した。米国では、
エッセンシャルワーカーの3分の1が公共交通機関で通勤しており、その3分の2が民族的少数派である
（TransitCenter 2020年[59]）。開発途上国の貧困地域では交通手段として民間運営のパラトランジットサー
ビスが広く利用されるが、利用者減によるサービス停止で取り残された住民は、徒歩又は自転車で長距離
を移動せざるを得なくなった（IGC 2020年[60]）。
交通セクターは、非常に困難な状況にもかかわらず、医療従事者に無料又は割引でサービスを提供する

鉄道、公共交通機関、バイクシェア制度、タクシー及び配車サービス等、Covid-19 対策を別の形で支援
する無数のイニシアティブを開始した。また、アプリを利用したモビリティサービスでは、政府の保健関
連情報を発信し、政府にモビリティに関するデータや分析を提供した。自動車会社及び航空会社は、酸素
吸入器の開発に資金を投じ、物流企業は、保健当局によるCovid-19検査センターの設営を支援した（ ITF 

2020年[61]）。
公共交通機関の事業者は、Covid-19禍においてサービスを維持するため運営方法を調整した。多くの

都市では、バスや電車は、物理的な距離を保つために最大乗客数を減らして運行を続けた。バスの運転手
や他の交通従事者の保護及び隔離を徹底するため、プラスチックの保護パーティションが迅速に導入され
た。事業者は、露出を減らすため、車内での発券業務や前方からの乗車を停止し、また、床面のマーキン
グやその他のサインより距離を保つための条件を乗客に伝達した（McArthur and Smeds 2020年[62]、UITP 

2020[63])。
交通従事者はパンデミックの最前線で働いている。交通セクターの従業員は、自らの健康リスクが高ま

るにも関わらず、Covid-19禍において医療及び病院スタッフやその他のエッセンシャルワーカーにサービス
を提供してきた。交通機関の従事者におけるCovid-19関連の死亡率が発表されているが（ILO 2020年[64]）、
一部の都市のデータではマイノリティに対する不均衡な影響が見られる。ロンドンでは、2020年8月の時点
でCovid-19感染により死亡した交通従事者44人のうち、36人が非白人であった（TFL 2020年[65]）。

Covid-19は、様々な形で交通セクターの様々な部分に打撃を与えた。ここでは、都市内の旅客輸送、都
市外の旅客輸送、貨物輸送を中心に、パンデミックの主な影響をまとめている。具体的には、第3章、第4

章、第5章にて詳しく説明する。表1.1は、その概要を示したものである。
外出自粛や記録的な数の人々が在宅勤務を始めたことを主要因として、パンデミックは都市交通に変化

をもたらした。米国では労働者の約48％、欧州連合では42％が在宅勤務したが（Sostero et al. 2020年[66]、
Bloom 2020年[67]）、これは主に高賃金の知識セクターの業務が対象であった。公共交通機関やシェアモビ
リティは、パンデミックの間、利用者の激減、サービス頻度の低下、路線の休止、社会的距離を置くルー
ルや衛生要件への対応等、過去最大の困難に直面することとなった。世界中の都市住民は、公的機関がパ
ンデミック対策を奨励・促進するための一時的措置を急ピッチで進めたため、徒歩、自転車、マイクロモ
ビリティを利用するようになった。
よりクリーンな自家用車、共有車両、公共交通機関用の車両の迅速な導入を促す景気回復パッケージ

の一環として、パンデミック後の復興は、アクティブモビリティを推進するまたとない機会となる。テレ
ワークの継続で居住地の選択に変化が生じる可能性もあるが、さらに将来を見据えると、土地利用計画及
び公共交通指向型都市開発が、持続可能な都市モデルを徹底する上でより重要な役割を担う必要がある。
テレワークが非常に高い水準で継続した場合、都市の分散化を引き起こすことも想定される。しかし、こ
のような分散化は、必ずしも交通量や排出量の増加を意味するものではない。ピーク時を想定した伝統的
な放射状道路・路線から脱却した公共交通ネットワークで接続されるコミュニティ重視型開発やスマート
ソリューションは、都市がより公平で持続可能な未来を実現するのに役立つ。また、新たな形態のモビリ
ティをこうした公共交通システムに効果的に統合することで、それを補完しつつ、マルチモーダルな都市
交通を完成することができる。第3章では、これらの機会についてさらに詳しく説明する。
都市外旅客輸送はパンデミック時に激減し、とりわけ長距離の移動が大きな打撃を受けた。厳格な海

外渡航規制や国境閉鎖により、2020年4月の世界の航空輸送は前年同期比で94％減となった（ IATA 2020
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年[68]）。観光部門と業務出張も深刻な打撃を受けて低迷し、地域や都市間のバス・鉄道ルートにおける需
要も激減した。長距離移動ではバスが最も手頃な交通手段であるケースが多いことから、とりわけバス運
行事業者に対する財務的影響が社会的公平性に重大な悪影響をもたらした可能性がある。長距離旅行産業
の回復には、支援パッケージが不可欠であり、こうした支援は、平常時に戻るのではなく、より持続可能
な都市外交通へのシフトに役立つよう、慎重に設計される必要がある。景気刺激策は、クリーンな航空機、
道路車両及び燃料の研究・開発・導入に投資する機会にもなる。第4章では、都市外旅客輸送についてさら
に詳しく説明する。
パンデミックは、貨物輸送が果たす必要不可欠な役割を浮き彫りにした。貨物需要の減少は、旅客輸送の

減少よりも遥かに緩やかであった。パンデミック時に宅配やeコマースが増加した地域もあり、例えば英国
では貨物輸送の需要が50％増加した（英国統計局 2020年[69]）。国境が閉鎖された中で、信頼性の高いサプ
ライチェーンの必要性が高まったため、貨物輸送セクターは必需品の流れを維持すべく迅速に適応すること
が求められた。良好に機能するサプライチェーンは当たり前のものとみなされることが多く、一般消費者に
は見えないその複雑さが評価されることも稀である。しかし、この状況はパンデミックで一変した。必要な
機器を稼働させ、必需品を供給し続ける労働者や企業が、突如として脚光を浴びることとなったのだ。
この認知度の向上によって貨物輸送が公共の優先事項に位置付けられ、よりクリーンな貨物輸送へのシ

フトを加速化できる可能性がある。容易に実施できる脱炭素化の取り組みとしては、燃料補助金の停止や
代替燃料の使用推奨の他、デジタル技術や自動化技術の迅速な導入が挙げられる。さらに、ジャストイン
タイム方式を緩和することで、貨物混載の向上や貨物搭載率の増加が可能となる。スピードの低下は、マ
ルチモーダル・ソリューションを支援して低炭素型のサプライチェーンを構築することに役立つ。第5章に
おいて、これらの概念について深く検証していく。
このパンデミックによって、人々の移動や物資の輸送が最終的にどのように変化するかは不透明なまま

である。しかしながら、行動様式の変化やビジネスモデルの変化に加えて、政府介入の結果、Covid-19が交
通システムに長期的な影響を与えることはすでに明らかとなっている。これらの要因が経済・環境・社会
面でどれほど前向きな影響をもたらすかは、政府が適切な優先事項を設定し、適切なインセンティブを提
供する政策に取り組むかどうかに大きく左右される。経済復興政策及び交通ネットワークの強靭性の強化
に向けた政策は、適切に設計・実施されれば、環境問題や社会的不平等にも同時に対処することができる
（Buckle et al. 2020年[31]）。
適切な政策により、パンデミック時に生じた持続可能な輸送への取り組みを強化することができる。都

市におけるアクティブモビリティやマイクロモビリティへのシフトは、これらのモードの安全な利用に向
けた空間確保によって恒久化することが可能である。また、リモートワークの増加は通勤の削減に寄与し、
テレビ会議は出張の必要性を減少させるため、このような傾向を強化することで持続可能な目標に役立て
ることができる。一方で、公共交通機関の利用率の低下やeコマースの増加といった相殺力のある傾向は、
こうした取り組みの遅延に繋がるため抑制する必要がある。
一部の景気刺激策は、交通への投資を通じて気候変動に焦点を当てている。EUは、約3分の1の予算

を気候変動対策に充当する、これまでで最大規模の景気刺激策を承認した。このパッケージには、低排
出ガス及びゼロ排出車両の市場活性化や、エネルギー資源の開発に向けた資金拠出が盛り込まれている
（Krukowska and Lombrana 2020[70]）。2019年に発表された欧州グリーンディールに合わせた次世代のEU

復興戦略（Next Generation EU：NGEU）は、よりクリーンで安価な公共交通機関の導入を呼びかけるも
のである。韓国では、復興措置を通したグリーンモビリティ車両の普及（OECD 2020年[71]）、中国では、
電気自動車の充電設備への投資や新たな再生可能エネルギー発電所の支援が計画されている（Krukowska 

and Lombrana、2020[70])。また、韓国、日本、中国はいずれも、2050年までにカーボンニュートラルを実
現することを宣言している（Carbon Brief 2020年[72]）。ASEAN包括的復興枠組み（ACRF）では、交通の
接続性の強化を含む、より持続可能で強靭な未来に向けた発展の必要性が明確に示されている（ASEAN 

2020年[73]）。
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表1.1. Covid-19後の交通の脱炭素化に向けた潜在的な課題及び機会

脱炭素化に向けた潜在的な機会 脱炭素化に向けた潜在的な課題

短期的な影響 都市内の旅客輸送
• 高水準のテレワーク、通勤の減少
• アクティブモビリティ及びマイクロモビ
リティの増加

• アクティブモビリティ用のレーン／道路
空間の再配分の迅速な実施

• 自動車の利用、渋滞及び汚染の削減

都市内の旅客輸送
• 健康上の懸念や自動車使用へのシフトに
起因する公共交通及びシェアモビリティ
の利用者数の低下

都市外の旅客輸送
• テレワークの増加、出張の削減
• 燃費の悪い旧型の航空機の早期更新によ
る燃費の改善

• 航空移動の低下
• 健康上の懸念に起因する近隣地域におけ
る観光の増加

都市外の旅客輸送
• 健康上の懸念に起因する自家用車の使用
増が、よりクリーンな「シェア」モード
（バス、鉄道等）の低下を招く

貨物輸送
• 全体的な需要及び輸送活動の低下
• 化石燃料の消費及び輸送の削減
• 自動化及びデジタルソリューションの迅
速な導入（例：港湾ターミナルや国境検
問等）

• 低炭素集約型モード（鉄道及び内陸水路）
の強靭化

貨物輸送
• eコマース及び宅配の増加
• 企業が車両のリニューアルやその他の投
資（クリーン化技術等）を延期する

長期的な変化／ 
構造上の変化

都市内の旅客輸送
• テレワークの増加、通勤の減少、及び近
隣地域内の移動の増加

• 近隣地域内の移動や土地利用が重視され
ると、近隣拠点の高密度化に向けた土地
利用が優先される可能性がある

• 恒久的なアクティブモビリティのインフ
ラを導入して、道路空間の再配分を実
施する

• より持続可能なモデルを目指して、公共
交通機関の資金調達制度を変更する

都市内の旅客輸送
• 健康の懸念に起因する自動車の利用増
• 習慣の変化や衛生上の懸念に起因する公
共交通機関の利用者減

• 持続可能な燃料の研究に対する民間及び
公的部門からの資金欠如

• 公共交通機関に拠出される資金欠如
• 元の状態に戻ることを促す刺激策
• 人々がテレワークで都市から離れた場合
に生じる無計画な都市のスプロール化

都市外の旅客輸送
• 出張削減による企業のパラダイムシフト
• 旅行パターンの変化で近隣地域での観光
が増える

都市外の旅客輸送
• 自家用車の使用増、利用者の選好の変化
によるバス及び鉄道の使用減
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貨物輸送
• 経済活動の遅延による成長速度の低下
• 化石燃料需要及び燃料輸送に必要なエネ
ルギーの急減

• 効率性のみならず強靭性をより重視し、
「ジャストインタイム（適時適量）」から
「ジャストインケース（有事想定型）にシ
フトする。貨物混載、平均積載量の増加、
マルチモーダル・ソリューションを優先。

• 効率性を改善するデジタル技術や自動化
の迅速な導入

• 物流面の連携及び資産の共有に適した環
境づくり

• 市場集中度の上昇は、より環境に優しい
技術や運営の導入の加速化に寄与する

• 貿易の地域化により、サプライチェーン
が短縮され、総取引量（トン）が同じでも、
輸送需要（トンキロ）の削減が可能となる

貨物輸送
• 化石燃料のコスト低下により、クリーン
化技術の商業的な魅力が低減する。新技
術は初期費用が高いが、燃料の費用と
消費の低下を主要因として総保有コスト
（TOC）は低くなる。しかし、燃料費が下
がれば、環境にやさしい新技術の商業的
損益分岐点までの到達時間が長くなる。

• eコマースと宅配の急成長、渋滞と排出量
の増加、貨物混載及び平均積載量の低下

全セクター
• 景気刺激パッケージで促された政策シグ
ナルや投資によりクリーン化技術への移
行が加速化する

• より環境に優しい技術や運営を推進する
政治的な意思や機会の向上

全セクター
• 民間及び公的部門の投資不足によるク
リーン化技術の導入遅延（例：車両のリ
ニューアル及び新規インフラ開発の延期）

• 元の状態に戻ることを促す景気刺激策

注記：短期的な影響は、パンデミック時に見受けられた脱炭素化の取り組みを妨げる移動パターンの変化に基づいている。
長期的かつ構造的な機会の大半は、適切に設計された復旧政策の実施にかかっており、一方で、諸課題は将来の脱炭素化に
制約を加える。

しかしながら、景気刺激策の資金の大半は気候目標には貢献しないだろう。それどころか、環境に有害
な現在の傾向を強化するであろうことが想定される（Vivid Economics 2020年[74])。G20諸国は、2020年12

月の時点でパンデミック後の景気刺激策として12.7兆米ドルの拠出を約束したが、その資金の大半は、農
業、工業、廃棄物、エネルギー及び運輸等の最も排出量の多いセクターにおける化石燃料を使った活動を
支援するものである（Vivid Economics 2020年[74]）。さらに、一部の政府は、復旧施策パッケージを通し
て環境規制や環境税を縮小し、化石燃料を多用するエネルギーやインフラプロジェクトへの投資を実施し
ている（OECD 2020年[75]）。
公平な復興を徹底するためには、政府は経済成長という支配的な物語の先を見据える必要がある。GDP成

長は、1980年代までは生活水準の改善に寄与したが、以降、幸福や公平性の向上との間に相関関係は見受
けられない（OECD 2020年[6]）。交通セクターは、経済を支え、雇用を創出する役割を果たす必要があり、
不平等の拡大ではなく生活の改善に向けて、繁栄、雇用機会、労働の質が分配されるよう徹底する責任を
担っている（ Ibarra et al. 2019年[40])。公的資金や政府支援は、Covid-19後の交通財政の持続可能性にとっ
て極めて重要であり、今後もその傾向は続いていくだろう。これは特に、持続可能で公平なモビリティへ
の転換を追求する交通セクターの能力を左右するものでもある。このような未来を実現するため、政府が
経済復興計画を精査することが必要不可欠となる。

人間の側面：交通の多様性に対応する

持続可能な交通政策を策定するためには、人々の居住地の形状と、それによって生み出される交通需要
のパターンが鍵となる。人口予測では、都市化が継続すると見込まれているが、全地域を通して一様に都
市化が進むわけではない。人口増加による都市の高密度化や拡大等、都市の人口動態がどのように発展し
ていくかは、交通サービスの提供に多大な影響を及ぼす。
人口増加及び都市化が交通計画及び投資のあり方を形作る。世界人口は拡大を続けており、今後30年間
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にわたって交通政策や投資に影響を及ぼす。2019年に77億人であった世界人口は、2050年には97億人に到
達すると見込まれている（UN DESA 2019年[76]）。現在、世界の都市部には約44億人が居住しており（図
1.5）、2018年に農村部に居住する人口は約34億人と推定されている（UN DESA 2019年[77]）。2050年には、
都市人口は世界人口の68%に当たる約67億人に増加すると予測される一方、農村部の人口はピークを迎え、
2050年までには31億人へと若干減少すると見込まれている（UN DESA 2019年[77]）。
人口増加を背景に、政策立案者は交通需要の増大に対する持続可能な対応を迫られている。各都市は、

交通政策を開発計画と統合し、持続可能な交通モードで容易に移動できるようにする必要がある。サハラ
以南アフリカは、今後30年で都市成長率が最大となる地域で、その都市人口は2.7倍になると予想されてい
る（図1.5）。2050年までに世界の都市人口の20％（2020年の時点では11％）がサハラ以南アフリカに居住
することとなる。それに次いで人口増加が想定されるのが中東及び北アフリカ諸国で、都市人口は60％増
加する。その次がアジア諸国で、2020年と比較して全体で約50％近い成長が見込まれる。
著しい人口増加が見込まれない地域では、居住者及び訪問者に対するより持続可能な交通手段の選択を

奨励・支援することに重点を置いた対策が必要である。一部の都市では人口の縮小が見込まれており、こ
れら都市の当局は、資金調達能力への影響に備える必要がある（OECD／欧州委員会 2020年[78]）。 トルコ
を含む欧州経済領域（EEA）や旧ソ連の移行経済国では、今後30年間の人口増加が少なく、人口増加率は
前回の世界不況前やその後の回復期よりも低くなる。予測では、2050年までに都市部の人口は現在より約
13％増加すると見られている。
都市の将来の姿は、交通の持続可能性にとって極めて重要である。世界の都市部の成長にはばらつきが

ある。1975年から2015年までの世界の都市人口増加の半分以上は、人口の高密度化が進む都市で発生して
いる（OECD／欧州委員会 2020年[78]）。一方、土地面積の拡大が進む都市もある。2000年から2015年の間
に人口増加を記録した都市の大半では、ベッドタウンにおける人口増加のペースが速く、都市分散化の傾
向が示唆されている（OECD／欧州委員会 2020年[78]）。都市の拡大と分散はいずれも、都市が必要とする
交通インフラの種類と場所、その実現に要する投資規模に影響を及ぼす。例えば、公共交通機関は、持続
可能な交通システムの基盤となることが多いが、高密度地域において費用対効果が高いのが一般的である。
2015年までにインフラやサービスの提供が必要となる地域を増やした都市は、主に低所得国又は低中位所
得国に見られた（OECD／欧州委員会 2020年[78]）。

Covid-19パンデミックは都市化の傾向に影響を及ぼす可能性がある。パンデミックによって都市から
広々とした地域への移住が促されたとの指摘がある（Haag 2020年[79]、トムソン・ロイター財団 2020年
[80]、ムーディーズ・アナリテックス 2020年[81]、OECD 2020年[82]）。しかし、これが確立された傾向か否
かを判断するには時期尚早であり、パンデミックがいつまで続くのか、テレワーク等の慣行が規制解除後
にどの程度残るかに大きく左右される。例えば、アイルランド政府は、パンデミック時の変化に後押しさ
れる形で、2021年1月に国家リモートワーク戦略（National Remote Working Strategy）を発表した（アイ
ルランド企業・貿易・雇用省 2020年[83]、アイルランド政府 2021年[84]）。
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図1.5. 地域別の都市人口
単位：1000人
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注記：EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラ
リア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東
欧州諸国。
出典：国連（2018年[85]）”World Urbanization Prospects: The 2018 Revision” https://population.un.org/wup/

 https://doi.org/10.1787/888934238299

表1.2. 都市人口の年平均成長率

2020～2050年
年平均成長率

2020～2030年
年平均成長率

2030～2050年
年平均成長率

アジア 1.39% 1.25% 1.14%

EEA+トルコ 0.39% 0.32% 0.35%

LAC 0.80% 0.72% 0.66%

MENA 1.64% 1.25% 1.51%

OECD太平洋 0.02% 0.06% -0.03%

SSA 3.43% 2.52% 3.24%

移行経済国 0.41% 0.24% 0.44%

米国+カナダ 0.80% 0.63 % 0.72%

出典：国連（2018年[85]）”World Urbanization Prospects: The 2018 Revision”  https://population.un.org/wup/

一般的に女性の移動パターンは男性よりも複雑である。概して女性のトリップの目的は多岐にわたり、
ピーク時間帯以外で発生し、複数のトリップを組み合わせること（トリップチェイン）が多々ある（ ITF 

2019年[86]）。これにも関わらず、女性による自動車の所有率は男性を下回る（Duchène 2011年[87]）。大半
の地域で女性人口は男性人口より多く、今後30年においてもその傾向は継続する（図1.6）が、これまでの
交通計画では、交通ニーズにおける男女間の相違が必ずしも考慮されてこなかった（Duchène 2011年[87]、 
ITF 2019年[86]）。
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女性のニーズを反映しない交通政策は、雇用機会、交通サービス、その他の必需品への女性のアクセス
を制限する。女性は、家事や他者の世話等の目的で（例：家族関連や食事の支度等に要する移動）、職場以
外の場所に、ピーク外の時間帯に移動をする機会が多い。また、男性よりもパートタイムで勤務する傾向
にあり、この場合、女性の通勤時のトリップは「標準的な」交通計画で定めるピーク時間帯に沿ったもので
はない（Duchène 2011年[87])。
安全で安定した交通手段は、女性の移動パターンや交通モードの選択に影響を与える上で極めて重要で

ある。安全面への懸念は、女性が特定の交通手段（特に公共交通機関、タクシー、シェアモビリティ、自
転車及び徒歩）を選択する上での最大の障害であるとしてよく言及されている。このことは、公共交通機
関が女性にとっても魅力的かつ機能的であることを徹底するために、公共交通機関のサービスやインフラ
を計画する上で考慮しなければならない重要事項である（Duchène 2011年[87]、ITF 2018年[45]、ITF 2019

年[88])。

図1.6. 地域別の男女比
女性100人に対する男性の人数
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注記：データは中位推計である。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、
OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及び
EUに加盟していない南東欧州諸国。
出典：UN DESA （2019年[89]）”World Population Prospects 2019, Online Edition. Rev. 1.”  https://population.un.org/wpp/

 https://doi.org/10.1787/888934238318

交通セクターにおける女性参画の改善（特に、女性が意思決定の役割を担っている場合）は、より包括的
な政策及び交通システムの構築に寄与する（Ng and Acker 2020年[90]）。交通の持続可能性と公平性の改善
には、交通従事者の多様性の向上と業務の質の向上も含まれる（ Ibarra et al. 2019年[40])。女性は、男性優
位の社会通念を変えることで社会や経済を変革できる極めて重要な経済主体であることが研究で明らかに
なっている。女性は男性に比べて、より持続可能な決定をする傾向にあるため、組織内の意思決定職の男
女平等が交通セクターの脱炭素化に不可欠となる（Kronsell, Smidfelt Rosqvist and Winslott Hiselius 2016

年[43]）。交通政策、計画、実施、交通プロジェクトの活用の全段階における女性の参画及び存在感を改善す
ることは、あらゆる利用者のニーズに対応する交通の実現に寄与する（Fraszczyk and Piip 2019年[91])。
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意思決定の改善にはデータの改善が必要になる。人口統計情報を含むトリップに関するデータは、交通
政策の立案者や計画者が社会の異なる集団間における移動習慣の相違を明確に把握し、計画決定を改善す
ることに役立つ。しかし、このようなデータは常に入手できるわけではなく、また、異なる人口集団の移
動習慣を理解し、彼らに対する政策の潜在的な社会的影響をモデル化するのに十分な粒度ではない場合が
ある。ボックス1.3は、女性と交通に関するITFの最近の取り組みを説明したものである。

ボックス1.3. 交通における社会的公平を支援するためのより優れたデータの
必要性
交通計画者は、より優れたデータを必要としている。移動に関する多様なニーズや利用者の選好を

理解せずして、公平で持続可能な交通システムを設計することはできない。誰もが、医療サービス、
教育機関、労働市場にアクセスする上で、何らかの交通手段を必要としている。ある人口層の交通に
関するニーズが無視されれば、これらの人々は取り残され、基本的なニーズへのアクセスが制限さ
れ、経済に貢献する機会の低下を招くこととなる。
モビリティに対するニーズの多様性を理解するためには、年齢、性別、所得の3つの要素が重要で

ある。ITFの報告書「Understanding Urban Travel Behaviour by Gender for Efficient and Equitable 

Transport Policies」は、移動行動の相違を検証したものだが、交通モードの選択における上記3つ全
ての社会経済カテゴリーの重要性を指摘しつつも、ジェンダーが最も重大な決定要因であることを論
じている（Ng and Acker 2018年[92]）。事実、ジェンダーと交通に関する取り組みは、ITF、国際自動
車連盟（FIA）、ドイツ国際協力公社（GIZ）、ウーマン・イン・モーション・ネットワーク（Mujeres 

en Movimiento）、国際公共交通連合（UITP）、国際連合欧州経済委員会、世界銀行において最近増加
しており、これら組織では、ジェンダーに関する多数のイニシアティブが開発途上国及び先進国の双
方で展開されている。ジェンダーと交通、あるいはより一般的に言うと公平な交通システムに関する
議論に共通しているのは、交通利用者間の違いを理解し、公平な交通サービスやインフラ設計を行う
上で必要なデータが不足しているという点である。つまり、適切な種類のデータが収集されていない
のである。

ITFは数年前から、加盟国の統計当局や交通省と協力して、社会経済カテゴリー別の交通利用者に
関する既存のデータを検証してきたが、著しいデータの欠如があることが判明している。そこでITF

は2020年、年齢、性別、雇用形態別の旅行調査データの収集を開始し、自転車、自動車、オートバ
イ、バス、路面電車、鉄道の各交通モードにおける一日あたりの平均トリップ数やトリップごとの平
均距離に関するデータを収集した。少なくとも、22のITF加盟国と3の非加盟国からデータが部分的に
収集されている。この旅行調査データは、ITF交通アウトルック2021の都市内旅客モデルの調整に使用
された。
これらのデータギャップを解消するため、ITFは、性別の交通データを収集する上で推奨される範囲

や手段、また当該データに基づいて公平かつ持続可能な交通政策の策定を行う方法について、ステー
クホルダーとの協議を継続する予定である。新たなビッグデータに見られるジェンダーバイアスと、
交通セクターにおける人工知能や機械学習に対するその影響、こうした問題を克服するための解決策
に対する取り組みも継続していく。

アクセシビリティを重視する政策は、高齢者による持続可能なモビリティの選択を後押しする。政策立
案者は、多くの地域における交通利用者の高齢化に伴う移動ニーズの転換を考慮しつつ、今後も高齢者の
アクセシビリティ水準が維持されるよう徹底していく必要がある（OECD 2001年[93]、Frye 2011年[94]）。ア
クセシビリティは、高齢者の社会的交流や孤立化のリスク軽減を支援する上で重要（Frye 2011年[94]）であ
り、医療や食料調達等の必須のサービスにアクセスする上でも必要不可欠である。世界における65歳以上
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の人口は過去30年で2倍に膨れ上がっており、2020から2050年にかけてさらに倍増することが予測されて
いる。これは、2050年に65歳以上の人口が8億2100万人増えることを意味し、その増加のペースは他の年
齢層を上回っている。特定の地域では、これが特に喫緊の課題となっている（図1.7）。欧州では、65歳以上
の年齢層が2025～2050年に増加が推定される唯一の年齢層となっており、2050年までに同地域の人口の約
4分の1を占めることとなる（UN DESA 2019年[95]）。OECD太平洋諸国では、その割合は30％を超える（図
1.7）。一方、サハラ以南アフリカでは、若年層の割合が多く、2050年までに65歳以上の年齢層は倍増する
ものの、それでも全人口の10％未満にとどまる。

政策立案者は、多くの地域における交通利用者の高齢化に伴う移動ニーズの
転換について考慮する必要がある。

高品質で、アクセスが容易で、高齢者が望む目的地へのサービスを提供する公共交通機関が重要である
（WHO 2007年[96]、 OECD 2017年[97]）。性別による交通パターンの違いと同様に、高齢者のニーズは従来
の交通計画では必ずしも考慮されていない（WHO 2017年[96]）。運転できる高齢者は、できる限り長く運
転を続けたいと考える傾向にある（OECD 2001年[93]）が、65歳以上の高齢者の大部分は身体の動きを低下
させる何らかの機能障害を患っている（OECD 2021年[93]、OECD 2017年[97]）。運転を止めるという決断は、
移動と社会的交流の継続を可能にする代替的な交通モードの有無に左右される（OECD 2001年[93]、Metz 

2011年[98]、Schwanen and Páez 2010年[99]）。
高齢化社会には安価な交通手段が重要である（WHO 2007年[96]）。移動に関連した高齢者の福祉を支援

するための運賃運用やチケット政策（高齢者割引等）によって、高齢化は公共交通機関の財源に影響を及ぼ
し得る（Metz 2011年[98]）。しかし、計画されている政策を適切に分析することで、交通がもたらす成果を
向上し、最も支援を必要とする人の助けとなるような、最も効果的な資金運用を徹底しなければならない
（Frye 2011年[94]）。
安全性に対する認識は、高齢者が交通手段を選択する上での重要な判断材料である（OECD 2001年[93]、

WHO 2007年[96]）。これは、公共交通機関を利用する際の物理的な安全性やセキュリティ（WHO 2007年
[96]）、交通安全（OECD 2001年[93]）に関連するものである。高齢者による公共交通機関の利用は、利用し
やすい車両、停留所、駅を整備し、その魅力と快適さを高めることで促進できる。また、施設や車両技術
を改善することで、高齢の運転者、サイクリスト、歩行者の路上における安全性を向上することが可能と
なる（OECD 2001年[93]、WHO 2007年[96]）。
必要不可欠なサービスへの近隣性を確保する土地利用計画政策は、自律したモビリティを犠牲にするこ

となく、市民が自らのコミュニティで老いを迎えることを可能にする（OECD 2017年[97]、OECD 2001年
[93]、WHO 2007年[96]、Frye 2011年[94]）。多様な居住オプションがあり、多世代の共生、必要なサービスや
社会生活への容易なアクセスを実現するコミュニティは、高齢者をより良くサポートする機会を提供する
（WHO 2007年[96]）。
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図1.7. 各地域における年齢別の人口分布
人口分布
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注記：データは中位推計に基づく。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、
OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及び
EUに加盟していない南東欧州諸国。
出典：UN DESA （2019年[89]）”World Population Prospects 2019, Online Edition.Rev.1” https://population.un.org/wpp/

 https://doi.org/10.1787/888934238337

経済の側面：不確実性の中での復興

経済や交通需要に対するパンデミックの影響の規模を把握するのは、極めて難しい。本書の執筆時点で
の推定では、2020年において－7.6％～－3.4％のGDPの減少が予測されている（表1.3）。このセクション
では、ITF交通アウトルックのモデリングの前提となった2020年の推定値に基づく経済的影響の予測を示し、
こうしたトレンドが交通に与える影響について考察する。

2021年3月に発行された最新の「OECD Economic Outlook Interim Report」では、世界経済の回復につ
いて、従来の予測よりも楽観的な見通しが示されているが、依然として最終的な見通しは、ワクチンの普
及とコロナウイルスの変異株の発生の有無が決定的な要因になるとしている。そのため、交通需要と排出
量のモデリング結果は、非常に不確実な経済予測に基づいて導き出される。Covid-19による経済停滞を想定
した場合と、パンデミック前の経済パターンを想定した場合の結果を比較したWhat-If分析は、第2章の図
2.11に示している。

ITFモデルで使用した2020年の予測値、もしくは2021年3月の最新の数値のいずれを採用するにしても、
各数値はパンデミック前（2019年）の予測値を下回っている。本報告書の結果を解釈する際には、実際の
GDP成長率が本モデルの推定値（表1.4）を上回る場合、交通由来の排出量は2つのWhat-Ifシナリオの中間
に位置する（本報告書の結果を上回るが、パンデミック前のシナリオを下回る）ことに留意する必要がある。
一方、将来的な経済成長が2019年の予測値を上回る場合、排出量はパンデミック前のシナリオの数値を上
回ることが想定される。

Covid-19による世界経済の低迷は、交通需要の減少をもたらした。GDPの上昇は、一般的に交通需要の
増加とリンクしている。経済成長の中で脱炭素化を実現するために、GDP成長と交通需要を切り離す動き
（デカップリング）が進んでいるが、特に国際的な交通需要については依然として相互のリンクが存在する。
2020年半ばの時点では、同年の世界のGDP成長率は－7.6%と予測されており、OECD諸国（－9.3%）は非



ITF交通アウトルック2021

40   |

OECD諸国（－6.1%）よりも大幅に減少することが見込まれた。2020年12月には－4.2％と上方修正され、
2021年3月の推定値は－3.4％であった。最も大きな落ち込みが予想されたのは欧州地域で、GDPの減少は
－11.5％とされたが、2021年3月の予測では－6.8％に修正された。ほとんどの地域で、GDP成長率は2021

年にプラスに転換すると見られている（表1.3）。とりわけ中国のGDP成長率は、当初の予測に反して2020

年ベースの2021年3月の予測でもプラスを維持しており、今後も力強い成長を続けると見込まれている。
2019年の予測よりも成長率は減速しているが、当時見られた傾向が継続する。2020年半ばのOECD

（2020年[100]）及びIMF（2020年[101]）の予測に基づき、本書のITFモデル（表1.4）では、2015～2030年の年
平均成長率（CAGR）を2.2％と推定している（OECD 2020年[102]）。これはITF交通アウトルック2019（2019

年[103]）で推定された3.3％を下回るものであるが、今後は改善され、2015～2050年において同数値は2.6％
になることが見込まれている（OECD 2020年[102]）。このOECDの数値は、2020年末のCovid-19第2波を含
む「感染拡大双発（Double-hit）」シナリオを反映したものである。
生産量は、ワクチンの生産及び普及が改善しない限り、2021年にパンデミック前の水準に回復すること

は見込まれない（OECD 2021年[104]）。ワクチンの普及は各国でばらつきがあり、各セクターに対する経済
的影響も同等ではない。Covid-19第2波が発生する前の当初の分析では、多くの国で2021年8月までに日用
品、医薬関連品、衣料品の小売販売が前年比で増加すると予測された。しかし、移動を必要とするか、そ
れ自体が移動を構成するような活動（アクティビティ、休暇、旅行、イベント等）については、依然として
売上高の落ち込みが予測されている（OECD 2020年[105]）。観光業及び観光に依存する経済は、渡航制限や
Covid-19禍における消費者の海外旅行に対する消極的な姿勢が続くことで、とりわけ大きな打撃を受ける
ことが予測される（IMF 2020年[106]、OECD 2020年[107]）。

表1.3. 世界各地におけるGDP成長予測は依然として不透明
前年比での成長率の変化

2017年 2018年 2019年* 2020年* 2021年* 2022年*

OECD
「OECD Economic Outlook」 Volume 2020 Issue 1

/ Volume 2020 Issue 2 / Interim report March 2021の
予測（参照可能な場合）

世界 3.7 3.4 2.7 -7.6 / -4.2 / -3.4 2.8 / 4.2 / 5.6 -- / 3.7 / 4

OECD諸国 2.7 2.3 1.7 -9.3 / -5.5 / - 2.2 / 3.3 / -- -- / 3.2 / --

欧州地域 2.7 1.9 1.3 -11.5 / -7.5 / -6.8 3.5 / 3.6 / 3.9 -- / 3.3 / 3.8

日本 2.2 0.3 0.7 -7.3 / -5.3 / -4.8 -0.5 / 2.3 / 2.7 -- / 1.5 / 1.8

米国 2.4 2.9 2.3 -8.5 / -3.7 / -3.5 1.9 / 3.2 / 6.5 -- / 3.5 / 4

非OECD諸国 4.6 4.4 3.5 -6.1 / -3 / - 3.2 / 5.1 / -- -- / 4.2 / --

ブラジル 1.3 1.3 1.1 -9.1 / -6 / -4.4 2.4 / 2.6 / 3.7 -- / 2.2 / 2.7

中国 6.9 6.7 6.1 -3.7 / 1.8 / 2.3 4.5 / 8 / 7.8 -- / 4.9 / 4.9

インド 7.0 6.1 4.2 -7.3 / -9.9 / -7.4 8.1 / 7.9 / 12.6 -- / 4.8 / 5.4
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2017年 2018年 2019年* 2020年* 2021年* 2022年*

世界銀行

世界 3.3 3.0 2.4 -5.2 4.2 --

先進国 2.5 2.1 1.6 -7.0 3.9 --

新興市場国及び 
開発途上国 4.5 4.3 3.5 -2.5 4.6 --

IMF

世界 3.9 3.6 2.9 -4.9 5.4

先進国 2.5 2.2 1.7 -8.0 4.8

新興市場国及び 
開発途上国 4.8 4.5 3.7 -3.0 5.9

4.8 4.5 3.7 -3.0 5.9

注記： * 2020年、2021年、2022年の数値は予測値。世界銀行の2019年の数値は推定値。“Economic Outlook, Volume 2020 
Issue 1”からのOECDの予測値は「感染拡大双発（Double-hit）」シナリオに基づく。
出典: （OECD 2020年）”OECD Economic Outlook, Volume 2020 Issue 1” https://doi.org/10.1787/0d1d1e2e-en （OECD 
2020年）”OECD Economic Outlook, Volume 2020 Issue 2” https://doi.org/10.1787/39a88ab1-en  （OECD 2021年）
“OECD Economic Outlook, Interim report March 2021”  https://doi.org/10.1787/34bfd999-en （世界銀行 2020年）”Global 
Economic Prospects” https://www.worldbank.org/en/publication/global-economic-prospects 及び（ IMF 2020年）”World 
Economic Outlook” https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2020/06/24/WEOUpdateJune2020

表1.4. 特定の国・地域についてITFモデルに使用されるGDP成長率
年平均成長率

2015年～2030年* 2015年～2050年*

世界 2.2 2.6

OECD諸国 1.3 1.6

欧州地域 1.0 1.3

日本 0.6 1.0

米国 1.2 1.6

非OECD諸国 2.9 3.1

ブラジル 1.5 1.7

中国 3.6 3.0

インド 4.6 4.7

出典： * 2015-2030年及び2015-2050年の成長率の推定値は、OECD （2020年[100]） ”OECD ENV-Linkages model”、
http://www.oecd.org/environment/indicators-modelling-outlooks/modelling.htm及びIMF （2020年[101]） “World Economic 
Outlook Update, June 2020”　https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2020/06/24/WEOUpdateJune2020に基
づくITFの推定。

速報値によると、世界の貿易取引は、2008年の金融危機よりもパンデミックによる影響の方が大きかっ
た（UNCTAD  2020年[108]）（ ITF 2020年[109]）。サプライチェーンで生じた混乱は工場の閉鎖や組立ライン
の停止を招き、ITFが推定する2020年の貨物輸送量は、2019年の水準を下回る－6.7％となった。本書のITF

モデルでは、5年分の貿易活動の喪失を想定しており、これは世界貿易機関（WTO）の当初の楽観的なシナ
リオとほぼ整合するものである（WTO 2020年[110]）。
パンデミックの貿易に対する最終的な影響は不透明なままである。本書の執筆時点では、2020年の世

界貿易は－9.2％と著しく低迷し、2021年に7.2％のプラスに転じると見込まれている（表1.5）。これ
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は、パンデミック初期に世界貿易が－20％近くまで落ち込むとされた当初の予測からは上方修正となる
（WHO 2020年[111]）。最大の落ち込みが予測されるのは北米の輸出（－14.7％）で、それに次ぐのが欧州
（－11.7％）である。輸入では、中南米（－13.5％）及び欧州（－10.3％）で顕著に減少すると見込まれて
いる。世界貿易取引の年平均成長率は、2015～2030年で2.4％、2015～2050年の長期では2.7％まで増加す
ると予測されている（表1.6）。これは、パンデミック前に同期間について予測された3.4％及び3.2％を下
回る（ ITF 2019年[103]）。輸出の年平均成長率は、2015～2030年ではアジア地域にて最大の成長が見込まれ
るが（3.8％）、2050年までの長期で見るとサハラ以南アフリカの年平均成長率が5.2％と、より力強い成長
が見込まれている。

表1.5. 世界の貿易取引
前年比での成長率の変化

2018年 2019年 2020年* 2021年*

世界 2.9 -0.1 -9.2 7.2

輸出
北米 3.8 1 -14.7 10.7

中南米 0.1 -2.2 -7.7 5.4

欧州 2.0 0.1 -11.7 8.2

アジア 3.7 0.9 -4.5 5.7

その他の地域 0.7 -2.9 -9.5 6.1

輸入
北米 5.2 -0.4 -8.7 6.7

中南米 5.3 -2.1 -13.5 6.5

欧州 1.5 0.5 -10.3 8.7

アジア 4.9 -0.6 -4.4 6.2

その他の地域 0.3 1.5 -16.0 5.6

注記：*2020年以降の数値は予測値。
出典：（WTO 2020年[112]）http://www.wto.org/english/news_e/pres20_e/pr862_e.htm

表1.6. 地域別の貿易取引予測
年平均成長率

2015～2030年 2015～2050年
世界 2.4 2.7

輸出
アジア 3.8 4.2

EEA+トルコ 1.6 1.5

LAC 2.0 2.9

MENA 0.8 1.2

OECD太平洋 1.6 2.1

SSA 2.7 5.2

移行経済国 2.1 2.0

米国+カナダ 2.5 2.0

輸入
アジア 1.3 3.5

EEA+トルコ 0.8 2.0

LAC 1.2 2.9

MENA 1.2 3.4
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2015～2030年 2015～2050年
OECD太平洋 0.9 2.3

SSA 1.4 4.3

移行経済国 0.8 2.1

米国+カナダ 0.9 2.6

出典：データはOECDのENV-Linkagesモデルに基づく。https://www.oecd.org/environment/indicators-modelling-outlooks/
modelling.htm

天然ガス、エネルギー、石炭、石油の価格は、2018年以降、下落傾向にある。Covid-19パンデミックとそ
れに伴う石油需要への影響により、OPECプラス諸国は2022年4月まで原油の減産を継続することを決定し
ており、米国の原油生産者も供給を削減している。その結果、原油価格は、やや回復したが、減産措置前
の2020年1月の水準には至らなかった（ IMF 2020年[106]）。原油価格は特に交通セクターに重大な影響を与
え、価格の変動は旅行行動や代替燃料への投資、さらには交通由来のCO2排出量に影響をもたらす。
パンデミックによる混乱は、交通需要と原油価格の不確実性を永続させる（ IMF 2020年[106]）。原油需要

の観点から見ると、道路交通では最初の渡航規制後に需要の回復が見られた。しかし、パンデミックの影
響は、航空業界に引き続き及んでおり、同業界の原油需要は低迷している。

図1.8. 2010年から2020年の一次産品価格指数の動き
米ドル換算、2010年=100
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注記：石油とは、ブレント原油、ドバイ原油、ウェスト・テキサス・インターミディエイト（WTI）原油の、英国におけるス
ポット平均価格をいう。天然ガスには、欧州、日本、米国の各指標を含む。石炭には、オーストラリア及び南アフリカの指
標を含む。
出典: IMF （2020年[113]）”IMF Primary Commodity Prices” http://www.imf.org/external/np/res/commod/index.aspx.

 https://doi.org/10.1787/888934238356
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主なポイント

• 交通は、気候変動と社会的公平という、現代における最も重要な課題と密接に関連している。これら
の課題に整合性をもって対応する政策において、交通は中核的な役割を果たす必要がある。

• Covid-19パンデミックは、経済と交通需要に深刻な影響を与えている。今後の経済成長や交通需要に
対するパンデミックの長期的な影響については、不透明なままである。

• パンデミックからの復旧は、地球温暖化の緩和や国連の持続可能な開発目標の達成に向けた取り組み
を加速化する絶好の機会である。

• Covid-19禍からの復旧施策パッケージでは、経済復興と、気候変動対策や公平性の強化に向けた政策
とを連携させなければならない。

• 交通の脱炭素化は、他のセクターの取り組みの影響も受けるため、連携が不可欠である。
• 交通政策は、単に交通量を増やすことだけでなく、アクセシビリティの改善に焦点を当てる必要が
ある。

• 都市化は継続するが、均一には発生しない。交通政策立案担当者と土地利用計画担当者は、持続可能
でアクセスが容易な都市づくりを徹底するため、各々のプロセスを統合する必要がある。

• 交通に関する政策・計画・設計では、女性や高齢者等、これまで見過ごされてきたグループの移動ニー
ズに対応するために、包括的なアプローチを採用する必要がある。

• 包括的な政策立案や交通計画には、より優れたデータが必要である。
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第2章 2050年に向けた交通の
脱炭素化への道筋

本章では、今後30年間の交通需要及び交通由来の排出量の動向について、

3つの政策シナリオを提示する。旅客輸送及び貨物輸送について集計され、

あらゆる交通セクターの全体像を反映した結果となっている。さらに、

社会的グループや国家間における公正な負担を保証する交通の脱炭素化に

向けたグローバルなアプローチについても論じる。
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概要
明日のより良い交通を実現するには、今行動しなければならない
交通セクターは重要な局面を迎えている。世界における交通由来の排出量は増加を続けるのか？それとも、

2050年までにパリ協定の脱炭素化目標を達成することができるのか？本章では、「Recover」、「Reshape」、
「Reshape+」シナリオという、今後30年で交通が取り得る3種類の脱炭素化の道筋について紹介する。各シナ
リオのアプローチや目標は相互に異なっており、気温上昇を1.5℃未満にとどめようと各国が取り組む中で、
現在の選択がいかなる影響を及ぼすかを示す。

Recoverシナリオは、世界中で現在実施・発表されている施策を継続した場合のシナリオである。国際社会
が現行の気候変動対策を堅持する一方で、Covid-19パンデミックからの経済復興が過去数十年間の経済慣行に
基づいて行われることを想定している。こうした「常態（normal）」に戻そうとする試みは、我々を誤った道
に導くものであり、同シナリオ下では国際社会が合意済みの気候変動目標を達成することはできない。交通
由来のCO2排出量は減少するどころか、地球温暖化を抑制するための2050年の上限目標値の3倍以上に膨れ上
がることが見込まれる。

Reshape及びReshape+シナリオは、より楽観的な将来像を提示するものである。Reshapeでは、各国政府
が変革的な脱炭素化政策を採用することにより、交通を持続可能な道筋に移行し、パリ協定における気候目
標の達成が可能となる。Reshape+シナリオでは、交通部門による気候目標の迅速な達成を実現する形でパン
デミックからの復興政策が加速化・強化される。Reshape及びReshape+では、経済成長と交通由来の排出量
増加の間にある歴史的な繋がりが断ち切られ、交通需要が増加する一方で排出量が低下する。

Reshape及びReshape+の中核となる前提は、野心的な脱炭素化に向けた取り組みである。こうした政策
は、不要な移動を回避し、モビリティをより持続可能な交通手段にシフトさせ、排出削減に向けて交通技術
を向上させる。さらに、交通ネットワークを強靭なものとする。
こうした野心的な政策は、公正な負担の分担を徹底し、既存の不平等を助長しない方法で実施することが

可能であり、またそうしなければならない。気候変動対策の実施、特に価格決定メカニズムが伴う政策は、
社会における様々なグループに及ぼす影響を考慮する必要がある。さらに、世界の全ての地域が効果的な交
通の脱炭素化を追及できるよう、グローバルな資本を活用すべきである。
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ITF交通アウトルック2021は、3種類の政策シナリオに基づく今後30年間の交通需要及び交通由来の排出
量に関する予測を提示したものである。Recoverシナリオは、各国が脱炭素化に対する既存の約束等、現
在の施策を継続したケースで、既存の経済活動の強化による経済回復を政府が優先することを前提とす
る。同シナリオでは、気候変動緩和の目標を達成する上で現在の取り組みは十分でなく、気候変動に関す
る政府間パネル（ IPCC）の専門家が気温上昇を1.5℃未満に抑制すべく設定した交通セクターのカーボンバ
ジェットに収まらないことが示唆されている（ IPCC 2018年[1]）。Reshapeシナリオでは、交通セクターの
環境問題に対応し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を支援する積極的な政策で特徴付けられた、野心
的な脱炭素化政策の実施が前提となる。その結果、交通由来の排出量をカーボンバジェットの範囲内に抑
えることが可能となる。Reshape+シナリオは、Reshapeシナリオの政策を強化したもので、特定の移動パ
ターンの変化を推進する等、Covid-19禍がもたらす脱炭素化に向けたチャンスを活用する。そのため、国際
社会が気候変動の緩和目標を早期かつ確実に達成することが期待される。

Recover、Reshape、Reshape+：交通セクターにて想定される３種類の未来

Recover、Reshape、Reshape+の各シナリオは、2050年までの世界の交通需要、温室効果ガスの排出
（CO2換算）、局地的汚染物質の排出、（セクターに応じた）アクセシビリティ、接続性及び強靭性に対して、
異なる政策の道筋がいかなる影響を及ぼすかについて評価したものである。ここでの排出量は交通需要に
基づいたもので、車両の製造や交通インフラの建設及び運営からの排出量は含まれない。
この3種類のシナリオは、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を充足しながら、政策立案者による交通

セクターの脱炭素化に向けた取り組みを徐々に野心的にしていったものである。いずれのシナリオもパン
デミックを試算に入れ、その影響については同一の経済予測のベースラインを採用した。経済低迷、それ
が招き得る行動様式の変化、長期的及び短期的な交通供給及び移動パターンに対するその影響度を巡って
不透明さが存在しているが、ITFモデルでは、その作成時に利用可能であった最も楽観的な予測と最も悲観
的な予測の中間に位置する中位推計を採用している。

ITFモデルでは、2020年のGDP及び貿易について、世界全域で減少すると想定している（ IMFの「World 

Economic Outlook June update」（ IMF 2020年[2]）及びWTOの「Trade Statistics and Outlook」（WTO 

2020年[3]）のデータをOECD ENV-Linkages モデル（OECD  2020年[4]）のGDP及び貿易のベースライン値
に適用）。2020年以降は、従来の国別成長率を前提としており、GDP及び貿易の2020年以降の予測値には、
Covid-19前の水準と比べてほぼ5年分の遅延が生まれると想定されている。経済活動と貿易の前提条件は、
交通需要、CO2排出及びその他の結果に対する交通政策の真の影響をより良く比較できるよう全てのシナリ
オで一定に保っている。航空の接続性の向上も航空業界に対するパンデミックの影響の深刻度を考慮して
調整している。ITFモデルでは、2020年に関しては、国際航空運送協会（ IATA）による2025年に向けた予測
に合わせて、運航頻度の低下とパンデミック前の成長率を想定している（IATA 2020年[5]）。

Recoverシナリオでは、政府が既存の経済活動の強化による経済回復を優先する。政府は、パンデミッ
ク発生前に策定した交通セクターの脱炭素化に対する既存の（又は直近の）コミットメントの追求を継続す
る。同時に、Covid-19禍にて生じた脱炭素化を阻害する交通動向が2030年までに最低限従来のパターンに
戻るよう徹底する政策を講じる。例えば、自家用車の使用増や、公共交通機関の利用者数の減少等の傾向
を元に戻すことである。また、出張の削減やアクティブモビリティへの大幅なシフト等、CO2排出量の減少
に寄与した行動変化も、2030年までにパンデミック前の水準に戻る。これらの短期的な傾向は、第1章（表
1.1）に示している。技術革新に関する政策措置が限られているため、クリーンエネルギーや輸送技術にお
けるコスト削減が十分に行われていない。Recoverシナリオは、Covid-19発生後に発表されたパンデミック
関連の変更や政策を考慮した上で、ITF交通アウトルック2019の「現在の目標（Current Ambition）」シナリ
オを更新したものである。
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Reshapeシナリオは、交通のパラダイムシフトを反映したものである。各国政府は、パンデミック後に
おいて変革的な、交通の脱炭素化政策を採用する。これらの政策は、交通利用者の行動変化、よりクリー
ンなエネルギー及び車両技術の導入、デジタル化による輸送効率の向上、環境及び社会面の開発目標の
達成に向けたインフラ投資を推進するものである。Recoverシナリオと同じく、Reshapeシナリオでは、パ
ンデミック中に観察された交通の傾向及びパターンが2030年までに従来のパターンに戻ると推定されて
いる。

Reshape+シナリオでは、パンデミックで生じた脱炭素化の機会を政府が活用し、Reshapeシナリオに
おける政策努力が強化される。これらの政策は、出張の低下や徒歩・サイクリングの推奨等、パンデミッ
ク時に見られた移動パターンの変化を強化するもので、Reshapeシナリオよりも急速に、又は力強く実施す
るケースもある。交通に影響をもたらす交通以外のセクターへのパンデミックの影響も推計される（例：
強靭性の改善に向けた近距離調達に起因する貿易の地域化等）。また、同シナリオでは、より迅速かつ確実
に、効果が未だ不透明なCO2削減技術にさほど依存することなく、交通セクターのCO2削減目標を達成する
ことができる。

Reshape及びReshape+シナリオは、既存の技術及び政策、さらには投資の増額や政治的な野心を高め
ることで何を実現できるかを提示するものである。政策は追加的に実施されるため、地域に応じて調整が
なされる。大半の政策は、現地の状況に応じた調整をすることにより大半の地域に適用される。そのため、
シナリオの結果は、特定の地域に特定の組み合わせの措置を割り当てるような規範的なものではなく、完
全な実施を通して厳密に何が実行可能であるかを示すものである。とはいえ、政治的及び財政的な制約に
よって、地域の状況に応じた施策の優先順位付けが必要となる場合もある。この政策シナリオは、交通需
要の管理、より持続可能なモードへのシフト、車両及び燃料のエネルギー効率の改善に向けた一連の政策
に基づいて、世界及び地域レベルで何が起こり得るかを示すものである。
脱炭素化に必要な活動を評価する上で数多くのモデリング手法が存在する。ITFモデルは、交通需要に基

づくもので、潜在的な政策シナリオから開始して、その結果としての交通需要やCO2排出量を評価するボ
トムアップ手法を採用している。特定の目標から考えるバックキャスティング等の他の有益なモデリング
手法には、様々なメリットとデメリットがある。バックキャスティングは、目標を起点として、その目標
を満たすための需要と技術の要件を逆算して考える方法である。ITFは、最も現実的で関連性の高いシナリ
オを作成できるという理由から、バックキャスティングよりもボトムアップの手法を優先している。現在、
世界における地域別及びセクター別の目標を決定する上で利用可能なデータが欠如しており、各地域に特
化した制約を反映した現実的なシナリオの選択が不可能となっている。
本章では、セクターに特化した各章からの長期的な集計結果、そして政策シナリオに基づいて今後想定

される将来のトレンドの全体的なサマリーを提示する。集計されたCO2排出量は、IPCCが決定する交通の
炭素目標と比較されている（ IPCC 2018年[1]）。第3章～第5章では、Covid-19が生み出した交通関連の課題
にいかに対処するか、そして環境及び社会目標を達成するため脱炭素化及び持続可能なモビリティに関す
る政策をいかに公正に実施するかについて論じる。
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表2.1. ITF交通アウトルック2021にて作成した政策シナリオ

シナリオ 経済的な影響 Covid-19による 
交通への影響 脱炭素化政策

Recover
日常への回帰

GDPや貿易予測の5年分の
「後退」という形で経済的
な影響が持続する。

各シナリオにおける交通
政策の影響を比較できる
よう、経済予測は一定に
保つ。

脱炭素化に機会と課題を
もたらすCovid-19の傾向
及び影響は、2030年までに
パンデミック前の状況に戻
る。つまり、脱炭素化を阻
害する傾向が緩和され、脱
炭素化を支援する傾向は強
化されない。

既存の／直近の政策を継続
しつつ、パンデミックによ
る脱炭素化への影響に対し
てある程度の取り組みがな
される。

Reshape
パラダイムシフト

変革的な脱炭素化政策のア
ジェンダ

Reshape+
Reshapeシナリオ
の強化

脱炭素化に課題をもたら
すCovid-19の傾向及び影
響は、2030年までにパンデ
ミック前の状況に戻る。つ
まり、脱炭素化を阻害する
傾向が緩和され、Covid-19
に起因する脱炭素化の機会
は2030年以降も活用及び
強化される。

Covid-19復興を活用した
より野心的な政策アジェン
ダで、脱炭素化の取り組み
を支援する

注記：交通セクターにおける短期的及び長期的な脱炭素化に関する課題及び機会の詳細については第1章の表1.1を参照。

交通の脱炭素化に向けた措置：回避する、シフトする、向上させる

交通の脱炭素化措置では、不要な移動を回避する、必要な移動を持続可能なモードにシフトする、車両
及びエネルギー技術を向上させることを目指す。最近では「向上させる」に、交通システムの効率性の向上
も取り込まれている。これらの措置は、CO2 排出削減には前向きな影響をもたらすが、社会に対する影響と
いう点ではばらつきがある。これらの措置を切り離していずれかを重視する方法では、交通セクターが直
面する社会・環境問題を解決することはできない。政策立案者は、影響、セクター及び地域の観点で最適
なバランスを取りながら政策の優先順位付けをする包括的なアプローチを採用する必要がある。
「回避する」措置は、モノとサービスへのアクセスを制限することなく交通需要を削減する。例えば、混
合地区からなる統合型都市計画は移動距離を短縮し、遠隔会議は一部の航空移動を不要にする。「回避する」
措置は、同一の経済及び社会的利益を提供しながら旅客キロ（又はトンキロ）を削減することを狙いとして
いる。交通需要の削減に寄与する措置だが、その効果と導入ペースは構造的な問題がもたらす制約（雇用
の分布、既存の土地利用パターン、既存インフラ等）によって制限される。例えば、スプロール化が進む地
区では、こうした需要減を可能にするため高密度化が必要となる。
「シフトする」措置は、トリップをエネルギー集約型の交通モードからエネルギー効率型の交通モードに
転換するものである。可能であれば、原動機で動く交通モードからアクティブモビリティにシフトするこ
とが最も望ましい。これには利用者のコスト、渋滞や大気汚染を削減するという利点もある。都市内の長
距離移動には、自家用車の代わりに都市鉄道を利用することで、旅客キロ当たりの最終エネルギー消費量
を91％減にすることができる（IEA 2020年[6]）。また、航空機から高速鉄道への移行（旅客キロ当たりのエ
ネルギー消費量が93％減）、トラックから貨物鉄道への移行（トンキロ当たりのエネルギー消費量が72％
減）によっても同様の削減が実現する（ IEA 2020年[6]）。一方で、インフラ関連の排出量等、その他のライ
フサイクルの側面も考慮する必要がある（ IEA 2019年[7]）。政策立案者は、安全なアクティブモビリティの
円滑化を図り、公共交通インフラの展開を支援することで、より効率的な交通モードへのシフトを推進す
ることができる。エネルギー・資源・空間効率の良い交通モードを促進するための追加的な支援は、土地
利用要件、渋滞、自家用車のエネルギー消費に関わる租税からの財源や、エネルギー効率の高い交通モー
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ドに対するインセンティブを通して提供することができる。
高排出モードからの完全なシフトは実現可能ではない。長距離移動や国際移動の多くで、航空機の利用

が最適な選択肢となっている。鉄道が航空を代替できるのは需要の高い路線や一定の距離に限定されてい
るため、交通モードの大規模なシフトを実現するのは困難である（IEA 2019年[7]）。貨物輸送セクターでは、
できる限り道路貨物から鉄道や内陸水路にシフトしたとしても、膨大な量の貨物が依然としてトラックで
輸送される。鉄道貨物サービスは、貨物輸送の流れの主軸として最適な役割を果たすが、道路輸送は物品
の適時配送という点ではより柔軟性に優れている。旅客輸送では、自家用車からのシフトは代替的な交通
手段がある場合にのみ可能となる。コンパクト化された都市部では、インフラ及びサービスが集約化され
移動距離が比較的短いため、アクティブモビリティや公共交通機関への移行が容易である。しかし、開発
密度が低く移動距離が長い遠隔地及び都市部周辺では、公共交通機関やアクティブモビリティが利用しづ
らいため、こうしたシフトは限定的となる。政策措置の影響は、社会人口統計的な特性や個人の考え方に
応じて異なるものとなる。ITFの都市内旅客輸送モデルでは、年齢別及び性別に政策の影響を区別すること
で、これらをある程度考慮している。
「向上させる」措置は、車両のエネルギー効率を強化し、燃料の炭素集約度を低下させ、運転効率を改善
する。最適化されたルートは渋滞に起因する排出量を減らし、物流業界における資産の共有は貨物搭載率
を高め、交通モードの間のシームレスな移動はマルチモーダル・ソリューションをより魅力的なものにす
る。燃費基準は、新たな車両技術の導入を促進し、それによって燃料消費量を削減する。炭素税、低炭素
燃料基準、バイオ燃料混合の義務化は、輸送燃料の排出強度を低下させる。電気自動車へのシフトの推進
は、車両のエネルギー効率を向上し、低排出エネルギー源による電力の使用を促すことができる。また、
これらの政策は、資源の採取及び再利用、電池製造、車両製造施設の改修又は建設、強化されたスマート
な電力供給網及び充電施設の導入に対する大規模な投資を刺激し、経済発展に好影響をもたらす。

Recover、Reshape、Reshape+シナリオに含まれる全セクターを対象とした政策措置を図2.1に示してい
る。各措置に関する具体的な推定は、第3章～第5章に記すセクター別の考察にて確認できる。あらゆる交
通モード及び交通セクターを対象とした60以上の脱炭素措置は、各国政府及び産業界向けにITFが提供する
データベース「Transport Climate Action Directory」で閲覧可能である（ボックス2.1を参照）。
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図2.1. 各セクターの措置及びシナリオ別の推定のサマリー
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経済的手段

グンシイラプンボーカグンシイラプンボーカグンシイラプンボーカ

金課るす対に離距行走）動移空航（税券空航

駐車場の価格設定及び規制 港湾使用料

インフラの強化

善改の路水陸内び及道鉄発開の道鉄速高超画計用利地土

公共交通指向型開発
（TOD）

輸送網の改善計画善改のラフンイ道鉄

公共交通車両の優先措置
及びエクスプレスレーン

長距離大型貨物車の
エネルギー転換

資産共有とフィジカル・
インターネット

公共交通機関の
サービス改善

公共交通インフラの改善
運用手段

公共交通機関の発券の統合

自転車及び歩行者の
インフラ整備

低炭素排出車への
インセンティブと

インフラ投資

ライドシェア及び
シェアモビリティ

MaaS及び
マルチモーダル
移動サービス

MaaS及び
マルチモーダル移動サービス

全電動航空機の
航続距離とコストの改善

航空機の動作を最適化

速度制限

規制手段

合成燃料（航空機）都市内での車両制限制度 船舶及びトラックの
スロー・スティーミング

及び低速運行
 航空業界における持続可能な
航空燃料（SAF）の義務付け

 内燃機関（ICE）車両及
び燃料に対する

燃費基準
低排出燃料の

インセンティブ
大容量車両（HCV）

イノベーション及び開発の活性化

電気自動車／
代替燃料自動車の普及

電気自動車／
代替燃料自動車の普及

自動運転車及び
隊列走行技術

カーシェアリングの
インセンティブ

／車動自気電機空航動電ドッリブイハ
代替燃料自動車の普及

／アェシドイラカープール政策
シェアモビリティ

外生要因

トンリプ D3車転運動自車転運動自

化素炭脱のーギルネエ長距離レジャー観光の減少クーワレテ

色分け
化域地の易貿減削の張出るよに議会トーモリ

適用なし スーマコe航空機を利用する傾向が低下

低水準の実施
野心的な実施

パンデミックからの復興過程で
得られた機会を活かした

非常に野心的な実施

高度道路交通システム（ITS）
及びエコドライブ

ロードプライシング

注記：各セクターの措置の詳細は、表3.3、表4.3、表5.3を参照のこと。
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ボックス2.1. トランスポート・クライメイト・アクション・ディレクトリ
（Transport Climate Action Directory）
交通セクターの課題に対応せずして気候変動を止めることはできない。パリ協定の締結後の2016

年、国際交通フォーラム（ ITF）は、政府及び産業界がカーボンニュートラルなモビリティを通して気
候目標に向けた野心を行動に移せるよう、交通の脱炭素化（Decarbonising Transport）イニシアティ
ブを立ち上げた。
交通の脱炭素化イニシアティブ（https://www.itf-oecd.org/decarbonising-transport）は、ITFの支

援の下、70以上の政府、組織、機関、基金、企業の提携により実施されるもので、2020年7月には、同
イニシアティブの主要な成果としてTransport Climate Action Directoryが立ち上げられた。

Transport Climate Action Directory（TCAD）（https://www.itf-oecd.org/tcad）は、海上や航空を含
む全ての交通モード（旅客輸送及び貨物輸送の双方）で交通由来のCO2排出を削減するための政策措
置に関するオンラインデータベースである。現在、60以上の多様な削減措置及びその効率性の評価に
役立つエビデンスベースの情報が掲載されている。これは生きたディレクトリであり、経時的に新た
な措置の検証及び追加が行われていく。
このオンラインツールでは、特定の脱炭素化目標に応じた措置の絞り込みを行うためのフィルター

機能を利用できる。そのカテゴリーは、措置の種類、交通モード及び地理的範囲などである。また、
使いやすさを考慮して、5つの政策目標に基づき脱炭素化措置が分類されている。

• 交通システムの設計、運用及び計画の改善
• 電動化
• 低炭素燃料及びエネルギーベクトル
• 交通モードのシフト及び需要マネジメント
• イノベーション及びスケールアップ
各措置の概要は、簡潔で外部情報源へのリンクが付され、措置の内容とCO2排出への潜在的な影響

が記載されている。コストのセクションでは、潜在的なコスト源と潜在的な共益を説明しており、ビ
ジネスケースの評価や、各措置のより広範な目的への貢献度の理解を深めることに役立つ。加えて、
実施計画を策定する際に考慮すべき事項についても説明している。また、ユーザーが措置に対する追
加情報を提供したり、ディレクトリに追加する新たな措置を提案したりできる機能も備わっており、
ユーザー間の情報共有が可能となっている。

交通需要：成長が継続する

旅客・貨物輸送の両セクターは、長期的に成長を続けると予測されている。世界的なパンデミックの影
響で成長率が弱まるとしても、現在の政策を続ける場合、総合的な旅客キロ及び貨物需要（トンキロで測
定）は2050年までに2倍以上になると見込まれる。ITF交通アウトルック2019の「現在の目標」シナリオと
比較した場合、現在の旅客及び貨物輸送の成長率は、新たな政策コミットメント及び（Covid-19パンデミッ
クの影響が生じる前からの）さほど楽観的ではない経済成長の数値を反映して、当時の予測値を下回って
いる。
経済及び人口の成長に伴って、商品に対する需要が高まり、移動を希望し、そのための手段を有する人

数も増加する。しかし、CO2排出が生み出す膨大な負の影響を鑑みると、交通需要の増加を伴う経済成長は
持続可能ではない。
交通需要とCO2排出を経済活動から切り離すことでのみ、気候保全を図りながら強固な経済を維持し、

最終的には市民の幸福を向上させることができる。
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全セクターのモデル結果は、政府の政策がReshape又はReshape+のシナリオに準じる場合、2050年まで
に交通需要をGDPの成長から切り離すことができると示唆している。Recoverシナリオの政策では、主に先
進国で構成されるOECD諸国の旅客輸送に限り、すでにGDPの変化との強い相関が見られなくなってきて
いる。図2.2は、GDPに対する交通需要の感度を比較したものである。この比較はGDPに関する交通需要の
弾力性に基づくもので、例えば交通需要の弾力性が0.5の場合、GDP成長率1％（2011年米ドル）に対して
交通需要（旅客キロ又はトンキロ）は0.5％増となる。弾力性が1未満の場合、需要の増加よりもGDPの増
加の方が強力であるため切り離し（デカップリング）が示唆される（Tapio 2005年[8]）。弾性値が低くなる
ほど、GDPと需要のデカップリングが進行していると捉えることができる。
都市の交通需要は、GDPの成長から相当程度切り離すことができる。OECD諸国におけるGDP及び人口の

増加は、その他の国と比べて低水準であることがすでに予測されているが、都市内旅客輸送の成長率はそ
の水準をすら下回ることが見込まれている。都市内の交通需要の弾力性は野心的な政策に対する反応が非
常に高く、RecoverとReshapeシナリオの間で弾力性は0.65から0.22に低減する。非OECD諸国との旅客輸
送パターンの相違は、Reshape及びReshape+シナリオにおける（富裕国で普及率が高いと想定される）テ
レワークの比率の高さが1つの要因となっている（Dingel and Neiman 2020年[9]）。また、非OECD諸国の
一部の新興国ではトリップ率が非常に低い現状にあり、こうした地域で所得及び生活の質が改善されると、
隠れた交通需要が顕在化し、国民一人当たりのトリップ率が上昇する可能性がある。Recoverシナリオで示
すとおり、現在の政策が継続すると想定した場合、非OECD諸国の都市が無秩序に拡大してトリップの平
均距離が増加する。このようなシナリオでは、交通需要は経済の動きに沿って増加するため、需要の急増
を引き起こす可能性がある。一方、Reshape及びReshape+シナリオでは、より持続可能な土地利用政策等
の措置を背景に、非OECD諸国の都市内交通需要は経済成長と切り離されたアクセシビリティ重視のアプ
ローチに反応を示すと示唆されている。
より野心的な脱炭素化政策をもってしても、都市外旅客輸送の増加とGDPの成長の間にはリンクが残る。

土地利用の変化の影響によって個人がより身近な機会へアクセスできる、都市内旅客輸送や一部の地域的
な都市外旅客輸送とは異なり、都市間を結ぶ都市外旅客輸送は、距離が長く代替目的地に限りがあるため、
トリップを短縮できる可能性が限られている。遠方への観光を自宅から近い目的地で代替することが可能
ではあるが、都市外の交通需要を削減する第一の方法は、トリップ数を減らすことである。これは、都市
部での移動におけるテレワークの影響力には劣るが、（特にCovid-19後の）遠隔会議によってある程度は
実現することが可能である。こうした政策シナリオにおける交通需要の弾力性はOECD諸国で最も反応が
低く、非OECD諸国の感度は比較的に高い。絶対的にみて、OECD諸国の方が経済成長と都市外旅客輸送の
間のデカップリングが進行しているが、所得増と隠れた交通需要の顕在化が進む非OECD諸国においても、
GDPに対する交通需要の反応度を下げることは可能である。
国内貨物輸送のGDP成長への感度は国際貨物輸送よりも低い。Recoverの政策下では国際貨物輸送におい

てGDPの成長とのリンクが残るが、Reshapeの政策下では国際及び国内貨物輸送の双方でデカップリングが
発生する。一方、Reshape+シナリオの政策下では、化石燃料の需要減や貿易の地域化等の貿易パターンの
変化が国際貨物輸送のさらなる著しい削減に寄与する。同シナリオでは、国際貿易がより地域的な物品輸
送へシフトするため、国内貨物輸送はさほどの影響を受けない。
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図2.2. 各シナリオにおけるGDP成長に対する交通需要の弾力性
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注記：弾力性は、2015～2050年の需要変動（旅客キロ又はトンキロ）を2015～2050年のGDP変化（2011年米ドル）で除す
ことで算出する。弾力性が1未満の場合にデカップリング（つまり、GDPが交通需要よりも大きく成長する）が認められ、そ
の数値が低いほどデカップリングが進行していることを示す。
出典：GDPのデータは、ITFモデルで使用された推定値から抽出。OECDの（2020年[4]）「OECD ENV-Linkages model」
http://www.oecd.org/environment/indicators-modelling-outlooks/modelling.htm 及び IMF （2020年[2]）「World Economic 
Outlook Update,June 2020」 https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2020/06/24/WEOUpdateJune2020.に基
づく。

 https://doi.org/10.1787/888934238375

旅客輸送の需要

2020年に一時的な低下を見せた旅客輸送の需要は2015～2050年にかけて倍増する、とRecoverシナリ
オ（図2.3）では推定されている。この需要は、Reshapeの政策下で2050年に10％減、Reshape+の政策では
13％減を達成できると見込まれている。

Recoverの政策下では、2050年までに日常的な移動が旅客輸送需要全体の約4分の3を占めるようになる。
都市及び地域（遠隔地及び都市部周辺）の交通需要の大半は日常的なトリップで構成される。2015年、こ
れらの日常的なトリップの合計は交通需要の3分の2を占めており、（Recoverシナリオの政策下にて）2050

年には4分の3を占めるようになる。Reshape+のシナリオでは、土地利用のパターンを変えるアクセシビリ
ティ重視の政策を採用し、テレワークの導入を進めることで、2050年の都市の交通需要をRecoverと比較し
て22％減にすることができる。地域的な交通需要は、代替手段が限定的であることから需要減の可能性は
比較的低く、Reshape+の政策下で2050年に旅客キロ数を6％削減することができる。

Recoverシナリオでは、航空業界は2050年に2015年比で3.5倍の増加と最大の相対的成長率が見込まれ
ている。航空輸送の需要は、特に国際線においてCovid-19パンデミック後に強固な回復が見込まれる。ITF

は、航空業界は概ね2023年までに2019年の水準に回復すると見ている。代替手段が限られていることか
ら、いずれのシナリオにおいても航空が都市間移動の主要な交通モードであることには変わりなく、カー
ボンプライシングや航空券税等の厳格な政策措置の影響はわずかでしかない。個人の生活やビジネスのグ
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ローバル化が進むにつれ、海外渡航の需要も増加する。Reshapeシナリオにてより強固な政策活動を行う場
合、Recoverシナリオと比べて2050年の国内航空需要は17％減、国際航空需要は10％減になることが見込
まれる。Reshape+では、国内航空需要が19％減、国際航空需要が18％減になる。Reshape+における国際
旅行のより顕著な変化は、パンデミックの影響による行動変化（出張に代わる遠隔会議や、長距離観光か
らの転換等）を継続することで、どのようなことが可能になるかを示している。

Recoverシナリオでは、航空が市場シェアを伸ばすことから、都市間の陸上移動の絶対量が減少する。
しかしながら、Reshape及びReshape+の政策下では、陸上交通モードの相対的な魅力が増し、一部の航空
需要が陸上モードに移行する。鉄道インフラの利便性が改善され、カーボンプライシング制度の影響を受
けづらい低排出の道路車両の開発が進むにつれ、都市間における陸上モードの魅力が向上する。

図2.3. 2050年までの世界におけるサブセクター別の旅客輸送需要
3つのシナリオにおけるサブセクター別（単位：10億旅客キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。地域とは、都市外（都市部周辺、遠隔地）
で生じる日常的かつ局地的な輸送活動を示したものである。都市間の陸上とは、都市間における自家用自動車（二輪車、三
輪車又は自動車）、バス、鉄道による交通移動を意味する。

 https://doi.org/10.1787/888934238394

交通需要は、いずれの政策シナリオかに関わらず全ての地域で増加する。旅客輸送の需要は、人口増加
や経済成長が最も高いと見込まれる地域で最も顕著に増加する。絶対値では、図2.4にてアジアの成長が最
大と示されており、他と大差をつけて交通需要が最も増加する地域であることが明らかとなっている。ア
ジアにおいて、Reshape+下で前進的な政策を実施した場合、Recoverシナリオと比較して、2050年に7兆旅
客キロの削減を達成できる。Recoverシナリオにおける2050年の結果と比較して、脱炭素化政策に対する相
対的な反応が最大だったのはOECD太平洋で、Reshape+シナリオでは2050年の旅客キロが18％減となる。



ITF交通アウトルック2021

64   |

図2.4. 2050年までの地域別の旅客輸送需要
3つのシナリオ別（単位：10億旅客キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。国際航空需要は出発国に割り当てる。
EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、
ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238413

貨物輸送需要

貨物輸送需要は成長を続けるが、Covid-19危機による経済的影響に起因してペースが低下する（図2.5）。
Reshape及びReshape+では、化石燃料消費の世界的な落ち込みがこれらの資源の輸送需要の減少をもたら
す。両シナリオにおける3Dプリントの影響は比較的少ないが、ある程度の需要低下を招く。3Dプリントに
必要となる資材は、最終製品よりも高い貨物搭載率で輸送可能な原材料が主となる（Wieczorek 2017年[10]、
Chen 2016年[11]）。Reshape+にて推定される貿易の地域化という外的要因は、貨物輸送の成長ペースをさ
らに低下させるものとなる。
シナリオを問わず、海上輸送は輸送トンキロの70％以上を占め、引き続き貨物需要の大半を占める（図

2.5）。Reshape+では、輸出入の輸送活動、特に長距離の地域間貿易の減少に起因して、海上貿易のモード
シェアが若干低下する。航空及び鉄道需要は全てのシナリオで増加するが、航空のシェアは総輸送トンキ
ロの1％未満と依然として非常に少ない。軽量だが高価値の物品には空輸が選ばれる傾向にある。都市内貨
物活動の成長は全体的なパターンと同様で、全シナリオにて2015年の数値を上回るが、その成長ペースは
Reshapeで緩やかとなり、Reshape+でさらにペースを落とす。都市内貨物輸送等における小包の配送は、
トンキロに換算すると小さく見えるが、重量と体積の比率（比重）が低いため、多くのトリップ数や車両キ
ロを占めることがある。小包は、都市内貨物輸送のコモディティミックスの中で他の品目よりも成長が大
きいと見込まれている。
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図2.5. 2050年までのモード別の世界の貨物輸送需要
3つのシナリオ別（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。陸上には、道路、鉄道及び内陸水路によ
る貨物輸送が含まれる（都市内貨物輸送を除く）。空輸は、全需要の1%未満を占める。

 https://doi.org/10.1787/888934238432

国際輸送活動全体における化石燃料の輸送のシェアは、2015年の29％から2050年には8％にまで低下
する。Recoverシナリオの条件下では2050年のシェアは17％、Reshapeシナリオではその半分の8％となる。
Reshape+では、2015年比でさらに減少するが、その他の品目の成長が遅いため、8％のシェアを維持する。
化石燃料消費量の低下は、様々な地域の輸出入に重大な影響を及ぼす。2015年、化石燃料は欧州経済領域
（EEA）及びトルコの輸入関連の輸送の約半分を占めていたが、2050年までにReshapeで51％減、Reshape+

で53％減となる。世界的には総輸入量はReshapeで129％増、Reshape+で108％増となる。化石燃料の
輸出に大きく依存している移行経済国（旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧諸国）及びMENAにお
ける輸出関連の輸送需要は、Reshapeシナリオの2015～2050年期でそれぞれ21％減及び27％減となる。
Reshape+の場合、それぞれ26％減及び32％減となる。
図2.6は、各地域における陸上貨物の需要分布を示したものである。陸上輸送によるトンキロ（全シナリ

オにて需要合計の30％未満）は各地域に割り当てることができるが、海上又は航空輸送のトンキロは特定
の国に割り当てることが特に難しい。国際水域では貨物輸送は国際海事機関（ IMO）の管轄下に置かれ、国
際航空は国際民間航空機関（ICAO）によって統括される。空輸はトンキロ合計の1％未満に過ぎない。図2.7

は、海上輸送が行われる海域を示している。
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アジアは、陸上貨物輸送の需要が最も大きく、Recoverシナリオに示される通り、現在の政策を続けるこ
とで需要が3倍になる可能性がある。道路、鉄道、内陸水路における貨物輸送の相対的な増加が最大なの
はサハラ以南アフリカ（SSA）と推定され、貨物需要が4倍になる可能性があるが、絶対値では同地域の
需要は最も少ない。Reshape+の政策では、ラテンアメリカ・カリブ海諸国（LAC）、欧州経済領域（EEA）
及びトルコを除く世界の大半の地域で、2050年までにRecoverシナリオと比較して15～24％の削減を達
成できるとされている。EEA及びトルコでは、2050年までに需要を8％ほど抑えることができる。LACでは、
Reshapeと比較して、Reshape+において陸上貨物輸送の若干の増加が見込まれる。Reshape+における貿易
の地域化に関する見通しでは、地域内の貿易が進んで陸上輸送のトンキロが増加すると見ているが、海上
の輸出入活動を考慮した全体的な影響としては貨物需要の低下が想定される。

図2.6. 2050年までの地域別の陸上貨物輸送の需要
3つのシナリオ別（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。陸上貨物には道路、鉄道及び内陸水路が
含まれ、国際海上輸送及び国際空輸は含まれない。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・
北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：
旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238451

北太平洋及びインド洋は、図2.7で示すとおり、貨物輸送活動が最高水準であり、全シナリオにて2倍を
上回ることが想定される。北大西洋における2015年の貨物需要も同じく高水準であったが、同程度の成長
は見込めない。IMOは、海域の貨物活動の脱炭素化に関する措置や目標を設定する責任を負っている。しか
し、海運業の国際的な性質上、運航者、船主、旗国及び寄港国の間においてさらなる調整と連携が必要と
なる。各国は、より野心的な規制が自らの競争力に影響を及ぼすことを想定して単独行動には消極的にな
る傾向がある。
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図2.7. 2050年までの各地域における海上貨物輸送の需要予測
3つのシナリオ別（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。

交通由来の排出量及び気候目標：目標を達成できるか？

パリ協定に従い、世界の気温上昇を「2℃を十分に下回る水準」に抑え、1.5℃に抑える努力をする（UN 

2015年[12]）ことは、温室効果ガス（GHG）の累積排出量を限られた「カーボンバジェット」内にとどめ
ることを意味する。温室効果ガスの排出は大気中に蓄積されるため、対策が早ければ早いほど、気候変動
を抑制できる可能性も高まる。1.5℃に関する最新のIPCC特別報告の一環として、いくつかの学術機関が
世界経済の全セクターを対象とした野心の高い脱炭素化シナリオを作成した。こうした「ホールシステム
（whole system）」モデルの結果では、気温上昇を1.5℃に抑えてカーボンバジェットの超過を避けるために
は、交通由来の年間CO2排出量を2030年に約5.9ギガトンCO2、2050年に約2.6ギガトンCO2まで減少しな
ければならないことが指摘されている（ IPCC 2018年[13]）。残りのカーボンバジェットの規模に関しては
大きな不確実性が残るが、こうした中位推計は気候目標を達成する上で必要となる野心の水準を把握する
ことに役立つ。

Recover政策に基づくCO2排出量では気候目標を達成することはできない。ITF交通アウトルック2021の
3種類のシナリオに基づく交通由来のCO2年間排出量を図2.8に示す。Recoverシナリオでは、交通需要が増
加し、エネルギー効率の良いモードへの転換が限定的なものであり、また、政策立案者による追加の刺激
策がない状態で低炭素車両技術の導入も限定的となることから、交通由来の排出量が増加を続ける。2030

年及び2050年の年間排出量はそれぞれ7.5ギガトンCO2及び8.5ギガトンCO2と推定されており、パリ協定
の気候目標を達成するにはRecoverシナリオでは不十分となる。

Reshape+の政策において気候目標の達成がより確実となる。Reshape及びReshape+のシナリオはいず
れも、パリ協定の気候目標を達成する可能性を秘めている。Reshapeシナリオに基づく決断力のある政策的
措置は、より持続可能なモードへの交通需要のシフト、エネルギー効率の改善、電気自動車や低炭素燃料
の迅速な普及を実現する。Reshape+政策では、パンデミック後の景気刺激策が生み出す機運を利用するこ
とで、排出削減技術及び対策の効果を加速化させ、さらに排出量を制限することができる。
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図2.8. 将来的な交通由来のCO2排出量に対する3種類のシナリオ
直接排出量（Tank-to-wheel（タンクから車輪まで）／ギガトンCO2）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。本稿に使用するITFモデルは5年ごとに
作成されるため、2020～2025年の回復傾向は、図で示すような直線状には伸びていない可能性がある。この「回復曲線」の
形状は、政策の実施及び経済動向に応じて変動する。「 IPCC 1.5˚C」は、IPCC（2018年[13]）が「 IPCC 2018：Summary for 
Policymakers. Global Warming of 1.5°C」（https://www.ipcc.ch/sr15/）で紹介した気温上昇を1.5℃に抑える上で必要
な排出水準を示したものである。同水準は、https://data.ene.iiasa.ac.at/iamc-1.5c-explorer、同様にICCT（2020年[14]）の
https://theicct.org/sites/default/files/publications/ICCT_Vision2050_sept2020.pdf からのデータに基づいて算出した。各
年の排出量の中央値を推定する前に、オーバーシュートが少ない、又は生じない交通部門の排出経路が選択された。エラー
バーは、シナリオの25パーセンタイル値及び75パーセンタイル値を示したものである。ITF又はIEAのMoMoモデルにて推定
されていないため、ブラックカーボンの排出は除外する。

 https://doi.org/10.1787/888934238470

都市内旅客輸送は、脱炭素化に向けた最大の潜在力を有している。Reshape及びReshape+のシナリオに
おける各交通セクターの温室効果ガスの年間排出量を図2.9に示している。Recoverシナリオでは、貨物輸送
及び都市外旅客輸送からの排出量は増加を続けるが、都市内旅客輸送の排出量は比較的一定の状態である。
対照的に、Reshape+のシナリオにおける排出量は、全交通セクターで時間の経過とともに減少する。非常
に野心的な政策が実施された場合、最も削減ペースが速いのは都市内旅客輸送で、2050年の年間排出量は
2015年比で約79％減となる可能性がある。
都市モビリティの脱炭素化及び迅速な排出削減に向けて数多くの方法が存在する。都市交通のグリーン

化は、自家用車による移動を他の交通モードに切り替え、低排出車両の導入を促し、燃料需要を再生可能
資源からの電力等の低炭素エネルギー源にシフトする措置によって推進できる。また、土地利用政策によ
る都市の高密度化及びテレワークの増加も、需要削減に寄与する。

エネルギー効率の改善は、貨物輸送及び長距離旅客輸送からの排出を削減
する上で不可欠である。
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長距離旅客輸送及び貨物輸送は、排出量削減を行う上で大きな障害に直面している。いずれも、より持
続可能な代替手段に需要を転換できる機会が少なく、低炭素の代替燃料は大規模に利用可能ではない。航
空や海運の電化は、化石燃料と比べて電池のエネルギー密度が相対的に低いため、依然として限定的であ
る。水素、アンモニア、合成燃料等の代替燃料は、まだ技術的に成熟していない（ ITF 2020年[15]）。した
がって、エネルギー効率の改善は、貨物輸送及び長距離旅客輸送の排出量を削減する上で必要不可欠とな
る。野心的なReshape+の政策の下では、効率性の向上により、2050年に都市外旅客輸送の排出量を2015

年比で57％削減、貨物輸送の排出量を2015年比で72％削減することができる。政策的措置による強固な
舵取りなしには、両セクターの排出量は今後数十年も増加を続け、残りのカーボンバジェットをあっとい
う間に消費してしまうだろう。

図2.9. 2050年までの都市内旅客輸送、都市外旅客輸送及び貨物輸送のCO2排出量
Reshape及びReshape+のシナリオにおける直接排出量（Tank-to-wheel／ギガトンCO2）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recoverは最も保守的なシナリオ、Reshape+は最も野心的なシナリオとなる。グ
ラフは、Recover（左）及びReshape+（右）シナリオの都市内旅客輸送、都市外旅客輸送及び貨物輸送からの排出量（Tank-
to-wheel）を示したものである。「 IPCC 1.5˚C」は、IPCC（2018年[13]）が「 IPCC 2018：Summary for Policymakers. Global 
Warming of 1.5°C」（https://www.ipcc.ch/sr15/）で紹介した気温上昇を1.5℃に抑える上で必要な排出水準を示したもの
である。同水準は、https://data.ene.iiasa.ac.at/iamc-1.5c-explorer、同様にICCT（2020年[14]）のhttps://theicct.org/sites/
default/files/publications/ICCT_Vision2050_sept2020.pdf からのデータに基づいて算出した。各年の排出量の中央値を推定
する前に、オーバーシュートが少ない、又は生じない交通部門の排出経路が選択された。エラーバーは、シナリオの25パー
センタイル値及び75パーセンタイル値を示したものである。ITF又はIEAのMoMoモデルにて推定されていないため、ブラッ
クカーボンの排出は除外する。

 https://doi.org/10.1787/888934238489

より野心的なシナリオでは、低炭素技術の採用には政策が重要な役割を果たす。モデルにおいては、車
両技術は、OECD諸国に代表される先進国や、中国等の急成長国で最も急速に導入される。一方、開発途上
国の導入ペースは比較的緩やかである。公式な政策としてネットゼロ排出を掲げている国や、その他の野
心的な国家排出削減を約束した国は、他の国より迅速に脱炭素目標を達成する。例えば、電気自動車の導
入は、内燃機関の段階的な廃止への確固たるコミットメントによって推進される。反対に、燃費基準や類
似の規制がない国では車両の効率性向上はさほど見込めないだろう。
世界人口に占める割合がわずか13％であるにも関わらず、米国、中国、EEA及びトルコにおける2015年

の交通由来の排出量は他の国々の合計を上回った。将来の動向としては、今後数十年で開発途上国が全排
出量に占める割合が大きくなると考えられる。Recoverの政策下では、比較的所得の高い地域（EEA及びト
ルコ、OECD太平洋、米国及びカナダ）のみが、交通需要が比較的一定であることや車両技術の若干の改善
により、2015～2050年期に年間排出量を削減すると予測されている。対照的に、非OECD諸国の排出量は、
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所得及び人口水準の上昇によってRecoverの政策下で急増する可能性が高い。より野心的なシナリオでは、
排出量は全地域で著しく減少すると見られている。図2.10は、各シナリオにおける2015年と2050年の年
間 CO2排出量を地域別で表したものである。

図2.10. 2050年までの地域別の交通由来のCO2排出量
3つのシナリオにおける直接排出量（Tank-to-wheel／100万トンCO2）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。国際海上輸送及び国際空輸からの排出は
含まれない。国際空輸の需要は出発国に割り当てる。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・
北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：
旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238508
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景気後退によるCO2排出量への影響

Covid-19パンデミックの経済的影響を考慮するため、本稿におけるGDP及び貿易予測では、2020年以降
については5年分のタイムラグを含めることでパンデミック前の予測から調整されている。例えば、2030年
におけるGDPの推定値は、パンデミック前の2025年の水準を想定している。今後の景気回復については、
楽観的な急回復のシナリオから微弱な回復予測まで多様な見通しがあるが、今後数年間における真の交通
需要及びCO2排出量については、実際の経済回復の道筋によって異なる。

GDPの成長及び貿易における5年分のタイムラグの影響の大きさについて理解を深めるため、パンデミッ
ク前の経済予測に基づいてReshape+シナリオの評価を行った。同シナリオにおける2050年のCO2排出量
に対するGDPの5年分のタイムラグの影響を図2.11に示している。パンデミック前の経済成長の傾向では、
都市外旅客輸送のCO2排出量が6％、貨物輸送の排出量が7％増加する。都市内旅客輸送の排出量に対する
経済成長遅延の影響は限定的で、遅延がない場合と比べて2％下回る程度である。GDPの影響は、図2.2の
弾力性が示すように、所得の影響を受けやすい貨物輸送と都市外旅客輸送においてより顕著である。（図2.2

に示すとおり）2015～2050年の成長を見ると、非OECD諸国では都市内旅客輸送とGDPとの間のリンク
が強いが、その効果は直線状には伸びず、非OECD及びOECD諸国の間における交通需要のGDPに対する
弾力性は、2050年までにその格差が大きく縮まる。各国が裕福になり隠れた交通需要が顕在化するにつれ
GDPへの感度は低下するため、（Reshape+シナリオで示すとおり）非常に野心的な脱炭素化政策を採用す
ることで、2050年までに世界の都市内旅客輸送はGDPの想定による影響を受けにくくなる。

図2.11. パンデミック後の回復経路の違いによる2050年の交通由来のCO2排出量への影響
Reshape+の異なるシナリオにおける直接排出量の推定値（Tank-to-wheel／100万トンCO2）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。ITF交通アウトルック2021では、パンデミックの経済への影響をシミュレーショ
ンするため、2020年からの経済活動に5年分の遅延があると推定している。交通由来の排出量に対するこの経済予測の影響
を示すため、このグラフでは、脱炭素化対策に関して本稿で想定した3つのシナリオのうち最も野心的なReshape+シナリオ
に基づくCO2排出量を示しており、5年分のラグを仮定した場合とパンデミック前の経済動向に基づく場合の結果を併記して
いる。

 https://doi.org/10.1787/888934238527
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交通由来の排出及び社会的公平：誰が脱炭素化の出費を負担するのか？

現在開発中の技術がCO2排出量の増加を食い止めるために大きく貢献するかは未だ不透明であるため、
インパクトのある短期的な緩和策を講じることが必要不可欠である。本交通アウトルックで提示するシ
ミュレーションは、適切な政策が交通の脱炭素化を進展させ、より広い意味での持続可能な開発にも繋が
ることを示している。モデリングの結果、脱炭素化に向けた政策を全地域が実施することで、国民一人当
たりのCO2 排出量の地域差を縮めることができることがわかった。しかし、これらの取り組みを行う費用
や資金を負担する責任は均一に分配されるものではない。排出に対する責任、気候変動の影響、経済的な
機会に関する不平等が国家間及び国家内で存在するため、変化に向けた行動及び費用負担の責任も均等に
は分担されないのである。
市民の幸福に対して交通が果たす多大な貢献を考えると、脱炭素化に向けた全ての取り組みにおいて、

市民による機会へのアクセスを犠牲にする形でCO2削減措置が導入されることがあってはならない。これ
は特に、過去に大半の交通システムでアクセスが優先されてこなかった脆弱層に当てはまる。
野心的な脱炭素化政策によって地域間の排出量の不均衡を是正する。米国及びカナダ地域における国民

一人当たりのCO2排出量は、他の地域の国民と比べて少なく見積もっても4倍、最大で36倍と想定されてい
る。しかし、Reshape+シナリオでは、この倍率を2.3倍から9.4倍にまで下げることができる。この最も野
心的な政策を実施した場合、米国及びカナダの2050年の排出量は、2015年におけるラテンアメリカ・カリ
ブ海諸国（LAC）地域における国民一人当たりのCO2排出量とほぼ同一となる。国民一人当たりのGDPが
最高水準である米国及びカナダは、低炭素への移行に向けた資金供与を行う財力を有しており、国民一人
当たりの排出量を全地域の中で最も大きく相対的に削減することができる（2050年に交通由来のCO2排出
量を86％削減）。図2.12は、2015年における国民一人当たりの交通由来のCO2排出量と異なる政策シナリオ
における各地域の排出量の推移、そして2015年及び2050年における国民一人当たりのGDP推定値を並べ
て示したものである。
その人口増加にも関わらず、サハラ以南アフリカは2015～2050年の国民一人当たりの排出量が依然と

して最も少ない地域であり、国民一人当たりのGDPも最低となっている。Reshape+政策を実施した場合、
EEA及びトルコからなる地域の2050年の国民一人当たりの排出量は2015年の水準の20％、LAC及びOECD

太平洋では25％まで削減できる見通しである。LAC地域については、2015年の水準の約20％まで削減でき
る可能性がある。MENA地域及び移行経済国はこれに劣るが、2050年の排出量を2015年の40％にまで減ら
せる見込みである。アジア、LAC、MENA、SSA及び移行経済国では、追加的な政策介入がない場合、今後30

年間で国民一人当たりの排出量が増加すると想定されている。
世界的な脱炭素化の費用の責任は、累積排出量と関連している。長年にわたり化石燃料を利用する産業

を営んできた地域は、最も累積排出量が高く、石油及び石炭の時代に最大の経済利益を享受してきた。こ
れによって資本や技術への特権的なアクセスを得た同地域は、脱炭素化に投資をする資力を備えており、
世界的なCO2排出にさほど加担していない地域の気候変動対策を支援することができる。設備投資及び技
術移転を行うことにより、先進国でこれまで過剰なCO2を排出してきた交通システムにおいて、これらの
地域がリープフロッグ型の発展を遂げることができる（Kosolapova 2020年[16]）。国連は、持続可能な発展
に向けた資金調達をする上で世界には十分な資産があると結論づけているが、現在利用可能な資金は、パ
リ協定の目標やSDGsを達成する上で必要となる規模及び期限を満たすような形で充当されていない（UN 

2019年[17]）。クリーンな交通への資金の供給、世界的な気候変動対策にて最も資金を必要とする最も重要
な地域の支援に向けた資本の動員は、経済的及び社会的な不平等を解消し、世界をよりクリーンで公平な
方向へ導く機会となる。



  |   73

ITF交通アウトルック2021

図2.12. 2050年までの地域別の国民一人当たりの交通由来のCO2 排出量及びGDP

3つのシナリオにおける国民一人当たりの排出量（Tank-to-wheel／トン）及び2011年購買力平価（PPP）に基づく
国民一人当たりのGDP（米ドル）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。グラフは、Tank-to-wheelの排出量を示し
ている。国際海上輸送又は国際空輸からの排出量は特定の国に割り当てられていないため除外している。国際旅客輸送から
の排出量は出発国に割り当てる。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、
OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及び
EUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238546

より野心的な脱炭素化の施策を上手く実施することで、より公平かつ強靭な都市交通を実現することが
できる。都市交通において、環境の持続可能性と幸福に向けた目標を整合させる余地はまだ十分にある。
自動車を所有しない利用者が手頃な価格で、信頼性を持って、便利かつ安全に目的地にアクセスできる旅
客輸送システムは、現在普及している交通手段よりも持続可能であるのみならず、公平である。自動車は
引き続き重要な役割を果たすが、交通システムにおける万人のディフォルトな選択肢として位置づけるべ
きではない。さらに、こうした旅客輸送システムは、渋滞、大気汚染、道路安全といった重要な負の外部
性に対処すると同時に、自家用車を収容するために必要なスペースを削減することができる。

ReshapeやReshape+シナリオを支えるような、より野心的な脱炭素化政策が、都市交通システムのア
クセシビリティや強靭性をどのように改善するかについては、第3章で詳細に検証する。また、政策の公
正な実施を徹底するために政策立案者が対応すべき公平に関する検討事項についても詳説する。都市では、
道路空間を再配分する施策や価格制度のほか、手頃で安全な公共交通機関、シェアモビリティ、アクティ
ブモビリティ及びマイクロモビリティに対する投資が、自家用車使用からのシフトを推進し、都市のスプ
ロール化を抑制する開発パターンを支援すると期待される。こうしたイニシアティブは、自家用車以外の
交通手段への依存度が高い低所得者層、女性、高齢者及び若年層のニーズに資するものである。アクティ
ブモビリティを上手く取り込むことは、特に女性の移動パターンにとって著しいメリットとなる（Miralles-

Guasch, Melo and Marquet 2015年[18]）。
車両及び燃料技術の改善は、交通を脱炭素化し、イノベーションによる経済成長を促進する。共有車両

及び公共交通機関におけるクリーン技術の開発を奨励する措置は、自家用車依存からの脱却を支援する上
で特に重要である（Buckle et al. 2021年[19]）。これらの車両は自家用車よりも高頻度で使用されるため、
クリーンな技術がより大きな効果を発揮する。更新速度も速いため新技術を導入する上で理想的であり、
適切な政策インセンティブでその加速化を図ることができる。また、車両の運用にデジタル技術を導入
（例：最適な経路検索又はリアルタイムのユーザーフィードバック等）することで、エネルギー効率の向上、
渋滞の緩和、安全性の向上、さらには経済成長の促進に繋がる。
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低所得層は、脱炭素化に対する高額な負担をするべきではない。自家用車等の汚染度の高い交通モード
の利用を削減するためのカーボンプライシングやロードプライシングは、低所得層に不釣り合いな負担を
与えない方法で実施することができる。こうした価格制度は、都市外旅客輸送の需要を管理する上で重要
な役割を果たしており、詳細については第3章及び第4章で詳しく説明される。地域によっては、代替的な
交通手段がないため、自動車やオートバイを所有せざるを得ない世帯があるが、新型車を買う金銭的余裕
がない人々は、料金免除や割引料金の対象となるクリーンな車両を購入できる者よりも、高額な費用負担
を強いられる恐れがある。価格制度は航空業界にも大きな影響をもたらす。世界人口でほんの一握りの富
裕層が航空便の大半を利用しているため、カーボンフットプリントをより良く反映した航空便の価格設定
を行うことで排出の責任者に費用を転嫁することができる（Gössling and Humpe 2020年[20]）。
市民に新たな経済的負担を強いる政策は、まず分配の影響を分析する必要がある。誰がどの程度、追加

コストの影響を受けるかは、それぞれ異なる。その要因としては、出発地及び目的地の空間的分布、利用
可能な交通手段の選択肢、それらの代替モードの費用及び信頼性、家計の制約等があり、対象者の総合的
な経済的負担を軽減するための補完的な措置が有益となり得る。例えば、スウェーデンは、エネルギー製
品に対する課税の強化と同時に所得税率の引き下げを行った（Speck 1999年[21]）。世界的に見ると、価格
政策は先進国よりも開発途上国に著しい影響を与える傾向にある。地域間における国民一人当たりの交通
需要の差は、RecoverシナリオよりもReshape+シナリオで拡大する。しかし、こうした価格政策の実施を
経ても、都市外交通需要の地域間の差は、2015年から2050年の間で縮小する（改善する）。結局のところ、
より持続可能で、信頼性のある、安価な代替モードが提供されない限り、経済的な手段だけでは、アクセ
シビリティの水準を維持・改善しながらCO2排出を削減することはできない。有効な代替手段を提供し、
これらの代替手段を支援する形で土地利用設計を行うことに焦点を当てるべきである。
脱炭素化の遅延は貨物輸送のコスト増を招く。Reshape及びReshape+の政策下では、サプライチェー

ンが短縮され、排出量の多い輸送手段が使用されている場合には、カーボンプライシングによって貨物輸
送のコストが上昇する。世界の主要な消費拠点から離れた地域又は貨物部門の脱炭素化が十分に行われて
いない地域では、Reshape+のシナリオでは輸出の平均輸送コストが上昇すると見られており、とりわけ
MENA及びSSA地域がこれに該当する。これらの地域で脱炭素化が加速化されず、又は関係国におけるコ
ストへの悪影響が軽減される場合、世界の貨物輸送は不公正であるとみなされるおそれがある。財源の限
られた地域における技術移転及び投資を優先することにより、そうした地域への法外なコストの賦課を回
避し、また、脱炭素化に関して最も高い能力を有する地域が関連する措置の費用便益を全て享受して一人
勝ちしないよう徹底する必要がある。

Reshapeシナリオでは、輸出の輸送コストは2050年までにEEA諸国及びトルコで最も低下する。最も野
心的な政策は欧州地域で導入されており、排出量を削減する一方で、効率改善及びコスト削減も実現して
いる。他の地域と比べて、鉄道へのモーダルシフトが順調に進んでいることもこれに貢献している。
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主なポイント

• 交通需要は、3種類の全シナリオで増加するが、野心的な脱炭素化の政策下では増加の水準が著しく低
くなる。脱炭素化への野心が大きいほど、交通需要のGDP成長からの切り離しが進行する。

• パンデミックを踏まえつつ、より野心的な脱炭素化政策を実施することで、パリ協定における気候目
標を達成できる可能性が高まる。パンデミック前の政策を継続すれば、このチャンスを逃してしまう。

• 先進国におけるCO2排出量は最大であるが、交通システムの脱炭素化に向けた最大の財源を有するのも
こうした国々である。不均衡を回避するため、国民一人当たりの排出量が少ない開発途上国も環境に
優しい輸送に移行できるよう先進国が徹底していくべきである。

• 脱炭素化政策は、慎重に実施しなければならない。潜在的な負担分配の影響を検討し、公平及び幸福
の目的と整合した措置を徹底する必要がある。
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第3章 都市内旅客輸送： 
都市は、モビリティを 
持続可能で、公平で、 
強靭なものにすることが
可能である

本章では、都市内旅客輸送が、温室効果ガスの排出を抑制し、機会への

アクセスを向上するとともに、Covid-19禍からの経済回復を促進する上で、

重要な役割を果たすことを示す。また、将来の都市内旅客輸送の需要と、

その結果としてのCO2や局地的な汚染物質の排出、市民のアクセスに

及ぼす影響について、3つのシナリオを紹介する。そして、脱炭素化への取り

組みが、不平等を是正し、都市交通システムをより強靭ものとする上で

どのように役立つかについても述べる。
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概要
都市化の進展に伴い、持続可能で、アクセスしやすく、強靭な交通が
求められる
都市内での移動は、旅客輸送による温室効果ガス排出量の40％を占めている。2015年から2050年にかけ

て、都市内旅客輸送の需要は、Covid-19による一時的な落ち込みを経て、2倍以上になることが予測される。都
市が交通に由来する排出量削減に成功しない限り、都市内のモビリティの増加によって、パリ協定の気候目
標達成が危うくなる可能性がある。
もし現在のコミットメントの下で予想されているものよりも野心的な行動をとれば、継続する都市化に対

して各都市が対応しなければならないモビリティ需要が増大するとしても、都市内旅客輸送の排出量は2050

年までに80％近く削減することが可能である。野心的なシナリオの下では、市民はよりスマートで持続可能
な方法で移動し、自分が行きたい目的地へのアクセスを改善することができる。これとは対照的に、現在の
政策のままでは、都市交通の排出量は30年後もほぼ同じレベルのままで、5％しか減少しない。
そこで、不要な移動を避け、より持続可能な交通へとシフトし、自動車や燃料の技術を向上させることが

決め手となる。都市のモビリティの脱炭素化には、都市における自動車に対する依存度を下げることが極め
て重要である。都市内旅客輸送による排出量の4分の3は、自家用車によるものである。2015年には、世界の
都市部での移動の半数を自家用車が占めており、これは、公共交通機関による活動の2.6倍に相当する。ま
た、過度の自動車利用は健康問題の原因となり、社会的不平等を拡大し、化石燃料への依存を強めるととも
に、渋滞を永続させるなど、経済、環境、社会に対して大きな負担を強いることになる。
公共交通、シェアモビリティ及びアクティブトランスポートのサービスを向上させて、都市で自家用車を

利用したいという動機を減らすことで、脱炭素化を加速させ、より多くの市民が、都市で得られる機会にア
クセスできるようになる。また、土地利用計画と交通政策を統合することで、自動車よりも低コストで、排
出量が少なく、場所をとらない、都市を移動する手段をサポートすることができる。
また、都市交通システムは、厳しい気候政策の下で、より強靭なものになっていくと思われる。市民の移

動手段が多種多様になることで、1つの交通形態に対する依存度が下がり、その結果、混乱を緩和することが
できる柔軟性が生まれる。そうすれば、持続可能で、公平で、強靭な都市交通へと通じる道が開ける。今こ
そ、正しい方向へと導いていく野心的な政策を実施する必要がある。

政策提言
• 都市のモビリティを脱炭素化し、アクセシビリティを改善して幸福度を高めるために、都市に力を与える。
• 持続可能な都市交通への資金提供を、都市道路への投資よりも優先させる。
• 公共交通機関の質を向上させ、より包括的で信頼性の高いサービスを提供する。
• 持続可能な地域密着型の都市開発のために、土地利用と交通を統合した計画を推進する。
• 都市部の自動車をグリーン化するためのインセンティブを創出する。
• 交通のイノベーションを促進し、新しい都市モビリティサービスの提供者と協力して、利益の最大化と
コストの最小化を図る。

• 交通機関の脱炭素化と強靭性に関する施策を組み合わせ、持続可能な方法によって将来の需要を満たし、
混乱に耐えられるようにする。
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世界で都市化が進むにつれて、世界中の都市で旅客輸送の需要が高まっている。都市内の移動は、世界
におけるその他全ての旅客移動を遥かに上回る。ITFでは、現在の政策の下で、2050年までに世界の移動活
動が、2015年比で63％増加すると予測している。都市にはインフラ、人、サービスが密集していることか
ら、長い間、創造性とイノベーションの拠点となってきた。パンデミックからの復旧の見通しは立ってい
ないが、都市は、増加する需要を持続的に満たす、公平な気候変動緩和策の最前線に立つことができると
いう独特な位置を占めている。継続する都市化は、適切な条件下であれば、交通の脱炭素化に向けた課題
ではなく、機会となり得ると思われる。
都市内旅客輸送は、旅客輸送全体の温室効果ガス（GHG）排出量の40％を占めている。ITFのシナリオで

は、非常に野心的な脱炭素化政策を採用し、パンデミックからの復旧を活用して脱炭素化の取り組みに注
力することで、2050年までに都市旅客輸送関連のCO2排出量を、2015年比で80％近く削減することが可能
である。移動時間を短縮し、持続可能な交通モードを選択しやすくするためには、交通と土地利用の統合
的な計画により、公共交通指向型開発（TOD）と、安全なアクティブモビリティやマイクロモビリティのた
めの設備がある密集地域を作ることが不可欠である。シェアモビリティやマイクロモビリティなどのディ
スラプティブ（破壊的）なモビリティは、公共交通やアクティブトランスポートとうまく統合することに
よって、持続可能なモビリティの中でより重要な役割を果たすことになることが試算されている。官民に
おける車両技術を向上させるとともに、道路空間の再配分と再設計を行い、持続可能なモードへのサポー
トを向上させる必要もある。

Covid-19は都市交通に未だかつてないほどの影響を及ぼした。都市では抑制策により、公共交通機関
の利用、道路交通、日常的なモビリティが、記録的な低水準にまで衰退した。しかし需要に対する抑制は、
長期的には続かないものと思われる。世界の多くの都市では、抑制策がとられている間、自家用車による
移動が大幅に復旧したのに対して、公共交通機関の復旧は見られなかった。公共交通機関は、政策的な介
入がなければ、さらに長期にわたって損失を被る可能性がある。パンデミックという課題を抱えてはいて
も、復旧によって、将来の軌道を再構築するための潜在的な機会が得られることは確かである。これら
の機会を活用できるかどうかは、地方自治体のイニシアティブと国の刺激策に基づく資金援助にかかって
いる。
都市は今、岐路に立たされている。どの都市も、パンデミックから経済的に回復しようと努力している。

また、気候変動がもたらす深刻な影響にも直面している。都市は、社会的不平等の拡大の最前線で戦って
いる。都市交通は、経済復興、気候変動の緩和、社会的不平等の是正において重要な役割を果たす。しか
しそのためには、経済政策、環境政策、社会政策が一致していなければならない。これらを一致させるこ
とで、国民からの支持が得られ、必要な政策の費用対効果が向上する。政策目標を一致させるためには、
視点を変える必要がある。それは、単一の目的しかなく、外部不経済を伴うサイロ化されたアプローチか
ら、政策が複数の目的に及ぼす影響を分析し、それらの間にある相互依存性を考慮するシステムワイドな
思考への変化である。
では、このように視点を変えることは、交通政策の立案においてどんな意味を持つのだろうか。
政策は、交通量の増加への対応から、機会へのアクセスの改善へとシフトすることが望ましい。当局は、

土地利用と交通計画を統合したアプローチを支援し、移動の必要性を減らしたり、より持続可能なモード
に移動をシフトさせたりするなど、需要側の政策を優先することで、こうしたシフトを実現できる。また
住民が、持続可能な方法で、便利に、手頃に、短い距離で様々な機会やサービスにアクセスできるような、
より公平なシステムは、環境目標を達成する上で中心的な役割を果たすものである。当局は、パンデミッ
クからの復旧への見通しが立たない中、新たな政策課題を策定するという大きな課題に直面している。こ
のITF交通アウトルック2021では、3つの異なるグローバルな政策シナリオの下での都市交通の働きを評価
している。そしてその結果、異なる政策のもとで、交通活動、CO2排出量、局地的な汚染物質の変化が明ら
かにされた。なおCO2排出量は、温室効果ガスの総量をCO2換算して表している。ここでの結果は、これら
に対する決定を下すための出発点となるものである。
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都市内旅客輸送の脱炭素化：現状

ITFの推計によると、2015年の都市交通におけるGHG排出量の4分の3は旅客輸送によるものである。イ
ンフラ、人、サービスの密度が高い都市では、非都市部に比べて、自動車以外の交通手段、シェアモビリ
ティ、公共交通機関によって提供されるモビリティに大きな可能性が秘められている。しかし多くの都市部
では、GHG排出量、大気汚染、騒音、交通事故、渋滞などの関連する問題を抱える自動車による個人輸送が
主流となっている。これらの外部性は、健康被害や社会的不平等の原因となり、都市生活者全体の幸福に影
響を及ぼすものである。また、経済、環境、社会に関わるコストは見過すことができないほど膨大である。
世界中の当局は、広範にわたる交通政策コミットメントの中で、都市交通の脱炭素化に目を向けるよう

になっている。約40％の国が、2015年のパリ協定に基づく、国が決定する貢献（NDC）の中で、都市内旅
客輸送関連の対策について何らかの形で言及している（ITF/OECD, 2018[1]）。そしてその中には、54の開発
途上国や急成長中の国も含まれている（GIZ, 2017[2]）。特定の都市部の地方自治体が提案する対策が、各
国が掲げるコミットメントを強化するものとなっている。例えば、世界の167の都市が、交通を含む全ての
主要部門におけるGHG排出量を削減するための行動を共同で行うことを表明している。そしてそのうちの
54都市は、パリ協定に準拠した気候行動計画を策定している（C40, 2020[3]）。
都市交通システムは、気候変動やパンデミックなどの事象がもたらす混乱というリスクにさらされてい

る。世界中が、気候変動による異常な自然現象の増加に直面しており、交通サービスの提供を中断するこ
となく、混乱がもたらす影響に抵抗、緩和、適応できるように設計された強靭なシステムの重要性が一層
高まっている（Ahmed and Dey, 2020[4]）。洪水、暴風雨、干ばつ、都市部における通常よりも高い気温は、
交通インフラやサービスに対して、即時的かつ長期的な悪影響を及ぼす（Zhou, Wang and Yang, 2019[5]; 

CDP, 2020[6]）。さらに、交通はこれまで以上に情報通信技術（ ICT）に依存している。交通、通信、電力シ
ステムにおける混乱は、影響を受ける都市部の住民のアクセスの低下や、一時的な排除をもたらす可能性
がある。
持続可能な交通への公平な形での移行において、環境への配慮は、より広範な幸福の促進と両立するも

のである。脱炭素化に向けた取り組みは、特定のグループに対して不当な負担を強いるものであってはな
らない。従来型のモビリティを重視した計画から、アクセシビリティを優先した計画へのシフトは、この2

つの目標を推進するのに役立つ。モビリティは、それ自体が目的ではなく、目的を達成するための手段で
ある。そしてモビリティは、仕事、教育、医療センターや、その他の必要不可欠なものへの適切なアクセ
スを提供し、その結果として、市民の幸福を向上させるものである（OECD/ITF, 2019[7]; OECD, 2019[8]）。
社会的弱者は、交通アクセスと気候変動がもたらす影響という観点から、既に非常に不利な立場に立た
されており、他人の移動に関する決定によって不均衡なコストを負担させられている（Banister, 2018[9]; 

Sustainable Development Commission, 2011[10]; Gough, 2011[11]）。したがって都市は、脱炭素化政策に
よってこの傾向を悪化させるのではなく、改善することに特に注意すべきである。
脱炭素化への道筋は、国や都市によって様々である。公平で、持続可能で、強靭な都市交通システムを

開発するための課題は、国や都市によって異なる。現在の一人当たりの排出量のレベルは、OECD加盟国と
非OECD加盟国とで大きく異なり、交通需要を促進する都市化のパターンも世界の地域によって異なって
いる。

OECD加盟国の都市住民は、交通によるカーボンフットプリントが最も大きい。排出量が最も多い都市
では、排出量が最も少ない都市の28倍の量を排出している。また、OECD加盟国の都市住民は一人当たり
のCO2排出量が最も多く、アフリカやアジアの一部の都市に住む人々は排出量が最も少ない。そのため、
OECD加盟国と一部の急成長国における対策では、一人当たりの都市交通関連の排出量を削減しなければ
ならない。一方、非OECD加盟国は、増大する交通需要に対応しつつ、一人当たりの排出量の増加を抑え
ることに注力する必要がある。図3.1は、2015年に世界の都市内旅客輸送によって発生した、一人当たりの
CO2の平均を8つのカテゴリーに分けて示している。
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図3.1. 2015年の都市内旅客輸送による一人当たりのCO2排出量
一人当たりのCO2排出量（単位：kg）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。地域別の平均値は、全都市部の平均値として算出した。

 https://doi.org/10.1787/888934238565

世界人口の増加と急速な都市化が相まって、都市における交通需要の増加は不可避のものとなってい
る。2050年までには約70億人が都市に住むようになるが、これは2015年の世界全体の人口にほぼ相当す
る（UN, 2018[12]）。今後30年間で特に成長すると思われるのは、開発途上国の都市である。サハラ以南ア
フリカの都市人口は最も速いペースで増加し、2020年から2050年の間に約3倍になる。また、アジアでは、
同じ期間で都市人口が約2倍になることが予想される。これらの地域の当局は、持続可能な方法でこの需要
の増加に対応するという困難な課題を抱えることになる。
ほとんどの都市では、個人の自動車による交通が主流である。2015年には、旅客輸送の3分の1以上が自

家用車で行われ、公共交通機関を利用する場合の2.5倍となっている。これらの移動が、同年の都市部にお
ける全旅客キロ数の半分以上を占めている。過度の自動車利用による健康への悪影響、社会的不平等、化
石燃料への依存、渋滞などは、経済、環境、社会に対して大きな負担を強いることになる。しかし、2020

年から2030年にかけて世界の自家用車の数は30％以上増加し、2050年には14億台に達することが予測され
ている（ IEA, 2020[13]）。既に2015年には、世界の都市部での旅客輸送関連のGHG排出量の4分の3を自家
用車が占めている（図3.2）。これは、自家用車の保有台数と平均車両サイズの増加が続いていることが主
たる原因である。米国とカナダを1つの地域として見ると、人口千人当たりの自動車保有台数は733台で、
自家用車使用による排出量の割合が国際比較で最も高い（OICA, 2020[14]）。また、大型のスポーツ用多目
的車（SUV）の需要が高まっていることも、排出量の削減をさらに困難にしている。2018年に米国で販売さ
れた自動車の半数近くがSUVであり、世界的に見ても、新車に占めるSUVのシェアは10年前と比べて2倍
に増加している（IEA, 2019[15]）。
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増え続けるモビリティ需要に都市はどう対応するか。

不要な移動を避けたり、移動時間を短縮したりする政策は非常に重要だが、それでも、良好なアクセス
を提供する必要がある。都市の脱炭素化戦略の中には、ゼロエミッション技術の開発と普及に大きく依存
しているものがある。パリ協定の気候目標を達成するために、公平で持続可能な交通システムを確立する
ことを目指すのであるならば、回避とシフト政策が同様に中心となるべきである。必要な移動を、より炭
素やスペースを消費しない方法にシフトすることで、環境的、社会的、経済的な副作用を軽減することが
可能である。また都市において、改善された技術の導入を促進し、自動車の平均燃費を向上させる必要も
あるだろう。これらの政策は互いに補い合うものであるから、その地域に最適なものに基づいて、バラン
スよく適用することが望ましい（Gota et al., 2019[16]）。
交通と土地利用を統合的に計画することは、移動時間を短縮し、持続可能なものにするために不可欠で

ある。都市開発パターンを公共交通計画と連携したコンパクトなものにすることで、非効率でコストのか
かる開発パターンになることを防ぐ。また、複合的な土地利用とコンパクトな開発により、住民は長距離
を移動しなくても、必要な物を入手できるようになる。この目標を達成するためには、公共交通機関に近
接した場所（徒歩の距離）での複合用途都市開発と一般に定義されている、公共交通指向型開発（TOD）が
有効である。TODは、公共交通機関へのアクセスポイントの近くに、高密度の複合開発を集中させるもので
ある。これにより、公共交通機関を利用しやすくなり、利用者が増え、車への依存度が下がることになる。

多様な交通モードに対して与えられるスペースの量は、持続可能な交通に
おける相対的な重要性とは一致しない。

自動車の都市空間の割り当てを減らすべきである。様々な交通モードに対して与えられたスペースの量
は、持続可能な交通モードにおける相対的な重要性とは一致しない。自動車は最も空間を必要とする交通
モードであり、多くの都市で、主に自動車のために空間が使われている。例えば、フライブルク（ドイツ）
では、2016年に道路面積の約60％が自動車に割り当てられているのに対して、自動車による移動は30％に
過ぎなかった。自転車による移動も約30％を占めているが、自転車用のインフラは道路インフラ全体の約
4％しか占めていない（Gössling et al., 2016[17]）。これは環境だけでなく、社会や経済の面から見てもマ
イナスの影響をもたらすものである。例えば、速度と重量がある自動車は、歩行者や自転車、そして最近
ではマイクロモビリティの利用者などの交通弱者にとって危険な存在になり得る。そこで、道路空間をア
クティブモードに再配分し、公共交通機関に優先レーンを設け、駐車スペースを制限することで、都市に
おけるモードシェアを自動車からシフトさせることができる。マイクロモビリティの人気の高まりによっ
て、既存の道路や限られた自転車インフラが圧迫されている。しかし、これらを交通網にうまく組み込む
ことは、空間の再配分においてより重要である。シェアモビリティは、都市の舗道空間の管理方法も変化
させる。密集した都市部では自家用車駐車場から優先順位をシフトさせることで、舗道は、乗客の送迎を
可能にする柔軟性の高い多目的空間のようになるだろう（ITF, 2018[19]）。
道路空間の管理は、旅客輸送と貨物輸送のニーズの変化に左右される。小型商用車による配達が増えて

いる。自転車による配達やマイクロモビリティの増加は、都市空間にさらなる圧力をかけることになる。
しかし、都市の旅客輸送と貨物輸送を合わせて管理することで、道路空間をより適切に配分し、渋滞を解
消する機会となる。同時に、輸送フローの配分も改善される（Pimentel and Alvelos, 2018[20]）。世界の都
市貨物輸送の主な傾向については、第5章で説明する。旅客と貨物の都市交通活動とその対策の間にある関
連性については、こうした問題に関する研究をさらに進めることで、理解を深めることができるだろう。
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車の利用者は、駐車や運転にかかる実際のコストを支払わなければならない。ほとんどのドライバーは、
都市の自動車交通に関連するコストのほんの一部しか支払っていないため、自動車の使用は最適な状態を
遥かに超過している（ ITF, 2021[18]）。この非効率性は、価格が社会的限界費用と等しくない限り、あるい
はその他の手段によって交通が抑制されない限り、持続することになる。様々な経済的手段や規制措置に
よって、需要を最適化し、渋滞を緩和することが可能である。これらには、様々な形態による道路利用料
金、駐車料金、車両制限などがある。カーボンプライシングは、CO2を排出する全ての交通機関に対して適
用されるものだが、特に、乗客キロ当たりのCO2排出量が最も多い内燃機関を搭載した自家用車が対象と
される。自動車の使用を減らすための取り組みには必ず、自動車に代わる低炭素な移動への投資を伴うべ
きである。
新技術を採用するには、投資とインセンティブが必要である。自家用車に代わるものを提供する技術を

促進する政策として、電気自動車やその他の低炭素車の購入奨励策、充電インフラへの投資、燃費基準な
どが挙げられる（GIZ, 2019[21]）。シェアモビリティのような新しいサービスは、経路の最適化、乗車率の
増加、容量の有効利用により、自家用車よりも効率的な運用が可能である。
自動運転車や電気自動車は、排出量を抑制するための万能薬とはならない。将来の交通からの排出量は、

自動化や電動化だけでは必要なレベルまで下がらない（Fulton et al., 2017[22]）。自動運転車や電気自動車
は、実装面での課題やそれによって生じる外部性のために、解決策そのものにはならず、解決策の一部に
とどまることになる。例えば、一部の先進国や急成長している経済圏においてシェアを急速に拡大してい
る電気自動車は、エネルギー効率は高いものの、渋滞による外部不経済には対応していない。また、電気
自動車は局地的に排出ガスを削減し、大気質を改善するが、脱炭素化に貢献するのはクリーンな電気で駆
動した場合に限られる。自動運転車は、空走を助長するなど、都市部の渋滞を悪化させるリスクをもたら
す。自動化や電動化のような技術的な改善には限界があるため、その他の施策と組み合わせて全体的なア
プローチをとった場合にのみ、交通の脱炭素化において持続可能な利益をもたらす。この中には、需要削
減や持続可能なモードへのシフトを目的とした政策も含まれる。
大量旅客輸送システムにおける保有車両の改善は、開発途上国において特に重要である。2015年には、

フォーマルなサービスとパラトランジットサービスの両方で使用されている技術を考慮した場合、世界の
各地域において、公共交通機関のGHG排出量が最も多いのは、ラテンアメリカ・カリブ諸国とサハラ以
南アフリカ地域だけだった（図3.2参照）。これらの地域の保有車両の平均使用年数は、都市によって異
なるものの、ペルーのリマやギニアのコナクリなどの都市では20年にも及ぶことがある（Salazar Ferro, 

2015[23]）。これらの地域では、今後排出量を減少させるために、保有車両の改善と電化プログラムが不可
欠である。しかし、パラトランジットサービスの運営に対する現行の規制が曖昧であることは、保有車両
更新の課題となっている（The World Bank, 2019[24]）。
新しいシェアモビリティサービスは、自家用車の必要性を低減させる大きな可能性を秘めている。この

ような革新的なサービスは、代替燃料と組み合わせることで、排出量の大幅な削減を実現する可能性があ
る。しかしシェアモビリティの普及には不確かな面も多い（Fulton et al., 2017[22]）。交通量を増やすサー
ビスではなく、乗車率の高いサービスを成功させるためには、確かな支援政策と財政的なインセンティブ
が必要となるだろう（ ITF, 2020[25]; ITF, 2016[26]）。現在、シェアモビリティサービスは、主に民間事業者
が提供している。しかし、地方自治体と連携している例もある。メキシコシティでは、シェアモビリティ
事業者のJettyが公共交通機関によるサービスの格差を埋めるために市と協力した。この結果、特に高所得
の利用者の間で、自家用車からJettyのバンの相乗り（ vanpooling）サービスへのシフトが進んだ。また、
ネパールやコロンビアなどの開発途上国の都市部で、電動の二輪車や三輪車などによる「アジャイルモビ
リティ」という他の形態も登場している。これらのサービスは、既存の公共交通サービスのラストマイル
（last mile）を補完できる場合が多い（ITF, 2019[27]）。
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図3.2. 2015年の世界の地域別に見た都市内旅客によるCO2排出量の各モードが占める割合
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。アクティブモビリティ及びマイクロモビリティには、徒歩、自転車、スクーター
シェア及びバイクシェアを含む。公共交通機関には、鉄道、地下鉄、バス、LRT及びBRTを含む。パラトランジットには、イ
ンフォーマルのバス及び三輪車（公共交通）を含む。シェアビークルには、シェアオートバイ及びカーシェアを含む。自家
用車には、オートバイ及び自動車を含む。シェアモビリティには、タクシー、ライドシェア及びタクシーバスを含む。EEA：
欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、
ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。
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公的機関は、都市交通におけるイノベーションを社会的及び環境的に最大限の利益をもたらすように管
理しなければならない（ ITF, 2019[28]）。そのためには、既存の公共交通機関での発券、運賃及び経路調整
を容易にするデジタル統合、並びにシームレスなモード移動を可能にするスケジュール及び物理的な都市
空間の統合が必要となる。モビリティ・アズ・ア・サービス（Mobility as a Service、MaaS）ソリューショ
ンは有望であり、これらを実現するための一例となる可能性はあるものの、実装されたベストプラクティ
スはまだ存在していない。また、規制のないアプローチでは、環境に悪影響を及ぼす可能性がある。シェ
アモビリティについては、ITFのシミュレーションによれば、ヘルシンキ及びリスボンの大都市圏で、既存
の公共交通機関と統合され、一体的に運用される場合、それぞれ28％及び62％のCO2排出量削減をもたら
すことが示されている（ITF, 2020[25]）。

Covid-19パンデミックからの復旧期において、交通政策によっては実施が困難であると思われるものも
ある。また、対照的に、パンデミック中の行動の変化や復旧に向けた多額の投資により、実施が容易にな
る政策もあるだろう。次のセクションでは、Covid-19パンデミックが都市交通に及ぼした影響について詳細
に説明し、復旧の文脈から政策介入を再検討する。

パンデミックを克服する：Covid-19後の都市モビリティの課題及び機会

Covid-19パンデミックへの世界的な対応は、集会の制限から国を挙げてのロックダウンに至るまで、多
岐にわたって実施された。その結果、都市の旅客輸送活動はほとんど停止することになった。2020年4月
には、ミラノ、ニューヨーク、ロンドンなどの都市において、通常のモビリティレベルの10％以下しか記
録されなかった（Citymapper, 2020[29]）。ITFは、2020年の都市交通全体の活動量を、これまで予想されて
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いた年間需要の19％であったと推定している。長期化するパンデミックの中、都市のモビリティが被る影
響については、不確定要素が多く残っている。一方、徒歩、自転車、マイクロモビリティは、多くの都市
当局からの支援を受けて急増している。パンデミックは、変革をもたらす財産を残す可能性が高いため、
政策立案者は、それによる推進力を用いて、世界全体を正しい軌道に乗せることができるように導いてい
く必要がある。パンデミックからの復旧の一環として実施される政策によっては、脱炭素化を阻害するこ
とにも、加速させることにもなる。表3.1に、長期的な脱炭素化の機会及び課題の一覧を示すとともに、
Covid-19が都市交通に及ぼす短期的な影響をまとめた。

表3.1. Covid-19後の都市交通の脱炭素化に向けた潜在的な課題及び機会

及ぼす影響 脱炭素化に向けた潜在的な機会 脱炭素化に向けた潜在的な課題

短期的な影響 • テレワークが普及することによる通勤時
間の短縮

• アクティブモビリティとマイクロモビリ
ティの利用の増加

• アクティブモビリティレーンの迅速な導
入及び道路空間の再配分

• 自家用車の使用並びにそれによる混雑及
び汚染の減少

• 健康への懸念による公共交通機関やシェ
アモビリティ利用者の減少

• 自家用車利用へのシフト

長期的・構造的変化 • テレワークの増加、通勤時の移動の減少
及び局地的な移動の増加

• 局地的な移動及び土地利用の重視により、
近隣中心地を高密度化する土地利用政策
が推進される可能性がある

• 恒久的なアクティブモビリティインフラ
の導入及び道路空間の再配分

• グリーンリカバリーを支援する景気
刺激策

• 公共交通機関の資金調達システムの、よ
り持続可能なモデルへの変更

• 景気刺激策が推進する政策シグナル及び
投資に対応する技術

• 健康への懸念による自家用車利用の増加
• 生活習慣の変化や衛生面での懸念による
公共交通機関の利用者の減少

• 持続可能な燃料の研究のための官民の資
金不足

• 公共交通機関への資金供給不足
• 現状の復旧を支援する刺激パッケージ
• テレワークにより人々が都市の外へ移動
した場合の、都市部における無秩序なス
プロール化

• 民間部門及び公共部門からの投資不足に
よる、よりクリーンな技術の導入の遅れ
（例：保有車両の更新や新しいインフラの
導入の遅れ）

注記：短期的な影響は、パンデミック時に観察された移動行動の変化に基づくもので、脱炭素化への取り組みを損ねたり阻
害したりするものである。長期的な影響及び構造的な機会については、適切に設計された復旧政策に依存する場合が多く、
将来の脱炭素化に制約を加えるという課題がある。

足止めされた都市

「ロックダウン」という状況下での新たな規範となったのはテレワークである。米国及び欧州連合（EU）
ではそれぞれ、労働者の約48％及び42％が自宅で仕事をしていた（Sostero et al., 2020[30]; Bloom, 

2020[31]）。また、封じ込め対策により、通勤や余暇での旅行が激減した（Google LLC, 2020[32]）。テレワー
クをできない人々にとっては、経済的な影響が大きい。また、インフォーマル労働が多い開発途上国では、
自宅待機命令が特に所得に対して悪影響を及ぼした。
マンチェスターやムンバイなどの都市では、交通量の減少により大気汚染が急速に減少している。34カ国

を対象とした調査では、ロックダウンによって、NO2が60％、粒子状物質が31％減少している。特にNO2の
減少は、交通量が劇的に減少したことが原因である（Venter et al., 2020[33]）。北京やムンバイなどの都市
では、渋滞とその外部性がほぼ解消された。そして、その他の都市の中心部でも、少なくともロックダウ
ン措置がとられている間に、大幅な減少が記録されている（TomTom, 2020[34]）。
パンデミックにより、公共交通機関は大きな損害を被った。持続可能で効率的な都市交通システムの基

盤となる公共交通機関の乗客数は激減し、未だに回復していない。Covid-19の蔓延を抑制するため、当局
は市民に対して、より適切にソーシャルディスタンスを保つ代替交通機関の利用を促した。そのため、多
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くの都市では乗客者数が70％から95％減少し、中には97％もの減少に直面したところもあった（Puentes, 

2020[35]）。これに伴う収入の減少は深刻で、結果的に、公共交通機関のサービスが大幅に削減された場
合もある。例えば、路線の休止やスケジュールの短縮、時には大量輸送の完全な停止もあった（Dormer, 

2020[36]; de la Garzia, 2020[37]; BBC, 2020[38]）。
公共交通機関のサービスの低下は、エッセンシャルワーカーや社会的弱者に対して特に大きな打撃を与

える。米国で行われた調査によると、通常時に公共交通機関を利用する通勤者の36％がエッセンシャル
ワーカーであり、そのうち67％が民族的少数派出身者である（TransitCenter, 2020[39]）。また、民営のパ
ラトランジットサービスは、利用者不足のために停止した。これにより、特に開発途上国の貧困地域の多
くで接続手段の選択肢が失われ、多数の低所得労働者は、徒歩や自転車しか長距離を移動する方法がなく
なってしまった（IGC, 2020[40]）。
公共交通機関の運営者は、Covid-19の危機の中でサービスを維持するために、事業の転換や適応を行っ

てきた。特にエッセンシャルワーカーに不可欠なサービスを確保することを目的として、様々な措置がと
られている。多くの都市では、バスや電車は定員を減らして運行を続け、最大定員の15％になることも多
かった。速やかにプラスチック製バリアを設置し、輸送人員の分離と保護を確保した。車内での発券や前
方からの乗車を中止したり、ソーシャルディスタンスを知らせるためのマークをつけたりする対策も盛ん
に実施された（McArthur and Smeds, 2020[41]; UITP, 2020[42]）。
シェアモビリティもパンデミックの影響を受けた。ライドシェアやカーシェアのプログラムに対する需要が

大幅に減少し、パンデミックのピーク時にはほとんどの都市でサービスが一時的に停止された。その後多くの
都市で、衛生対策やバリア対策を強化した上で、サービスが再開されている。一部のライドシェア企業は、失
われた収益を取り戻すために、フードデリバリーなどの新しいサービスを導入している（Ibold et al., 2020[43]）。
徒歩や自転車がブームになっている。Covid-19への曝露を恐れて公共交通機関の利用に不安を感じてい

る市民にとって、アクティブモビリティが交通手段として選択された。大勢の人が、用事を済ませたり運
動したりするのに、空いている道路を利用した。パンデミックが始まって以来、1,800の都市で一時的な自
転車や歩行者用のインフラ整備が行われ、道路の閉鎖や信号の変更などによって、このシフトを支援した
（Goetsch and Quiros, 2020[44]）。自転車メーカー、バイクシェア事業者、修理店、自転車通勤制度は、需
要が大幅に増加していることを示している（BBC, 2020[45]）。一方、徒歩に関するデータは不十分である。

復旧のリスク、そして機会

世界的なパンデミックからの復旧を指揮することは、新しい領域である。パンデミックの脅威がいつま
で続くのか、ウイルスと共存する方法を学びながらの生活はどのようなものになるのか、確かなことはわ
からない。Covid-19は、公共交通機関に及ぼした影響を見てもわかるように、都市の持続可能な交通政策に
対して大きなリスクをもたらした。しかし、機会も開けている。特に、これまでにパンデミックによって
一般市民が始めた、積極的な行動の変化を定着させることができるかもしれない。
パンデミック後の都市に関して、テレワークと交通機関との相互依存関係が主に議論されている。現在の

議論の多くは、テレワークによって通勤レベルが下がり、それによって都市における排出量が減少する可能
性に集中している。しかし、テレワークがもたらす正味の影響がどの程度かについては、まだ明らかにされ
ていない。通勤の減少に伴って仕事以外の移動が増えることが多くなり、その結果、利益が相殺される可能
性がある（Hook et al., 2020[46]; Zhu et al., 2018[47]）。これと同様に、テレワークに伴う家庭でのエネルギー
使用量の増加によって、CO2削減の一部が相殺されるかどうかも不明である（ IEA, 2020[48]）。仮にテレワー
クに正味のCO2削減効果があるとしても、それは一般的に、知識部門の労働者の割合が多い先進国におい
て、高給の仕事に就いている高学歴の個人に偏った限定されたものとなる（Dingel and Neiman, 2020[49]）。
パンデミックの際には、在宅勤務という特権を享受している人々だけは収入が減少していないことから、社
会的平等に及ぼす悪影響が明らかになった（Bloom,2020[31]; Guyot and Sawhill, 2020[50]）。
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パンデミックは、公共交通機関のみが提供できる社会的及び環境的利益を
適切に反映した、より持続可能な資金調達モデルを採用する機会となる。

公共交通機関の運営者は、パンデミックによる運賃収入の減少に悩まされている。公共交通機関が、乗
客数を減少させ運行コストを上昇させる、ソーシャルディスタンスのルールを遵守しているため、このよ
うな損失は当面続くものと思われる。こうした状況は、公共交通機関の大規模な予算危機を引き起こして
いる。ロンドン交通局（Transport for London）の試算によると、2020年から2022年の間に64億英ポンド（89

億米ドル）の資金不足になる。また、香港のMTR（Mass Transit Railway）は、2020年前半の損失を4億香港
ドル（5160万米ドル）と見積もっている（McArthur and Smeds, 2020[41]）。ブラジルでは、全国交通機関
協会（National Association of Transport Companies）が、所属会員全体で一日当たり10億ブラジルレアル
（1億8400万米ドル）以上の損失を予測している（ Ibold et al., 2020[43]）。そして、救済措置の交渉が行わ
れている。こうした危機は、緊急事態以上に、公共交通機関の資金調達における根本的な問題、特に運賃
収入への過度の依存を明らかにするものである。パンデミックは、公共交通機関のみが提供できる社会的
及び環境的利益を適切に反映した、より持続可能な資金調達モデルを採用する機会となる。
ネットワークが許容可能なレベルのサービスを維持しようとするなら、Covid-19以前の資金調達スキー

ムに戻すことは不可能である。既に各都市では、運賃収入の不足によるサービスの削減が発表されている
（CBC, 2020[51]; de la Garzia, 2020[37]）。現在の財源は、通常の場合、乗車券収入、政府資金、何らかの形
での税金、その他の財源が混在しており、都市によって異なっている。パラトランジットのシェアが大きい
開発途上国では、事業者は運賃のみに依存している。公共交通機関が危機から立ち直るためには、運賃に
過度に依存するのではなく、より安定した収入源へと移行することが必要である（McArthur and Smeds, 

2020[41]）。地価を取り込むことで、将来性のあるメカニズムが作られる。これは、新たに開発される公共交
通機関に近接する土地から土地所有者が得られる利益を収益化し、これをネットワークの費用に充てること
を目的とするものである（Medda, 2012[52]; Transport for London, 2017[53]）。地方自治体政府から優れた公
共交通機関への資金提供を国レベルで支援することも、人々に雇用を提供し、より良い労働力の参加を可能
にすることで、経済面でも利益をもたらすメカニズムである（Sclar, Lönnroth and Wolmar, 2016[54]）。
今、公共交通機関のサービスを削減することは、長年にわたる進歩を打ち消すことになるだろう。公共

交通機関の利用者数をパンデミック前の水準に戻すことは難しい。また、資金不足によって事業者がサー
ビスの削減や運賃の値上げを余儀なくされれば、不可能になるかもしれない（Steer, 2020[55]）。その結果、
都市のモビリティを持続可能な交通手段にシフトさせるという長年にわたる進歩が台無しになる（McArthur 

and Smeds, 2020[41]）。公共交通機関の車両をよりクリーンなものに更新する取り組みは、資金が大幅に
不足する中で優先順位が下がり、危機にさらされる可能性もある。
公共交通機関の資金については、新たに調達するのではなく、優先順位を決め直す必要がある。新設道

路や自動車保有数、エネルギーコストを減らすことによる資金の節約は、公共交通機関に対する投資ニー
ズを上回ることができる（Fulton et al., 2017[22]）。公共交通の利用パターンは変わるかもしれないが、社
会における公共交通の役割は変わらず、必要不可欠なサービスであり、環境面から見て、非常に持続可能
な形態の交通手段の1つと考えられる（ ITF, 2020[56]）。公共交通機関は、自家用車を利用できない個人に
対して、自らのニーズを満たすための自由を提供する。そして、定期的に公共交通機関を利用する者は、
女性、若年層、高齢者、低所得者、モビリティの制約に直面している者、マイノリティの出自を持つ者に
偏っている（Banister, 2019[57]）。
新たな移動パターンへの適応は、より統合された公平な土地利用と交通計画の機会となる。移動、通勤

及び都市開発のパターンが今度どうなっていくかについては、不確かな面が多い。テレワークの増加によ
り、ビジネスの中心地への通勤が激減するのではないかという懸念が生じている。現在の、ピーク時の通
勤者を中心とした公共交通機関の計画手法は、従来の通勤者に取って代わる可能性のある、オフピーク時
の近隣住民を中心とした移動に対応できるようにする必要があるだろう。このようなシフトにより、以前



  |   89

ITF交通アウトルック2021

よりも公平な公共交通システムが実現する可能性があると思われる。公共交通機関の終日運行や近隣にあ
る中心地を結ぶシステムは、あらゆる人に機会へのアクセスを提供することを目的とした交通システムの
バックボーンとしての公共交通機関の役割を高めることになる。多くの場合、周縁化されたグループの利
用者がオフピーク利用者となるが、従来の公共交通計画ではこうした人々のニーズは優先されていなかっ
た（Sustainable Development Commission, 2011[10]）。地域に密着した移動サービスを終日提供すること
で、労働者は変則的な時間帯のシフトの仕事をしたり、高齢者は午後の半ば頃に医者に行ったり、母親は
仕事と子どもの迎えとの間に20分もバスを待つことなく用を足すことができる。
空間的に分散した都市では、自動車への依存度が高くなる可能性があるものの、必ずしもそうなるとは

限らない。テレワークが普及すれば、市民は都心から郊外への転居を選択する可能性があるが、郊外は公
共交通機関のサービスが行き届いていない場合がある。その結果、自動車への依存度が高まり、都市のス
プロール化が進行し悪化する可能性があると思われる。また、オフィスへの移動時間が長くなり、密集し
ていない地域での用事には車の移動が必要になるだろう。とは言うものの、都市部の分散化は、持続可能
な都市という目標と相容れないものではない。分散化プロセスがうまく管理されている場合、特定の行動
をうまくシフトさせることで、より公平な都市交通システムへの道を開くことができると思われる（Chu, 

2020[58]）。パリ市は「15分都市（15-minute city）」という目標を公表しており、全ての住民が自宅から徒
歩15分以内で必要なものにアクセスできるようにすることを目指している（Moreno, 2020[59]; Paris en 

Commun, 2020[60]）。近隣に中心地を設けるアイデアは目新しいものではないが、パンデミックからの復
旧は、そのような取り組みを迅速に進めるためのユニークな機会となるかもしれない。従来の住宅地の近
隣に中心地を作るための土地利用のシフトは、人々をその中心地に出入りさせることを主な目的とするの
ではなく、近隣の地域とを結ぶ公共交通機関のハブ周辺での新たなビジネスやサービスをサポートするこ
とができるものである。公共交通指向型開発により、徒歩、自転車、スクーターでの移動に適していない
場合であっても、公共交通機関を第一の選択肢とすることが可能となる。
交通モードの接続によって、公共交通機関を活性化する。公共交通機関の利用率を向上させるには、

様々な交通手段を統合することが重要である。バスや鉄道は強力なバックボーンとなり、シェアモビリ
ティサービスやマイクロモビリティがファーストマイル（ first mile）とラストマイルをカバーし、需要が少
ない場合には公共交通機関に代わる手頃な手段を提供する。また、デジタル技術を利用して、様々な移動
手段の時刻表や乗車券を統合し、乗り換えを簡素化するMaaSのプラットフォームは、ますます重要になる
可能性があると思われる。
公共交通機関に対する信頼を守り、深めていくことが課題である。スイスで行われた調査によると、22％

から28％の人が、パンデミック前よりも公共交通機関やシェアモードの利用を減らすつもりであるという
ことがわかった（Deloitte, 2020[61]）。イプソス社（2020[62]）が中国で行った世論調査では、パンデミック
前にバスや地下鉄を利用していた回答者の約半数が、現在は利用していないことが明らかになった。衛生
と保護を優先させることは、短期的には国民の信頼をある程度回復させるための方法の1つである（UITP, 

2020[42]）。また長期的に見た場合、資金不足であってもサービスレベルを維持・向上させ、特に他の交通
モードとうまく統合することによって、公共交通機関の魅力を高めることが重要である。
都市部での自動車利用は、公共交通機関を犠牲にしながら急速に復旧している。先に示したスイスでの

調査によると、調査対象者のうち、最大で4分の1（24％）が、将来的に自家用車やオートバイの利用を増や
す予定だと回答している（Deloitte, 2020[61]）。また、パンデミックのピークが世界の他の地域よりも数カ
月前に発生した中国では、2020年3月の交通量は北京、上海、広州で2019年の平均交通量を上回った一方
で、地下鉄の利用者数はCovid-19発生前の水準を29％から53％下回った（Bloomberg News, 2020[63]）。
新車の購入意向も上昇しており、購入希望者の77％が健康への懸念を理由に挙げている（Ipsos, 2020[62]）。
パンデミックをきっかけに、利用者が安全で、効率的で、手頃な料金であると感じる公共交通機関を提供
することが、都市交通のさらなるモータリゼーションを防ぐ鍵となるだろう。
政府によるクリーン技術への投資は今後も重要である。クリーン技術を主流化し、消費者の参入コスト
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を下げるためには、研究開発が必要となる（IEA, 2020[64]）。パンデミックが企業に及ぼした影響によって、
民間の研究開発予算が減少している中、政府からの刺激策は生命線となる。クリーンエネルギー技術を後
押しする政府からの支出は、納税者にとって投資効果が高く、雇用の増加と相関関係がある（Calvino and 

Virgillito, 2018[65]; Dowd, 2017[66]）。自動車技術に対するインセンティブや補助金は、主としてよりクリー
ンな車の購入を検討している高所得消費者に利益をもたらす（PWC Strategy, 2020[67]）。充電インフラや
シェア用の車両の販売・投資を促進するための条件を復旧対策に追加することは、公平なモビリティとい
う社会的・環境的な目標に沿ったものとなる（Buckle et al., 2020[68]; Goetz, 2020[69]）。
都市は、アクティブモビリティやマイクロモビリティのためのインフラ整備を先行して進めてきたが、

今こそこれを恒久的なものにしなければならない。多くの都市では、パンデミック以前にアクティブモビ
リティに関する意欲的な長期計画を立てていた。パンデミック中に成功を収めた都市は、今こそこの機会
を活かし、パンデミック前に立てた計画を迅速に遂行するために、一時的に設置したものを恒久的なもの
にする必要がある。

Recover、Reshape、Reshape+：都市内旅客輸送として考えられる3種類の未来

このセクションでは、2050年に向けた都市の旅客モビリティの発展への道の可能性について探る。この
後のセクションで紹介する予測は、Recover、Reshape及びReshape+という、3つの異なる政策シナリオに
基づいている。これらのシナリオは、都市におけるCO2排出量の削減と都市での移動の脱炭素化を目的と
する、政策立案者による野心的な取り組みを示すものである。
これらのシナリオにおける政策の定義は、ITFの調査、2020年初頭に世界の全地域の政策専門家に配布さ

れた政策シナリオ調査という形での専門家からの意見、及び2020年にITF脱炭素化イニシアティブ（ ITF 

Decarbonisation Initiative）のプロジェクトのために開催されたITFワークショップからの情報に基づいてい
る。表3.3に、シナリオで想定された政策措置の導入状況の詳細を示す。いずれのシナリオにも、Covid-19

パンデミックがもたらした影響を反映するために、GDPと貿易の予測をCovid-19以前のレベルと比較して5

年遅らせた、同じベースラインでの経済見通しが含まれている。
この結果は、ITF都市内旅客輸送モデルに基づいている。ITF都市内旅客輸送モデルは、基準年の2015年か

ら2050年までの、都市における交通需要と各モードシェアの進展、及び都市内交通によるCO2排出量と局
地的な汚染物質の排出についてシミュレートした。ボックス3.1で、ITF都市内旅客輸送モデルの詳細と、旧
バージョンからの変更点について説明する。

ボックス3.1. 国際交通フォーラムの2020年都市内旅客輸送モデル
国際交通フォーラム（ ITF）の都市内旅客輸送モデルは、世界のあらゆる地域における交通の需要

と供給について評価するものである。このモデルは、9,200以上のマクロ機能的都市圏（Functional 

Urban Area：FUA）を対象としている。2015年から2050年までの期間について、5年単位で移動、各
モードが占める割合、輸送人キロ、車両キロ、エネルギー消費量、18種類のモード1によるCO2、SO4、
NOx及び粒子状物質（PM）の排出量を推計する。現行バージョンでは、モデルに含まれる19の地域
市場ごとに指定された23の政策措置及び技術開発の影響について評価することができる。ITFで開発さ
れたこのモデルは、2017年に初めて発表されてから、常に更新と改良が行われている。2019年以降に
更新された主な機能の一部を以下に示す。これらの変更は、交通アウトルックの2021年版と2019年
版の間で、モデルの前提条件やベースライン値に違いが生じている原因の一端となっている。
入手可能な場合は、FUAに関して、GTFS（General Transit Feed Specification）データをはじめとする、

社会経済データやモビリティデータを収集している。また入手不可能である場合は、類似のFUAから
回帰分析を用いて推定を行った合成データによってデータの欠損分に置き換えている。一人当たりの
GDP、地理的エリア、エネルギーコストなどのインプットは、モデルを反復するたびに更新される。
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モデルは反復されるたびに、まず交通供給特性を更新する。この特性には、自動車の所有、道路インフ
ラの利用可能性、公共交通機関、その他のモビリティサービスに関する情報が含まれる。次に、トリップ
を生成する。その次に、モード分割モジュールによって、様々なモードに関するコスト、時間、アクセス
性といった属性を考慮した離散選択モデルを用いて各モードのシェアを計算する。最後に、交通機関によ
る排出量が、車両の乗車率及び地域の車両構成に応じた平均車両排出量に基づいて推定される。

表3.2. 都市モデルにおける更新の概要

2019年版 2021年版

都市の人口及び都市 11,099の都市に33億人 9,234のマクロ機能的都市圏（FUA）2に36
億人（国連, 2019年[70], OECD及び欧州委
員会, 2020[71]）

人口統計モデル 外部からの入力 各マクロFUAにおける36の年齢別及び性
別グループ3（WorldPop, 2020[72]）の人口
推移を表す内部人口統計学的都市モデル

土地利用の変化 各FUAについて成長率を推定する。 マクロFUAごとに、マクロFUAの中心部と
その郊外とで異なる成長率を推定する。

環境性能 局所的な汚染物質については
ICCTロードマップモデル（ ICCT, 
2019[73]）、CO2についてはIEAモビリ
ティモデル（ IEA, 2020[13]）に基づ
いたTank-to-wheel（タンクから車輪
まで）での車両からの平均排出量。

IEAモビリティモデル（ IEA, 2020[13]）に
基づいたTank-to-wheel及びWell-to-tank
（油井からタンクまで）の両方のCO2排出量
を含む。ICCTロードマップモデル（ ICCT, 
2019[73]）に基づいた、局所的な汚染物質
を含む。

移動生成モデル 平均移動率 5種類の距離、5種類の年齢、2つの性別に基
づいて算出された移動率

自動車及び 
オートバイの需要
の推定

特にアジア並びにラテンアメリカ
及びカリブ諸国において、自動
車の旅客キロ数が過大評価され、
オートバイの旅客キロ数が過小評
価されている。

自動車の旅客キロ数を減らし、オートバイ
の旅客キロ数を増やすことで、世界の関連
する地域において、総需要は同程度ながら
もCO2排出量が減少する。

徒歩によるアクセス・ 
退出の区間

考慮しない。 非アクティブモードでは、出入りのための
追加の徒歩要素が含まれる。

1. モデルに含まれる18のモードは、徒歩、自転車、自家用オートバイ、自家用車、タクシー、公共交通機関（PT）の
鉄道、PTの地下鉄、PTのLRT、PTのBRT、PTのバス、インフォーマルのバス、インフォーマルの三輪車、スクーター
シェア、バイクシェア、ライドシェア、シェアオートバイ、カーシェア、タクシーバス。
2. マクロFUAとは、EC-OECDの共同プロジェクト「Cities in the World」で定義され、UN DESA（国連経済社会局）の
「2018年版世界都市人口予測」プロジェクトで特定されたFUAを集約したものである。
3. 都市人口を36の年齢別及び性別カテゴリーに分けたもの。

Recoverシナリオにおける都市モビリティ

Recoverシナリオでは、政策、投資の優先順位、技術という観点から、パンデミック以前の考え方が今
後10年間の都市モビリティを形成する。政府は復旧を後押しするために、主として確立された経済活動を
優先し、強化する。その主な目的は、パンデミック以前の「常態」に戻ることである。Recoverシナリオは、
ITF交通アウトルック2019の「現在の目標」シナリオをより野心的にしたものである。

Recoverシナリオでは、2020年にパンデミックが都市内移動に及ぼした影響は、2030年までに徐々に消滅
する。プラス面として、公共交通機関の利用者数を以前のレベルに戻すような政策が実施される。マイナ
ス面としては、気候変動に配慮した行動も2030年までにパンデミック以前のレベルに戻ってしまう。例え
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ば、パンデミック中にCO2排出量の削減に貢献したアクティブモビリティへのシフトが、一時的なもので
あったことが明らかにされる。
パンデミックが始まった時点で実施されていた、又は実施されようとしていたCO2緩和政策を尊重する。

例えば、パンデミック以前の自家用車の使用を減らすための政策は継続して行われる。カーボンプライシ
ングをあらゆるモードに対して設定し、使用コストにCO2排出量が反映されるようにする。ただし、交通
機関の脱炭素化に向けたさらなる取り組みは実施しない。

Recoverシナリオでの技術的進歩は緩やかな速度で起こる。自動車の電動化における変化は、国際エネ
ルギー機関（IEA, 2020[13]）の公表政策シナリオ（Stated Policies Scenario、STEPS）に従う。
一部の都市では、自動車の過度の使用を減らすための政策を引き続き実施しているものの、大規模での

変化は起こらない。ある都市や郊外では高密度化が進む一方で、スプロール化が進んでいる都市もある。
公共交通機関のハブ周辺の地域では、密度と利用の多様性に関してわずかな増加が見られる。また、一部
の都市道路では、自転車や歩行者用の新しいインフラ、速度制限、公共交通機関の優先的な利用などによ
り、自動車からのシフトが引き続き起こっている。しかし、これはまだ例外的なものである。都市によっ
ては、都市内の車両制限制度、駐車場の料金設定や規制、ロードプライシングの仕組みによって自動車の
使用を制限している。だがこの場合も、広く実施されてはいない。
少数だが、インセンティブやインフラ投資を通じて低公害車を奨励している都市がある。また、自家用

車の代替手段として、カーシェア、カープール、シェアード・トランスポートモードが奨励されている。
公共交通機関への投資は控え目である。平均すると、既存の鉄道回廊ではほとんど変化が見られない。バ
スとパラトランジットのサービスには、わずかながら改善が見られる。サービスネットワークを増加して
いる都市もあるが、他のモードとの統合が効率的には行われていない。

パラダイムの変化：Reshapeシナリオにおける都市モビリティ

Reshapeシナリオでは、Covid-19が都市内移動に及ぼした影響は、2030年までに徐々に消滅する。これは
Recoverシナリオの場合と同様である。ただ、Reshapeシナリオでは、政策立案者が野心的な気候目標を設
定し、それに向けて厳しい政策を実施するという点が異なっている。また、これらの野心的な政策は、地
域によって程度の違いはあるものの、世界中で実施されている。Reshapeシナリオは、ITF交通アウトルック
2019の「高い目標（High Ambition）」シナリオをより野心的にしたものである。

Reshapeシナリオの炭素価格は、あらゆる地域やモードにおいて、Recoverシナリオの場合よりも高くなる。
都市のスプロール化は停止する。都市の密度は、都市の中心部と郊外の両方で維持されるか、増加する。

公共交通指向型開発は、Recoverシナリオの場合よりも顕著で、交通ハブ周辺の密度と多様性が向上する。
車による移動は優先されない。都市の道路スペースは、より抜本的な形で、自動車から取り上げられ、

再配分される。速度制限はさらに引き下げられる。あらゆる都市で、専用車線や信号により、少なくとも
一部の公共交通機関が優先的に利用される。自転車と歩行者のためのインフラは、より多くの都市で劇
的に拡大・改善される。都市での車両制限制度、道路や駐車場の価格設定や規制により、自動車の使用は
Recoverシナリオよりも大幅に減少することになる。
既存の輸送能力が、より効率的に利用される。カープール、カーシェア、ライドシェアに対するインセ

ンティブは、平均乗車率やシェアモビリティの利用可能性に、より顕著な影響を与える。
電気自動車やその他の低公害車のインフラは、対象とするインセンティブや投資によって改善され、そ

の結果、いくつかの都市ではCO2の平均排出量が大幅に削減される。なお車両の構成は、IEAの持続可能な
開発シナリオ（SDS）の技術進化の仮定に従っている（IEA, 2020[13]）。
公共交通機関は、MaaSの活用を通じて、その他のモードとのシームレスな乗り換えが可能な、高度に統合さ

れたサービスを提供している。パラトランジットサービスは次第に規制されていき、フォーマルな公共交通機
関やシェアモビリティシステムと統合され、開発途上地域ではよりクリーンな車両が使用されるようになる。
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Reshape+：Reshapeシナリオを強化する

Reshape+シナリオでは、パンデミックによる好ましい脱炭素化の傾向が、恒久的な変化をもたらす政策
によって定着する。その他の2つのシナリオと同様に、都市のモビリティ輸送に対するCovid-19の負の影
響は2030年までに克服されることになる。またReshapeシナリオと同様に、各国政府は野心的な脱炭素目
標を設定して、政策を実施する。しかし各国政府はさらに、パンデミック中に顕在化した脱炭素化の機会
を捉える。景気刺激策を気候変動や公平性の目標と一致させることにより、環境と社会における持続可能
性のために経済的回復を活用する。そのために、いくつかのReshapeシナリオの政策をより強力に、ある
いはより迅速に実施する必要がある。
テレワークの増加は、通勤時の移動回数を減らし、経済的生産性を向上させる。
大規模な公共交通指向型開発は、公共交通機関に対する好意的な態度を促進するとともに、人口が都市

中心部から離れていくことによる潜在的な影響を打ち消す。
自転車や歩行者のためのインフラが広く普及する。パンデミック時に開始されたアクティブモビリティ

のための一時的な「ポップアップ」インフラを恒久的なものとして整備する。
低炭素排出車の購入に対するインセンティブを強化し、景気刺激策を通じて資金を調達する。Reshapeシ

ナリオがもたらす効果が前倒しされることで、都市はより早く、より確実な脱炭素化を実現できる。
ReshapeとReshape+は楽観的なシナリオで、パンデミックからの復旧期において交通機関を変革する

機会を利用した場合、何ができるかということを示すものである。これらの政策は技術的には実現可能で
あるものの、各地域において、全ての施策の実施を制限する可能性があるいくつかの制約があることをITF

は認識している。ITFは、政策の模範的な組み合わせを定めないが、排出量を削減しつつ、公平な都市づく
りを優先させる経済刺激策の機会について強調する。

表3.3. 都市内旅客輸送に関するシナリオの仕様
網掛けはReshape+シナリオでより強力に実施される政策を示す

施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

経済的手段

カーボン 
プライシング

炭素を含む燃料の価
格を、排出量に応じ
て決定する。

カーボンプライシング
は地域によって異なる。
2050年にCO21トンあた
り150～250米ドル

カーボンプライシングは地域によって
異なる。2050年にCO21トンあたり300
～500米ドル

ロード 
プライシング

自動車が道路インフ
ラを利用する際に課
される料金。

2050年までに、自動車の
非エネルギー関係使用コス
トが0％～7.5％増加。オー
トバイはその半分になる。

2050年までに、自動車の非エネルギー
関係使用コストが2.5％～25％増加。
オートバイはその半分。

駐車場の価格 
設定及び規制

自動車用駐車スペー
スの確保と価格を管
理するための規制。

2050年までに、都市内の
面積の5％～50％で駐車
が制限され、駐車場価格
が0％～60％増加する。

2050年までに、都市内の面積の7％～
75％で駐車が制限され、駐車場価格が
20％～150％増加する。

インフラの強化

土地利用計画 都市の高密度化 人口30万人以上の都市の
中心部での密度の、-10％
～+20％の変化。人口30
万人未満の都市及び人口
30万人以上の都市の郊
外における密度の、-10～
+10％の変化。

人口30万人以上の都市の中心部での密
度の、0％～40％の変化。人口30万人
未満の都市及び人口30万人以上の都市
の郊外における密度の、0％～20％の
変化。
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

公共交通指向型
開発（TOD）

公共交通機関のハブ
周辺の近隣地域で、
複合用途開発を増加
させる。

2050年までに、多様な
土地利用を推進し、公共
交通機関へのアクセスを
5％向上させる。

2050年 ま で に、
多様な土地利用を
推進し、公共交
通機関へのアクセ
スを7.5％向上さ
せる。

2050年 ま で に、
多様な土地利用を
推進し、公共交
通機関へのアクセ
スを10％向上さ
せる。

公共交通機関
の優先措置及び
エクスプレス
レーン

信号優先やエクスプ
レスレーンにより、
交通における公共交
通車両の循環を優先
する。

2050年までに、バス、
LRT及びBRTネットワー
クの0％～40％が優先対
象になる。

2050年までに、陸上公共交通ネット
ワークの10％～60％が優先対象に
なる。

公共交通機関の
サービス改善

公共交通機関のサー
ビス頻度及び容量の
改善。

2050年までに、鉄道又は
回廊型の公共交通システ
ムのサービスを-10％～
+10％改善することで、速
度が-1％～+1％変化。2050
年までに、バス及びパラ
トランジット交通システ
ムのサービスを10％～
30％改善することで、速
度が0.25％～0.7％変化。

2050年までに、鉄道又は回廊型の公共
交通システムのサービスを10％～15％
改善することで、速度が1％～1.5％
変化。2050年までに、バス及びイン
フォーマル公共交通システムのサービ
スを20％～50％改善することで、速度
が0.5％～1.25％変化。

公共交通 
インフラの改善

公共交通機関のネッ
トワークの密度及び
規模の改善。

2050年までに、公共交通
のネットワークが0％～
100％拡大。

2050年までに、公共交通のネットワー
クが0％～200％拡大。

公共交通機関の
発券の統合

公共交通機関の発券
システムの統合。

2050年までに、公共交
通機関のチケット代を
1.5％～4.5％削減し、公
共交通機関の一カ月定期
代 を2.5％ ～7.5％ 削 減
する。

2050年までに、公共交通機関のチケッ
ト代を1.5％～7.5％削減し、公共交通
機関の一カ月定期代を2.5％～12.5％
削減する。

自転車及び 
歩行者の 
インフラ整備

アクティブモビリ
ティのための専用イ
ンフラの増加。

2050年までに、アクティ
ブモードが利用できる道
路空間を20％～300％増
加し、同時にマイクロモ
ビリティを含むアクティ
ブモードの速度が引き上
げられる。

2050年までに、ア
クティブモードが
利用できる道路空
間を40％～500％
増加し、同時にマ
イクロモビリティ
を含むアクティブ
モードの速度が引
き上げられる。

2050年までに、ア
クティブモードが
利用できる道路空
間を50％～600％
増加し、同時にマ
イクロモビリティ
を含むアクティブ
モードの速度が引
き上げられる。

速度制限 低速ゾーンやインフラ
を通じて、自動車の速
度と優位性を低減す
る交通静穏化施策。

2050年までに、幹線道路
の速度を2％～30％低減
する。

2050年までに、幹線道路の速度を5％
～50％低減する。

規制手段

都市内での車両
制限制度

渋滞を緩和するため
に、特定の地域及び
時間帯で自動車を制
限する政策。一般的
には都市の中心部に
対して適用される。

2050年までに、自動車保
有台数を0％～17.5％削
減し、自動車やカーシェ
アの速度を低下させる一
方で、自動車やオートバ
イのアクセス時間を増加
させる。

2050年までに、自動車保有台数を
3.5％～25％削減し、自動車やカー
シェアの速度を低下させる一方、自動
車やオートバイのアクセス時間を増加
させる。
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

低炭素排出車
へのインセン
ティブと 
インフラ投資

代替燃料車の購入及
び使用に対する経済
的インセンティブ並
びに充電インフラへ
の投資。

2050年までに、ディーゼ
ル、ガソリン、メタン燃
料を使用した自動車の平
均走行キロ数を0％～4％
減少させる。

2050年 ま で に、
ディーゼル、ガソリ
ン、メタン燃料を使
用した自動車の平均
走行キロ数を0％～
36％減少させる。

2050年 ま で に、
ディーゼル、ガソリ
ン、メタン燃料を使
用した自動車の平均
走行キロ数を0％～
45％減少させる。

イノベーション及び開発の活性化

電気自動車 
及び代替燃料車
の普及

都市における電気自
動車及び代替燃料車
の普及

IEAのSTEPSシ ナ リ オ
に準拠

IEAのSDSシナリオに準拠

カーシェアの 
インセンティブ

会員が必要に応じて
共用車を利用できる
カーレンタル制度を
奨励するインセン
ティブにより、自動
車の所有率を低下さ
せる。

2050年までに、一人当た
りのカーシェア利用率を
0％～15％増加、一人当
たりのシェアオートバイ
利用率を0％～40％増加。

2050年までに、一人当たりのカーシェ
ア利用率を5％～30％増加、一人当た
りのシェアオートバイ利用率を10％～
60％増加。

カープール政策 カープール政策によ
り、同じような出発
地と目的地である自
家用車での移動の集
約を奨励する。

2050年までに、平均乗車
率を3.5％～8.3％増加さ
せる。

2050年までに、平均乗車率を7.6％～
16.7％増加させる。

ライドシェア 
及びシェア 
モビリティ

都市外の道路交通機
関（自動車及びバ
ス）における乗車率
の増加

2050年までに、一人当た
りのライドシェア車両を
25％～200％増加させる。
2050年までに乗車率を
-50％～+25％増加させる。

2050年までに、一人当たりのライド
シェア車両を25％～300％増加させる。
2050年までに乗車率を0％～100％増
加させる。

MaaS及び 
マルチモーダル
移動サービス

公共交通機関及び
シェアモビリティの
さらなる統合（物理
的なインフラ、発券、
スケジュールの統合
のほか、アプリの統
合など）。シェアモビ
リティの利用可能性
及び乗車率の向上。

2050年 ま で に、 公 共
交通機関のチケット代
を1.7％～10％の削減、
シェアモビリティにかか
るコストを1.0％～6.0％
の削減。シェアモビリ
ティの車両数及びステー
ション数の増加。

2050年までに、公共交通機関のチケッ
ト代を3.3％～20％の削減、シェア
モビリティにかかるコストを2.0％～
12.0％の削減。シェアモビリティの車
両数及びステーション数の増加。

外生要因

自動運転車* レ ベ ル5の 自 動 運
転機能を持つ車両
の導入

自動運転車の導入率は地域によって異なり、自動車は0％～3％、
バスは0％～1.5％、シェアモビリティは0％～6％となる。

テレワーク 仕事や通勤での移動
を減らし、仕事以外
の短距離の移動を増
やす。

2050年までに、労働力人
口の2.5％～20％がテレ
ワークで勤務できる。

2050年までに、労
働力人口の3.5％
～30％がテレワー
クで勤務できる。

2050年 ま で に、
労働力人口の5％
～40％がテレワー
クで勤務できる。

注記：数値の範囲は、各シナリオにおける世界の各地域での政策の実施の程度が異なることを反映している。特に断りのな
い限り、何％変化したという場合、ある年において、何らかの政策が実施されていない場合と比較して、ある変数が変化し
たことを示す。例えば公共交通機関のチケット代の場合、政策が実施されないと仮定し、各都市及び各年についてモデルを
使用して、GDPを指標として内生的に算出する。X％の減少は、特定の年及び都市の切符の価格に対して適用される。*自動運
転車については、考慮されているものの、どのシナリオにおいても主要な要因とはならない。全てのシナリオにおいて、レ
ベル5の自動運転車の導入レベルは一定であることを想定している。ITF交通アウトルック2019では、自動運転車を含む交通
機関の混乱にさらに焦点を当て、関連するシナリオを評価している。
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都市内移動の需要：成長する都市におけるモビリティの管理

都市内のモビリティに対する需要は、複数の要因によって左右される。その中で特に重要なのは、人口
の規模、経済活動、土地利用パターンである。人口の増加は総モビリティ量（旅客キロにより測定）を増
加させるのに対して、一人当たりの移動量は所得の増加に伴って増加する傾向にある（Rodrigue, Comtois 

and Slack, 2009[74]）。移動がどのように行われるか、即ち、どの交通手段を使ってどこの目的地に向かう
かということは、総移動量及びそれに伴う排出量のほか、市民の幸福に関連するその他の結果に対して影
響を与える。
実際に移動する距離は、主に土地利用パターン及び複合開発の密度に影響される。仕事場が住宅地や商

業地の近くにある都市は、スプロール化した隔離された開発パターンの都市に比べて、移動距離が少なく
なる。交通需要は、幸福度の高さを示す指標とはならない。生活の質に影響を与えるのは、個人のニーズ、
機会となる場所、そしてこれらの間を繋ぐ交通サービスを考慮したアクセシビリティである。
交通量が多いということは、アクセスが限られていることが原因である場合が多く、その結果として移

動距離が長くなり、時間的にも予算的にもコストが高くなる。また、CO2排出量や大気汚染も増加する。
都市内旅客の総需要は、Recoverシナリオの場合、基準年の2015年から2030年までに59％、2050年まで

に163％増加すると予測される。以前の予測（ ITF, 2019）よりも高くなっているのは、都市人口の増加や、
自動車による移動において徒歩によるアクセス・退出の要素を考慮するなど、モデルの改良（ボックス3.1

参照）を行ったことが一因となっている。これらの変更により旅客キロが増加する一方で、Covid-19パンデ
ミックによる経済成長予測の低下や、過去2年間に各国政府が行った新たな政策公約により、需要が減少
する。

2015年から2050年の間により野心的な政策が実施された場合、都市内移動の需要の増加は、Reshapeシ
ナリオでは116％、Reshape+では104％に抑えられる。これは、土地利用の変化による移動時間の短縮と、
テレワークの増加による仕事での移動時間の短縮が組み合わさった結果である。こうした変化は、交通量
全体の減少にもかかわらず、アクセス性、幸福、経済成長を向上させることになる。特にReshape+シナ
リオでは、最も野心的な土地利用の変化とテレワークの割合を想定している。仕事のための移動の中には、
仕事以外の移動の増加に置き換えられるものもあるが、適切に管理された土地利用シナリオでは、こうし
た移動はより短いものになると想定されるため、都市内の移動キロ数を純減させると思われる。
都市での自動車使用を抑制するには、移動距離を短縮させることが重要である。2015年に世界の都市で

の移動に関して、旅客キロ数の半分以上は自家用車によるものであった。しかしReshape+シナリオにより
シミュレートした、より野心的な政策では、2050年までに自家用車の旅客キロ数の需要を世界総量の3分の
1に抑えることができる（図3.3）。自家用車の使用を制限し、自動車の所有を減らす政策は、自家用車から
のモードシフトを最も顕著な形で実現するものである。車の制限制度、駐車場や道路利用及び炭素に対す
る価格設定メカニズム、道路空間の自動車からの再配分などあらゆる政策が、アクティブモビリティ、公
共交通機関、シェアモビリティに対する自家用車の相対的な魅力を低下させる。
土地利用や、公共交通指向型開発（TOD）の変化は、移動距離の短縮を可能にし、これによって、市民

が自動車を選択するかどうかに影響を与えることになるかもしれない。自家用車は、代替手段に乏しい人、
長距離を移動する人、複数の目的地を結ぶ人にとっては、より魅力的である。

Reshape+シナリオにおいて、統合的な土地利用計画とTODが、短距離の移動を自家用車からシフトさ
せる上で特に効果的である。1kmから10kmの距離であれば、2050年のReshape+シナリオにおける自家用
車シェアは、Recoverシナリオよりも7から9ポイント低くなる（図3.4）。自家用車の使用は、短距離の移動
では主にアクティブモビリティやマイクロモビリティに、長距離の移動ではシェアード・トランスポート
に置き換えられる。
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図3.3. 2050年までの都市内旅客輸送のモード別需要
3つのシナリオ別（単位：10億旅客キロ）
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自家用車 パラトランジット 公共交通機関 アクティブモビリティ及びマイクロモビリティ シェアビークル シェアモビリティ

注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。アクティブモビリティ及びマイクロモビリ
ティには、徒歩、自転車、スクーターシェア及びバイクシェアを含む。公共交通機関には、鉄道、地下鉄、バス、LRT及び
BRTを含む。パラトランジットには、インフォーマルのバス及び三輪車（公共交通）を含む。シェアビークルには、シェア
オートバイ及びカーシェアを含む。自家用車には、オートバイ及び自動車を含む。シェアモビリティには、タクシー、ライ
ドシェア及びタクシーバスを含む。

 https://doi.org/10.1787/888934238603
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図3.4. 2050年の距離の異なる都市内移動における各モードが占める割合
3つのシナリオ別（移動を示す単位：％）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover及びReshape+は、モデル化した2つのシナリオを示し、パンデミック後
の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。なお、モデル化した第3のシナリオであるReshapeに
ついては、Reshape+とほぼ同様の割合となるため、表示していない。アクティブモビリティ及びマイクロモビリティには、
徒歩、自転車、スクーターシェア及びバイクシェアを含む。公共交通機関には、鉄道、地下鉄、バス、LRT及びBRTを含む。
パラトランジットには、インフォーマルのバス及び三輪車（公共交通）を含む。シェアビークルには、シェアオートバイ及
びカーシェアを含む。自家用車には、オートバイ及び自動車を含む。シェアモビリティには、タクシー、ライドシェア及び
タクシーバスを含む。

 https://doi.org/10.1787/888934238622888934238622

野心的なシナリオでは、アクティブモード、シェアモビリティ、公共交通機関が優位となる。自家用
車による移動は、主にタクシー、ライドシェア、タクシーバスへとシフトし、長距離では自動車の共同所
有というスキームにシフトする。シェアモビリティは、Recoverシナリオの場合で、旅客キロ数が2015年
の1％から、2050年には10％に増加する。シェアビークルは、2015年から2050年にかけて2％の割合を維
持している。Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、旅客キロの3％をシェアビークルが占めるよ
うになり、2050年には旅客キロの5分の1をシェアモビリティが占めるようになる。公共交通機関の利用
は、Recoverシナリオでは、2050年までに184％増加する。特に野心的な脱炭素化政策が実施された場合、
2050年には、短時間の移動でもアクティブモードの利用者が増加するため、総需要に占める公共交通機関
の割合は安定している。徒歩、自転車、マイクロモビリティは2.5倍以上に増加し、Reshapeシナリオ及び
Reshape+シナリオのいずれにおいても、2015年の15％から、2050年には総旅客キロの18％を占めるよう
になる。
パラトランジットは、シェアモビリティや公共交通機関に吸収される可能性が高い。パラトランジット

とは、インフォーマルな集団輸送のことである。多くの開発途上国では、都市部のモビリティにおいて優
位となっている。Recoverシナリオでは、パラトランジットの割合は、2050年までに総旅客キロの13％にま
で増加する。しかし、Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、主に開発途上国でパラトランジット
がインフォーマルではなくフォーマルな選択肢となることにより、パラトランジットの割合はわずか5％に
まで激減する。
アジアは依然として都市部の交通需要の最大の発生源である。都市内旅客輸送の総需要は地域によって
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大きく異なるが、どの政策シナリオにおいても、全ての地域で増加することが予測されている（図3.5）。
アジアは2015年の交通需要の40％を占め、全地域を通じて最大の割合を占めている。中国と、程度の差は
あるもののインドにおける力強い経済成長、急速な都市化、急速なモータリゼーションが都市部の旅客需
要全体を牽引しており、Recoverシナリオでは2050年までに3倍になる。またReshapeシナリオに沿った政
策では、Recoverシナリオと比較して2050年には17％の需要の削減、Reshape+シナリオの場合は21％が削
減される。
北米における都市モビリティの成長の抑制に関して、まだかなり余地がある。米国とカナダは、低密度

の都市開発と長い移動距離のため、2015年には世界の都市部の旅客キロの20％を占めていた。この地域の
都市は分散していることが多く、長い通勤時間が必要となる。Reshapeシナリオの政策では、2050年の都市
における移動需要の増加を2015年比で13％に抑えることになる。またReshape+シナリオの政策であれば、
需要の伸びは2015年のレベルに近いところで凍結される可能性がある。欧州経済領域（EEA）及びトルコ、
並びに中東及び北アフリカ地域（MENA）も、より野心的な政策の下で需要の伸びを抑える大きな可能性
を秘めている。2015年と比較した2050年の需要の伸びは、Reshapeシナリオの政策ではそれぞれ19％及び
30％、Reshape+シナリオではそれぞれ8％と20％になる可能性がある。
その他の地域では、人口増加と経済発展が都市モビリティの需要を促進している。交通需要の相対的な

成長率が最も高いのは、ラテンアメリカ及びカリブ諸国（LAC）とサハラ以南アフリカ地域（SSA）になる
と予測されている。これは、LACの高い経済成長と、SSAの都市人口の大幅な増加によるものである。現在
の政策の場合、LACの都市内交通需要は、2050年には2015年の3.5倍、SSAでは6.2倍になると推定されてい
る。この地域では、財政面での制約、都市化のパターン、生活水準の上昇などが原因となって、需要の伸
びが緩和される可能性がより限定されることになる。しかしReshape+シナリオの政策の場合、これらの地
域はRecoverシナリオと比較して、2050年に18％から25％の削減を達成することができるだろう。これら
の地域は持続可能な選択肢へのシフトにより、自家用車の所有に基づく持続可能ではない交通システムに
縛られている先進国を追い越すことができると思われる。またReshape+シナリオでは、2050年までにLAC

は2015年の2.7倍、SSAは4.9倍の成長に抑えられる可能性がある。

図3.5. 2050年までの地域別による都市内旅客輸送のモード別需要
3つのシナリオ別（単位：10億旅客キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カ
リブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以
南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238641
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一人当たりの交通需要は、米国及びカナダが最も高くなっている。2015年に米国及びカナダは、都市部
での総旅客需要が最大の地域であるアジアの個人と比べて、一人当たりの平均旅客キロ数が2.7倍多かっ
た（図3.6）。OECD太平洋地域（オーストラリア、日本、韓国、ニュージーランド）の住民一人当たりの都
市内移動も、アジアと比較して1.7倍と大幅に多い。住民一人当たりの都市内移動が最も少ないサハラ以南
アフリカ地域（SSA）と比較すると、米国及びカナダの平均的な都市生活者は3.8倍多くの需要を生み出し、
OECD太平洋地域における個人の移動は2.3倍多くなっている。この差は2050年までに縮まると思われる
が、その場合でも、一人当たりの移動に関して、米国及びカナダはSSAの2.3倍、OECD太平洋地域は1.9倍
の需要を生み出している。米国及びカナダは、Reshape+シナリオの下では、2050年までに一人当たりの移
動需要が、2015年と比較して21％削減される。また、欧州経済領域（EEA）及びトルコでは、2番目に高い
13％の削減が達成される。その他のほとんどの地域では、Reshape+シナリオの下でも、2050年までに一人
当たりの移動需要が、2015年と比較して増加する。

図3.6. 2050年までの地域別による都市内旅客輸送の一人当たり需要
3つのシナリオ別（単位：一人当たり旅客キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カ
リブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以
南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238660

都市モビリティから排出されるCO2：サービスの向上、カーボンフットプリント
の縮小

都市内旅客輸送によるTank-to-wheelのCO2排出量は、Recoverシナリオの場合、2015年から2050年の間
に5％減少すると予想されている。これは、CO2が17億5500万トンから16億7400万トンに減少することを
意味する。基準年である2015年の都市内旅客輸送によるCO2総排出量は、校正データの追加によるモデル
の改良により、ITF交通アウトルック2019の推定値よりも少なくなった（ボックス3.1参照）。より野心的な
政策が施行された場合、2050年までの予想排出量は、Reshapeシナリオでは3億9400万トン、Reshape+シナ
リオでは3億7300万トンとなり、2015年と比較してそれぞれ78％及び79％減少する可能性がある。

Reshape+シナリオの政策は脱炭素化を加速させる。Reshape+シナリオでは、交通機関の脱炭素化対策
を繰り上げて実施し、Reshapeシナリオの場合と比べてより大きな行動面での変化を想定している。2030年
までに、Reshape+シナリオでは都市モビリティからのCO2排出量を、2015年比で28％削減し、Reshapeシ
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ナリオの場合は、2015年比で25％の削減を達成する。2050年には、それぞれのシナリオにおいて、79％及び
78％に相当する削減が達成される。気候変動による排出目標と比較する際に重要なのは、累積排出量であ
る。Reshape+シナリオでは、Recoverシナリオと比較した場合、2050年までに1.25ギガトンのCO2排出量が
削減されることになる。
乗車率及び燃料効率の向上が、排出量の削減に繋がる。排出量は、自動車による交通需要のほかに、自

動車で何人が移動するかを示す乗車率と、自動車の燃料効率によって決定される。前述のセクションで
は、2015年から2050年までの需要の成長を予測している。Recoverシナリオでは、2050年までに自動車に
よる移動が旅客キロの87％を占めるようになる。これに対してReshapeシナリオ及びReshape+シナリオ
では、アクティブモードへのモードシフトにより、2050年までに自動車による移動が82％を占めるように
なっている。図3.7に、各シナリオのモード別CO2排出量を示す。Recoverシナリオでは、自動車の効率が向
上することから、2050年には同じ距離を移動した場合のCO2排出量が、2015年と比較して平均57％減少す
る。Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、2050年の車両キロ当たりの排出量が、2015年に比べて
86％減少する。さらに、うまく統合された大型のシェアード・トランスポートへのシフトによる乗車率の
向上策と、カープールに対するインセンティブにより、2050年の平均乗車率は、Recoverシナリオでは2015

年と比べて22％向上し、より野心的なシナリオでは28％から29％向上することになる。そのため、旅客キ
ロ当たりのCO2排出量は、2050年までにRecoverシナリオでは65％、Reshapeシナリオ及びReshape+シナ
リオでは89％減少する。
都市における自家用車からの排出量は半分以上減少させることが可能である。2015年には、自家用車か

らの排出量が都市旅客による排出量の4分の3を占めていた。Recoverシナリオでは、主に技術の向上とモー
ドシフトにより、その割合は50％まで低下する。またReshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、よ
り顕著なモードシフト、高い乗車率、保有車両への新技術の普及に対するより野心的な期待から、2050年
までにそれぞれ56％及び57％低下する。
うまく統合されたシェアモビリティは、排出量が遥かに少なくなる。全てのシナリオにおいて、2050年

までにほとんどの自動車を使った移動手段が、2015年と比較して排出量を削減している。ただし、シェア
モビリティ及びパラトランジットは例外である。シェアモビリティの市場浸透率は2015年時点では非常に
低いが、占める割合が増えるに従って、排出量が増加しているように見える。Recoverシナリオでは、シェ
アモビリティサービスの統合と管理は最小限に抑えられているため、シェアモビリティによる排出量は、
2015年から2050年にかけて10倍に増加する。しかしシェアモビリティが適切に管理され、交通システム
に完全に統合されているシナリオの場合、排出量の増加は半分強（Recoverシナリオの結果と比較して、
Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオではそれぞれ57％及び55％）にとどまる。Recoverシナリオの
パラトランジットも、需要の増加により排出量が増加するものの、これらのインフォーマルサービスは、
フォーマルなネットワークに統合されることで、より野心的な政策の対象となる。
シェアビークルやシェアモビリティは、クリーンな技術をより早期に導入することが可能である。どち

らも一般的な自家用車よりも使用率が高いため、車両の交換頻度が高くなる。うまく統合されたシステム
では、シェアモビリティは公共交通機関のネットワークの格差を埋め、モビリティの提供が全体的に強化
される。ユーザーが自家用車を手放してシェアモビリティを利用するようになるには、携帯電話のアプリ
ケーションを使って、既存の公共交通機関と、運賃、経路、スケジュールを統合する必要がある。また、
乗り換えをシームレスに行うために都市空間を再構成することも大きな助けとなる。持続可能な移動手段
としてのシェアモビリティの可能性は、公共交通機関との統合がいかにうまくいくかにかかっているが、
公共交通機関に代わるものではなく、補完する役割を果たす。公共交通機関の代替となるような不適切な
システムでは、Recoverシナリオで2050年のシェアモビリティによる排出量が高くなっていることからもわ
かるように、排出量に関して逆効果となる可能性がある。ボックス3.2に、シェアモビリティやマイクロモ
ビリティからのGHG排出量が増減する一因を示す。
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図3.7. 2050年までの都市内旅客輸送のモード別CO2排出量
3つのシナリオにおけるTank-to-wheelで直接排出されるCO2（単位：100万トン）
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。アクティブモビリティ及びマイクロモビリ
ティには、徒歩、自転車、スクーターシェア及びバイクシェアを含む。公共交通機関には、鉄道、地下鉄、バス、LRT及び
BRTを含む。パラトランジットには、インフォーマルのバス及び三輪車（公共交通）を含む。シェアビークルには、シェア
オートバイ及びカーシェアを含む。自家用車には、オートバイ及び自動車を含む。シェアモビリティには、タクシー、ライ
ドシェア及びタクシーバスを含む。

 https://doi.org/10.1787/888934238679

ボックス3.2. マイクロモビリティのライフサイクルにおける影響
国際交通フォーラム（ITF）（2020[56]）の報告書『Good to Go? Assessing the Environmental Performance 

of New Mobility』では、新しいモビリティのエネルギーと温室効果ガス（GHG）排出の影響について
評価している。新しいモビリティには、個人用及びシェア用の電動キックスクーター、自転車、Eバイ
ク、電動モペット、ライドソーシング（スマートフォンのアプリを使って運転手と乗客を接続する、
ドライバー付きのレンタカーサービス）が含まれる。
報告書では、マイクロモビリティの生涯走行距離が十分に長く、運行サービスに伴うエネルギー

使用量及びGHG排出量が効果的に最小化された場合、シェアサービスによるエネルギー使用量及び
GHG排出量は地下鉄やバスに匹敵する小ささであることが明らかになった。
この報告書は、利用者数を増やして空車を減らし、省エネルギー型で温室効果ガス排出量削減技術

を採用した車両に切り替えない限り、ライドソーシング（タクシーなど）は、都市モビリティの中で、
旅客キロ当たりのエネルギー及び温室効果ガス排出量の影響が最も大きいことも強調している。
新しいモビリティの導入が交通機関の脱炭素化に正味の利益をもたらすようにするために、この報

告書では以下の解決策を推奨している。
• 利用者数を最大化し、空車を最小限に抑え、エネルギー効率が高く低排出のライドソーシング用
車両にシフトする（タクシーも同様）。

• この取り組みは、生涯走行距離の長い車両から始める。これは、影響が最も大きいという理由だ
けでなく、電気自動車のように、交通機関の脱炭素化とエネルギーミックスの多様化に大きな役
割を果たす技術の規模を拡大しコスト削減に繋がる、より優れた経済性と好ましい波及効果があ
るからである。
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• マイクロモビリティのライフサイクルの影響を評価するための情報の透明性及びアクセスを確保
する。

• マイクロモビリティ車両のサービスを提供するために、適切な設計及び運用方法を採用する。
• 公共交通機関とマイクロモビリティをより良く統合し（都市計画やMaaSを含む。）、交通機関の
脱炭素化を支援する機会を得る。

自動車の代替燃料への移行に伴い、自動車の総排出量に占めるWell-to-tank排出量の割合が大きくなっ
ている。テールパイプ排出量が少ない又はゼロである車両でも、燃料の生産、加工及び配送の過程で、上
流側に間接的なWTT排出が発生する。自動車からの直接のCO2排出量が減少すると、Well-to-tankで排出さ
れるCO2の割合が増加する。2015年には、都市交通の総排出量の4分の1（23％）がWell-to-tankからの排出
だった。2050年には、Recoverシナリオの場合、その割合が3分の1以上（36％）、より野心的なシナリオで
は半分近く（45％）まで増加する可能性がある。電動モビリティが普及した場合、間接的な排出量は、地
域や国の電力網がどれだけクリーンか、或いはそうではないかによって決定される。したがって、電気の
ような代替燃料へのシフトは、気候目標を達成するための万能薬とはならない。環境に配慮した自動車に
は、クリーンなエネルギー生産が必要であり、運輸部門及びエネルギー部門が協力してこれを実現しなけ
ればならない。図3.7は、3つのシナリオにおける、Tank-to-wheelでの直接排出量のシミュレーション結果を
示している。これらには、発電、燃料の抽出、輸送のためのエネルギーは含まれていない。また図3.8は、
Well-to-tank及びTank-to-wheelでの間接的な排出を分けて示している。

図3.8. 2050年までの都市内旅客輸送によるTank-to-wheelとWell-to-tankのCO2排出量の推移
3つのシナリオにおけるCO2排出量（単位：100万トン）
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheelでの排出は、自動車を使用する
ことによって発生する排出量である（すなわち、自動車の燃料消費によって発生する）。一方、Well-to-tankでの排出は、エネ
ルギー生産時に発生する。例えば、電気自動車のWell-to-tank排出には、電力生産時に発生する排出量が含まれるが、Tank-
to-wheelの場合、排出量はゼロである。

 https://doi.org/10.1787/888934238698
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地域の排出量を削減するには、2つの戦略が必要である。世界の各地域における都市での排出量の違いを
モード別に見てみると、2つのパターンがあることがわかる。先進地域では、Recoverシナリオの軌道に従っ
た場合でも、気候変動目標を達成するには十分ではないものの、都市内旅客輸送による排出量は削減され
る。一方、開発途上地域は、人口と経済が急速に成長しているため、対策を講じなければ2050年までに
CO2排出量が増加することになる。

2015年の世界の都市内旅客輸送の排出量の半分近くは、米国とカナダによるものである（図3.9）。しか
し、Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオの政策により、2050年までに90％以上の削減を達成すること
が可能である。これにより、2050年に7億3000万トン以上のCO2が削減され、どの地域よりも絶対的な削
減量が大きくなる。排出量の内訳を見ると、両国ともに自動車への依存度が高いため、どのシナリオの場
合でも、自家用車からの排出量が大半を占めると予想される。

2015年の都市交通による排出量は、アジアが世界で2番目に多かった。アジアは、米国やカナダよりも
多くの都市でモビリティ需要を生み出しているが、関連するCO2排出量は、北米諸国が占める割合が45％
であったのに対して20％と半分以下であった。アジアの市民は、より多くのアクティブトラベルやマイク
ロモビリティを利用して移動しており、シェアード・トランスポートや公共交通機関も利用している。さ
らにアジアでは、比較的排出量の少ない二輪車や三輪車が自家用車に占める割合が高く、米国やカナダで
は重量級の自動車が多くなっているのとは対照的である。
現行の政策の下で、相対的に見て、2050年までにCO2排出量が最も減少するのは、Recoverシナリオで

の仮定に基づくと、欧州経済領域（EEA）及びトルコである。Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオの
場合、欧州経済地域（EEA）とトルコが世界の全地域の中で最もCO2排出量が少なく、2050年の排出量は
2015年比で95％～96％の減少となる。米国・カナダ地域とOECD太平洋地域は、同様に、Recoverシナリ
オの政策アジェンダの下であっても排出量が減少することが予想される地域である。
サハラ以南アフリカ地域では、今後数十年の間に都市での排出量が最も大幅に増加する。都市の人口及

び経済が急速に成長しているため、Recoverシナリオの場合、2050年までに自動車による移動の需要が6倍
になると予測されている。その結果、この地域の都市交通によるCO2排出量は、2015年の約5倍になると
思われる。Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオの政策は、この傾向を急激に逆転させ、2050年には、
Recoverシナリオと比較して、排出量が87％減少する。LAC、MENA、アジア、移行経済国においても、政
策によって脱炭素化の成果が大きく違ってくる可能性がある。なお移行経済国には、旧ソビエト連邦や南
東ヨーロッパの非EU加盟国が含まれる。Recoverシナリオでは、これらの地域では2050年までにCO2排出
量が増加するものの、Reshape+シナリオに近い政策をとることで、2050年の排出量は、Recoverシナリオと
比較して82％から90％の削減となる。アジアでは、Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオの政策によ
り、2050年にCO2排出量を2億3000万トン以上削減することができる。

Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、シェアモビリティのモードシェアが高まるにつれて、
都市の排出量に占める割合が増加する。これは、利用者が自家用車利用からシェアシステムに移行するこ
とでシェアモビリティが普及し、望ましい効果が得られた結果である。特に、EEAとトルコ、OECD太平洋
地域、移行経済国において、自家用車の排出量が占める割合を減少させる役割を果たしている。

Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、一部の地域において、パラトランジットがフォーマル
なものになることで、都市の排出量削減に貢献している。特にLAC地域では、パラトランジットがほぼ完
全にフォーマルなものとなり、シェアモビリティへのシフトが進むことで、排出量が大幅に減少している。
またフォーマル化によって、車両規格の規制や、よりクリーンな車両の保有が可能となり、この部門にお
ける脱炭素化が実現される。ただしフォーマル化には、環境面でのメリットだけでなく、公平性について
考慮する必要があるので、この章で後述する。
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図3.9. 2050年までの都市内旅客輸送の世界地域別CO2排出量
3つのシナリオにおけるTank-to-wheelで直接排出されるCO2（単位：100万トン）
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カ
リブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以
南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238717

米国及びカナダは、都市における一人当たりの絶対的な排出量を大きく削減することが可能である。世
界のどの地域でも、全てのシナリオにおいて、2015年から2050年の間に一人当たりの都市交通の排出量が
減少している（図3.10）。一人当たりの排出量を見ると、米国及びカナダ地域と、世界のその他の地域は、
非常に対照的である。この地域の平均的な都市生活者の場合、2015年に、都市内の移動によって、同年の
総排出量が2番目に多かったアジアの都市の平均的な個人の19倍のCO2を排出している。また、2050年に
は、アジアの排出量は増加するが、米国及びカナダ地域の一人当たりの都市交通によるCO2排出量は、そ
れでもその12倍になる。とはいえ、その削減量は膨大であり、一人当たりの排出量の絶対量としては、ど
の地域よりも大きい2,500kgとなる。
野心的な政策により、特にEEAとトルコ地域、次いで米国とカナダ、OECD太平洋地域では、2050年まで

に、一人当たりの排出量を90％以上削減することが可能である。Reshape+シナリオの政策の下でEEAとト
ルコ地域は、一人当たりの排出量を世界のどの地域よりも減少させることができると思われる。またSSA

地域は、一人当たりの都市交通排出量が最も少なく、よって削減量も最も少ないと思われるが、それでも
2050年までに排出量の3分の2を削減することが可能である。



ITF交通アウトルック2021

106   |

図3.10. 2050年までの都市内旅客輸送の世界地域別一人当たりのCO2排出量
3つのシナリオにおけるTank-to-wheelで直接排出されるCO2（単位：100万トン）
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カ
リブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以
南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238736

自動車による輸送は、燃料の排気と、ブレーキやタイヤ、路面の摩耗などの非排気ガスのメカニズムか
ら、局地的な汚染物質の重要な発生源となっている。都市交通は、窒素酸化物（NOx）、硫酸塩（SO4）、2.5

ミクロン以下の粒子状物質（PM2.5）の排出に寄与する。局地的な汚染物質は、健康に対して深刻な悪影響
を及ぼすものである。これらに対処するために都市は、CO2削減及び大気質改善がもたらす相乗効果を活用
することが可能である。
大気汚染は、健康に大きな影響を与え、大規模な不平等をもたらす。2016年には、PM2.5への曝露が原因

となって、心血管疾患、呼吸器疾患、がんなどで420万人が早期に死亡している。こうした早期死亡のう
ち、約91％は開発途上国で発生しており（WHO, 2018[75]）、世界的な不平等が明らかになっている。交通
は、発電、廃棄物処理、工業と並んで環境大気汚染の一因となっていることから、この課題に対処する共
同責任を負っている。
交通による大気汚染は、都市において特に深刻である。これは、汚染レベルの上昇にさらされている

人々の密度と、汚染源自体の集中度が高いからである（Slovic et al., 2016[76]）。また、民族的少数派、子
ども、低所得者の割合が高いコミュニティは、白人や富裕層の集団よりもかなり多くの大気汚染にさらさ
れている（Reichmuth, 2019[77]; Barnes, Chatterton and Longhurst, 2019[78]）。これは先進国の都市にお
いても同様で、世界中のどこでも、貧しいコミュニティは大規模な自動車道路やその他の汚染源に隣接し
ている傾向があるからである。
燃料技術は、CO2と局地的な汚染物質の両方の排出量を決定する大きな要因である。最近では、一部の地

域でディーゼル車が好まれるようになったことが、CO2排出量の削減に寄与した一方で、都市部の大気汚染
への懸念を生じさせた。交通において、低炭素の代替手段を用いることによって化石燃料の消費を削減す
ることも、排気系汚染物質の削減に繋がる。しかしこれだけでは変化をもたらすことはできない。PM2.5

は、ブレーキやタイヤ、路面の摩耗など、非排気ガス由来のものもある（Panko et al., 2019[79]; Amato et 
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al., 2014[80]）。車両重量は、このような排出量のレベルを決定する上で、重要な要因となる。電気自動車は
一般的に従来の自動車よりも重いため、非排気ガス系粒子状物質の削減に関するメリットはほとんどない
と考えられる（Soret, Guevara and Baldasano, 2014[81]）。図3.11は、NOx、PM2.5及びSO4の汚染物質排
出量の結果を世界の地域別に示したものである。MENA地域は、PM2.5及びSO4の排出量が最も高く、NOxの
排出量はLACが上回る。全ての将来のシナリオの予測で、新車の導入及び自動車交通量の減少により、劇
的な減少が見込まれる。Reshape+シナリオでは、EEA及びトルコ地域がNOx、PM2.5及びSO4の排出量が最
も改善され、2050年までに2015年比でそれぞれ7％、5％、12％にまで減少する。

LAC及びSSAにおける大気質の最も顕著な改善は、より野心的なシナリオにおける、パラトランジット
サービスのフォーマル化によるものである。フォーマル化することで、保有車両の規制をより厳密に実施
することができる。ボゴタでは、新しい技術の導入により、汚染物質の排出を全体で40％削減することが
できた。この違いは、大気質が非常に悪く、特にパラトランジットに依存している低所得者層の地域で最
も顕著に現れている（Bocarejo and Urrego, 2020[82]）。
図3.11に示された汚染物質排出量の平均値は、個人の曝露の全体像を示すものではない。曝露リスクは

きわめて局地的なものであるため、同じ都市内であっても大きく異なる場合がある。個々の介入策がもた
らす影響と、その可能性について判断するためには、より詳細な現場評価が必要である。さらに、局地的
な汚染物質への曝露による実際の健康への影響は、地理や気候など複数の要因に左右されるが、ここでは
考慮していない。
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図3.11. 2050年までの都市内旅客輸送の汚染物質排出量
3つのシナリオ別
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover、Reshape、Reshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パンデ
ミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カ
リブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以
南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238755
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公平性及び幸福：アクセスしやすい都市と強靭なネットワーク

このセクションでは、以下の疑問への答えを探ってみる。交通の脱炭素化政策は、アクセシビリティと
幸福に対してどのような影響を与えるか？自家用車からの脱却、公共交通機関やシェアモビリティの改善
は、公平性に対してどのような影響を与えるか？土地利用や都市空間における優先順位付けは、異なるグ
ループに対してどのような影響を与えるか？低排出な交通システムの強靭性はどの程度か？
交通の脱炭素化のための施策は、公平性の目標を損なうものであってはならない。歴史的にニーズが軽

視されてきた人々のアクセスを改善しつつ、公正性を確保するためには、脱炭素化を幸福と連携させるこ
とが不可欠である。特に野心的な政策の場合、それによって生活の質が妨げられるのではなく、向上する
と認識されれば、一般市民に受け入れられるだろう。また政策立案者は、これらの施策によるコストと利
益が社会経済的に異なるグループに対して、どれだけ公平に分配されるかを検討する必要がある。
都市交通システムは、人間の幸福及び社会的公平性と密接に関連する。経済的に不利な立場にあるグ

ループも、交通の不平等やアクセスの悪さに直面している。交通サービスは、物品、サービス、人などの
機会へのアクセスを高めることにより、社会面や経済面での幸福度を向上させることができる（OECD, 

2019[8]）。例えば、低所得者層の公共交通機関へのアクセスを改善することで、正規雇用の機会を増やすこ
とが可能であるということが、ラテンアメリカ（Moreno-Monroy, 2016[83]）、アジア・太平洋地域（Baker 

and Gadgil, 2017[84]）、及びアフリカ（Chen et al., 2017[85]）での研究によって明らかにされている。

野心的な脱炭素化と全ての人のためのアクセシビリティ

アクセスの持続可能性を改善することは、公共交通機関や持続可能な交通モードのアクセシビリティ及
び質を向上させ、利用者を持続可能性の低い選択肢からシフトさせることを意味する。広義には、公共交
通機関やアクティブモビリティの改善を優先し、自動車の利用を抑制することを意味する。ゴールは、よ
り安価で、低排出、省スペースの移動手段を提供することだが、それによってアクセシビリティや、ひい
ては幸福が犠牲になることはない。
アクセシビリティの測定にはいくつかの方法がある。一般的にアクセシビリティ指標は、望ましい機会

を表す場所間の移動時間や距離について考慮する。ITFの都市内旅客輸送モデルでは、都市の中心部から周
辺部まで、自動車及び公共交通機関を利用して移動する際にかかる平均時間を表す指標を簡易的に算出し
ている。移動時間が短いほど、アクセスの機会が多いことを示している。この指標は非常に単純化されて
いるため、人や機会に関する実際の空間的分布は考慮されていない（ ITF, 2019[86]; Geurs and van Wee, 

2004[87]）。しかしこの指標は、都市における自動車と公共交通機関のアクセスの変化を比較するためのグ
ローバルな指標として役立つものである。

Reshape+シナリオの政策の下では、公共交通機関はアクセス提供者として、自動車よりも競争力が高
くなる。一般に、公共交通機関は自家用車よりもコストが低く、あらゆる利用者に対してより手頃な交通
手段を提供する。しかし、一般的に自家用車よりも移動時間が長くなるなどの理由で、公共交通機関の魅
力が低くなる場合もある。図3.12は、2050年における自動車及び公共交通機関によるアクセシビリティの
改善、すなわち平均移動時間の短縮を、Reshape+シナリオの下でRecoverシナリオと比較しながら、全世
界の地域についてプロットしたものである。点線より上の点は、自動車よりも公共交通機関の方が、移動
時間が改善されることを示している。図を見るとReshape+シナリオの場合、ほとんどの地域で公共交通機
関での移動時間が自動車での移動時間よりも改善されていることがわかる。一般的に自動車の移動時間は、
野心度の高い政策の下でも、公共交通機関よりも低いペースで改善されるものだが、それは自家用車の使
用が減り、その結果として渋滞も減少するためである。ただし、EEA及びトルコ地域は例外で、自動車によ
る移動時間は悪化し、公共交通機関のアクセシビリティは変化していない。
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開発途上国では、Reshape+シナリオの政策の下で、公共交通機関によるアクセスに大きな効果が見られ
る。公共交通機関に対する投資を増やす政策は、開発途上国のアクセスに対して大きな影響を与える。ア
ジア、中東・北アフリカ、LAC、SSA、移行経済国では、公共交通機関による移動時間は、Recoverシナリオ
よりもReshape+シナリオの方が17％から21％短縮される。しかし先進国では、向上はより緩やかである。
ヨーロッパの各都市では、公共交通機関のインフラがすでに整備されているため、時間面での改善が少な
いと考えられる。一方、米国及びカナダの都市で時間面での改善が少ないのは、移動距離が長いために、
シナリオで考慮した数値以上に、公共交通機関の利用を増やすための取り組みが妨げられていることを示
していると考えられる。公共交通機関と自家用車の相対的なアクセシビリティが変化する理由の1つとし
て、自家用車の利用を抑制する価格設定メカニズムと、同時に行われる公共交通機関の改善が挙げられる。
両者の公平性に関する検討については、以下のサブセクションで取り上げる。

図3.12. 世界の各地域において2050年までに公共交通機関及び自動車によるアクセシビリティが
改善される可能性
Reshape+シナリオ及びRecoverシナリオを比較した場合の、自動車及び公共交通機関による都市の中心部から周辺部
までの平均移動時間の差
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。Recover及びReshape+は、モデル化した2つのシナリオを示し、パンデミッ
ク後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。アクセシビリティは、都市部の半径を移動する
のに必要な平均時間で表される。アクセシビリティ（移動時間）の改善は、Reshape+シナリオとRecoverシナリオとの数値
の差によって示される。数値は地域内の都市部の平均値である。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、
MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、
移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238774

自動車を利用する際のコストは人為的に低くなっている。価格設定の仕組みは、適切な方法で実施され
れば、自動車を運転することによる社会的、経済的、環境的な外部不経済を内部化し（Litman, 2020[88]）、
そのコストを運転者に移転することが可能である。価格設定政策は、より持続可能な移動手段へのシフト
や、ピーク時以外の時間帯へのシフトを促すことができる。こうした施策による分配面での影響は、都市
の社会・空間的特性、住民の移動行動、得られた資金の使用方法によって異なる（Taylor, 2010[89]）。施策
については、モードのシフト及び移動時間に対する効果と、公平性に関して起こり得る負の影響とのバラ
ンスをとる必要がある。公共交通機関が利用しにくい低所得地域では、施策を実施することで低所得者が
自家用車を利用しないことを余儀なくされるだけでなく、機会へのアクセスが低下する可能性がある（Di 
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Ciommo and Lucas, 2014[90]）。所得レベルに応じて料金階層を決定する制度は、より公平な解決策となり
得る。しかしこの場合、低所得者が大多数を占める地域では、自動車の利用を減らす効果が制限されるか
もしれない（TransForm, 2019[91]）。
政策は、自動車の代替手段を提供することに重点を置き、不利な立場にある人々のアクセスを減らすべ

きではない。公共交通機関が発達していない地域では、自家用車が重要な機会にアクセスするための主要
な、あるいは唯一の手段となる場合がある。このことは、特に低所得者層に大きな影響を及ぼしている。
低所得者層は、高額な費用のために住宅や医療などその他の必需品への予算が制限されるにもかかわらず、
自家用車を維持せざるを得ない（Mattioli, 2017[92]）。この現実を変える唯一の方法は、自家用車の使用を
抑えるためのインセンティブと、持続可能なモードによる機会へのアクセスを改善する施策を組み合わせ
ることである。代替交通手段を提供しないで、単に自動車の使用に対して追加料金を課すだけでは、中所
得者層や低所得者層はアクセスの減少を理由に反対を表明する可能性が高くなる。対照的に、高所得者層
は渋滞のない道路や短い移動時間を享受することになる。他方で、価格設定の施策を補完するものとして、
優れた公共交通機関やシェアモビリティといった代替手段があれば、各所得層全体で利益を分配すること
ができる（Crozet and Mercier, 2018[93]）。
公共交通機関の改善は、あらゆる人にとって、手頃な料金で利用できる持続可能なアクセスの鍵となる。

交通における不平等への取り組みは、社会的に周縁化されたグループによる機会へのアクセスを改善する
ことを意味する。そのためには、質の高い公共交通機関サービスを都市の周辺部にまで拡大する必要があ
ることが多い。最近のITFの研究で、欧州の121都市を対象として、都市中心部及びそれよりも広い通勤圏
の間での機会へのアクセスの違いを、様々な交通手段について分析した。その結果、ヨーロッパの都市の
広い通勤圏では、都市中心部よりも公共交通機関にアクセスしにくいということがわかった。ただしこれ
らの地域は、低所得世帯の人口が最も多い地域でもある。数字が低かった12都市では、都市周辺部の住民
のうち、最寄りに公共交通機関があるのは20％未満であった。インフラ投資によって、都市部へのより迅
速で信頼性の高いアクセスを提供することができる（ITF, 2019[94]）。
公共交通機関が手頃な料金であることは、アクセシビリティの中核をなす要素である。公共交通機関

が空間的に近接しているとしても、利用者がサービスを利用する手段を持っていなければ意味がない。コ
ロンビアのボゴタでは、交通機関の運賃と低所得世帯の家計を考慮した場合、機会へのアクセスが最大で
54％減少する場合がある（Peralta Quiros and Rodríguez Hernández, 2016[95]）。多くの政府では、低所得
者層に対する障壁とならないようにするために、利用者に補助金を支給している（Li, 2019[96]）。収入、世
帯構成、その他の社会経済的基準に基づいてターゲットを絞った補助金は、手頃に利用できるシステムと
財政的持続可能性との間に最適なバランスをもたらすことが多い。例えば、年齢に基づいて補助金を一律
に付与することは、必ずしも経済的ニーズを示すものとはならない。しかしながら、例えば学生への補助
金は、若いうちから持続可能な交通行動を確立するのに役立つなど、他の利点もある。
スマートカードやデータ管理ツールなどの技術の向上により、弱い立場にある利用者への対応が改善

される。コロンビアの首都ボゴタでは、地方自治体が「社会的支出の受益者選定システム（System for 

Selecting Beneficiaries of Social Spending、SISBEN）」のデータに基づいて、公共交通機関の利用者に対
して運賃補助を行うようになった。SISBENは、水道、電気及び医療費の補助金に既に使用されている階層
化手段である。この制度を通じて、ボゴタのSISBEN受益者の毎月の移動は、非受益者と比較して、50％以
上増加している（Peralta Quiros and Rodríguez Hernández, 2016[95]）。またこの補助金は、都市の周辺部
に住む市民の機会へのアクセスを増加させ、その結果、空間的不平等の是正にも貢献している（Guzman 

and Oviedo, 2018[97]）。
サービス品質の向上は、アクセスの改善に繋がる。容量、信頼性、サービス時間を向上させることは、あ

らゆる利用者、特に公共交通機関システムのみに依存している利用者にとって、システムをより便利で魅力
的なものとする。このような全般的な改善に加えて、一般的に見てニーズが無視されていたり、普遍的な政
策ではあまり考慮されなかったりする特定のグループの公共交通機関の利用レベルと満足度を向上させるた
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めに、それぞれのグループに合わせた施策を取ることができる（van Lierop and El-Geneidy, 2016[98]）。例
えば、安全性と安全に対する認識を明確にした施策は、女性の利用率を向上させる上で極めて重要である
（Shibata, 2020[99]; Badiora, Wojuade and Adeyemi, 2020[100]; Chant and Mcllwaine, 2016[101]）。
統合されたシェアモビリティは、あらゆる人にとっての持続可能なモビリティの推進役となる可能性が

ある。シェアモビリティから環境及び社会の面で利益を得るためには、インフラ、サービスのスケジュー
ル、発券、運賃などの面で、既存の公共交通機関とサービスを統合しなければならない。そのためには、
MaaSと呼ばれるアプリケーションが有効である。しかし現在のところ、MaaSの導入に関するベストプラク
ティスは見られていない。最大限の社会的利益を得るためには、価格設定、土地利用、インフラ設計、利
権の割り当て、活動の監督などの政策を整合させるための規制枠組みが必要となる（ITF, 2018[102]）。また、
不利な立場にある人々のモビリティを向上させる上でMaaSが果たす役割と、そのようなニーズに応える
サービスをどのように設計するかについては、特に注意を払う必要がある（Pangbourne et al., 2020[103]）。

シェアモビリティは、密度の低い都市部や郊外でのアクセス性を高めるラスト
マイルソリューションを提供することができる。

シェアモビリティは、都市の郊外において接続をさらに良くすることができる。バンの相乗りサービス
は、周辺地域と主要な公共交通機関の駅の間を結ぶ、最もコスト効率の高い方法となる可能性がある。ITF

が行ったシミュレーションによると、フランスのリヨンでは、バンを利用したライドシェアを統合したシ
ステムにより、雇用機会へのアクセスが良い地域を2倍に増やすことができた。アクセシビリティの改善
は、都市の周辺部で最も顕著に認められる（ ITF, 2020[25]）。シェア型のマイクロモビリティは、ラストマ
イルソリューションを提供することで、密度の高い都市部だけでなく、一定程度は、密度の低い郊外部で
のアクセスを向上させることができると思われる。シカゴとフィラデルフィアでは、十分に計画されたバ
イクシェアサービスによって、低所得コミュニティの雇用機会へのアクセスが、他の所得グループよりも
高いレベルに向上している（Qian and Niemeier, 2019[104]）。
シェアモビリティやマイクロモビリティによるソリューションは、低所得者層が利用する余裕がある場

合に限り、公平なものとなる。サンフランシスコでは、返却不要のドックレスバイクシェアサービスが、
広いサービスエリアと、頻繁な再配置の実施により、ドックベースのサービスよりも低所得者層の近隣住
民に対してより良いアクセスを提供している（Qian, Jaller and Niemeier, 2020[105]）。市当局は、介入を
行う場合には、こうした地域を見落とさないようにする必要がある。例えばデンバーでは、公共事業局が
カーシェア企業に対して、「機会地域（opportunity areas）」、すなわち人口の30％以上が貧困層である地域
にインフラを設置することを要請している（Kodransky and Lewenstein, 2014[106]）。
インターネット、スマートフォン、オンライン決済サービスにアクセスできないと、シェアモビリティ

へのアクセスが制限される。携帯電話の普及率は、開発途上国、先進国ともに約90％である（Deloitte, 

2019[107]）。しかし、性別、雇用、識字率、年齢などの個人の特性が、人々のスマートフォンへのアクセ
スに対して悪影響を及ぼす可能性がある（ ITU and UNESCO, 2019[108]）。また、モバイル決済には別の障
壁もある。米国では1700万人が銀行口座を持っていないが、これは12世帯に1世帯に相当する数字である
（Kodransky and Lewenstein, 2014[106]）。シェアモビリティサービスは、一人の市民も取り残さないよう
にするために、こうした不平等について考慮する必要があるだろう（Cohen and Shirazi, 2017[109]）。
シェアモビリティサービスが手頃な料金であることは、当局にとって必要だが、事業者にとっても関心

事である。ほとんどの国では、アプリを使った新しい形のシェアモビリティは、民間によるイニシアティ
ブにより創出された。これらのサービスには多額の初期投資が必要であり、デジタル決済システムには高
い取引コストがかかる。そのため、多くのビジネスモデルでは、特に開発途上国においては、高所得者層
をターゲットにしている。このような状況下でシェアモビリティの恩恵を低所得者層にまで拡大すること
は、環境や公平性の面で恩恵があるのにもかかわらず、民間事業者にとっては困難な場合がある。メキ
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シコシティのライドシェア企業のJettyは、通常の中高所得者層だけではなく、低所得者層にまでサービ
スを提供しようとした。価格の引き下げにより、市内のバスの平均乗車料金である5メキシコペソ（0.23

米ドル）に近づけようとした。実現に向けた課題の1つは、電子決済の手数料が高いことだった（Flores, 

2020[110]）。個々の取引が非常に少額である場合、手数料によって利益が大幅に圧迫されることになる。そ
こで、利用者の所得特性やニーズに合わせて、こうした困難に対処する新たなビジネスモデルを開発する
ことが、解決策の1つとなる（Wiprächtiger et al., 2019[111]）。アクセシビリティの改善や環境面でのメリッ
トが期待できることから、低所得者層に向けてこれらのサービスを拡大するために公的機関との連携を強
化することは有益である。
新しい規制枠組みによって、利用者がシェアモビリティサービスを利用しやすくなる可能性がある。

シェアモビリティサービスは、従来の交通手段ではアクセスが限られていた、サービスの行き届いていな
い地域において、機会へのアクセスを向上させる可能性がある。このような場合、バンの相乗りなどの特
定のサービスが、公共交通機関に限定されている補助金の恩恵を受けられるかどうかという問題が生じる
（ ITF, 2019[112]）。そのためには、民間事業者との契約を仲介する必要があり、また多くの場合、どのサー
ビスが補助金を受けられるかについて法的定義を拡大する必要がある。多くの国では、シェアモビリティ
サービスは、まだ規制されていないか、法律上のグレーゾーンに属している。シェアモビリティが、マル
チモーダルで手頃な料金、かつ持続可能な交通手段に含まれるためには、関係当局がシェアモビリティ事
業者と協力して新たな枠組みや規制を策定する必要がある。このような関係は、Covid-19パンデミックから
の復旧時において欠かせないものである。
パラトランジットサービスは、特に開発途上国において、周辺地域の低所得者層に貴重な接続性を提供

するものである（ IDB and ITF, 2020[113]）。また、規制面でも課題がある。パラトランジットは、フォーマ
ルな公共交通機関とは異なる枠組みによって運営されている。規制当局の監督を受けずに運営されているも
のもあれば、当局と公式又は非公式に合意した不明確なルールの下で運営されているものもある（Salazar 

Ferro, 2015[23]）。ITFがモデリングを行った結果によると、インフォーマルなパラトランジットを、規制され
たシェアモビリティに統合することで、シェアモビリティによる脱炭素化の削減において最大限の効果を得
ることができる。こうしたプロセスにより、サービス品質基準の向上、交通安全、大気質の改善など、その
他の利益がもたらされることが事例として示されている（Bocarejo and Urrego, 2020[82]）。また、運賃の統
合や補助金をフォーマル化のためのプロセスに含めることで、より安価にモビリティを利用できるようにな
る（Salazar Ferro, 2015[23]; Bocarejo and Urrego, 2020[114]）。しかしこうしたことを行わない場合、交通費
が増える可能性もある（Bocarejo and Urrego, 2020[82]）。現金からデジタル料金システムへの移行に際して、
緊張が生じる可能性がある。例えば、デジタル決済システムが高額な手数料を請求する。また、運転手は料
金支払いが遅れ、自分で管理できなくなると感じるといったことである（Flores, 2020[110]）。
移動距離の短縮を目的とした都市の高密度化は、過密状態にまで及んではならない。土地利用政策や公

共交通指向型開発によって、より健康的で持続可能である、公平な近隣地域が形成されるかどうかは、人
口密度と、これらの近隣地域における住宅の居住性及び価格の手頃さという主に2つの要因に左右される。
密度が高く、多様な土地利用が可能であれば、移動距離が短くなり、移動によるCO2の排出量が少なくな
る可能性がある。また、公共交通機関の効率も改善される。しかし密度が過密になると、健康や都市生活
の質に対して悪影響が及ぶことになる。Covid-19パンデミックでは、低所得者層が過密する居住区において
ウイルスが急速に蔓延した。これは一部には、生活環境の質の低さが関連しており、市民が予防措置をと
ることが難しくなっているということもある。また、家賃が高いため、狭い場所に人が集中してしまう可
能性もある。そのため、手頃な価格で質の高い住宅は、過密状態を解消するための重要な手段となる。
公共交通指向型開発を野放しにすると、住宅の価格が手頃ではなくなる。便利な公共交通機関に近接し

ていることで、投資が行われる地域の家賃や地価が上昇する可能性がある。ジェントリフィケーションに
よって、裕福でない市民が、サービスやアクセスの悪い地域に追いやられる可能性がある。公共交通機関
への投資は、こうした移転を防がなければ、公共交通指向型開発の対象となる地域の住民のためにならな
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いかもしれない。このような開発では、レントコントロールされた住宅や様々な所得層の人々が住む住宅
を確保し、既存の住民に対する支援を行うことが重要である。それには、計画の過程で地域住民と協力す
ることが有効であろう。
車のための道路空間が減ることで、都市はより安全で公正なものとなる。都市空間の多くは自動車のた

めに使用されている。都市の道路で自動車を優先することは、ドライバーを不当に優遇し、その他の交通
参加者が、自分の移動ニーズのために道路空間を利用することを制限することになる。より持続可能な交
通手段の利用者は、若者、高齢者、女性、低所得者、民族的少数派に多い。また、社会の大部分に対して
利益をもたらすような都市設備や住宅開発ではなく、自動車のために道路空間を過度に割り当てることに
は、かなりの機会コストがかかる。こうしたことは、都市部の土地や手頃な価格の住宅が一層不足してい
る町では特に顕著に見られる。
道路空間を持続可能なモビリティに割り当てることは、特に道路の安全性を向上させる上で、大きな社

会的利益をもたらすことになる。Reshapeシナリオ及びReshape+シナリオでは、持続可能なモビリティに
割り当てられた道路空間を拡大し、これらのモードのシェアを向上させることを目的とした施策を統合し
ている。この中には、公共交通機関のための優先レーンの延長、歩行者専用道路や自転車専用道路の拡張
及び拡大などが含まれる。研究によると、都市部で自動車やオートバイを運転することは、自転車に乗る
のと比べて、死亡リスクがそれぞれ3倍及び11倍になることがわかっている（ITF, 2020[115]）。
アクティブモビリティの利用者は、モードシフトを行ったとしても、大型車と道路空間を共有し続ける

ことになる。2050年には、世界人口の約40％が、15歳未満の子どもか65歳を超える高齢者になると言われ
ている。アクティブモビリティやマイクロモビリティは、こうした人々を含むグループに対して、独立性
と手頃な移動手段とを提供する。こうした人々に安全な移動を保証するためには、少なくとも、歩行者、
自転車、マイクロモビリティの利用者が、安全に保護されたインフラを利用できるかどうかにかかってく
る。また、都市部の安全性を向上させるには、速度制限の引き下げも不可欠である（ボックス3.3）。

ボックス3.3. 都市の交通安全に関するベストプラクティス
交通安全は、より住みやすい都市を目指す上での優先事項となっている。都市交通におけるリスク

を軽減することは、人命を救うだけでなく、人々に安全であると感じさせ、徒歩や自転車へのシフト
を可能にする。このような持続可能な交通手段は、汚染、渋滞、公衆衛生に関する課題を軽減する。
したがって、安全性は、持続可能な都市モビリティ計画に不可欠な要素である。
交通事故死傷者数の大幅な減少を実現した都市からそれぞれ学ぶべきである。ITF（2020[116]）は、

「Best Practice for Urban Road Safety」の中で、関連する政策の事例を示している。その中には、信
頼の置ける交通事故データの作成、速度制限の実施、より安全な道路設計の実施、交通事故の予測と
予防などが含まれている。
この報告書で紹介されている都市の1つであるロンドンでは、2041年までに交通死傷事故をなくす

ことを目標としている。この目標を達成するために、市長の交通戦略において、道路空間を歩行者や
自転車に割り当てることで、自動車の使用量を減らす政策をとっている。この政策により、温室効
果ガスの排出が削減される。また、局地的な大気汚染と肥満の蔓延という、貧困地域に特に影響を及
ぼすこれら2つの課題にも対処している。自動車の使用を減らせば、徒歩、自転車、公共交通機関な
どによって、公共空間を最も効率的に利用することができ、それにより滞りのない成長を構想するこ
とができる。また、手頃な料金で利用できる交通手段を優先することで、より包摂的な都市を実現す
る。最後に、自動車の使用を減らすことで街の安全性が向上し、アクティブな移動へのさらなるシフ
トが可能となり、好循環が生まれることで、変化が加速していく。
この報告書では、過去10年間で交通事故による死亡者数を半減させた数少ない都市の1つである

フォルタレザ（Fortaleza）についても取り上げている。フォルタレザは、自転車とバスを優先するネッ
トワークを拡大し、交通静穏化に投資し、横断歩道のデザインを変更し、幹線道路での制限速度を引
き下げた。このような対策は、道路の危険性に対処すると同時に、自動車への依存度を減らすことに
も繋がるものである。
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ジェンダーは移動パターンを形成する。したがって、交通計画にも反映されるべきである。ジェンダー
は人々の移動手段に対して大きな影響を与える。女性は、典型的な通勤を伴う可能性が低い仕事に従事し
ている。例えば、多くの女性がサービス業や介護業に従事しており、また、男性よりも家庭内で多くの役
割を担っている。そのため、女性の移動パターンはより複雑で、複数の移動目的や目的地を連結したもの
になる。また女性は移動距離が短く、インターモーダルな移動が多く、1回の移動をするのに複数の交通
モードを組み合わせ、オフピークの時間帯に移動する傾向がある。また、徒歩をはじめとするアクティブ
モビリティを利用する傾向がある（Miralles-Guasch, Melo and Marquet, 2015[117]）。したがって、女性は
男性よりも公共交通サービスの信頼性について高く評価する傾向がある。このことは、ジェンダーの観点
から見た交通サービスの強靭性の重要性を強調するものである（Ng and Acker, 2018[118]; ITF, 2019[119]）。
安全性についても同様である。女性はまた、徒歩のシェアが高いにもかかわらず、男性よりも、公共空間
で高いリスクに直面する傾向がある。これは特に開発途上国で顕著であり、女性にとってアクティブモビ
リティは、男性と比較して安全とは言えない（Chant and Mcllwaine, 2016[101]）。
ジェンダーに基づいた交通政策へのアプローチは、女性のモビリティパターンやニーズに応えるために

公共空間やインフラを適応させることに寄与する。モードシェアの不平等は、モード、所得層、世界の地
域によっては、高くなる可能性がある（Gauvin et al., 2020[120]）。ラテンアメリカの都市では、女性による
自転車の移動は多くても30％だが、ヨーロッパの都市には、女性利用者による自転車モードのシェアが男
性よりも高いところがある（Montoya-Robledo et al., 2020[121]）。しかし、女性による自転車シェアが高
い都市であっても、女性利用者のニーズを考慮せずに開発されているため、女性がアクティブモビリティ
のインフラを利用しづらい場合がある。例えば、運転者が子どもを同乗させることに適した自転車インフ
ラがないことが潜在的な障害となる可能性があると思われる（Montoya-Robledo et al., 2020[121]）。

脱炭素化政策の目標が高くなるほど、システムの強靭性が向上する

外部からの影響に対する交通システムの強靭性の向上は、世界中の都市で必要とされている。強靭性と
は、あるモードが他のモードよりも大きな影響を受けるようなショックを受けても、交通システムを機能
させられる能力のことである。外部からのショックは、車両が出動できなくなる可能性のある自然災害や
異常気象現象に関連する場合がある。2018年に世界の500以上の都市を対象とした調査では、半数以上が、
交通システムは短期又は中期的に見て、気候変動に対して非常に脆弱な公共サービスの1つであると指摘し
ている（Ahmed and Dey, 2020[4]）。また、ショックには、世界的なパンデミックなど、予期せぬ事象も含
まれ、シェア型の交通手段が理想的なものとならない場合もある。そして、燃料供給やエネルギー生産の
途絶は、交通システムの構成要素にさらに影響を与える可能性があり、システムは、こうした可能性に対
する強靭性を向上させる方法を開発する必要がある。
モードの利用可能性は、都市交通ネットワークの強靭性を定量化する上で有効な尺度となるものである。

ITFの都市内旅客輸送モデルでは、特定の都市エリアにおいてモードが1つ停止した場合、移動する者が別
のモードを利用できる可能性について計算している。このモデルでは、各都市のモードシェアを考慮し、
0から1の間で指標を与えている。強靭性レベルが1の都市では、その都市の全てのモードについて、シェ
アが同じであるか、又は同じ程度まで利用されている。また強靭性レベルが0の場合は、1つのモードが全
ての交通需要を担っていることを示しており、そのため、このモードが破壊されるとシステム全体が機能
しなくなる。この方法論は、交通の強靭性を時系列で測定するための、単純化された指標を提供するもの
で、世界の様々な地域を比較することが可能である。また強靭性レベルを定量化する、他の尺度や方法
論に加わるものである（Ahmed and Dey, 2020[4]; Jaroszweski, Hooper and Chapman, 2014[122]; Arup, 

2018[123]; Temmer and Venema, 2017[124]）。これらには、交通システムの構成要素間の類似性、1つのシス
テムにおけるモード間の効率と依存性、システムのショックからの回復能力、ステークホルダー間の調整
レベルなどが含まれる（Ahmed and Dey, 2020[4]）。
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非常に野心的な脱炭素化政策は、多様なモードを促進し、交通エコシステム
の強靭性を向上させる。

より野心的に脱炭素化が行われることで、より多様なモーダル選択が促進され、交通システムの強靭性
が向上する。世界のほとんどの地域では、Reshape+シナリオの政策の下でモードの強靭性が最も高くなっ
ている。このことは、特に先進国において顕著である。図3.13が示すように、2050年までにReshapeシナ
リオにより強靭性が特に向上するのは、米国及びカナダ、EEA及びトルコ、OECD太平洋地域である。これ
らの地域はRecoverシナリオの場合、都市内旅客輸送の需要が自家用車の利用に集中している世界の地域と
なっている。しかし非常に野心的な脱炭素化政策により、これらの市場ではモード選択の多様化と強靭性
の向上がもたらされる。これは好ましい展開であり、インフラやサービスの強靭性を向上させる他の直接
的な手段との併用が可能である。
持続可能なモードを推進する場合でも、交通システムが少数のモードだけでなく、多様なモードに依存

していれば、強靭性は高くなる可能性がある。図3.13に示すとおり、開発途上国では強靭性の向上は限ら
れており、アジアやSSAのように、Reshapeシナリオの下でモードの強靭性が低下するケースさえある。こ
の2つの地域でのReshapeシナリオの場合、交通需要がその他の地域よりもシェアモビリティの形態に集
中している。これは特に、シェアモビリティにパラトランジットサービスが統合されていることが理由と
なっている。脱炭素化という観点からすると、これは好ましいことである。しかし、強靭性の観点からは、
こうした結果は、外部からのショックに対応し適応することができる強靭性の高いシステムを持つために
は、多様なモードが重要であることを強調するものである。

図3.13. 2050年における世界の地域別の都市交通システムの強靭性
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注記：図はITFがモデル化した推定値を示す。モードの利用可能性は、交通システムの強靭性を定量化する上で有効な尺度
となるものである。ここに示した指標は、各都市のモードシェアに基づいて算出され、0から1の間の値をとる。値が1であれ
ば、全てのモードが利用可能であり、かつ、等しく使用されていることを意味し、値が0であれば、その都市の全ての移動が
単一のモードに依存していることを意味する。1つのモードが途絶した場合、そのモードに完全に依存し全ての交通ニーズを
満たしている都市よりも、より強靭性の高い都市の方が影響は小さくなる。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリ
ブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ以南
アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。
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政策提言

この「 ITF交通アウトルック」の結果は、行動への呼びかけと捉えることが望ましい。すなわち、Recover

シナリオの軌道に乗って、現在ある公約を守っているだけでは十分ではないということである。都市交
通は、そのカーボンフットプリントを大幅に削減することが大いに期待される。政策手段が適切であれ
ば、都市交通の排出量の80％近くを削減することが可能である。しかしながら、そのためには、都市の
気候変動対策計画をさらに野心的なものにする必要がある。各国政府は都市に対して、脱炭素化の課題に
対応するための資金と政策手段を提供することで、力を与えることができる。そのためにも、また対策を
効果的に実施するためにも、都市全体の交通に関する優れたガバナンスが不可欠である（ ITF, 2018[125]）。
Covid-19パンデミックは、都市における旅客輸送の脱炭素化にとって諸刃の剣である。以下に挙げる提言
は、パンデミックからの復旧に際して、排出量を公平に削減する方法で都市交通システムを再構築しよう
とする当局への支援となり得るものである。

都市のモビリティを脱炭素化し、アクセシビリティを改善して幸福度を高めるため
に、都市に力を与える

各国政府は、地方自治体が交通セクターの脱炭素化と強靭性の向上に向けた施策をより野心的なものに
するために、適切なツールと能力を確保しなければならない。包括的で持続可能な交通政策に追加で資金
を提供することにより、地方自治体に力を与えることができる。また、各国政府は、都市当局がより広い
都市圏での対策を法的に実施できるようにすることが可能である。地方レベルにおいては、都市当局は、
パリ協定に基づく、国が決定する貢献（NDC）の見直しの一環として設定された国の目標に沿った、ある
いはそれを上回る補完的な施策をとるべきである。都市はモビリティ政策を、個人のモビリティを最大化
することから、全ての人がニーズを満たす機会へのアクセスを増やすことへとシフトさせる必要がある。
このシフトは、脱炭素化政策が、社会的・経済的な幸福に対して確実に永続的な利益をもたらすようにす
るための前提条件である。

持続可能な都市交通への資金提供を、都市道路への投資よりも優先させる

都市は、自らが望む未来のために資金を提供しなければならない。持続可能で、包括的で、暮らしやす
い都市では、自動車用のインフラを増やすよりも、公共交通機関やアクティブモビリティの向上に多くの
予算を投じるだろう。また、自家用車に代わる効率的な移動手段として、シェアモビリティに対する支援
を行うだろう。持続可能な交通のための資金調達構造が強化され一貫性を持つことで、都市はより持続可
能で公平なシステムを構築するためのツールを得て、Covid-19パンデミックから抜け出すことになるだろ
う。公共交通機関やシェアモビリティのための資金が不足すれば、持続可能性に対する脅威となり、自動
車を利用できない市民のモビリティの選択肢を大幅に減らすことにもなりかねない。また、旅客運賃への
過度な依存は、特にパンデミックのような混乱が発生したときに、公共交通機関のサービスが低下する可
能性がある。資金は、ロードプライシングや燃料税だけでなく、地価を取り込むメカニズムからも得られ
る。しかし、地価を取り込むことによるジェントリフィケーションの問題にも注意が必要だろう。

公共交通機関の質を向上させ、より包括的で信頼性の高いサービスを提供する

より良い公共交通機関は、より多くの利用者を引き付ける。公共交通機関の利用者が増えることで、持
続可能な都市モビリティが実現する。路線ネットワークが拡大し、より頻繁にサービスを提供できるよう
になれば、都市が提供する機会へのアクセスが改善される。また信頼性、安全性、セキュリティに重点を
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置くことにより、利用者にとっての公共交通機関の魅力が高まることになる。また、統合された発券やス
ケジュール、アクセスしやすい駅、清潔な車両なども魅力となる。これらにより、世界の多くの都市で発
生したCovid-19パンデミックによって部分的に失われた、交通システムに対する利用者からの信頼を取り
戻す役割も果たすだろう。質の高い公共交通機関は、都市のモビリティをより公平なものにするが、その
ためには、当局が同時に手頃な料金を維持することが求められる。

持続可能な地域密着型の都市開発のために、土地利用と交通を統合した計画を
推進する

テレワークの増加は、都市のスプロール化を助長するという問題を引き起こしている。リモートワーク
が可能になることで通勤の問題が軽減されるため、市民は都心のオフィス街から離れていくようになる可
能性がある。しかし、これをうまく利用することで、近隣地域や公共交通回廊を中心とした開発アプロー
チを追求する機会にもなる。
都市の成長を持続的に管理するためには、交通、土地利用、計画を統合することが不可欠である。複合

用途地域、高密度化、公共交通指向型開発により、市民が必需品を入手するまでの移動距離が短縮される
とともに、地域内の移動には徒歩や自転車を、長距離の移動には公共交通機関を利用することが、より魅
力的なものとなる。
ミクロのレベルでは、交通と土地利用を統合する計画は、全ての市民に役立つ都市空間の配分を確保す

るべきであり、例えば、自家用車の駐車のために公共空間を提供することの社会的利益について考え直す
べきである。都市には、パンデミックの危機の間に実施された、徒歩や自転車のための道路空間の一時的
な再配置を恒久的なものとする機会がある。この機会をとらえることで、安全でシンプル、手頃な価格の
モビリティのためのインフラを拡大する計画を迅速に進めることが可能となる。
新しい開発パターンは、公共交通機関のサービスを、通勤者中心ではなく、より公平なものにするため

の機会にもなる。近隣地域を基盤とした開発により、交通サービスは、都市の中心部のビジネス街への通
勤者の移動パターンよりも短くて複雑な移動パターンを持つ利用者グループのニーズに適応できるように
なる。このような利用者には、女性、高齢者、子どもが含まれる。

都市部の自動車をグリーン化するためのインセンティブを創出する

2050年において、都市内の移動の少なくとも3分の1は、依然として自家用車で行われると考えられる。
このような自動車による移動からの排出量を削減するためには、燃料効率を向上させる技術が必要である。
特に市民が自家用車以外の選択肢を持たない地域では、このような新しい燃料技術を手頃な価格で提供す
ることが、旅客活動における脱炭素化には不可欠となるだろう。また開発途上国の公共交通機関のバス車
両の改善も重要である。各国政府は、これらの新技術の研究開発に資金を提供するのと同時に、充電イン
フラや購入助成金を提供することにより、自家用車、シェアビークル、公共車両への導入を促進するため
の、Covid-19からの復旧パッケージを設計すべきである。

交通のイノベーションを促進し、新しい都市モビリティサービスの提供者と協力して、
利益の最大化とコストの最小化を図る

適切に管理されたシェアモビリティによるソリューションは、公共交通機関を補完し、その利用範囲を
拡大するとともに、交通機関の排出量削減や、機会へのアクセス改善などの大きなメリットをもたらす。
しかしその逆に、シェアモビリティが公共交通機関と競合する場合は、持続可能性に対して悪影響を及ぼ
す可能性があると思われる。
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当局及び事業者は、特に公共交通機関のサービスが不十分な地域において、手頃な料金で利用できる
サービスを確保するために協力する必要がある。新興のシェアモビリティサービスは、シェアモビリティ
がラストマイルソリューションを提供している特定の地域や利用者グループに関して、通常は公共交通機
関に限定される補助金の対象として検討される場合もあると思われる。シェアモビリティは、低密度地域
やオフピーク時の場合、コスト効率の高いソリューションとなる。公共交通機関と組み合わせたサービス
の提供は、MaaSプラットフォームを通じて調整することが可能である。

交通機関の脱炭素化と強靭性に関する施策を組み合わせ、持続可能な方法によって
将来の需要を満たし、混乱に耐えられるようにする

都市モビリティのための野心的な脱炭素化政策は、都市交通システムの混乱に対する強靭性を向上させ
る。気候変動緩和政策は、自家用車に対する過度の依存を減らし、マルチモーダルなネットワークを構築
する。マルチモーダルなシステムは、将来の旅行への需要の変化や、異常気象やパンデミックなどの予期
せぬ混乱に対して、より機敏に対応することができる。交通手段の多様性だけでなく、当局は交通システ
ムに関して、外部事象発生後の適応や機能回復の能力を考慮する必要がある。また、運営やインフラの強
靭性についても考慮することが望ましい。
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第4章 都市外の旅客輸送： 
交通のグリーン化に 
向けた主軸となる 
セクター

都市外の旅客輸送は、都市内での移動より距離が長く乗客数が少ないと

いう特徴がある。本章では、交通由来の排出量を削減する上で、地域及び

都市間移動が重要な役割を果たしていることを検証する。Covid-19禍から

の回復期におけるこのセクターの脱炭素化に向けた課題と機会を概説する

とともに、3つの異なるシナリオの下で、都市外の旅客需要と排出量の将来 

予測を示す。また、本章では、脱炭素化対策の社会的影響についても論じ、

公平な実施のための重要な検討事項を明らかにする。
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概要
旅客輸送の排出量削減に向けた闘いは、都市外で勝敗が決するかもしれない
人の移動に由来する全CO2排出量のうち60％は都市外の交通によるものである。加えて、都市や地域間の

航空、道路、鉄道による移動を脱炭素化することは、少ない乗客が長い距離を移動することから、都市部で
の移動による排出量削減よりも難しい。長距離移動の動力源として化石燃料に代わる低炭素エネルギーは未
だ具体化してない。
都市外の旅客輸送セクターは、今岐路に立っている。我々は、交通需要と排出量が並行して増え続ける道

を進むか、そうでない道を進むかを選ばなくてはならない。後者の道を選べば、市民が様々な機会を活かし、
排出量を大幅に削減しながら経済発展を支えられるようになる。
都市外の旅客輸送が今のまま推移すれば（Recoverシナリオ）、2050年における排出量は2015年比で25％

増加し、CO2が30億トンを超える。この増加の大部分は航空業界に起因し、2050年には都市外における全排出
量の約60％を占める。
しかし、別の道も存在する。都市外の旅客による炭素排出量を2050年に2015年比で57％削減するこ

とが可能である。この道には、Covid-19禍からの回復において脱炭素化の機会を活用する野心的な政策
（Reshape+シナリオ）が必要である。このシナリオを実現する施策としては、炭素税の導入、電気自動車をク
リーンエネルギーで動かすための電力網のグリーン化、及び環境の持続可能性を優先した経済回復パッケー
ジがある。

Covid-19禍は旅客セクターを根本から揺るがした。都市外の乗客数は40％近く減少し、海外出張の多くは
ビデオ会議に置き換えられた。景気の悪化に伴い、CO2排出量は一時的に減少した。持続可能な復旧に向け、
長距離移動による排出量を削減する経済活動を促進する必要がある。例えば、より環境に優しい航空機への
投資やビジネスでの出張を減らすことなどが挙げられる。
人々は今後も移動し続けるであろう。野心的なReshape及びReshape+のシナリオに基づくと、厳格な脱

炭素化政策を講じても、都市外の交通需要は2050年までに100％以上増加する。これは、現在の政策、すな
わちRecoverシナリオで予想されている114％の増加をわずかに下回る程度である。しかし、野心的な政策の
下では、より持続可能な選択肢へのシフトと技術の改善により、排出量は劇的に減少する。現状のままでは、
排出量は増え続けていく一方である。

政策提言
• クリーンな代替策を奨励するため、高炭素な都市外交通の料金を引き上げる。
• 持続可能な都市外交通を推進するCovid-19禍からの復旧施策パッケージを策定する。
• ゼロカーボン交通がクリーンエネルギーに依存していることを踏まえ、交通セクターとエネルギーセク
ター全体で脱炭素化政策の整合性を図る。

• 長期的なイノベーションを奨励するため、航空機に代替燃料の使用を義務付ける。
• 低排出量な都市外道路交通へのシフトを、より手頃な料金とすることによって、また、クリーンな選択
肢に対する消費者の信頼を高めることによって奨励する。

• 包括的な脱炭素化の展開に新たなテクノロジーを広範囲に利用できるよう、交通セクター以外の技術開
発にも積極的に投資する。
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都市外の交通とは、都市圏外の全ての交通活動を指す。主な構成要素の2つは、地域の交通及び都市間の
交通である。地域の移動とは、都市周辺や地方の移動を含む国内の交通需要である。都市間の移動は、国
内・海外を問わず、都市と都市の間を移動することである。ITFのモデリングフレームワークでは、都市間
の移動に利用可能なモードは、道路（自動車、バス、オートバイ）、鉄道、航空、フェリーである。地域で
の移動の場合、選択肢は道路と鉄道輸送のみである。交通全体のCO2排出量の34％、旅客輸送による排出
量の60％は、都市外の旅客輸送によるものである。都市外旅客輸送による2015年の総排出量として、32兆
人キロの交通量から24億8,200万トンのCO2が排出された。
旅客輸送の排出量削減に向けた闘いの勝敗は、都市外のセクターにかかっている。地域及び都市間の交

通は、化石燃料への依存度が高い。都市外の旅客需要とそれに伴う排出量は、Covid-19禍による急速な減
少から立ち直り、今後も増加し続けると見込まれる。ITFによる2050年予測は、景気の低迷で需要が伸びず
Covid-19禍前に予想されていたほどの経済成長が見込めないとしても、都市外の旅客需要は2倍以上とな
り排出量も25％増加するとしている。

Covid-19禍により、2020年の都市外の旅客輸送は3分の1以上減少した。パンデミックへの対応として移
動制限と厳しいロックダウンが課せられた結果、2020年の地域及び都市間の移動は、Covid-19禍前の予測と
比較して推定38％の減少となった。この影響は、国内移動より海外への移動が大きかった。移動需要の減
少は、CO2排出量の大幅な削減にも繋がった。ただし、この減少は一時的なものにとどまる見通しである。
モデル化した3つのシナリオ全てにおいて、都市外の移動はCovid-19禍の影響から早急に回復するとされ
ている。

野心的な政策により、地域及び都市間の交通に由来するCO2排出量は2050年
に2015年比で57％減の10億7,000万トンに抑制できる。

さらに厳しい政策を講じることでCovid-19禍による脱炭素化の成果を固定化し、都市外の交通のCO2排
出量を抑制することができる。野心的な政策により、Reshape+シナリオにおいて、2050年には2015年と比
較して地域及び都市間の交通に由来するCO2排出量を57％減の10億7,000万トンまで削減できるかもしれ
ない。Covid-19禍からの復旧は、地域及び都市間の移動の脱炭素化を促す触媒となり得る。政策立案者はこ
の機会に、気候変動の緩和を加速させるような復旧計画を策定すべきであろう。
都市外の交通をより持続可能にするためには、経済的、環境的、社会的なトレードオフを考慮する際に、

公平性について考える必要がある。交通の排出量削減は、裕福でない人々を置き去りにして実現するもの
であってはならない。例えば、電気自動車の購入に対する税金の還付などのインセンティブでは、裕福で
ない人はリベート（販売奨励金）があっても購入する経済的余裕がないため、全ての消費者に平等に恩恵が
行き渡らない。同様に、炭素税は逆進性があり、低所得者層への打撃が大きくなる。交通政策はこうした
不平等な結果を回避するように努めるべきである。

都市外の旅客輸送の脱炭素化：現状

都市外の旅客輸送は、脱炭素化が最も難しい交通セクターの1つである。このセクターは、輸送距離が長
く、また乗客数が少ないため、他の輸送形態で使われる脱炭素化ソリューションの適用が困難な場合が多
い。特に航空は、今のところコスト的に見合う代替エネルギーの選択肢がない。排ガスを出さないものの、
鉄道輸送の多くは、高価なインフラと投資に見合うだけの高い座席利用率を必要とする。長距離移動に電
気自動車の採用を促すにも、未だ充電スポットの数が少なくバッテリーの航続距離が限られていることが
障害となっている。水素などの代替燃料を使用する車両も同様の課題に直面している。とはいえ、野心的
な新施策、インフラ開発、及び技術革新がこのセクターの脱炭素化を後押しできよう。
増加する交通需要に対応するための従来のアプローチは、新たなインフラでキャパシティを増やすとい
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うやり方だった。これは渋滞を引き起こし、大気質を悪化させ、CO2排出量を増やした。成長する交通需要
を持続可能な方法で満足させるより良いアプローチは、「回避-シフト-向上（Avoid-Shift-Improve）」として
知られている。このパラダイムは、旅行者のアクセス性を高めつつも、渋滞、排出量、エネルギー消費を
削減し、また大気質を改善することを目的とする。
回避（Avoid）政策は、移動の必要性を減らすこと、又は移動距離を短縮することを目指す。都市内では、

土地利用計画と交通計画を統合することでこれを実現できるが、都市外の移動では、通常そのような機会
はない。しかし、Covid-19禍は多くの出張を完全に回避し、遠隔会議で代替できることを証明した。同様
に、Covid-19禍でローカルな観光が盛り上がり、休日旅行客の移動距離が短縮された。Covid-19禍による一
時的な移動パターンの変化は、観光業界や企業がプロモーションすれば今後恒久化することも考えられる。
シフト（Shift）政策は、航空機でなく鉄道で旅行するといった、よりクリーンな代替手段に移行するこ

とで移動のカーボンフットプリントを改善しようというものである。都市外の交通の場合、移動距離を短
縮することでよりクリーンな手段に切り替えられるため、回避とシフトは両立し得る。
向上（ Improve）政策は、技術のアップグレードを介してエネルギー効率と環境性能の向上を目指す。

航空業界の場合、よりクリーンな機体技術と持続可能な航空燃料の使用などが挙げられる。道路交通の場
合、エンジンや従来型パワートレインの開発及び車両の軽量化技術により、車両の燃費を改善することが
できる。
航空業界は、排出量削減の必要性を受け入れている。国際民間航空機関（ ICAO）は航空機の新たなCO2

排出基準を採択した（ ICAO, 2017[1]）。また、ICAOは「国際民間航空のためのカーボンオフセット及び削
減スキーム」（Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation、CORSIA）（ ICAO, 

2016[2]）を実施している。CORSIAでは、航空運送事業者は2019/2020年の平均的なCO2排出量に基づく閾
値を超えるCO2排出量を一括してオフセットする。CORSIAは、2021年から2023年までのトライアル（試行）
フェーズと、2024年から2026年までのボランタリー（任意）フェーズを経て、2026年にマンダトリー（必須）
となる。なお、後発開発途上国などについては、一部例外が設けられる予定である。Covid-19禍による大幅
な需要減を受け、CORSIAは基準として2019年のCO2排出量を採用するよう修正された。Covid-19禍からの
迅速な回復がなければ、CORSIAの貢献は最初の数年間は限定的なものにとどまりそうである。
航空旅行の増加は、燃費の良い新型機が就航することに伴う環境面での成果を上回る勢いである。ICAO

のデータ（2020[3]）によると、2020年にCovid-19禍の打撃を受ける前、旅客機の搭乗者数は2010年から
2019年まで約6.5％の年平均成長率で増加した（国内線6％、国際線6.8％）。航空は2050年までに2015年
比で約210％成長し、都市間セグメントにおける主要な移動モードになると予測されている。
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図4.1. 世界の航空旅客輸送の推移（2010年～2019年）
国際線及び国内線（単位：10億人キロ）
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出典: ICAO（2020（3））, Annual Report of the Council 2019, https://www.icao.int/annual-report-2019/Documents/
ARC_2019_Air％20Transport％20Statistics.pdf
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航空機を利用することで得られる利益と結果は、不公平に分配されている。世界人口の1％が、民間航空
から排出されるCO2の50％を生み出している（Gössling and Humpe, 2020[4]）。航空機の排出量の大部分
がこの少数グループの責任であるにもかかわらず、その悪影響は全ての人が被っている。上述のレポート
は、また、世界の航空輸送の50％近くは北米とヨーロッパで行われており、アジア太平洋地域（32％）が
それに続くとしている。これら以外の地域は航空輸送のわずか19％を占めるに過ぎないが、世界人口では
遥かに大きな割合を占めている。Covid-19禍によって航空輸送の排出量が減少したことは、政策立案者が環
境コストをフリークエントフライヤー（頻繁に飛行機を利用する人）により多く負担させることにより、こ
のセクターの公平性を高める機会になり得る。
鉄道は都市外の交通モードの中で最もクリーンなものと考えられているが、引き続き電化を進める必要

がある。これは世界各国の多くの政府にとって優先事項とされてきたが、その課題は未だ完了していない
（UIC, 2019[5]）。世界で最も都市間鉄道が発達しているヨーロッパでは大幅な進展が見られている。他の地
域では、未だ多くの課題が残されている。さらに、鉄道インフラに関わる排出量も含めて、鉄道での移動
によるライフサイクル・エミッションを考慮する必要もある（IEA, 2019[6]）。
自動車は最も脱炭素化しやすい可能性を秘めているが、大きな障害に直面している。自動車とオートバイ

は、この10年間でハイブリッドエンジンや電気エンジンが内燃エンジンに置き換わるなど、技術革新を遂げ
てきた（ IEA, 2020[7]）。しかし、よりクリーンな自動車の販売シェアは低く、進展しているとは言えない。
都市外の交通では、電気自動車は航続距離と充電インフラという2つの大きな課題を抱えている。電気自動
車の航続距離は未だに従来の自動車より遥かに短く、都市部以外では急速充電インフラも不足している。都
市間の主要幹線道路に沿って充電インフラが設置されつつあるものの、その他の道路にも設置されるまでは
都市外の交通における電気自動車の使い勝手は限定的であろう。電気自動車を早急に普及させるには、そう
したインフラを戦略的に設置することが必要である（Wang et al., 2019[8]; Xie et al., 2018[9]）。バスの電動
化についても同様の制約があり、さらに大きな課題となっている。水素など、自動車用の他のクリーン燃料
が有望視されているが、研究開発への莫大な投資と利用者からのより広範な支持が必要である。
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地域の交通は脱炭素化が遅れている。地方の市民を繋ぐ交通サービスは、都市間の道路や鉄道と同様の
課題に直面している。しかし、移動する乗客数が少ないことからインフラ開発が割高になり実施が困難と
なっている。また、農村地域の車両は都市圏の車両に比べて古く、燃費が悪い傾向がある。

ボックス 4.1. 航空機の電動化
民間航空は、常に炭化水素燃料をエネルギー源としてきた。炭化水素燃料は航空機を離陸させら

れるだけの十分なエネルギー密度を有し、従来から今日に至るまで容易に入手できる唯一の動力源
である。ただし、これは今後数十年で変化するだろう。今後、機体、エンジン設計、バッテリーの
容量・密度などの技術開発が進むことで、航空機にも電気が使えるようになる（Sehra and Whitlow, 

2004[10]）。具体的にどのような形で電気が使われるようになるかは未だ不明だが、ハイブリッド電動
航空機や全電動航空機が最も可能性を秘めている。
ハイブリッド電動航空機は、燃料の燃焼と電気の補助を組み合わせたものである。電気は、あらゆ

る飛行段階において最適な条件でエンジンが動作するよう補助する目的で使われる。この結果、エン
ジンの複雑化とバッテリーの搭載により重量が増えるにもかかわらず、全体として燃料消費量が減少
する。一般に、燃料を多用するフライトステージ（離陸、上昇、降下）が全飛行距離の比較的大きな
部分を占める短距離路線ほど燃費の改善効果が高い。最近の研究では、ハイブリッド電動航空機の燃
料消費量（及びその結果としての排出量）の削減の可能性は、地域及び短距離フライトの場合で最高
28％になるとされている（Zamboni, 2018[11]; Voskuijl, van Bogaert and Rao, 2018[12]）。
全電動航空機は、バッテリーに蓄えられた電気のみを頼りに飛行する。全電動航空機は、合理的

な航続距離と機体サイズに適した、高いエネルギー密度と軽量さを兼ね備えたバッテリーを必要とす
る。航続距離750 kmから1,100 km、乗客定員150人の民間航空で使う全電動航空機には、現在のリ
チウムイオン電池の3倍以上の密度の電池セルを必要とする（Schäfer et al., 2019[13]）。多くの課題
はあるものの、多くの企業が様々なサイズの全電動航空機の開発に取り組んでいる。

ITFの都市外旅客モデルは、電動航空機の技術開発と特性に関して一定の仮定を置いている。CO2排
出量を28％削減するハイブリッド電動航空機が2030年から1,000km未満の距離で利用可能となる。
全電動航空機も2030年から投入されるが、航続距離は330kmにとどまる。いずれのタイプの航空機
も時間の経過とともに航続距離が増加する。電動航空機のコスト（全電動航空機とハイブリッド電動
航空機の電気コンポーネント）は、従来の燃料コストに指数化されている。2030年には2.5倍高額と
なっており、このコストは、期待される技術開発を勘案して研究対象期間中に減少していくが、従来
の燃料の1.2倍より安価になることはない（最終的な額はシナリオによる）。
ハイブリッド電動航空機や全電動航空機、航空輸送の脱炭素化に向けたその他の技術開発について

は、詳しくはITFのレポート「Decarbonising Air Transport: Acting Now for the Future」（近日公開[14]）
を参照。
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パンデミックを克服する：Covid-19以降の都市外モビリティの課題及び機会

Covid-19禍は世界中のモビリティ、とりわけ都市外の旅客輸送に打撃を与えた。国境封鎖、ステイホー
ムの指示、海外からの入国者に対する隔離義務は、市民のモビリティにとって前代未聞の障壁となった。
都市外の旅客輸送に関するITFモデルにこれらの変化を反映し、2020年の地域及び都市間の旅行需要とそ
れに伴う排出量を算出した。また、その結果を、可能な限り経験的なデータと照合して検証した。パンデ
ミック前の2020年における都市外の旅客需要に関する予測と比較したところ、旅行量は約40％と大幅減と
なっていることがわかった（人キロ単位で測定）。交通モードによって落ち込み幅に差があるものの、どれ
も少なくとも30％の減少が見られた。
航空移動の減少は特に顕著だった。航空機の乗客数は2020年に60％減と、前年比で過去最大の落ち込み

であった（ICAO, 2021[15]）。国際線の旅客数は75％も減少した。国内線は比較的影響が少なかったものの、
それでも旅客数は半減した。国境封鎖と国際線到着時の隔離が主な要因だが、恐怖と不安で多くの人々が
旅行を控えたという面もある（UNWTO, 2020[16]）。また、世界共通のガイドラインがないことも航空機の
利用をためらう一因となった。

Covid-19禍の地域ごとのピークと鎮静化の移り変わりに特に影響を受けたのが航空業界だった。国際航
空旅行は、その性質上、Covid-19禍が世界の異なる地域で時間差を置きながら様々な規模で発生し、また
各国が異なる対応をしたことに振り回される結果となった。航空旅客需要は2020年4月に事実上途絶え、
2019年4月と比較して94％減となった（ IATA, 2020[17]）。一部の移動制限や検疫はその後数ケ月で徐々に
解除され、国内線を中心に一部のフライトが再開した。いくつかの国では、エアバブル協定を通して一時
的な国際旅行のための回廊を作った。エアバブルとは、2カ国以上の間で交わされる取り決めであり、それ
らの国の間では航空会社がほとんど、あるいは全く制約を受けずに国際線を運航できるようにするもので
ある。この協定の目的は、Covid-19禍により定期的な国際便が一時運航停止となった後に、航空旅客サービ
スを安全に再開することにある。

Covid-19禍の影響を大きく受けたのは鉄道旅行であった。陸上輸送全体の活動量はCovid-19禍前のITF

予測と比較して32％減少した。鉄道とバスは他人と同じ空間を共有する必要があるため、Covid-19禍にお
いては特に不人気となった。その一方、ウイルスから比較的守られる個人ベースの道路移動は減少が限定
的だった。自家用車の世界的な需要減についての正確な数字は存在しないが、ITFは30％程度の減少と推計
している。有料道路を通過する車両数を見ると、ある程度の推測が可能となる。米国では、Covid-19禍の期
間中、様々な有料道路事業者が25～50％の通行台数の減少を記録した（SmartBrief, 2020[18]）。インドで
は、国道庁（National Highway Authority）が2020年5月に、春の全国的ロックダウンにより2020年におけ
る都市間の高速道路交通量は17％減少すると推計した（CRISIL, 2020[19]）。その後数カ月の間に各州が独
自のルールと制約を設けたため、実際の減少幅はもっと大きくなった可能性がある。
都市間鉄道の2020年の乗客数は2019年と比較して格段に少なかった。英国鉄道・道路庁（Office of Rail 

and Road）によると、2020年4月から6月までの鉄道利用者数は3,500万人と、2019年同期の利用者数のわ
ずか6.4％に過ぎず、19世紀半ば以降最低を記録した（ORR, 2020[20]）。米国ワシントン州のデータも都市
間の鉄道移動で同様の傾向を示している。自宅待機命令が発令された日、旅客鉄道の利用者数は2019年の
同じ日より95％も少なかった（WSDOT, 2020[21]）。同命令は2020年6月に解除されたものの、それでも
2021年1月1日の乗客数は前年同日より90％少なかった。

ITFの推計によると、都市間のバス移動に対する需要はCovid-19禍により大きく落ち込み、バスの運行
は36％減少した。バス業界は航空・鉄道業界に比べて規制が緩く、比較的細分化されているため、実際
のデータを入手するのは難しい。とはいえ、バスの新車登録台数を見るとある程度把握が可能である。西
ヨーロッパでは、2020年4月から6月にかけて、長距離バスの登録台数が2019年の同時期と比べて82％減少
した。国別では、フランスの69％減からベルギーの92％減までまちまちとなっている（Sustainable Bus, 

2020[22]）。バス事業者からの需要減の他、バス車両製造工場閉鎖も一因だったと思われる。
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ボックス4.2. Covid-19後における強靭な観光に向けた低炭素への道
2019年12月、国連気候変動枠組条約第25回締約国会議（COP25）において、国連世界観光機関

（UNWTO）とITFは、2016年から2030年までの全世界と地域ごとの観光需要及び排出量の推移を考察
したレポート「Transport-related CO2 emissions from tourism」（UNWTO, 2019[23]）」をリリースした。
国内及び国際の観光客は2030年までにそれぞれ（2016年の80億人と12億人から）156億人と18億人
に達し、またCO2排出量も現在の野心的シナリオに対し、2030年までに少なくとも25％増加（1,597 

Mt CO2から1,998 Mt CO2へ）すると予測され、観光業界が国際的な気候目標を達成することは困難
であるとしていた。

1年後、観光業界は史上最悪の危機を迎えている。広範囲にわたる渡航制限と社会経済的な問題を
背景に国際観光客数が74％も減少し、1兆3,000億ドルの輸出収入の損失、また1億2,000万人の直接
雇用が失業の危機にさらされていると推定されている。Covid-19禍が始まって以降、渡航制限は徐々
に導入されてきた。しかし、2020年5月までに、世界の75％の都市で国境が閉鎖され、国際観光がで
きなくなった。その後、目的地で渡航制限の緩和が始まり、2020年11月には完全な国境閉鎖の数が最
低を記録した（世界の渡航先の27％）が、再度傾向が逆転した。2021年2月時点では、国境の32％が
再び完全閉鎖されており、観光業が完全に回復する時期を予測するのが難しい状態である。観光によ
る交通関連のCO2排出量がCovid-19禍にどう影響を受けているのかは未だ測定できていない。
こうした状況にもかかわらず、観光関係者の間では、観光業を将来的に強靭なものとするには、観

光業が低炭素社会への道を受容し、2030年までに排出量を半減させ、2050年までに気候ニュートラ
ルを達成できるかどうかにかかっているというコンセンサスができつつある。2020年6月にUNWTO

がリリースした「The One Planet Vision for a Responsible Recovery of the Tourism Sector from 

Covid-19」は、観光業がCO2排出量を定期的かつ透明性を持って監視・報告することの重要性や、低
炭素交通手段やグリーンなインフラを開発するための投資などを通じ、観光業の脱炭素化を加速させ
る必要性を強調している（One Planet Sustainable Tourism Programme, 2020[24]）。
国内旅行に関する最大の市場の1つである中国では、全国的な高速鉄道網への開発投資が、南京や

長沙など、これまで観光客が少なかった目的地における観光の比較的早い再開に貢献した（McKinsey 

& Company, 2020[25]）。スコットランドなどの観光地では、Covid-19禍からの復旧という観点から、
公共交通機関やアクティブトラベル（自転車や徒歩での移動）のプロモーションなど、排出量を削減
し責任ある観光（ responsible tourism）を奨励するためのマーケティング戦略を強化する計画が公表
された（VisitScotland, 2020[26]）。コロンビアでは、政府が最近、国家観光政策（National Tourism 

Policy）を採択し、パリ協定のNDCに沿った計画を策定する方法として、観光によるCO2排出量を優
先的に測定している（Mincomercio, 2020[27]）。

移動の減少により2020年のCO2排出量は減少した。Covid-19禍中の排出量減少は一過性のものにとどま
るかもしれないことをエビデンスが示している。いくつかの速報では、大幅な減少を示している。米国で
は、交通セクターによるCO2排出量が15％減少した（Rhodium Group, 2021[28]）。ITFは都市外の旅客輸送
についてCO2排出量が36％減少したと試算している。
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Covid-19禍前の政策を継続した場合、都市外の旅客輸送によるCO2排出量は
2020年から2025年の間に45％増加するだろう。

2020年には地域内及び都市間の移動によるCO2が大幅減となったが、この減少は一時的なものだった。
ITFの試算では、都市外の旅客輸送によるCO2排出量は2020年に36％減少した。全体としては、特に航空
の交通量が激減したことにより、交通セクターの他の分野よりも大きな減少になったと思われる。しかし
ながら、断固とした政策措置を講じない限り、気候目標の達成にはほとんど繋がらないだろう。Covid-19禍
前の政策を継続した場合（Recoverシナリオ）、都市外の旅客輸送によるCO2排出量は2020年から2025年
までの間に45％増加するだろう。

Covid-19禍は旅行行動をどう変えたか

Covid-19禍は、我々の旅行や仕事のあり方に良い変化をもたらすかもしれない。また、適切な政策支援
があれば、都市外の旅客輸送による排出量削減が一層進む可能性がある。Covid-19禍の間、多くの企業は、
情報通信技術のソリューションを採用し出張を減らすことで収益性と生産性を確保した。同様に、海外へ
のレジャー旅行についても、近場への旅行が人気を博すことで大幅な排出量削減に繋がる可能性がある。
一部の出張は、遠隔会議やバーチャル会議で代替できるかもしれない。これにより、特に現在CO2を最

も排出している航空機などでの出張が、長期的に減少することが考えられる。2020年7月末、企業が予約し
たフライトは前年比97％減だった（Sindreu, 2020[29]）。出張の減少は、政策によってこの変化が恒久的な
ものとなるよう支援しない限り、一時的なものにとどまるであろう。職場環境の変化（テレワークやテレ
ビ会議の増加等）やビジネスモデルの変化（グローバルサプライチェーンの多様化や短縮化、デジタルビ
ジネスやeコマースの成長等）は、長期的には排出量の低減を後押しするかもしれない（OECD, 2020[30]）。
とはいえ、出張が減ったからといって自動的に排出量が減るとは限らない。最低限の搭乗率が維持されて
いれば、航空会社は同じような頻度で路線を運航し続けるであろう。この場合、航空会社の収益性を維持
するため、エコノミー運賃の引き上げが予想される。
長距離のレジャー旅行は、より身近な場所への旅行にシフトする可能性がある。2020年半ば、観光業は

一時的に回復したものの、多くの人は国内や近場の旅行を選択するようになった。これは、安全への懸念
と移動制限のためであった。また、近隣への旅行を促すプロモーションや宣伝の効果でもあった（Forbes, 

2020[31]）。こうした行動変容を促す政策は、地域によっては2030年までに長距離の旅客輸送を15～20％
減少させる可能性がある。
旅行のリバウンドはあり得なくない。大幅なリバウンドが起こる可能性もある。人々が再び安心して旅

行できると考えれば、制限が課された１年を補って余りあるほど旅行するかもしれない。その一例が、世
界の一部の地域で見られた「どこにも行かないフライト」である（The New York Times, 2020[32]）。こう
したフライトの影響は世界的に見ればごくわずかだが、多くの人々が再び旅行できる日を心待ちにしてい
ることがうかがえる。このように、都市外の旅行が活発化し、結果的にCO2排出量が増加することが考え
られる。

Covid-19禍によりバスや鉄道での旅行の人気が下がった。Covid-19禍は航空機による排出量の持続的な
削減に繋がるかもしれないが、道路及び鉄道の輸送については当てはまらない。他者との距離をあける必
要性からバスと鉄道の人気は下がり、一部の人達にとって自家用車が有力な代替手段となった。この短期
的な流れが、今後恒久化していく可能性がある。自家用車での移動が増えると、都市外の旅客輸送の脱炭
素化に向けた動きが鈍ることが考えられる。Covid-19禍が収束した後の脱炭素化では、バスと鉄道に対する
旅行者の信頼回復が重要になるだろう。

Covid-19禍で古い航空機の退役が早まる可能性がある。老朽化した機体は、運用コストが高いだけで
なく燃費も悪い。Covid-19禍を原因とする需要減により、一部の旧型機は永久に地上待機することとなっ
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た。これはCovid-19禍の影響だけで起こったわけではない。2008年の世界金融危機やアメリカ同時多発テ
ロ事件など、同じく需要が減退した時期にも、早期の退役や航空業界での企業合併が見られた（Russell, 

2020[33]）。例えば、エールフランスは当初、エアバスA380を2022年までに退役させる予定だったが、
2020年5月にA380全機を直ちに引退させると発表した。A380に代わり、小型で環境負荷が小さいエアバス
A350やボーイング787が導入される予定である（Air France KLM Group, 2020[34]）。Covid-19禍は、航空
会社がより近代的で低汚染の機体に移行するきっかけとなるかもしれない。Covid-19禍後に考案される政策
は、航空業界に由来するCO2排出量を削減するための技術革新をサポートするものであるべきである（ ITF, 

2020[35]）。
表4.1は、都市外の旅客輸送の脱炭素化を進める上で、課題や機会となり得るCovid-19禍の短期的・長期

的影響の概略を示したものである。

表4.1. Covid-19後の都市外交通の脱炭素化に向けた潜在的な課題及び機会

影響 潜在的な機会 潜在的な課題

短期的な影響 • テレワークの拡大、出張の減少
• 燃費の悪い旧型機の早期退役による燃費
の向上

• 航空旅客数の減少
• 感染への不安を原因とする近場でのレ
ジャー観光の増加

• 感染への不安から自家用車の使用が増加
し、環境にやさしい公共交通機関（バス、
鉄道）の利用が減少

長期的な影響又は 
構造的変化

• 企業が出張を減らすパラダイムシフト
• 旅行行動の変化による近場へのレジャー
旅行の増加

• 政策シグナルと刺激策をきっかけとする
投資による、よりクリーンな技術への移
行の加速

• 嗜好の変化による自家用車の利用増とバ
ス・鉄道の利用減

• 官民による投資不足による、よりクリー
ンな技術の採用の遅れ（例: 車両更新や新
たなインフラ整備の遅れ）

• 現状復帰を支援する景気刺激策

注記：短期的な影響は、脱炭素化の努力を阻害する、Covid-19禍中に観察された旅行行動の変化に基づく。長期的かつ構造
的機会のほとんどは、適切に設計された復興政策に依存しており、課題は将来の脱炭素化に制約を加えるものである。

Covid-19禍が都市外の旅客輸送の脱炭素化に及ぼす影響

Covid-19禍は、航空機の燃費改善と直行便の増便を促した。航空旅行の需要が回復する一方で、その
需要に応えるのに必要な機体の数は少なくなっている。燃費の悪い旧機体は着陸したままである。需要が
Covid-19禍前のレベルまで戻ったとしても、航空会社の機材は現在製造中の燃費の良い新型機で構成され
ることになる。また、運航する機体数が減ることで、上空での混雑が緩和される。結果として、迂回を最
小限に抑えたよりダイレクトなルートを飛べるようになる。交通量がCovid-19禍前の水準に戻ると、後者
の効果は短期間で終わる可能性がある。

Covid-19禍後に財政が回復すれば、よりクリーンな交通への移行が支援される。カーボンプライシング
が低いままだと、政府が策定する景気刺激策は環境への効果が低いことが明らかになる。政府は、パンデ
ミックからの復旧を、交通インフラの低炭素化に向けた代替手段への投資を促す機会と捉えることができ
る。カーボンプライシングは、その目的のために利用することができる。また、公共財政のバランスを保
つための歳入にもなる。運輸・環境（Transport & Environment）保護団体が開発した「Aviation Tax Tool」
は、1つ又は複数の国がジェット燃料に課税した場合の潜在的な歳入と回避可能な排出量を算定している。
このツールによると、EUとイギリスでケロシン1リットル当たり0.33ユーロの税が課された場合、2021年か
ら2030年にかけて9,930万トンのCO2排出量を回避し、2021年には72億ユーロの歳入を得ることができる
（Bannon, 2020[36]）。
復旧支援策及び救済策は、航空会社に環境目標達成の責務を負わせるものとする必要がある。Covid-19

禍は、政府が航空会社に提供する救済策に気候条件を付加する機会でもある。事実、すでに複数の政府が
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そのようにしてきた。フランスによるエールフランス-KLMの救済策では、国内線を40％削減することを要
求しており、特に鉄道で2時間半以内に移動できる短距離路線を対象としている（Cirium, 2020[37]）。また、
フランスの航空宇宙セクター全体を対象とした支援策では、2035年までにカーボンニュートラルな航空機
を開発することを目標に、よりクリーンな航空機の研究開発用予算として15億ユーロを計上した（Morgan, 

2020[38]）。同様に、オーストリアの救済策では、ルフトハンザドイツ航空に対し、航空券に最低価格を
設定し短距離ルートには追加料金を課すことにより、回避可能なフライトを抑制することを求めている
（Schwarz-Goerlich, 2020[39]）。この危機を気候変動の脅威を緩和する機会へと変えるために、他国の政府
も同様の航空会社の救済策を設計することができるだろう。
旅客をバスと鉄道の移動に戻すには、安全性、衛生、柔軟性を向上させることが大事である。旅行需要

の回復にあわせて、政府は、乗客がより持続可能な長距離乗合旅行の選択肢を自信を持って選択できるよ
うにするための対策を優先する必要がある。安全規約と衛生手順をきちんと伝えることで、消費者は他の
旅行者と安心して同じ空間を共有できるようになる。また、旅行データを解析し、日中の旅行需要が少な
い時間帯を判別するデジタルサービスを導入することで、旅行者がより安全に大量輸送手段を利用できる
ようになる。加えて、ダイナミック・プライシングと事業者間での協業も有益であろう。対自家用車での
バス・鉄道の魅力を高めるため、柔軟な予約オプションを用意する方法もある。
自家用車の脱炭素化が、都市外の旅客輸送を脱炭素化する鍵である。都市外の移動の大部分は自家用車

によるものである。電気自動車は航続距離が短く、充電スタンドが限られていることから都市外の移動に
利用されることは少なかった。この課題に対処するための政策と投資を、脱炭素化と経済の両輪を支える
経済復興計画に盛り込むことが可能である。ドイツ、スペイン、オーストリア、イタリア、フランスでは、
消費者向けに電気自動車の特別な値引きを盛り込んだ復旧策を用意している（Bundesamt für Wirtschaft 

und Ausfuhrkontrolle, 2020[40]） （Service-public.fr, 2020[41]）。このようなインセンティブの効果はすで
に現れてきている。2020年、西ヨーロッパでは、ガソリン及びディーゼル車の販売が落ち込んだのに対
し、バッテリー式とプラグインハイブリッド式の電気自動車の販売台数が倍増した（The New York Times, 

2021[42]）。
交通の脱炭素化に重点を置いた景気刺激策は、Covid-19禍後の経済回復ペースを強化するのに役立つ。

製造メーカーへのインセンティブと消費者への税制優遇措置を組み合わせることで、電気自動車の需要を
喚起できるだろう。短期的には、クリーンモビリティに関する政策要件を維持することで、eモビリティに
対する既存投資のリスクを軽減することが可能である。また、免除措置を継続することで、静観している
ステークホルダーにもメリットを提供できる。長期的には、他のエネルギー効率の向上と同様に、eモビリ
ティが移動コストを削減し、イノベーションを推進することで、経済的生産性を改善することが可能とな
る（ITF, 2020[43]）。

Recover、Reshape、Reshape+：都市外旅客輸送として考えられる3種類の未来

このセクションでは、2050年に向けて地域及び都市間のモビリティがどのように発展していくかを探っ
ていく。これは3つの異なるシナリオ、Recover、Reshape、Reshape+に基づくものである。これらのシナ
リオは、CO2排出量の削減と地域及び都市間の交通の脱炭素化に向けた政策立案者による野心的な取り組
みを表している。これらのシナリオにおける政策の定義は、ITFの各種調査、2020年初頭に世界の全地域
の政策専門家に対して配布した政策シナリオ調査において専門家から寄せられた提言、及び2020年にITF 

Decarbonisation Initiativeプロジェクトの下で行われたITFワークショップにおける提言に基づいている。
表4.3は、これらのシナリオで想定されている政策手段の導入状況の詳細である。3つのシナリオは全て、
Covid-19禍の影響を反映するため、ベースラインとなる経済条件を同じとしており、Covid-19禍前の水準
よりもGDPと貿易の予測が5年遅れるものと想定している。
これらのシナリオは、ITF都市外旅客輸送モデルに基づいており、基準である2015年から2050年までの
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都市間及び地域の交通需要、各モードのシェア、及びCO2排出量の推移をシミュレートする。ボックス 4.3

に、ITF都市外旅客輸送モデルと旧バージョンからの変更点を詳しく説明する。

ボックス4.3. ITF都市外旅客輸送モデル2021

国際交通フォーラム（ ITF）都市外旅客モデルは、世界中の都市外旅客需要を推計している。このモ
デルでは、1か所の空港又は１つの都市の全ての空港を中心として、世界を約1,200のゾーンに分割す
る。各ゾーンでは、地域交通と都市間交通の2種類の交通需要と、それぞれに対応する外部性が発生
する。地域の交通需要とは、ゾーン内だが都市圏の外で発生している需要を指す。都市内の交通需要
は、異なるゾーン間で発生している需要である。このモデルでは、各地域とその間の各ルートについ
て、モード別に、旅客数、旅客キロ、モードの組合せ、エネルギー消費量、及びCO2排出量を推計す
る。分析対象となるモードは、航空、鉄道、道路（自動車とオートバイ）、バスとフェリーである1。
現行のモデルは17の政策措置、技術開発、トレンドの影響を推計している。これらは世界の19の地
域市場それぞれを対象とする。
このモデルは2019年にITFが開発し、初めて公開されたものである。ITF国際旅客航空モデル（ ITF 

International Passenger Aviation Model）を引き継ぐモデルであり、常に更新・改良されている。現
行版の新機能は、以下の表4.2にまとめてある。
このモデルは2020年のCovid-19禍による需要減に対応している。航空セクターの観測データをベ

ンチマークに使用し、モードや地域ごとの推定される需要減を修正している。需要は、IATAとICAOが
予測したCovid-19禍後における航空セクターの回復予測に従ったものである。Covid-19に関連する多
くの後遺症も傾向として含まれる。

表4.2. 都市外旅客モデルにおける更新の概要

2019年版 2021年版

マルチモーダル移動の 
完全統合

マルチモーダル移動は、航空移動の際
のみの選択肢であり、移動の最初か最
後は陸上モードとなる。

マルチモーダル移動は、モードの組み
合わせに関わらず全ての移動での選択
肢となる。

旅客フェリー - モデルの都市内部分に旅客フェリー
モードを追加

カーボンプライシング 
制度

カーボンプライシング政策は航空移動
のみに適用

カーボンプライシング政策を全モード
に適用

新しい航空技術の採用 2040年以降、従来の航空機に代えて
全電動航空機へ

2030年以降、ハイブリッド電動航空
機が選択肢に
2040年 以 降、 全 電 動 航 空 機 が 選
択肢に

鉄道インフラ計画の更新 費用便益分析の結果、有益と判断され
れば、鉄道インフラ開発を実施

TEN-Tネットワークインフラの開発も
モデルに含まれる。

1: 航空機とフェリーのモードは都市間の移動のみで利用可能
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Recoverシナリオにおける都市外旅客輸送

Recoverシナリオでは、政策、投資の優先順位、技術などの点において、Covid-19禍前の考え方が今後
10年間の都市外旅客輸送を形作ることになる。各国政府は復旧を後押しするために、主として旧来からの
経済活動を優先し強化していく。主な目的はCovid-19禍前の「常態」に戻ることである。Recoverは、ITF交
通アウトルック2019の「現在の目標」シナリオをより野心的にしたものである。
都市外の道路交通車両の技術的進歩は緩やかである。地域及び都市間の交通における車両と燃費基準は、

IEAの公表政策シナリオ（Stated Policies Scenario：STEPS）の想定に概ね従う（IEA, 2020[44]）。都市以外
でもハイブリッド電気とバッテリー式電気自動車が普及してきたが、その使用は未だ限定的である。カー
シェアリングが増えているものの、都市外の移動にはあまり使われていない。
現在建設中もしくは計画中の在来線及び高速鉄道プロジェクトが完成する。また、政府はサービスの改

善にも投資しており、増便や旅客の利便性向上に繋がっている。
航空の脱炭素化に向けた突破口は、すぐには開かれない。航空機の燃費は、汚染物質を多く排出する旧

型の機体の引退によって強化されるものの、過去のトレンドに沿って改善される。全電動航空機や航空機
用の合成燃料の普及といった技術的変革は、今世紀半ばになってから起こる。2030年には電動アシスト付
きジェット推進搭載のハイブリッド航空機が登場し始め、2050年には（主に国内飛行の）少ないながらも相
応のシェアを占めるようになる。一部の地域では、主に環境への懸念から人々の航空機を利用したいとい
う傾向が若干下がっていく。
カーボンプライシングは全交通モードで徐々に導入され、2050年にはCO2 1トン当たり150～250米ドル

に達する。航空セクターでは、適当な額のチケット税が導入され、持続可能な航空燃料の使用が義務化さ
れる。先進国は他の地域よりこれらのメカニズムを積極的に活用する。最後に、空の旅の自由化（オープ
ンスカイ）はCovid-19禍前の傾向を踏襲し、また、空域管理の改善により航空機がより効率的な飛行経路
を使用できるようになる。

パラダイムチェンジ: Reshapeシナリオにおける都市外移動

Reshapeシナリオでは、Recoverシナリオの場合と同様、都市外旅客輸送に及ぼすCovid-19禍の影響は
2030年までに徐々に消えていく。Reshapeは、政策立案者が野心的な気候目標を設定し、それを追求すべ
く厳しい政策を実施する点が異なる。また、これらのより野心的な政策は地域単位でなく全世界で実施さ
れる。Reshapeは、ITF交通アウトルック2019の「高い目標」シナリオをさらに野心的にしたものである。
政府の政策は、特に航空セクターのコストを増加させることにより、都市外移動の魅力を低下させてい

る。2050年のカーボンプライスは300～500米ドルに達する。同様に、航空移動には最高30％の高いチケッ
ト税が課される。厳しい燃料義務基準の採用により持続可能な航空燃料の使用量が増えるが、これに伴い
コストも増加する。
都市外の陸上移動の電動化が進む。低排出車の割合が高まることで、地域や都市間の交通がより持続可

能なものになり、カーボンプライシング政策の影響も最小限に抑えられる。IEAの持続可能な開発シナリオ
（Sustainable Development Scenario: SDS）の仮定に従って、陸上走行車の電動化と燃費が改善する（IEA, 

2020[45]）。
都市外では、シェアード・トラベルがより普及し、移動に占める割合が大きくなる。
鉄道輸送に対する多額の公共・民間投資により、インフラ、サービス、運行速度が改善する。新たな超

高速鉄道（Maglev）が都市間鉄道の需要を一層高める。
航空セクターの脱炭素化が加速する。新しい機体設計の導入が加速され、航空機の燃費が急速に向上す

る。政府による研究開発支援により、合成航空燃料と全電動航空機のコスト低減に繋がる。技術の進化に
より、Recoverシナリオに比べてバッテリー容量の大きいハイブリッド機の導入が可能になる。飛行機に乗
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る傾向がさらに低下し、世界中の人々が航空移動を減らしていく。21世紀半ばに向けて航空機のカーボン
フットプリントが減少していくにつれ、この傾向は重要性を失う。

Reshape+：Reshapeの強化

Reshape+シナリオでは、Covid-19禍によるポジティブな脱炭素化トレンドが各種政策を通して固定化
され、永続的な変化をもたらす。他の2つのシナリオと同様、Covid-19禍が都市外の旅客輸送に及ぼすネガ
ティブな影響は2030年までに克服される。Reshapeシナリオと同様、政府は野心的な脱炭素化目標を設定
し、それを実現するための政策を実施する。このシナリオでは、政府はCovid-19禍の中で現れた脱炭素化
の機会を捉える。景気刺激策を気候変動及び公平性の目標と連携させることで、政府は環境と社会の持続
可能性のために経済回復に取り組んでいく。

Reshape+シナリオでは、いくつかの外生的なトレンドが都市外の交通を形成する。例えば、休暇を
過ごす人々が比較的近くの目的地を選び、短距離の旅行となるため、結果として、遠距離の観光旅行は
減少していく。Covid-19禍後はテレビ会議が常態化し、出張の必要性が減少している。これらの傾向は
Covid-19禍後のポジティブな効果である。しかし、総合的に分析すると、実際には国家や個人の困難な経
済状況と強く関連しているため、これらが完全にポジティブであると断定するのは難しい。それでも、都
市外の旅客セクターの脱炭素化を支える効果はある。
燃料マンデートは厳格である。多くの国では、Covid-19禍に伴う支援策を得る資格は、特に航空セクター

において持続可能な燃料を最低限の割合使用しなければならないという条件付きである。これは代替燃料
の普及を加速化させることになる。
政府はCovid-19禍からの復旧資金を鉄道インフラ投資に充当することで、地域と都市間のサービスの頻

度や運行速度が大きく改善される。また、国内外の長距離移動において、航空移動に代わる選択肢が増え
ることになる。

Covid-19禍の景気刺激策は道路交通の脱炭素化を目的とする。電気自動車その他の低排出車に対する補
助金や特典等は、長期的に継続する。追加資金により、より多くの地域に充電インフラが展開され、都市
外の移動における電気自動車や低排出車の普及が加速・拡大する。Reshape+では、2050年までに電気自動
車や低排出車のシェアがReshapeの想定と比較して1～5％追加で伸びると想定している。

表4.3. 都市外旅客輸送のシナリオ
網掛けはReshape+シナリオでより強力に実施される政策を示す

施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

経済的手段

チケット税 
（航空移動）

航空運賃に課税（％
単位）

チケット税は地域により
異なり、2050年には3％
～15％

チケット税は地域により異なり、2050
年には8％～30％

カーボン 
プライシング

排ガスのCO2排出量
に応じて徴収

カーボンプライシングは
地域により異なる。2050
年にはCO2 1トン当たり
150～250米ドル

カーボンプライシングは地域により異
なる。2050年にはCO2 1トン当たり300
～500米ドル

インフラの強化

超高速鉄道
の開発

Maglevなどの新た
な超高速鉄道路線
の導入

新たな超高速鉄道の開発
はなし

経済的に採算が取れればMaglevのルー
トを開発
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

鉄道インフラ
の改善

既存の鉄道インフラ
に投資し、増便と高
速化を実現

50％増便（改善年度は地
域によりばらつく）

全地域で本数（50 
％）と速度（20％）
の改善

全地域で早期に本
数（50％）と速度
（20％）の改善

規制手段

合成燃料 
（航空機）

技術開発の結果、従
来の燃料と比べて合
成航空燃料のコスト
が低減

合成燃料のコストは従来
の燃料より3.3倍高価

合成燃料のコストは従来の燃料より3
倍高価

持続可能な航空
燃料（SAF）に
対する航空 
セクターの 
マンデート

使用している燃料全
体の最低限の割合は
SAFとする

2050年、SAFの 最 低 比
率は地域によって5％～
10％

2050年、SAFの最
低比率は地域に
よって10～25％

2 0 5 0年、S A F の
最小比率は地域
によって15％～
30％

運用手段

航空機の動作を
最適化

複数の機体がより大
きな大圏コースへと
近接して整列

2030年には進路逸脱が
50％削減

2020年には逸脱が50％削減

イノベーション及び開発の活性化

電気・代替燃料
自動車の普及

代替燃料車の購入・
使用に対する金銭的
インセンティブと充
電インフラへの投資
による都市外道路移
動における電気自動
車の普及

IEA STEPSシナリオに従う IEA SDSシナリオ
に従う

IEA SDSシナリオ
よりさらに浸透

ハイブリッド 
電動航空機

新たなハイブリッド
電動航空機の開発

ハイブリッド電動航空機
は2030年から就航。必
要な総エネルギーの5％
～7.5％を提供し、地域
により2050年には最大
20％～30％に達する。

ハイブリッド電動航空機は2030年から
利用開始。必要な総エネルギーの7.5％
～10％を提供し、地域により2050年に
は最大30％～40％に達する。

ライドシェア 
リング／シェア
モビリティ

都市外の道路交通
（車とバス）の利用増

車による移動全体のうち
乗合の割合が6.7％に

車による移動全体のうち乗合の割合は
地域により13.3％～20.0％に

モビリティ・ 
アズ・ア・ 
サービス
（MaaS）と複合
的移動サービス

異なる交通モード間
の統合改善。チケッ
ト発行の統合とイン
ターモーダルなター
ミナル・駅の増設

異なるモード間の乗り換
えは同じモード間の乗り
換えの2倍の不利益（金
銭的コスト及び時間）

異なるモード間の乗り換えは同じモー
ド間の乗り換えと比べて不利益なし

全電動航空機の
航続距離と 
コストの改善

全電動航空機の開発 全 電 動 航 空 機 の 航 続
距 離 が2050年 ま で に
1,000kmに延長。全電動
航空機のコストは従来の
航空機の1.5倍に。

全電動航空機の航続距離が2050年まで
に1,500kmに延長。全電動航空機のコ
ストは従来の航空機の1.2倍に。

外生要因

自動運転車* レベル5の自動運転能力を備えた自動車の投入。自動運転車の利用率は地域により異なり、
車は0％～2.5％、バスは0％～1.25％。
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

長距離レジャー
観光の減少

Covid-19禍の結果、
長距離のレジャー観
光を控える傾向

なし なし 2020年から2030
年にかけて、（こ
の要因がない場合
の需要と比較し
て）長距離旅行が
15％～22％減少。
この影響は直線的
に減少し、2050年
には0％に到達。

テレビ会議に 
より出張が減少

Covid-19禍の結果、
出張からテレビ会議
への置き換え

なし なし 2020年から2030
年にかけて、（こ
の要因がない場合
の需要と比較し
て）長距離旅行が
12.5％減少。この
影響は直線的に減
少し、2050年には
2.5％に到達。

航空機を利用 
する傾向が低下

人口の一部が気候を
考慮して航空機の利
用を回避

2050年には特定地域で航
空機を利用する人が10％
～15％減少

2050年にはほとんどの地域で航空機を
利用する人が5％～30％減少

注記：数値の範囲は、各シナリオにおける世界の各地域での政策の実施度合いの違いを反映している。
*自動運転車は考慮されているものの、どのシナリオにおいても主要な要因とはならない。全てのシナリオにおいて、レベル
5の自律走行車の導入レベルは一定であることを想定している。ITF交通アウトルック2019では、自動運転車を含む交通の混
乱にさらに焦点を当て、関連するシナリオを評価している。

都市外旅客輸送の需要：素早い回復と持続的成長

人キロ単位で測定される都市外旅客需要は、地域（都市周辺と農村部）及び都市間交通を合算したものであ
る。2015年の需要は約32兆人キロで、その半数強（54％）は都市間、残りが地域であった。都市外旅客輸送の
割合は、2015年における全旅客輸送の61％から2050年には56％へと今後30年間で若干減少すると推定される。
都市外の旅客需要は2050年に、2015年比で倍増することが確実視されている。Recoverシナリオでは

114％、Reshapeでは107％増となる。Reshape+では、Covid-19禍後もテレビ会議と近場のレジャー観光を
奨励する政策に支えられ、需要の伸びがさらに4％抑えられて103％となる。

3つのシナリオにおいて、地方の交通と航空移動、とりわけ国際航空が最も成長する（図4.2）。都市間を
結ぶ陸上交通手段に対する需要は比較的安定したままであろう。Recover政策は、主にカーボンプライシン
グにより、絶対的にも相対的にも地上の都市間移動に対する需要を減退させる。ReshapeとReshape+では、
自動車技術の改善、電動化、カーボンプライシング政策がこの傾向を反転させる。人口の増加と経済は地
域及び都市間の移動の両方に影響を及ぼす一方、交通インフラの利用可能性、旅行の供給とコストは主に
都市間輸送に影響を与える。

Recoverの場合、都市外の旅客輸送は2050年に約70兆人キロに達し、都市間と地方でほぼ均等になると
想定される。Recoverシナリオは、政策立案者とステークホルダーがCovid-19禍前の「常態」に戻るための
対策・政策を採用するものと想定する。しかし、これは追加のアクションなしには達成できない。都市間
移動の需要が80％増であるのに対し、地域移動の需要は150％増と急成長する。都市化が続いてはいるも
のの、都市外の人口は絶対数で伸びていき、交通需要を生み出す。しかしながら、都市間移動の分野では
様々な方策により直接的又は間接的に需要を削減しているのとは対照的に、地域内移動をターゲットとし
た政策はほとんどない。
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図4.2. 2050年までの都市外旅客輸送におけるサブセクター別の需要
3つのシナリオ別（単位：10億人キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。地域とは、都市外（都市部周辺、遠隔地）
で生じる日常的かつ局地的な輸送活動を示したものである。都市間の陸上とは、都市間における自家用自動車（二輪車、三
輪車又は自動車）、バス、鉄道による交通移動を意味する。

 https://doi.org/10.1787/888934238831

Reshapeシナリオに採用されている政策は、地域の移動の伸びを若干抑制する。より野心的な政策は、
2050年に地域活動の伸びを1％低下させ、地域交通の需要はRecover政策の場合より2兆5,000億人キロ少
ない伸びとなる。対照的に、都市間での移動に対する需要はRecoverの場合とほぼ同じままである。ただ
し、Reshapeのモード構成は異なり、「よりグリーン」なモードがさらに重要な役割を果たす。

Reshape+の政策を実施した場合、都市間の移動の伸びを抑えることができる。Reshape+では、都市間
の移動需要は年率1.6％増、合計74％増と、Recover及びReshapeシナリオより7％低い。これは、ビジネス
旅行や長距離のレジャー旅行がより顕著に減少したことに加え、燃料マンデートの若干の増加により、航
空券のコストが上昇し、需要がさらに抑制されたことによるものである。その一方で、地域の移動に対す
る需要はReshapeに近い成長である。

都市間移動は航空移動が主流に

3つのシナリオ全てにおいて、航空が都市間移動の主たる交通モードになる。2015年には自動車（及び二
輪車）が航空のシェア40％に対し44％と、航空より多くの旅客キロ数を発生させた。バスと鉄道はそれぞ
れ12％と3％で小さなシェアだった。3つのシナリオ全てにおいて、航空セクターは2020年のCovid-19禍か
らかなり急速に回復し、Recoverの場合で全交通モードの50％、Reshapeで45％、Reshape+で42％と、2030

年までに都市間の市場で独占的な地位を築く。
Recoverシナリオでは、都市間の移動に対する需要が航空セクターに牽引されて大きく成長する。全体

として、需要は年率1.7％成長し、2050年までに合計81％の増加となる。航空セクターは人キロ単位で見た
場合、都市間需要の69％と大部分を占める。2015年と比較して、航空需要は2050年に3倍超となり、約21

兆6,000万人キロに達する。Recover下で策定した政策は航空セクター、とりわけ国際線の成長を抑制する
ことはできない。
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Recoverシナリオは、世界経済がCovid-19禍から想定どおり回復した場合、低水準の価格決定メカニズ
ム（カーボンプライシングやチケット税等）は航空移動の成長路線を大きく変化させないことを示している。
新型機の燃費改善が航空運賃の引き下げに繋がり、課せられる追加コストを相殺する。成長の主たる牽引
役は複合年間成長率3.6％の国際線である。この成長は、Covid-19禍が将来のオープンスカイ協定に影響を
及ぼさないことを前提としている。
地域及び都市間の陸上交通は鉄道へと移行する。2050年、道路交通は交通モード全体の21％に過ぎず、

都市間のセグメントで重要性が低下する。自家用車が12％、残りの9％がバスである。都市間の鉄道の割
合が、電気を動力源とすることに後押しされて2050年までに9％に達する。電気自動車の普及が遅くなる
と、今後道路での移動がコスト高になる一方で、都市間鉄道はカーボンプライシング制度による影響を受
けない。

図4.3. 2050年までの都市外旅客輸送モードの割合
3つのシナリオにおけるモードの割合（単位：人キロ）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Recover Reshape Reshape+ Recover Reshape Reshape+
2015年 2030年 2050年

航空 鉄道 道路 バス フェリー

注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。道路車両とは二輪車、三輪車、自動車を
含む。フェリー輸送は総需要の1％未満に過ぎない。

 https://doi.org/10.1787/888934238850

適切な政策によって、航空需要の増加を抑制できる。Reshapeにおけるより野心的な政策、とりわけ排
出される炭素やフライト全般のコストを高める政策の下で、航空の成長率は2050年までにRecoverシナリ
オの場合より36％低下する。それでもなお、航空セクターは172％の大幅成長となる。削減効果は国内線
でより顕著で、Recoverの複合年間成長率2.5％に対し、Reshapeでは2％となっている。国際線の伸びも鈍
化するが、Reshapeで3.3％成長、Recoverで3.6％成長と、この2つのシナリオの差は小さい。全体として、
2050年におけるReshapeシナリオの都市間需要は、基準年より81％高く、Recoverシナリオより1％低い。

Reshape政策の下で失われる航空セクターの成長は、陸上交通モードの間で分配される。自家用車の需
要は、シェアと絶対的な旅客キロ数の双方で減少し、2050年には総旅客キロ数の17％にとどまる。都市間
の鉄道は2015年比で5倍以上と大幅増となり、2050年には、都市間における全需要の11％を占める。バス
の需要は横ばいで、絶対数ではわずかに増加するがシェアは減少する。その主な要因は、Reshapeにおける
低排出ガス車や無公害車の増加と鉄道インフラの開発である。カーボンフリーのモビリティが普及するの
に伴い、カーボンプライシングメカニズムが陸上交通に与える影響は小さくなる。
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Reshape+の政策と変更により、航空移動の成長は一層低下する。Reshape+における航空セクターの成
長は、Reshapeと比べてさらに21％低下、またRecoverより57％低下する。このように相対的に抑制され
るとはいえ、航空移動に対する需要は、基準年の2015年と比べて2050年の方が2.5倍多く、複合年間成長
率は2.7％（国内線1.9％、国際線3％）となる。このように航空セクターはReshape+の条件下でさえ総旅
客キロの59％をカバーし、残りは、自家用車が20％、バスが11％、鉄道が10％となる。
どのシナリオでも、フェリーによる旅客輸送は重要な役割を果たさない。フェリーは、多数の島々が互

いに近接し、波が穏やかなごく少数の地域で利用されているに過ぎない。モデリング結果にあるフェリー
需要のほとんどは、欧州経済領域（ノルウェーやスウェーデン、クロアチアなど、島の多い沿岸国）とトル
コから来ている。

3つのシナリオ全てにおいて、商用の電動航空機が発達する。3つのシナリオで想定されている技術開発と
政策により、ハイブリッド電動航空機と全電動航空機が実用化される（詳しくはボックス 4.1を参照）。ど
のケースでも、ハイブリッド電動航空機は2030年に市場に投入されるが、それぞれのシナリオで普及度は
異なる。全電動航空機は今世紀半ばにかけて商業的に採算が合うようになる。機体のサイズと重量による
制約から、シナリオに関係なく、電動航空機はまず国内線と短距離の国際線から投入され普及していく。

Recoverシナリオでは、今後10年以内に、5つの飛行経路のうち1つにハイブリッド電動航空機が使用さ
れることになる。ハイブリッド航空機は2030年までに航空路線の18％で運航されるが、同年にハイブリッ
ド航空機の電気推進でカバーされるのは航空需要の0.6％に過ぎない。2050年には、5つのルートのうち3つ
が一部の運航をハイブリッド電動航空機で行うことになる。しかし、Recoverシナリオでは、40年後に電気
がカバーするのは総需要（旅客キロ）の8％に過ぎない。全電動航空機が登場するのは2045年になってから
で、2050年に全経路の3％、航空需要全体の0.8％に使われるに過ぎない。

Reshapeでは、航空会社は、カーボンプライスの上昇とエネルギーコストの削減により、ハイブリッド
電動航空機への切り替えを早める。2030年には、ハイブリッド電動航空機が就航する路線の割合が増える
が、旅客キロ数でのシェアはまだ1.7％に過ぎない。今後20年間、バッテリー容量の増加と軽量化によりハ
イブリッド電動航空機の採用が進む。Reshapeの条件下では、2050年までに航空の旅客キロの14％がハイブ
リッド電動航空機の電気コンポーネントで賄われる。ハイブリッド電動航空機は短距離及び中距離の全経
路のうち85％を運航し、これは全フライトの約3分の2に相当する。全電動航空機はハイブリッドより航続
距離の制限が厳しく、全ルートの7％にしか使用されず、総需要の2.6％を満たすに過ぎない。政策環境が
同じであることから、ReshapeとReshape+の間でハイブリッド電動航空機と全電動航空機の間に大きな差
はない。Covid-19禍の影響が長期にわたると、航空移動に対する全体的な需要を減少させる。その場合、ハ
イブリッド電動航空機と全電動航空機の絶対数が減少するが、シェアは同程度である。
地域交通は都市間移動より早く成長する。地域の交通手段として、農村地帯や、都市密集地域の周辺地

帯（都市部周辺）といった地域では、自家用車、バス、鉄道が唯一利用できる交通モードである。地域の移
動はそのエリアに住んでいる人々の日々の移動であるため、GDPと人口の変化に大きく依存する。Recover

シナリオでは、2015年から2050年までの間、地域の旅客キロは152％増加する。旅客キロのうち39％は自
家用車で、これは基準年より4％低い。鉄道需要は大幅に伸びて絶対数が3倍、2015年の34％から2050年に
は42％に達する。その一方、バス移動は23％から19％に低下する。

Reshapeでは、地域の移動における自家用車の使用は一層後退する。より野心的な脱炭素化政策を受
け、自家用車のシェアはさらに2％低下し、2050年に37％に達する。鉄道移動はカーボンプライスの影響を
比較的受けず、需要に応えてモードシェアを44％まで高める。Reshape下では、2050年にかけて地域移動の
総需要の伸びはRecoverと比べて15％低下する。想定されるトレンドと政策変更は地域の移動に大きな影
響を与えないことから、Reshape+における地域の移動はReshapeとほぼ同じ結果となる。
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グローバルな交通需要はアジアにシフト

交通需要におけるグローバルな重心はシフトしつつある。過去には、都市外の交通需要のほとんどは
OECD加盟国にあった。過去10年間でこれは変わり始め、2050年には役割の逆転が起こるであろう。2015

年には、ほとんどが先進国であるOECD加盟国が、世界人口のわずか20％しか住んでいないにもかかわら
ず、都市外の全交通需要の51％を占めていた。2050年には、都市外の移動のうち67％はOECD加盟国以外
の国々で占められる。世界の全地域の中で、2015年における都市外の交通需要が最も多かったのはアジア
で、米国カナダ地域、欧州経済領域（EEA）・トルコが続いた。一方で、サハラ以南アフリカ、移行経済国
（Transition countries）、及びOECD太平洋地域は2015年に都市外の交通需要が最も少ない地域だった。移
行経済国とは旧ソ連の国々とEUに加盟していないヨーロッパ南東部の国々である。OECD太平洋諸国は日
本、韓国、オーストラリア、ニュージーランドである。このシフトは2050年まで続く。3つのシナリオ全て
において、サハラ以南アフリカ、中東・北アフリカ（MENA）地域とアジアで都市外の移動が最も増加する。
Recoverシナリオでは、2050年までにアジアの需要が3倍になる。他の2つのシナリオはもう少し低い成長
を想定しているものの、アジアが最大の牽引役であることに変わりはない。

OECDのほとんどの地域では、地域及び都市間の移動における成長は鈍化するであろう。最も成長率が
低いのは米国とカナダ、EEAとトルコ、OECD太平洋諸国となる。全体的には、経済発展の度合いに関わらず
全ての地域において、ReshapeとReshape+シナリオでの成長率は、Recoverシナリオより低くなる。米国・
カナダ地域はこの傾向に反する唯一の地域である。Recoverシナリオでは、この地域の交通需要はEEAとト
ルコに次ぐ下から2番目の成長率である。しかしながら、Reshapeでは、米国・カナダ地域はRecoverより
需要が高まる唯一の地域となっている。これは、この地域で計画・発表されている高速鉄道（HSR）プロジェ
クトが原因である。高速鉄道プロジェクトへの投資により、他の地域より都市外の交通需要が高まる。
地域及び都市間の交通は、OECD加盟国と非加盟国で異なる発展を遂げている。地域の移動とは、通勤や

買い物などの日常的な活動を意味する。これらの移動は、OECDなどの先進国では、新興国や開発途上国と
比べてGDP成長率の影響を受けにくい。このセグメントの対象となる人口は、ほとんどのOECD加盟国で
比較的安定しているか、あるいは減少している。その結果、地域全体の移動は安定している。このように、
OECD加盟国における都市外旅客需要の増加は主に都市間移動によるものである。対照的に、OECDに加盟
していない国々では、人口増加と経済成長に伴い、地域及び都市間両方の交通需要が大幅に増加すると考
えられる。
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図4.4. 2050年までの地域別による都市外旅客輸送に対する需要
3つのシナリオ別（単位：10億人キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・
カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ
以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238869

一人当たりの都市外での移動が最も多いのは、米国とカナダである。この地域では、2015年にアジアの
平均的な人の場合の9倍旅行をしている（図4.5参照）。米国とカナダはいずれも広大な国であり、両国では
経済活動のほとんどが国土の両端で行われているため、移動の需要が非常に多い。さらに、世界との強い
経済的相互依存関係と地理的な位置関係から、国際的な移動のほとんどが海を越えなければならない。一
人当たりの都市外移動という点では、欧州経済領域・トルコが、米国・カナダと大差で2番目である。それ
以外のほとんどの地域では、一人当たりの移動需要は同じ水準である。唯一の例外はサハラ以南アフリカ
で、一人当たりの平均移動距離が他の地域と比べて著しく低い。OECD太平洋地域は興味深いケースで、人
口密度が高い国と低い国、裕福な国が混在している。これらの国々は、それぞれ都市外における一人当た
りの交通需要が少ない国と多い国があり、事実上お互いに相殺される。さらに、これらの国々の経済発展
は一人当たりの値が高いことを示唆するが、この地域には地理的に孤立した国々が含まれるため、一人当
たりの海外旅行の回数は限られている。

3つのシナリオ全てで、一人当たりの都市外移動量（旅客キロ単位）が増加する。Recoverシナリオでは、
ほとんどの地域で、地域及び都市間の交通需要が絶対値で最も大きく成長する。唯一の例外は米国・カナ
ダ地域で、Reshape+シナリオで一人当たりの移動がより大きく成長する。成長率が最大なのはアジアであ
る。サハラ以南アフリカと市場経済移行国の地域も3つのシナリオ全てで大きく成長する。欧州経済領域・
トルコ、米国・カナダの各地域は、3つのシナリオ全てにおいて、2015年の水準と比較して最も成長率が
低い。
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図4.5. 2050年までの地域別による都市外旅客輸送に対する一人当たりの需要
3つのシナリオ別（単位：1,000人キロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・
カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ
以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238888

都市外旅客移動から排出されるCO2：需要から排出量を切り離す（デカップリング）

都市外の旅客輸送は岐路に立たされている。未来には2つの道があり、1つは排出量がGDPとともに成長
し続ける未来、もう1つは経済成長と排出量の関係が断ち切られる未来である。Covid-19禍の結果、都市外
の輸送とそれに伴う排出量が減少したにもかかわらず、ITFのシミュレーションは、Recoverシナリオでは都
市外旅客輸送による排出量が再び増加することを示唆している。キロメートル単位で効率化が図られてい
るが、予想される需要増はそれを遥かに上回る。ReshapeとReshape+では、2050年の排出量は2015年に比
べて大幅に減少する可能性がある。
都市外の旅客輸送は2015年に24億8,200万トンのCO2を排出した。これは、全燃料燃焼CO2排出量の

7.7％、交通による全排出量の34％に相当する。そのうち、70％は道路と鉄道による排出であり、地域と都
市間の移動で半々の割合である。航空は、国内線と国際線を合わせて7億2,500万トンのCO2を排出した。

Recoverシナリオで想定されるように、各国政府がCovid-19禍前の政策に戻った場合、都市外の移動に
よる排出量は25％増加する。地域交通と国際航空が最大のCO2排出源であり、2050年までにそれぞれ35％
及び41％を占める。排出量の増加は、需要が増加し、脱炭素化政策でも排出量を抑制できないことに関係
している。国際航空の排出量は、ほぼ需要と比例して増加し、3倍の13億トン CO2に達する。これは2050

年に2005年の排出量の50％削減を目指し（ATAG, 2019[46]）、約2億トンのCO2を削減するという航空セク
ターの目標からはほど遠い。国内航空は機体のハイブリッド化でより多くの恩恵を受け、70％の増加にとど
まる。航空が都市間の主要な移動手段となることで、陸上交通機関に対する需要が減少する。この需要の
減少は、陸上車両の燃費向上と相まって、排出量の大幅な減少に繋がる。その一方で、地域交通は需要が
大幅に伸び、排出量が増加することになる。Recoverシナリオで示された排出量は緩和策が存在しない結果
ではなく、現在の政策や措置の下で予想される結果である。これらの目標を達成するためにも、ステーク
ホルダーにはさらなる行動が求められる。
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図4.6. 2050年までのサブセクター別の都市外旅客輸送によるCO2排出量
3つのシナリオにおけるCO2の直接排出量（単位：100万トン）（Tank-to-wheel/wake（タンクから車輪／航跡まで））
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。地域とは、都市外（都市部周辺、遠隔地）
で生じる日常的かつ局地的な輸送活動を示したものである。都市間の陸上とは、都市間における自家用自動車（二輪車、三
輪車又は自動車）、バス、鉄道による交通移動を意味する。Tank-to-wheel/wakeの排出は車両を使うことにより（つまり車両
の燃料消費により）生成される。Tank-to-wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。

 https://doi.org/10.1787/888934238907

Reshapeシナリオでは、技術進歩の加速と航空機における電気の利用拡大により、排出量が減少する。
2050年までに都市外の旅客輸送に伴う排出量は2015年比で55％減少する。国際線は、排出量が2015年比
で増加（14％）する唯一のセグメントである。短距離、中距離のフライトは、ほとんどがハイブリッド電
動航空機もしくは完全自動電動航空機を使い、国内線の排出量は50％削減する。同様に、陸上交通は、都
市間と地域の双方において、鉄道の高いモードシェアと、道路上でのハイブリッド車両と電気自動車の使
用増加の恩恵を受ける。この2つのセグメントを合わせると、2050年には2015年比でCO2が73％減少する。

Reshape+政策は排出量の削減をさらに加速させる。Reshape+では、2050年に都市外の旅客輸送によ
るCO2排出量は2015年比で57％減となる。2050年におけるReshapeとReshape+の差は、ほぼ国際航空
に起因しており、Reshape+では2015年の水準に近い4％の増加にとどまっている。国内航空の排出量も
Reshape+ではわずかに減少し、Reshapeと比べて2％減少している。この2つのシナリオ間における航空セ
クターのCO2排出量の減少は、出張者や長距離のレジャー旅行者が航空機を利用する傾向が減少すること
と、航空セクターに対する燃料マンデートの強化が理由である。都市間の陸上輸送は、CO2排出量を2015年
比で87％削減すると見込まれる。
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Well-to-tank（油井からタンクまで）の排出量がより重要に

燃料と電力の生産はエネルギー集約型であるため、脱炭素化では上流の排出量が重要な役割を果たす。
ほとんどの都市外の旅客輸送が炭化水素燃料に依存していた2015年には、9億2,000万トンのCO2がこれら
Well-to-tankの排出量であった。これらの排出量は主に2つの要素があり、1つは液体燃料の消費地までの輸
送、もう1つは電力生産から生じるものである。これらの要素は国、年度、シナリオによって異なる。
交通に由来する総排出量においてWell-to-tankの要素が占める割合が増えている。Well-to-tankの排出量

は2015年、都市外の旅客輸送による総排出量の27％を占めていた。Recoverシナリオでは、この割合は今
後30年を通して変わらない。しかし、ReshapeとReshape+のより野心的な政策の場合、Well-to-tankの排出
量は50％近くに達する。交通による排出の性質が変わり、上流の要因によって形成される部分が増えてい
ることから、気候変動を効果的に緩和するためには交通セクターとエネルギーセクター間の緊密な協業が
ますます重要になっていくであろう。
上流の排出源は、燃料の生産・輸送から電力の生産・輸送へと移行する。2015年のWell-to-tankの排出量

は、そのほとんどが燃料の生産と最終消費地までの輸送によるものであった。これは陸上交通と航空セク
ター両方に言えることであり、2015年におけるWell-to-tankの排出量のうち最大の割合を占めるのが陸上交
通であった。都市外の移動の総上流排出量の80％は、地域及び都市間の陸上需要に由来する。Recoverシナ
リオの想定下では、Well-to-tankの排出量の大部分は電力の生産・輸送に起因し、ReshapeとReshape+の政
策ではさらにその傾向が強まる。

図4.7. 2050年までの都市外の旅客輸送によるTank-to-wheelとWell-to-tankのCO2排出量の推移
3つのシナリオにおけるCO2排出量（単位：100万トン）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheel/wakeの排出は車両を使うこ
とにより（つまり車両の燃料消費により）生成される。Well-to-tankの排出はエネルギー生産中に発生する。したがって、電
気自動車（EV）に対するWell-to-tankの排出には発電からの排出が含まれ、EVのTank-to-wheel排出はゼロである。Tank-to-
wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。

 https://doi.org/10.1787/888934238926
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脱炭素化のポテンシャルが最も高いのはOECD加盟国

2015年、都市外の旅客によるCO2排出量が最も多かったのはOECD加盟国であった。つまり、これらの
国々は脱炭素化できる可能性が最も大きいことになる。Well-to-tankのCO2排出量の約55％は2つの地域、
具体的には米国・カナダ地域と欧州経済領域（EEA）・トルコ地域の2つの地域によるものであった。アジ
アは最大の人口を抱えるものの、Well-to-tankのCO2排出量の22％に過ぎなかった。
都市外の移動による排出量が最も多い交通モードは地域によって異なる。主に島国から成り立っている

OECD太平洋地域は、航空セクターが排出量の大部分を占める唯一の地域である。移行経済国では、航空
セクターの排出量が他の交通モードより多いものの、50％未満である。これはおそらく地域の面積と、鉄道
の利用が増えていることが理由だと思われる。その他の地域では道路交通がCO2排出の主要因となってい
る。これは特に米国とカナダ、及びサハラ以南のアフリカで顕著で、自家用車、バス、電車、フェリーが
全排出量の約80％を占めている。

Recoverは2050年までに都市外の交通による排出量が増加する唯一のシナリオである。排出量は2つの
地域、米国とカナダ、欧州経済領域とトルコの2つの地域を除く全地域で増加する。これら2地域は、2015

年のCO2排出量の大半を占めている。両地域は最も経済的に発展した地域であり、そのため陸上車両の効
率化と電動化、及びエネルギーセクターの脱炭素化による恩恵を最も受ける。その他の地域は、とりわけ
アジア、中東・北アフリカ、サハラ以南アフリカで顕著であるが、2050年に今よりさらに多くの排出量と
なる。サハラ以南アフリカは2015年の数値の約4倍と相対的に最も大きく成長する一方で、絶対値ではア
ジアが4億7,500万トンのCO2増となり最大の伸びを示す。

ReshapeとReshape+の政策は、ほとんど全ての地域で都市外の移動に由来するCO2の排出を削減する。
Reshapeでは、米国とカナダ、及びEEAとトルコの両地域が最大の削減量を記録する。これらの地域では
プライシング措置（カーボンプライシング、チケット税等）が厳しくなっているため、需要が持続可能な
モードにより強くシフトし、特にハイブリッド電動航空機の導入が促進されるようになる。排出量は2015

年の25％に減少する。サハラ以南アフリカは、都市外のCO2排出量が増加する唯一の地域である。絶対値
で最大の削減となるのが米国・カナダ地域で、予想されるWell-to-Wheel（油井から車輪まで）のCO2排出量
が7億2,000万トンの削減となる。Reshape+はReshapeとほぼ同じ数値で、排出量の数値が全て若干低く
なっている。
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図4.8. 2050年までの世界の地域別、都市外における旅客輸送からのCO2排出量
3つのシナリオにおけるCO2直接排出量（単位：100万トン） （Tank-to-wheel/wake）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・
カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ
以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238945

移動パターンと排出量は3つのシナリオ全てで変わる。2050年には、アジアとサハラ以南アフリカを除く
全ての地域で、CO2排出量の大部分を占めるのが航空セクターとなる。Recoverシナリオの場合、アジアから
の排出量は航空輸送と陸上輸送の間で均等に分割されている。他の2つのシナリオでは、技術の改善とより
野心的な政策により、排出量の大部分が航空セクターにシフトする。対照的に、サハラ以南アフリカでは、
Recoverにおいては陸上交通が都市外の全排出量の約60％に相当する一方、ReshapeとReshape+において
は航空輸送と陸上輸送がほぼ均等である。
裕福な地域ほど、旅客キロ単位での移動量が多いことから、一人当たりのCO2排出量が高くなる。2015

年、米国とカナダの平均的住民は、都市外の旅客輸送からWell-to-Wheelで2.5トン以上のCO2を排出した。
EEAとトルコの平均的住民は約700 kg、OECD太平洋地域の住民は430 kgを排出した。少ない方では、サ
ハラ以南アフリカの平均的住民はわずか72 kgしかCO2を排出せず、アジアの住民は 140 kgだった。
地域間の差は、旅客キロ数の観点よりも一人当たりのCO2排出量の観点の方が遥かに大きい。例えば、

2015年、米国とカナダの平均的住民は、アジアの平均的住民の9倍の距離を旅行した。CO2排出量で見る
と、北米の旅行者はアジアの住民の19倍のCO2を排出し、両者の差は2倍以上になっている。この結果は、
一方の地域では航空機と車による都市外移動が多く、他方の地域では鉄道とバスによる都市外移動が多い
ためである。これは非常に極端な例だが、ほとんどの地域間に同様の違いが見られる。
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図4.9. 2050年までの世界の地域別、都市外旅客輸送における一人当たりCO2排出量
3つのシナリオにおける一人当たりCO2直接排出量（単位：kg）（Tank-to-wheel/wake）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化した3つのシナリオを示し、パン
デミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリカ・
カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サハラ
以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934238964

Recoverでは、ほとんどの地域で一人当たりの平均排出量が増える。ただし、2015年に最も排出量が多
かった2つの地域、米国・カナダとEEA・トルコは例外である。この2地域は、鉄道インフラへの既存の投
資や計画中の投資により、一人当たりの排出量を減らしている。また、所得水準が高いことから、低排出
ガスの自家用車に乗り換えることもできる。これらの地域では交通需要の伸びが比較的低いことも重要な
役割を果たしている。他の地域は交通需要と排出量を切り離すことができない。特にアジア、移行経済国、
サハラ以南アフリカで一人当たりの排出量が増加している。

ReshapeとReshape+の政策は、世界中で都市外の移動に伴う一人当たりの排出量を削減する。削減幅
は経済的に発達した地域ほど大きい。Reshapeでは、陸上モードとの強い関連性から、EEA・トルコ地域が一
人当たりのCO2排出量をOECD太平洋地域と中東・北アフリカ（MENA）（それぞれ225 kgと190 kg）より
も低い17 kgまで削減できる。米国・カナダ地域は、一人当たり年間約0.5トンと依然として最大量のCO2

を排出するものの、絶対的にも相対的にも最も減少している。道路交通とエネルギーセクターが脱炭素化
する中で、航空移動の排出量の割合が、炭素集約度は2015年に比べて遥かに低くなっているものの、最も
大きくなる。

公正な脱炭素化: 都市外の旅客による排出量を公平に削減

交通は、社会的包摂と幸福を促進する触媒になり得る。脱炭素化政策を含め、交通政策は、人々のアク
セス性やコスト・メリットの配分に影響を与えることで公平性を達成する。交通政策は、個人の経済的・
社会的成果にも影響を与える。経済、気候変動、幸福の目標の整合性を取ることが大切である。Covid-19禍
はモビリティに甚大な影響を及ぼし、その結果、仕事やサービス、社会的繋がりなどの必需品へのアクセ
スに支障を生じさせた。Covid-19禍中、自動車のオーナーは他の交通手段しか持たない人々より明らかにア
クセス面で有利だった。比較的短い距離なら徒歩や自転車で移動することができるが、低所得層にとって
地域や都市間を移動するのは極めて困難だった。パンデミックがなくても、様々な交通手段を使えるかど
うかが人々の移動パターンを決定づける。低所得層は航空機も高速鉄道も使えないことが多く、都市部以
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外の移動はバスや、地域によっては鉄道を利用する。
政策立案者は、より効率的で手頃な料金の長距離移動サービスを保護・促進すべきである。交通機関は

Covid-19禍による財務上の損失に動揺している。彼らは高い運転コストと利用者の減少に直面している。
政策立案者は資金不足に対処する必要がある。航空セクターには緊急援助が決定されたが、低所得の移動
者を顧客とするバス事業者もサービスを続けるためには政府の支援を必要とする。
交通プロジェクトは、より移動の多い旅行者に利益をもたらすことが多い。従来の交通計画の費用便益

分析では、移動時間の節約が利用者の便益の大半を占める。しかし、移動時間の節約は、すでに移動が多
い人々にとっては便益だが、車を運転しない人、高齢者、低所得者や身体障碍者といった移動が制約され
ている人々にとっては便益を得られにくい（Lucas, Tyler and Christodoulou, 2009[47]）。

交通に関する判断の環境的公平性

交通政策の決定は、環境目標と社会目標のバランスを取らなくてはならない。持続可能な交通計画には、
経済、環境、社会正義の間でトレードオフが必要になることが多い。経済開発と環境、並びに経済開発と
社会的公平の間のトレードオフに多大な注意が払われてきた。しかし、環境と公平性の目標のバランスを
とることには、そこまで関心が向けられなかった。これら2つの目標の兼ね合いを見つけることを環境正義
という（Mitchell, 2005[48]）。交通セクターの脱炭素化政策では、様々な対策を公平に実施することが求め
られる。環境正義は、交通に関する意思決定が健康と環境に与える負の影響が、マイノリティや低所得層
に不均衡に及ばないようにすることである（Forkenbrock and Schweitzer, 1999[49]）。
持続可能な交通の進歩は、万人に恩恵をもたらす。世界各国の政府が、交通による排気量を削減するた

め電気自動車の推進に注力してきた。インセンティブにもかかわらず、電気自動車はこの先4～6年間、同
等の内燃エンジン車より高価であり続ける（Soulopoulos, 2019[50]）。価格の高さから多くの消費者にとっ
て手が届かないものとなっている。政策立案者は、交通における環境面の進歩が誰も置き去りにしないよ
うにしなければならない。電気自動車の使用を奨励する税額控除等の財政的インセンティブは、多くの場
合、所得水準に関わらず全ての消費者に平等に提供されている。その結果、社会的便益が不均衡となって
しまう。電気自動車の社会的便益として、エネルギー安全保障の向上と温室効果ガスの排出量削減がある。
エネルギー安全保障向上の社会的便益は全国的に共有される一方で、大気質改善の恩恵はより不均衡に分
配される（Skerlos and Winebrake, 2010[51]）。電気自動車を購入するための税額控除が所得水準により調
整されれば、低所得者層の間でも導入が進み、また社会的便益のより平等な配分に繋がる。
カーシェアリングと充電インフラの改善は誰にとっても恩恵がある。Covid-19禍の影響が残る中、低排出

ガス車の販売や充電インフラへの投資を奨励する復旧策は、環境と公平の目標を達成するため、自家用車
よりもカーシェアリングに焦点を当てるべきである（Buckle et al., 2020[52]; Goetz, 2020[53]）。未来の交
通は、共有・自律・電気自動車によって形成される。その変化を牽引するのは民間セクターである。この
変化がもたらす公共と民間の恩恵を考えると、政策立案者は社会的公平が官民双方の優先事項であること
を確認する必要がある。
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炭素税があまり裕福でない層の負担になってはならない

排出量の削減を促すために採用した価格決定メカニズムは、公平性に悪影響を及ぼし得る。炭素税が公
平性に及ぼす影響については、政策手段として構想されて以来、論議の的となってきた。炭素税は移動の
コストに影響し、旅客需要、モードの選択、及び道路網における交通の流れに変化をもたらす。低炭素の
道路交通を実現する上で重要である（ITF, 2020[54]）。ただし、理論的にも経験的にも、炭素税やエネルギー
税は逆進性があり、低所得者層の方が高所得者層よりも相対的に影響を受けることで不公平になり得る。
炭素税が炭素排出量の削減に寄与するという確固たる証拠があるとはいえ、排出量を削減するための手段
としてのカーボンプライシングの導入は遅れており、また躊躇されている。これは、炭素税が逆進的な分
配効果により反対されていることに起因する（Büchs, Bardsley and Duwe, 2011[55]）。
低所得者層は逆進税の重荷を背負うことになる。炭素税は往々にしてその国全体を対象に決定・適用さ

れるため、都市外の旅客輸送に最も影響が大きくなる。所得や生活水準、消費性向・パターン、社会経済
集団の違いによって、一律の政策に異なる反応が起こり、逆進的な分配効果が生じる（Liang, Wang and 

Wei, 2013[56]）。低所得者層は航空機を頻繁に利用するわけではないかもしれないが、他に交通手段がある
かどうかによっては、高所得者層よりも重い負担を強いられる可能性がある。炭素税によって得られた歳
入をどのように使うかが、低所得者層への負担を軽減あるいは撤廃する上で大きな役割を果たす。
炭素税を採用する前に分配効果を分析することで、懸念される領域と、公平性への影響が認められるも

のの甚大ではない領域を明確にできる。例えば、航空便の料金施策。航空便の大部分を利用するのは、人
口のごく一部である。米国では2016年に人口の12％が6回以上飛行機を利用しており、航空便全体の68％
を占める（Rutherford, 2019[57]）。イギリスではわずか1％の住民が国際線の約20％を占め、10％の住民で
半分以上を占めている（Kommenda, 2019[58]）。26のEU加盟国で、航空移動に伴うカーボンフットプリン
トが、支出と所得に応じて増加している（ Ivanova and Wood, 2020[59]）。したがって、運賃決定メカニズ
ムを持つ航空便をターゲットにすることは、排出に責任のある人々にコストを転嫁するものであり、逆進
性はないと考えられる。
炭素税はネガティブな分配効果を生じさせることなく実施できる。低所得者層に税の負担がかからな

いようにする特例措置を設けて成功した例もある。こうした措置は様々な形で適用できる。例えば、ス
ウェーデンはエネルギー製品に対する増税と引き換えに所得税率を引き下げた（Speck, 1999[60]）。デン
マークでは、炭素税による歳入を労働者への補助金や省エネ投資といった他のセクターに使えるようにし
た（Wei et al., 2008）。政策立案者は、こうした分配上の影響と、これを避けるために取り得る手段を頭に
入れておくことが大切である。歳入は、直接的な移転と補助金を通してグループや個人に循環させること
ができる。特定のグループに対して、免税や軽減税率を最初から適用することも可能である。これらの措
置は全て、炭素税の有効性に直接的に影響する。

都市外の交通の公平性の定量化

本章の冒頭で述べたとおり、検討した3つのシナリオ全てにおいて、一人当たりの都市外旅客輸送は年々
増加している。しかし、一人当たりの需要が増加したからといって、状況がより公平になるわけではな
い。公平性への影響を評価するには、地域全体の活動の分布を調べる必要がある。所得の分布を知る指標
としてジニ（Gini）係数がある。ジニ係数が1であれば、全ての所得が一人の個人に集中していることを意
味し、ジニ係数が0であれば、全ての個人に所得が均等に分配されていることを意味する。地域における一
人当たりの旅客キロ数を調べるときも同じような手順が使われる。2015年のジニ係数は0.47である。2050

年にはRecoverが0.36、Reshapeが0.38、Reshape+が0.39と、3つのシナリオ全てにおいて低くなっている。
ReshapeとReshape+はいずれも、移動のコストを高め負担の大きい政策・対策を想定している。こうし
たコスト高は比較的経済力に劣る地域にとってより多くの負担となる。そのため、2015年から2050年にか
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けて、地域間の一人当たりの旅行需要の差は縮まるが、ReshapeとReshape+の価格設定メカニズムでは、
Recoverよりも差が縮まらない。

2015年における都市外の交通による一人当たりのCO2排出量は、一人当たり旅客キロ数と比較して地域
間での偏りが大きい。基準年のCO2排出量のジニ係数は0.52であるのに対し、旅客キロでは0.47である。
2050年には、ジニ係数が全てのシナリオで0.35程度まで減少する。ただし、旅客キロの場合とは対照的
に、Reshapeシナリオにおいてわずかに公平である。これは、排出量の多い地域では、脱炭素化政策の効果
が大きいことを示している。

政策提言

都市外の交通は、気候政策において見落とされている継子のような存在である。交通による全排出量の
うち3分の1以上、また旅客輸送によるCO2総排出量の半分以上が、地域及び都市間の移動によるものであ
る。増え続ける農村地帯からの通勤者、都市間を移動する人たちや観光客によるカーボンフットプリント
に対処しない限り、気候変動を抑制することは難しいであろう。

Covid-19禍は、都市外の旅客輸送、とりわけ航空セクターからの排出量を一時的に低減させた。しかし、
地域と都市間の交通はリバウンドし、2050年までに少なくとも2倍になると見込まれる。現在進めている政
策が変わらないと、排出量が25％増加することになる。
政策の転換により、都市外の交通をより持続可能にする道が開かれる。Covid-19禍による脱炭素化という

果実を固定化できれば、今後30年間で排出量を半分以上削減することができる。脱炭素化への投資を経済
回復策の優先事項とすることで、都市外の交通を正しい道に導くことができる。以下の推奨事項は、その
道程における重要なステップを記述している。

クリーンな代替策を奨励するため、高炭素の都市外交通の料金を引き上げる

政府は、炭素の使用に課税したり、現在は低税率又は非課税となっている交通手段への課税を引き上げ
たりすることができる。国際交通については、これらの料金設定メカニズムは、出発国と到着国の両方に
おいて適用される必要がある。これにより、抜け穴を最小限に抑え、調達した資金を交通の脱炭素化のた
めに確実に使えるようになる。代わりの交通手段が存在しない場合、移動コストの上昇により需要がわず
かに減退し、行動の変化をもたらすかもしれない。交通による炭素に価格を付けることによって、例えば
航空機用の混合燃料や電動航空機をより魅力的なものにする、又は既存のモードをより持続可能で手頃な
料金にする等の措置が促され、よりグリーンな代替交通手段の利用が促進される。
各国政府は、国内で炭素価格を設定するだけでなく、国際航空の価格設定メカニズムに関する二国間又

は多国間協定の締結を目指すべきである。効果的なカーボンプライシングを導入するには厳しい交渉が求
められ、反対に遭うこともある。しかし、高炭素な交通にペナルティを課したり低炭素な交通を促進した
りするよりも、何もしないでいる方が遥かに高いコストになるだろう。

持続可能な都市外交通を促すCovid-19禍の復旧策を策定する

Covid-19禍からの復旧を目的とした経済刺激策には、持続可能な交通をサポートする環境条件を盛り込
むべきである。政府は、ガソリン及びディーゼル車よりも電気自動車の製造と使用を優遇する必要がある。
こうしたインセンティブは、特に都市外でのシェアード・トランスポートや公共交通機関として使われる
大型車両を対象とすることができる。そうすれば、低排出ガス車の恩恵を都市や自家用車のオーナー以外
にも広げることができる。
交通事業者に対する救済策は、気候関連の一定の目標を満たすことを条件とすることができる。これは
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交通エコシステム全体に適用されるが、都市外の旅客輸送に関するより具体的な例として次のものが挙げ
られる。都市間及び地域の鉄道輸送の頻度と運行の質における改善。バスやタクシー事業者が低排出ガス
やゼロエミッション車に切り替えるための奨励策。そして最後に、政府と企業は、職員・従業員に対して、
出張に飛行機や車でなく鉄道を利用するように促すことができる。

ゼロカーボンの交通がクリーンエネルギーに依存することを反映して、 
交通セクター及びエネルギーセクター全体で一貫した脱炭素化政策を策定する

低炭素又はゼロカーボンの交通は、クリーンエネルギー、つまりエネルギーセクターの脱炭素化なしに
は実現できない。交通を包括的に脱炭素化するには、電力供給網をグリーン化し、バッテリー技術を改善
することに焦点を当てた復旧パッケージが不可欠である。都市外の交通では、電気に頼る部分がますます
増えていくため、グリーングリッドが不可欠である。道路車両の電動化、鉄道のさらなる電動化、そして
航空機のハイブリッド化は、脱炭素化目標の達成に寄与するものであり、クリーンな電気に依存している。

長期的なイノベーションを奨励するため、航空セクターにおける代替燃料の使用を
義務化する

航空機における代替燃料の採用を奨励することで、短期的には排出量を削減し、長期的にはイノベー
ションを促すことができる。当初、代替燃料の一定の割合は、持続可能な資源、つまりバイオ燃料、もし
くは持続可能な資源を原料とした合成燃料とする。燃料マンデートは、将来における持続可能な航空燃料
のイノベーションと採用を刺激し、航空機の効率を改善するためのさらなるインセンティブとなる。こう
した措置は、航空コストに直接的・間接的に影響し、需要の減少に繋がる可能性がある。

低排出な都市外道路交通への移行を、より手頃な価格とすることにより、また、 
よりクリーンな交通手段に対する消費者の信頼を高める施策によって奨励する

電気自動車をはじめとする低排出ガス車は、購入補助金や税の還付・減免により、消費者にとってより
手頃で魅力的なものになる。特に都市部以外の潜在的なユーザーにとっては、低排出ガス車の初期コスト
の高さと充電インフラの少なさがネックになっている。都市間路線に急速充電のインフラを設置すること
により、電気自動車を長距離移動においても信頼できる移動オプションとして確立できるだろう。公共セ
クターでは、例えば、公用車を低排出ガス車にし、公共の充電ポイントを設置するなど率先して取り組む
ことができる。コスト削減と性能向上のために、よりクリーンな車両と燃料技術の研究開発への資金提供
をさらに積極化すべきである。

包括的な脱炭素化に向け新たなテクノロジーを広範に利用できるよう、 
交通セクターの枠を超えて技術開発に積極投資する

新たな自動車技術や燃料技術の導入を奨励する政策は、その技術開発が需要を満たすのに十分な規模で
利用できなければ、脱炭素化の取り組みには役立たない。需要に応え迅速な導入を実現するためには、既
存及び新規産業における新技術の研究開発に多額の投資を行う必要がある。具体的には、新しいバイオ燃
料の開発、より効率的な航空機の設計、バッテリーのコストを低減させつつ容量を増大させるといったこ
とが挙げられる。これらの開発に必要な人的資本についても、事前に育成・計画される必要がある。
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注記
1 総航空需要におけるハイブリッド電動航空機の影響を明確にするため単純化が行われている。ハイブリッド電動航空機に
よって移動した総距離は、従来の燃料のみを動力源とした距離と電気を動力源とした距離に分けられている。その合計が総
移動距離である。こうして、ハイブリッド電動航空機の電気コンポーネントにより移動した総旅客キロ数を算出することが
可能となる。
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第5章 貨物輸送：大胆な行動で
貨物輸送を脱炭素化

本章では、貨物輸送が持続可能な輸送システムに果たす重要な役割と、

このセクターを脱炭素化する上での課題について解説する。具体的には、

3つのシナリオにおける今後30年間の貨物輸送及びその排出量について

見通しを述べるとともに、貨物輸送を持続可能な方向へと導くための政

策を提言する。脱炭素化に伴う地域ごとの潜在的な不均衡を論じるととも

に、よりクリーンな貨物輸送へ公平に移行する上での重要な考慮事項につ

いて説明する。
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概要
貨物輸送によるカーボンフットプリントは人の移動によるカーボンフット
プリントと等しく重要
貨物輸送は国境を越えるという複雑さと商業的性質を有することを考えると、政策立案者からの注目度は

意外にも低い。貨物輸送は交通全体のCO2排出量の40％超を占めるにもかかわらず、旅客輸送に比べて政
策立案への意欲が比較的低かった。貨物輸送の需要は、野心的な政策アジェンダに取り組んだとしても、今
後30年間で2倍以上になると予想される。このセクターを脱炭素化するには、大胆かつ迅速な行動が肝要で
ある。

Covid-19禍前の「常態」に戻るということは、貨物輸送による排出量が増加し、気候変動の緩和目標を達
成できないことを意味する。しかし、脱炭素化に向け断固たる行動を取れば、貨物輸送のCO2排出量を2050

年には2015年より72％削減できる可能性がある。そこで鍵となるのが、全てのモードでの低炭素技術の採
用、貨物混載、コラボレーション、標準化といった施策である。
交通の脱炭素化には道路貨物が決定的に重要である。現在、トラックは貨物に由来するCO2全体の65％を

排出しており、今後も陸上交通の独占的なモードであり続けることが予想される。長距離輸送の大型トラッ
クに対するカーボンニュートラルなソリューションは普及への商業的な見通しが立っていない。車両技術、
供給・流通インフラのさらなる進歩が必要である。
世界の貨物輸送の70％以上を占めるのが海上貨物輸送である。海運の炭素強度は比較的低いものの、

その排出量は「パリ協定における国が決定する貢献（National Determined Contributions of the Paris 

Agreement）」には含まれていない。このセクターは国際海事機関の管轄下にあり、国際海事機関において排
出量の目標が設定されてはいるが、海運の排出量を大幅に削減する対策については未だ合意していない。ク
リーンで公平な移行には緊密な国際協力が必要である。

Covid-19禍を受け、強靭なサプライチェーンを求める声が高まっていることから、貨物の脱炭素化に向け
た機会が生まれている。デジタル化と自動化の加速は物流の最適化と炭素強度の低減を後押しする。刺激策
としては、代替燃料の生産、流通・供給インフラへの投資がある。また、こうした刺激策はマルチモーダル・
ソリューションの可用性とその競争力を高めることにも繋がる。保有車両をより新しい、クリーンなものに
更新することも欠かせない。
化石燃料は代替燃料に急速に置き換わりつつある。歴史的に見て非常に廉価な燃料価格は、化石燃料の補

助金を段階的に廃止する機会にもなる。多くの先進国で長期金利が0％近くとなっており、こうした投資の社
会的収益率がプロジェクトの財務コストを上回る可能性が高い。世界は、クリーンな貨物輸送への公平な移
行を成功させるべく大胆な政策を打ち立てる、かつてない機会を得たのである。

政策提言
• 景気回復、貨物の脱炭素化及びサプライチェーンの強靭性を支援するために調整された刺激策を策定
する。

• 運送業者の賛同を得るため、貨物の脱炭素化に対する野心と価格インセンティブの整合性を図る。
• コストと排出量を削減するため、すぐにでも採用できる貨物の脱炭素化対策を迅速に拡大する。
• 貨物の排出量削減を図るため国際的な協力体制を強化する。
• 新たなクリーンテクノロジーの採用を迅速化させるため、標準化手順を加速させる。
• 標準的なソリューションとのギャップを解消するため、地域の実情に合わせて脱炭素化の道筋を調整
する。

• 制度設計を改善するため、民間が保有するデータをさらに利用できるようにする。
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本章では、航空、海上、及び道路、鉄道、内陸水路といった陸上モードにおけるあらゆる貨物輸送につ
いて扱う。国際と国内双方の動向を分析対象とする。また、都市部の貨物は、特に断りがない限り道路貨
物の一部として扱う。本章では貨物輸送の現状を概説し、貨物の脱炭素化をめぐる課題と機会を明らかに
する。Covid-19禍が貨物の輸送に及ぼした影響を振り返り、貨物輸送セクターが直面している差し迫った
構造変化、潜在的及び長期的な構造変化を見ていく。また、貨物輸送セクターの将来の発展に関する3つ
のシナリオに基づき、よりクリーンで公平な貨物輸送へと移行するための政策を探索していく。Recover、
Reshape、Reshape+の各シナリオの詳しい結果を紹介した後、脱炭素化政策に伴う地域ごとの不均衡と、
Covid-19禍により浮き彫りになった貨物市場の構造変化についても論じる。政策提言は本章の最後にまと
めてある。
貨物輸送は世界経済の血脈であるが、CO2の主たる排出要因でもある。2019年における貨物の総輸送量は

145兆2,290億トンキロであった。ITFの推計によると、これは32億3,300万トンのCO2排出量に相当する。
同年、貨物は交通の総排出量の42％を占めていた。2020年、Covid-19禍により旅客輸送が急減したことに
より貨物の割合は50％に上昇した。最も楽観的なシナリオでさえ、今後30年間で貨物輸送の需要は2倍以
上になると予想されている。Covid-19禍前の政策が続けば、貨物による排出量は2050年まで減少すること
はなく、2015年より22％高くなる。対照的に、野心的な政策を講じることで、今後30年間で排出量を劇的
に削減できる。
道路貨物は陸上貨物輸送を独占し続け、貨物に由来する排出量全体の65％を占めることから交通の脱炭

素化において決定的な役割を果たす。長距離輸送の大型トラックに関するカーボンニュートラルな交通ソ
リューションは、まだ商業的に広く普及していない。車両技術、供給・流通インフラにおけるさらなる発
展が必要である。この移行には数百万の小規模な企業が保有するトラックを刷新し、クリーンエネルギー
で走る車両に切り替える必要がある。
海上運送は全トンキロの70％超と貨物輸送を独占している。積載能力が高く炭素強度が低いことから、

CO2排出量は貨物輸送の全排出量の約20％であるものの、道路貨物に次いで2番目に高い。
貨物需要の伸びは従来の予想よりもペースが遅い。従来の予想では、トンキロ単位の貨物輸送が2050年

までに3倍以上になるとされていた（ITF, 2019[1]）（ITF, 2017[2]）。ITFの現在の予想では、貨物の成長は若干
低くなるものの、2050年までに2倍以上になると見ている（図5.1）。成長鈍化の主な原因は、Covid-19禍に
伴うGDPの低下と貿易の落ち込みである。この結果、2015年から2050年までの貨物輸送の年平均成長率は
Covid-19禍前の3.4％という予想から、Recoverシナリオにおいては2.7％となっている。Covid-19禍の影響
を考慮する前でさえ、更新されたGDPと貿易に関する予測は、2019年のITF交通アウトルックに向けたモデ
ル化の時点の予測を下回る成長を示していた。Covid-19禍はさらなる減速をもたらした。加えて、平均距離
も、長距離貿易への依存度が低いRecoverシナリオを含めて、2019年のモデリングより短い。

Reshapeシナリオでは、化石燃料の消費量減少に加えて3Dプリンティングの増加もあり、貨物需要の伸
びはさらに鈍化する。こうした傾向はReshape+でさらに強まる。これに貿易の地域化が加わると、成長が
一層鈍化することになる。2050年には、Recoverと比較して、貨物輸送はReshapeで11％、Reshape+では
18％減少する。もっとも、Reshape+においても2015年から2050年までの間に交通需要は2倍になる。
排出量の大幅削減は実現可能だが、そのためには大胆な行動が必要である。Recoverシナリオでは、各国

が表明した政策が盛り込まれており、「何もしないアプローチ」ではないが、炭素排出量が2050年までに
2015年比で22％増と長期的に増加していく。それでも、2019年以降の需要減少と新たな削減公約によっ
て、2019年版のITF交通アウトルックと比較して排出量が減少したことの意味は非常に大きい。
貨物は交通による全排出量の約42％を占め、2050年には44％を占めるようになる。より野心的な政策に

よって削減することが可能となる。貨物は他の交通セクターと足並みを揃えながら排出量を削減し、気候目
標の達成に貢献することができる。Reshapeシナリオでは、貨物輸送による排出量は2050年までにRecover

シナリオの場合より70％減少、また2015年より64％減少する。Reshape+での削減はさらに大きく、2050年
にはRecoverと比べて77％減少、2015年と比べて72％減少となる。交通の排出量全体に占める貨物の割合
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は、Reshapeでは横ばいだが、Reshape+では37％未満まで減少する（第2章の図2.8を参照）。
Reshapeシナリオは大幅に強化されたリーダーシップと加速度的なテクノロジーの移行を想定している。

2015年から2050年までの間に貨物輸送の炭素強度を84％低下させるには、経済、法規制、技術、そして
運用面の幅広い対策を結集させなければならない。それでもなお、このシナリオの成功は、外部要因によ
り貨物輸送の需要の伸びが鈍化することを前提としている。Covid-19禍は経済的にも社会的にも衝撃的で
あった。Reshape+シナリオは、政策立案者がCovid-19禍を「より良い復興（Build Back Better）」を行う
機会として活用し、Covid-19禍で出現したポジティブなトレンド及び施策を強化することで、排出量をさら
に削減することを想定している。

図5.1. 貨物輸送の需要と排出量の動向
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貨物輸送の脱炭素化：現状

ほとんどの貨物輸送活動は海上で行われている。海運セクターは貨物輸送の70％以上、貨物による排出
量の約5分の1を占める。海上貨物の需要は過去20年間で約2倍に増加し、年平均では3.7％の成長を遂げて
いる（図5.2）。
道路貨物は貨物輸送全体の15％だが、同セクターのCO2排出量の44％を占めている（図5.8及び図5.11

を参照）。道路貨物輸送は、道路、鉄道、内陸水路を合わせた世界の貨物量の60％を占める圧倒的な陸上輸
送モードとなっている。道路貨物は今後、たとえシェアが低下する傾向になったとしても、その地位を維
持するであろう。

都市部の配送は貨物による全排出量の約20％を占めており、海運と同じである。
しかし、海運が貨物輸送全体の70％をカバーするのに対し、都市部での配送
は3％を占めるに過ぎない。

都市部の貨物輸送は短距離をカバーし、少量の積み荷を多頻度で配送する。こうした輸送形態は貨物輸
送全体の約3％に過ぎないが、炭素消費量は非常に多い。都市部の配送は貨物輸送に伴う全排出量の約20％
と、世界の海運とほぼ同じ排出量を占める。
鉄道と内陸水路は最も炭素強度の低い地上モードである。2015年に鉄道は世界の陸上輸送の30％を占め、

野心的な脱炭素化政策を採用すれば2050年には約35％になる。ただし、鉄道輸送の需要は3年連続で伸び
た後、2019年にOECD、EU加盟国、米国で減少した（図5.4）。中国は全ての陸上貨物輸送が伸び、他のどの
国よりも内陸水路を活用している。

図5.2. 海運の総需要の推移（2000年～2018年）
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出典：2000-2018年のトン数に関するデータはUNCTAD（2020[3]）から引用。World seaborne trade database, http://stats.
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トンキロで見ると、世界の貨物輸送のうち航空貨物は1％にも満たない。その理由は、空輸される貨物の
ほとんどが高価で軽量であるためである。航空貨物は最も炭素強度の高い輸送モードであり、国際エネル
ギー機関（IEA）のデータをもとにしたITFの推計によると、トンキロ当たりの排出量は貨物セクターの平均
値の20倍に達する。航空貨物の需要は2011年から2016年まで比較的安定し、2016年から2017年にかけて
9％増加した（図5.3）。

図5.3. 世界の航空貨物量の推移（2011年～2017年）
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図5.4. 交通モード別の陸上貨物需要（2016年～2019年）
（単位：10億トンキロ）
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陸上交通の割合が最も高いのは急成長している新興国である。2015年にはアジアが世界の陸上貨物輸送
トンキロの39％を占めていた。2050年には、半分近くがアジアに集中する見通しである。サハラ以南アフ
リカ（SSA）、アジア、及び中東・北アフリカ（MENA）は、陸上輸送の成長率が最も高い。一方で、欧州
経済領域（EEA）・トルコ地域、米国とカナダ、OECD太平洋地域は最も成長率が低い。
輸入関連輸送に占めるアジアの割合は、2015年の28％から2050年には40％以上に大幅に増加する。ラテ

ンアメリカ・カリブ諸国（LAC）と中東・北アフリカ（MENA）への輸入輸送も、他の地域より速い成長と
なる。先進国では、輸入目的の輸送が依然として増加するものの、ReshapeとReshape+シナリオでは年率
1％に満たない。特に欧州経済領域（EEA）とトルコでは、化石燃料の貿易が減少することに関係している。
より野心的なシナリオでは、中東・北アフリカ（MENA）や移行経済国（旧ソ連諸国及びEUに加盟してい
ない南東欧州諸国）の輸出は、2050年には2015年と比べて4分の1から3分の1に減少する。現在化石燃料の
輸出に依存している地域は、脱炭素社会への厳しい移行に直面する。化石燃料の輸入に依存している地域
では脱炭素化へのインセンティブが大きい。
より野心的な脱炭素化政策を進める地域は、世界市場での競争力を高めるだろう。ヨーロッパは各シナ

リオでより大胆な施策を採択しており、Reshapeシナリオでは2015年比で輸出関連の輸送コストが最も低
減すると見ている。その一方で、OECD太平洋地域のように主要消費地から遠い地域や、中東・北アフリカ
（MENA）やサハラ以南アフリカ（SSA）のように脱炭素化のペースが遅い地域は、輸出に係る平均輸送コ
ストが上昇する。後者は、一人当たりGDPの上昇に加え、炭素税などの脱炭素化対策を含む複合的な要因
により輸送コストの大幅な上昇を負担することになる。これらの地域での対策の展開が加速されない、あ
るいはコスト面での悪影響が軽減されない場合、グローバルな交通の脱炭素化への取り組みが不公平だと
受け止められる恐れがある。

人の移動によるカーボンフットプリントと同様に、貨物輸送に伴うカーボン
フットプリントにも注意を払う必要がある。

貨物の主な課題

貨物輸送で大きな問題となるのが技術の進歩の遅さである。長距離用大型トラックのカーボンニュート
ラルな輸送を可能にするための先進技術はまだ実験段階にある。道路輸送は今後も陸上輸送の主流であり、
貨物輸送による排出量の最大のシェアを占める。バッテリー、その他の代替燃料、供給・流通インフラ、
及び車両の開発が、未だ量産し普及できる水準まで成熟していない。
国際貨物モードのグローバルルールの不足もネックになっている。パリ協定の温室効果ガス削減・抑制

目標（NDC）には国際的な海運・空運の排出量が盛り込まれていない。これらセクターの脱炭素化に向け
た取り組みと規制は、特定の国や地域に縛られることなく、国際機関である国際海事機関（ IMO）と国際民
間航空機関（ ICAO）の管轄である。このような状況下では、大胆な対策を講じることは難しく、また時間
もかかる。
政策の不備が貨物の脱炭素化を妨げている。従来、気候変動との闘いにおいては、モノの移動よりもヒ

トの移動に注意が向けられてきた。貨物は主として民間のビジネスであり、公共サービスの義務が課せら
れることなく、旅客輸送ほど政策決定の中心として扱われることもなかった。そのため、政策を評価する
ために必要となるモニタリング、データ、さらには成熟した方法論的ツールが欠如している。
長距離貨物輸送において、商業的に採算が取れるカーボンニュートラル技術がないことを克服しなけ

ればならない。運送業者がゼロカーボンの車両、ゼロカーボンの燃料に投資したいと思えることが必要で
ある。従来の車両や燃料よりも高いコストを支払わなければならないのであれば、低炭素の車両や燃料に
投資する運送業者はほとんどいない。このような価格差が生じるのは、温室効果ガスの排出や気候変動と
いった負の外部性が従来の車両や燃料の価格に反映されていないことが一因である。事実、海上輸送など、



  |   173

ITF交通アウトルック2021

貨物輸送の一部は燃料税が免除されている。これらは低炭素の輸送に移行する上で障害となっている。
貨物輸送の脱炭素化を成功させるためには、化石燃料に対する免税措置を段階的に廃止していく必要が

ある。貨物輸送による排出量を地域、国、超国家又はグローバルレベルのカーボンプライシング制度に含
めれば、低炭素に移行する道筋ができる。国際海運など、グローバルな産業はグローバルなルールに従う
のが理想だが、カーボンプライシングに関する国際的な合意がない場合、次善策として超国家的なイニシ
アティブを利用する手もある。
カーボンプライシング制度は公平さが大きな課題となる。この種の対策にかかる追加コストは、人口集

団や経済部門、世界の各地域に均等に課されるわけではない。汚染と低い燃費効率を解決することを目的
とした税制は、そのコストと利益を公正に分配することを考慮に入れなくてはならない。不公平感がある
と反発を招く恐れがある。

貨物の脱炭素化に向けた3つのステップ

貨物の脱炭素化においては、簡単に行えることが多く存在する。道路貨物に対してすぐにでも実施でき
る対策としては、空力性能の改修、タイヤの転がり抵抗の低減、車重の軽量化、エンジンの高効率化及び
ハイブリッド化がある。燃費とCO2排出量に野心的な基準を設定すれば、こうした対策が広く導入されや
すくなる。都市内の貨物輸送については、すでに商業的に成り立つ代替燃料が存在、あるいは近い将来提
供される予定である。政策は、価格決定メカニズムやその他のインセンティブ、より厳しい排ガス基準、
ゼロエミッション・ゾーン、充電インフラ、そして大型車による代替燃料の採用の促進などの措置を通し
て、都市圏の物流業務における代替燃料の採用を後押しするものでなければならない。他にも主な例とし
て、エコドライブ教育や、特定の路線に大容量車両（High-Capacity Vehicle: HCV）を投入して効率を最大
化するためのトラックの全長や重量の制限緩和がある。さらに、新たな機器やプロセスの共通規格の採用、
オフピーク配送の奨励、集積所の設置、ルートの最適化、目標値を設定した自主的な排出量削減プログラ
ムなど様々な対策がある。これらの対策については、Transport Climate Action Directory （ ITF, 2020[6]）、
Towards Road Freight Decarbonisation Trends, Measures and Policies （ ITF, 2018[7]）、 Decarbonising 

Maritime Transport Pathways to zero-carbon shipping by 2035 （ ITF, 2018[8]）、How Urban Delivery 

Vehicles can Boost Electric Mobility （ITF, 2020[9]）といったITFのレポートやリソースで解説されている。
物流会社間で協業をさらに進めれば、排出量を削減しコストを節約できる。これまで、陸上輸送におけ

る会社間の協業は限られたレベルでしか行われてこなかった。脱炭素化の大きな可能性を引き出すには協
業の規模を拡大することが肝要となる。とはいえ、反トラスト法により水平協業が行えない場合があり、
訴訟リスクから試験的な実施を見送った事例がいくつかある（ ITF, 2018[7]）。中立的で信頼できるサード
パーティによって運営されるデジタル・コラボレーション・プラットフォームは、こうした障壁を克服し、
フィジカル・インターネットへの道筋を示すものとして期待されている。Covid-19禍によるショックは、企
業間の資産共有を促進し、通常であれば空荷で復路につく車両に貨物を積むことを後押しすることとなっ
た。Covid-19禍の余波は市場の統合をもたらし、トラック業界など、これまでばらばらだった貨物輸送セク
ターが資産を共有して車両更新やクリーンテクノロジーのより迅速な展開が可能となる。ジャストインタ
イムという枠組みからジャストインケース（万一に備えて）という柔軟なアプローチへと力点を移すことで、
積み荷や出荷を集約化できる機会が増える。集約化によって、鉄道や内陸水路といった比較的炭素強度が
低いモードを含むインターモーダル・ソリューションの採用が促される。
気候変動目標を達成するには、貨物輸送が低炭素又はゼロカーボンのエネルギー源への移行を実現する

必要がある。現在、ゼロエミッション輸送に広く利用可能な成熟したソリューションを提供しているのは
鉄道のみである。ある程度のモーダルシフトが期待できるとしても、意味のある排出量削減を達成するに
は未だほど遠い。道路貨物輸送の大部分は単純に鉄道に移行できるものではなく、海上輸送と場合によっ
ては航空輸送にも依存する大陸間貿易ともなれば尚更である。長距離の大型貨物トラック、海運、空運に
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ついては、ゼロエミッション技術の普及にはまだ時間がかかる。今のところ、運送業者にとっては低炭素
のフリートと代替燃料に投資する魅力はない。気候目標を満たすには、採用したいと思える魅力的なゼロ
エミッション技術が必要である。道路上の車両への電気エネルギーの直接供給（電気道路）、水素や電池は、
大型長距離輸送を変革する可能性を秘めている。ただし、これには発電による排出量とグリーン水素の利
用可能性は含まれていない。
内燃エンジンが1つの代替技術で置き換わるとは考えにくい。電気道路が、長距離の道路貨物輸送を効率

的に動かすことができたとしても、全ての移動をカバーするわけではない。電気道路のインフラがない場
所では、水素や電池、先進的なバイオ燃料で補えるかもしれない。代替燃料をどう組み合わせて拡大して
いけば広く利用できるのか判断するため、戦略的な政策選択が必要になるであろう。特に、供給インフラ
には多額の資金が必要となる。ソリューションを拡大するには優先順位付けが必要となるが、短期的には
ある程度の柔軟性を維持することができる。優先順位付けは試行錯誤のプロセスとなるが、さらなる研究
とパイロットプロジェクトを強く奨励していく必要がある。先進バイオ燃料や合成再生可能燃料（e-fuels）
といった低炭素液体燃料におけるブレイクスルーや、CO2回収・貯留（CCS）の導入加速化は、たとえ現時
点では予見できなくとも排除すべきでない。貨物輸送の脱炭素化に影響を与える政策オプションと影響要
因をさらに詳しく知りたい場合は、Alan McKinnonが提唱した物流の脱炭素化フレームワークが参考になる
（McKinnon, 2018[10]）。このトピックについて最近ITFが実施した調査をボックス5.1にまとめた。

ボックス 5.1. 貨物輸送に関するITFの最近の調査

韓国における郵便配達車の電動化
ITF（2020[11]）は韓国の8都市で郵便配達のバイクを電気自動車に置き換えた場合のコストとメリッ

トを評価した。従来のバイクと電気自動車を実地走行して収集したデータをもとに、運用コスト、安
全性能、環境への影響を検討した。調査の結果、全体的なメリットがコストを243％上回ることから、
置換プロジェクトを続けるべきであることがわかった。実地試験の参加者からなるフォーカスグルー
プの意見から、地域の状況を理解するためのパイロット調査やドライバーとの協議が重要であること
がわかった。また、ドライバーへの教育や、比較的大型のEVに適した配達ルートの調整が、このプロ
ジェクトに対するドライバーの信頼を得るための鍵となることが判明した。

ベトナム物流統計システム
ITFは2018年5月からベトナム物流統計システム（VLSS：Logistics Statistical System for 

Vietnam）の設立に寄与してきた。VLSSを構築した主な理由は、関連する全ての輸送・物流データを
単一の機関に収容することで、データの管理と普及を容易にし、有効活用できるようにすることで
あった。最も緊急性の高いデータギャップを埋めるため、ITFは2018年を対象に交通モード別・商品タ
イプ別の貨物移動に関する省レベルの発着地データ（単位:トン及びベトナム・ドン）を収集するため
の調査を行った。この調査により、ベトナムでは初めてとなる省別の貨物の流れに関するデータが作
成された。
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北東アジア地域における交通連結性向上に関する影響分析
この調査の主な目的は、特定のインフラ開発シナリオの下で、北東アジア内での貨物輸送の可能性

を評価する手法を提供することである。既存のITF貨物モデル（ ITF, 2020[12]））を調整して適用し、韓
国と朝鮮民主主義人民共和国、中国間の国境通過に関する2つの異なるwhat-ifシナリオの下で、現在
の接続性レベル、接続性及びネットワークのパフォーマンスに関する定量的指標を得た。各シナリオ
は韓国、朝鮮民主主義人民共和国、中国間の越境需要の強度と効率性の点で異なっている。

クリーンなトラック・バスのための規制と基準
このITF（2020[13]）レポートは、ゼロエミッション又は排出量がほぼゼロに近いトラックやバスを

実現するための大型車の技術基準に関する進捗状況を検討している。また、グリーンで包括的な経済
発展の最前線にあるテクノロジーを使用したプラグイン・燃料電池の電気自動車に焦点を当てている。
充電及び燃料補給インフラの技術基準に関する情報を掲載するとともに、将来の開発に向けて残され
た障壁と機会を明らかにしている。

パンデミックを克服する：Covid-19以降の貨物の課題及び機会

Covid-19禍による貨物需要の減少はここ数十年前例のないものだった。2020年第2四半期の貨物取扱量
は、2008年の金融危機の最悪期を下回った（ ITF, 2020[14]）。ITFは、世界の貨物輸送が2020年、前年比4％
減少したと推計している。貨物需要の二大牽引役である世界のGDPと貿易が劇的に落ち込んだ。1930年
代の世界大恐慌以来初めて、世界のDGPが前年比でマイナスとなった。最新の予測では、OECDが4.2％、
IMFが4.9％、世界銀行が5.2％の減少となっている（The World Bank, 2020[15]; IMF, 2020[16]; OECD, 

2020[17]）。世界の貿易額は国連貿易開発会議の予測では20％減少（UNCTAD, 2020[18]）、また世界貿易機
関によると9.2％減少するとされている（WTO, 2020[19]）。これらの減少は、2008年から2009年にかけて
記録された劇的な落ち込みに匹敵する、もしくは上回るものとなる。今回の危機は、影響が先進国に集中
し、急成長国や新興国への影響が少なかった2008年の金融危機とは異なり、全ての地域に同時に影響を及
ぼしている。システミック・クライシスの基準で見ても、これは100年に一度の、まさにグローバルな危機
である（Reinhart and Reinhart, 2020[20]）。

Covid-19禍ほどの規模の危機は、常にモノの生産と流通における変化を
引き起こし、加速させる。

Covid-19禍は貨物輸送と物流に長期的な変化をもたらすだろう。これほどの規模の危機は、常にモノ
の生産と流通における質的変化を引き起こし、加速させる。2008年の金融危機は、GDPと貿易成長の乖離
（デカップリング）を引き起こした。また、ギグ・エコノミーが台頭するきっかけにもなった。2008年か
ら2018年にかけて、貿易の成長率は過去10年間の半分にとどまり、GDPに対する貿易の弾力性が低下し
た（ ITF, 2017[2]）。AirbnbやUberは前回の危機の際に設立された。デジタル・プラットフォームをベースと
するサービスが拡大し、人々の移動や買い物の方法に、新たな選択肢が生まれた。今回の経済・社会への
ショックはさらに大きくなる可能性が高く、eコマースや貿易の地域化といった現在の傾向がさらに強まり、
サプライチェーンの強靭性と効率性に新たなバランスをもたらすだろう。
貨物輸送は旅客輸送ほどの減少ではなかった。消費の落ち込みや、国境、港、空港での輸送網の混乱が

貨物の輸送に影響を与えた。とはいえ、Covid-19禍を抑え込むために発令されたロックダウンと移動制限
は、モノよりもヒトの移動により直接的なインパクトを与えた。宅配とeコマースは実際に増加した。英国
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では、Covid-19禍前の水準と比較して50％以上も増加している（Office for National Statistics, 2020[21]）。
2020年8月、航空機利用客の移動距離（人キロ）は75%減少したのに対し、航空貨物量（トンキロ）は
13％の減少となった（IATA Economics, 2020[22]）。2020年3月と4月には、米国における乗用車キロは46％
減少となったが、トラックは13％の減少だった（Pishue, 2020[23]）。ヒトは移動を禁じられたが、モノは
移動し続けなければならなかったのである（ボックス5.2参照）。

ボックス5.2. ヨーロッパにおけるCovid-19禍での道路旅客と貨物輸送
2020年3月、ITFはITF／欧州運輸大臣会議（ECMT）加盟各国が導入した道路輸送と越境対策をま

とめたCovid-19 Informationウェブページを立ち上げた（https://www.itf-oecd.org/road-transport-

group/covid-19-roadgroup）。このウェブページには、オブザーバー機関である欧州委員会（EC）と
国際道路輸送連盟（ IRU）からの関連情報も掲載されている。掲載情報は公開時より常時更新中で、
加盟国政府から直接情報提供されている。ヨーロッパの各国がそれぞれ独自のルールを採用してい
た際、このウェブページはヨーロッパ全体で起こっていることに関する情報を集約していた。ウェ
ブページの当初の目的は、無数のルールに対応しなければならないドライバーをサポートすること
だった。トラックドライバー向けの情報としては、各国への入国に必要な書類、検疫ルールや例外規
定などが提供されていた。また、政策立案者にとっても、他国の動向を見守ることは非常に有益で
あった。

Covid-19禍の経済への影響はまだら模様だった。2020年の総貿易額は大幅に落ち込んだが、落ち込み方
は業種によってまちまちであった。4月のエネルギー貿易は40％減少した。UNCTADによると、自動車製品
は実に50％もの大幅減だった。2020年の自動車販売台数は前年比で少なくとも20％縮小すると見られてい
る（ IHS Markit, 2020[24]）。2020年の石油消費量は9％減となり、特に4月の消費量は主に交通需要の急減に
より、1995年以来の水準にまで落ち込むと予測される（ IEA, 2020[25]）。石炭は、発電量の減少と再生可能
エネルギーの利用拡大により2020年には2019年比で8％減少する。
対照的に、農産物・食品の貿易額は2020年第1四半期に2％成長し、穀物生産量は2.6％成長すると見

込まれる（FAO, 2020[26]）。当然のことだが、モビリティに関係する物資・商品が最も打撃を受けた。食
品や医療機器といった必需品は減少せず、むしろ成長するものもあった。通信機器は第2四半期に増加し、
2019年の水準を上回った。それ以外の電子機器も回復力を見せ、プロセスのデジタル化と仮想化が加速し
ている。
貨物と物流が果たす極めて重要な役割について人々の意識が高まった。Covid-19禍は社会生活を続ける上

で何が必要不可欠か、思い出させるきっかけとなった。私達の生活の背後では物流とサプライチェーンが
動いている。倉庫、配送車、トラック、貨物輸送機、貨物列車、コンテナ船、そして港は、普段あまり気
にも留めず、迷惑な存在と思われることさえある。しかし、その認識は変化した。Covid-19禍の間、社会は
こうした企業やそこで働く労働者達こそがウイルスと闘う最前線にいることを知った。ワクチンや医療機
器を運搬し、生活必需品を届けたのは彼らである。物流セクターに対する社会的認知度が向上することで、
公共政策での優先順位が上がり、公平で包括的、かつクリーンなモビリティへの移行が進む可能性がある。

Covid-19禍で貨物セクターは収益と雇用に大打撃を受けた。2020年の世界の道路貨物の年間損失額は
5,500億ユーロを超え、収益は2019年比で18％減少すると予想される（ IRU, 2020[27]）。米労働統計局の
報告によると、2020年4月にトラック運送業で88,300人の雇用が失われ、これは同業界における2008年の
総失業者数より多い。こうしたネガティブな影響は航空貨物や鉄道貨物にも及んだが、コンテナ船部門は
2020年に記録的な利益を計上した。トラック運送業、さらに言うと貨物輸送セクター全般は、主要な雇用
主である（Eurostat, 2020[28]） （RTS, 2017[29]）。失業の社会的・経済的影響に輸送能力の減少が加わり、
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経済回復が危うくなりかねない。政策立案者にとっては、雇用創出と経済再生が今後の重要な関心事とな
る。このことは、公共政策にとっては、貨物輸送セクターを立て直し、グリーンな移行を加速化させ、同
セクターの地位・労働力の技能レベルを向上させるまたとない機会でもある。例えば、中小企業（SME）
向けにエコドライビングと車両管理スキルに関するトレーニングを充実させれば、道路輸送セクターの大
部分を占めるSMEの排出量削減に役立つであろう。これらの施策に加え、例えばトラックドライバーの
安全・安心を高める施策も講じることで、道路貨物業界の頭痛の種であるドライバー不足の解消に役立つ
（IRU, 2019[30]）。
未来を形成する政策決定を壊滅的な被害を受けた不確実な環境で行わなくてはならない。経済と輸送の

短期的な先行きはCovid-19禍の動向に左右される。今は極めて不安定な時期といっても過言ではない。全
地域が影響を受けているものの、2020年上半期のWTOのデータ（WTO, 2020[31]）は、ヨーロッパと北米へ
の影響がアジアより高かったことを示している。ヨーロッパと北米では輸出が20％以上減少した一方で、
アジアは6.1％の減少だった。先行きの不透明さから新たな建設投資や車両の更新、消費支出が冷え込ん
で、中期的に成長が鈍化する可能性がある。しかし、企業は急速に適応しつつあり、デジタル化と自動化
を加速させ、伝統的セクターにも新たなテクノロジーを活用できるようリソースを再配分している。この
世界的な危機の時代においては、公共政策が将来の方向性を形作る上で卓越した役割を果たすことであろ
う（新興国に関する議論はボックス5.3を参照）。

ボックス5.3. ITFの新興国における交通脱炭素化プロジェクト
気候変動緩和に向けた最大の課題の1つが、新興国がいかにして温室効果ガスの排出量を削減しな

がら、人々を貧困から抜け出させるかである。ITFの「新興国における交通の脱炭素化（Decarbonising 

Transport in Emerging Economies: DTEE）」プロジェクトは、新興国の政府が交通に伴うCO2排出
量を削減し気候目標を達成する方法を特定するための支援を行っている（https://www.itf-oecd.org/

dtee）。
DTEEプロジェクトはアルゼンチン、アゼルバイジャン、インド、モロッコにおける交通の脱炭素

化を支援する。同プロジェクトは複数の交通サブセクターと交通モードを対象とする、排出量に関
する共通の評価フレームワークを策定中である。各国固有のモデリングツールと政策シナリオによ
り、参加国政府は自国の交通セクターに野心的なCO2削減策を導入できるようになる。ステークホル
ダー・ワークショップ、トレーニングセッション、政策立案者用のブリーフィングと緩和行動計画に
より、プロジェクト終了後もさらなる研究と政策立案を促す。

DTEEプロジェクトの会議「前例のない世界的危機における交通の脱炭素化：仮想会議
（Decarbonising transport in an unprecedented global crisis: A virtual conference）」は、Covid-19禍
後の交通の脱炭素化政策が、アルゼンチンとラテンアメリカの交通システムの低炭素な経済成長と強
靭性の向上をいかに促したかについて調査した。交通の脱炭素化というアジェンダを、この厳しい危
機の時代にどのように適応できるのか？具体的に、交通の脱炭素化、景気回復、輸送システムの強靭
性強化をどう組み合わせられるのか？短期的・中期的に、気候変動の緩和と持続可能な経済発展に共
同で取り組む上で最大の課題と機会は何か？といったテーマについて論じられた。

注記：「前例のない世界的危機における交通の脱炭素化：仮想会議」の成果は以下のウェブサイトでご覧いただけます。 
https://www.itf-oecd.org/dtee-output

Covid-19禍は、貨物輸送に影響を及ぼすいくつかのトレンドを加速させている。Covid-19禍で生じた最
も顕著な傾向は、デジタル化やeコマース、貿易の地域化、化石燃料の消費減少である。今回の危機によ
り、すでに生まれつつあったテクノロジーとビジネスモデルの採用が一層速まった。これは、急速に規模
を拡大することが可能であり、ビジネスを継続するための標準的、あるいは唯一の選択肢になるというト
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レンドに導かれたものだった。その一方で、Covid-19禍によって古いシステムの脆弱性が明らかになり、劇
的なダウンサイジングを引き起こした。

Covid-19禍で生じた最も顕著な傾向は、デジタル化やeコマース、貿易の
地域化、化石燃料の消費量減少である。

デジタル化、自動化、仮想化、eコマース、宅配が勢いを増している。国境を越えて貨物や必需品を
安全かつ迅速に輸送し続けるため、プロセスや書類のペーパーレス化を促す取り組みが積極化している
（UNCTAD, 2020[32]）、（European Commission, 2020[33]）。企業、特に大規模な多国籍企業は資産管理を
効率化するため、サプライチェーンをよりデータ駆動型にしようと努めている。保健衛生上の理由から、
特に物流ターミナルや港など、サプライチェーンの主要拠点で自動化が加速する可能性も高い（Rodrigue, 

2020[34]）。実店舗の多くが閉鎖したり制限を課されたりする中、消費財メーカーは顧客を獲得するために
オンライン展開の強化を余儀なくされた。同様に、レストランは営業を続けるために宅配の開始や強化を
迫られた。インターネット販売と宅配への動きは、大都市の大型フランチャイズ店やショップだけでなく、
小都市や地方の家族経営の店舗にも広がった。
今注目されているのは、より強靭で多様なサプライチェーンである。Covid-19禍で経験したサプライ

チェーンの脆弱性に加え、生産の自動化（例：3Dプリンティング等）の進展、貿易摩擦、中国における
賃金上昇などにより、企業は将来のショックで優位に立つため自社のサプライチェーンに強靭性を持たせ
ようとしている（Economist Intelligence Unit, 2020[35]）。例えば、事業の一部拠点の移転、生産拠点を
消費地に近づける、そして製品をできるだけ近くのサプライヤーから仕入れるといった施策である。こう
した戦略により大陸横断的な輸送が減り、その分平均輸送距離が短い地域や地元のサプライチェーンを
増やすことに繋がる（Friedel Sehlleier, 2020[36]）。これは、貿易の地域化と呼ばれる現象である（World 

Economic Forum, 2020[37]）。サプライチェーンの構築や移動は困難であるため、このような決断を下す業
界が増えるほど貿易パターンの変化は長期的な影響をもたらすこととなる。地域化した貿易システムへの
移行はCovid-19禍前からすでに始まっていた。2019年、東南アジア諸国連合（ASEAN）が米国を抜いて、
中国の第2位の貿易相手国となった（Huang and Smith, 2020[38]）（Nikkei Asia, 2020[39]）。二大経済大国
である米中の貿易摩擦が続く中、世界貿易に占める新興国と急成長国のシェアが拡大し、相互の貿易が活
発化している。

化石燃料の輸送がグローバルな国際貨物輸送の30％を占める（トンキロ）

エネルギーの転換と化石燃料の段階的廃止が加速する。現在の危機は化石燃料の取引に甚大な影響を及
ぼし、石炭消費量は第二次世界大戦以来最大の落ち込みとなり（ IEA, 2020[40]）、石油需要も前年比で前例
のないほどの減少となった（ IEA, 2020[41]）。この衝撃は、パリ協定に定められた目標を達成するのに必要
な化石燃料の段階的廃止をさらに加速化させることになるだろう。気候目標の達成とは、すなわちエネル
ギー需要が大きく変わるという意味である。ITFの予測（ ITF, 2018[42]）では、石炭はOECD加盟国で2030年
までに、中国では2040年、その他の国と地域では2050年までに段階的に廃止される必要がある。石油の消
費量は2040年までに22％減少する必要があり、これは貨物輸送の需要に大きな影響を及ぼす。ITFの推計で
は、化石燃料がグローバルな国際貨物需要（トンキロ）の30％を占める。2016年には石油とガスが国際海
上貿易全体の30％を占め（積載量100万トン単位）、石炭は11％だった（ITF, 2018[42]）。主要国では気候変
動と向き合い、エネルギー供給を多様化する野心的な計画がすでに進行中である（欧州委員会, 2019[43]）。
再生可能エネルギーの競争力が高まり、経済回復プログラムがよりクリーンなエネルギーとモビリティへ
の移行に投資するようになれば、こうした取り組みはますます活発になるだろう。
市場集中により資産の共有化が進み、陸上輸送でよりクリーンなテクノロジーの採用が加速する可能性
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がある。規模の拡大は危機に対処する能力を向上させる。現在の危機においては、大手の物流企業の方が
大きな回復力を示している。しかしながら、国内の貨物市場とトラック輸送を独占しているのは、利幅の
小さい小規模企業である。こうした企業の多くは現下のショックを克服できるだけの財務的バッファーを
持っておらず、将来的には物流セクターのさらなる集中化に繋がる可能性がある。これは、ひいては物流
効率を高め、業界の脱炭素化を促進することに繋がる。大型船の方が積載能力を有効活用する傾向があり、
貨物を集約して復路も満載する機会が増える。大手企業の方が貨物船の更新とクリーンテクノロジーの採
用に投資できるだけの資金力も備えている。とはいえ、海運セクターには注意すべき点がある。過去数十
年間、企業合併が進んできたものの、特に大手の海運会社に関して言えば脱炭素化にまったく恩恵がな
かった。
輸送システムの強靭性に注力することが脱炭素化の機会になる。ジャストインタイムのパラダイムを緩

和すれば、海運ではスロースティーミングの広範な採用、またトラックではより厳しい速度制限などを通
じた低速化が実現できる。低速であれば必要となるエネルギーが少なくて済み、CO2排出量も少ない。さ
らに、厳しいスケジュールを守らなければならないというプレッシャーが減り、貨物の混載が可能となる
ため、車両の積載容量を最大限に活用できる。また、特に大規模な貨物の輸送に適したより炭素消費量の
少ないモードを含むマルチモーダル・ソリューションが好まれるようになる。鉄道と内陸水路は遥かに積
載性が高く、管理された専用インフラを利用している。このため、Covid-19禍の状況下では、特に国境を
越える際にメリットがあった。2020年にヨーロッパ・中国間の鉄道輸送が急増したことは、輸送モードと
ルートの多様性が強靭性の高い輸送システムにいかに不可欠であるかを示唆している（Knowler, 2020[44]; 

RailFreight.com, 2020[45]）。

表5.1. Covid-19後の輸送の脱炭素化に向けた潜在的な課題及び機会

影響 潜在的な機会 潜在的な課題
短期的な影響 • 需要と輸送量の全体的な減少

• 化石燃料の消費・輸送量の減少
• 自動化とデジタルソリューションの迅速
な展開（例: 港湾ターミナルや国境検問）

• 炭素消費量の少ないモード（鉄道及び内陸
水路）の強靭性向上

• eコマースと宅配の増加
• 企業が保有車両の更新や、よりクリーン
なテクノロジーなどへの投資を見送り

長期的な影響又は 
構造的変化

• 経済回復の遅れによる成長率の鈍化
• 化石燃料の需要とそれらを輸送する必要
性の急速な低下

• 効率だけでなく強靭性の重視へ。「ジャス
トインタイム」から「ジャストインケー
ス」に。貨物混載、平均積載量の増量、マ
ルチモーダル・ソリューションを選好

• 効率を高めるデジタル技術と自動化の速
やかな導入

• 物流の協業と資産共有に適した環境
• 市場の集中化を進めることでよりグリー
ンなテクノロジーやオペレーションの導
入が加速

• 貿易の地域化は、たとえ総量（トン）が変
わらずともサプライチェーンを短縮し輸
送距離（tkm）を減少させることができる。

• グリーンな復旧を支援するための政治的
リーダーシップに基づく景気刺激策、及
びグリーンなテクノロジーとオペレー
ションを促進する機会

• 財政的な制約はよりクリーンなテクノロ
ジーの採用を遅らせ、民間企業の場合は
車両や設備の更新、政府の場合は新たな
インフラの導入が行えなくなる可能性

• 化石燃料の低価格化でよりクリーンなテ
クノロジーの商業的魅力が減退。新しい
テクノロジーは初期コストが高くなりが
ちだが、主に燃料コストと消費量が抑え
られるため総所有コスト（TOC）は低下す
る場合がある。燃料費が安くなることで
新たなグリーンテクノロジーの損益分岐
点が高くなる。

• eコマースと宅配のさらなる急速な成長に
よる、渋滞と排出量の増加、混載と平均
積載量の減少

• 現状回帰を後押しする刺激策
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「より良い復興」の刺激策は、輸送の脱炭素化を加速化させるであろう。Covid-19禍では公共政策が中心
的役割を果たした。緊急援助を決定し、経済を再起動させる手段を持つのは政府だけである。経済を立て
直しクリーンで公平な移行へと導く大胆な選択を行う上で、政策立案者が利用できる政治的な機会・手段
は前例のないものである。多くの先進国では、ゼロに近い長期金利により、社会的収益率がプロジェクト
の財務コストを上回る可能性が高い（OECD, 2020[46]）。過去最低水準の燃料価格は、化石燃料の補助金を
段階的に廃止する機会になる（ IEA, 2020[47]）。刺激策には、代替燃料の生産や流通・供給インフラへの投
資を盛り込むとともに、マルチモーダル・ソリューションの競争力改善を盛り込むことができる。すぐに
でも実施できる脱炭素化ソリューションや車両更新を促すため、インセンティブを提供するという方法も
ある。多くの場合、納税者に直接的なコストがかからない規制変更を実施することもできるだろう。これ
らの施策としては、大容量車両の積極的な導入や都市圏でのゾーニング規制、燃費基準の厳格化がある。

Covid-19禍による化石燃料のコスト低下はクリーンなテクノロジーの競争力を阻害する。最新のテクノ
ロジーはレガシー・ソリューションより初期コストが高くなる傾向がある。既存の内燃機関（ ICE）車の効
率を高めるための改善や追加でさえ、ある程度の初期コストはかかる。それでも、これらソリューション
は長期的に運用コストを削減し、総所有コスト（TCO）の低減に繋がる。効率に優れ、燃料の消費量とコ
ストを抑え、場合によっては比較的安いエネルギー源を使い、保守の必要も少ない（例: 電気エンジン）。
化石燃料のコストが低いことで、よりクリーンなテクノロジーに対する損益分岐点が上昇し、規制やイン
センティブの変更なしには導入が進まなくなる。
多くの企業は、先行きの不透明さ、需要の伸びの鈍化、多額の負債から、投資を中止又は延期するだろう

（OECD, 2020[48]）。これにより、車両の更新や代替エネルギーの供給等を目的とした新たなインフラの展
開は遅れるであろう。したがって、例えば脱炭素化の確約を条件に緊急援助を行うなど、公共政策がこの
流れを食い止めない限り脱炭素化は遅々として進まない。雇用と経済について短期的な不安が高まってい
ることも、脱炭素化を政策アジェンダのさらに下位へと押しやり、実施を遅らせるかもしれない。雇用、
成長、公平、脱炭素化に同時に対処できる「より良い復興」政策は、複数の課題に直面している。具体的に
は、景気をすぐにでも刺激する必要性があるため、脱炭素化を犠牲にしてもともかく所得を向上させたい、
既存の産業を支えたいといった誘惑が強まることなどである。

eコマースとオンライン・リテールの活発化も貨物による排出量を増加させる一因になる。eコマースと宅
配が増えると、都市圏で渋滞の悪化、空荷走行の増加、積載容量の非効率な利用、そして排出量の増加に
繋がる。短い配達時間と返品無料のポリシーがこれをさらに悪化させるかもしれない。また、国境を越え
たeコマースの80％は最も炭素強度が高いモードである航空により輸送されている（ IATA, 2020[49]）。航空
貨物の輸送能力には大きな制約がある。というのも、貨物は旅客便の機体下部で運ばれるところ、その大
部分が利用できないためである。旅客需要は貨物より減少し、貨物も運んでいた多くの旅客機はキャンセ
ルや延期となった。事実、航空業界にとって貨物の輸送は以前に増して重要な収入源となっている。いく
つかのルートは貨物輸送専用として再開し、旅客機は貨物用に改修された（FreightWaves, 2020[50]）。こ
うした動きは政策によって誘導することができる。都市圏では、集積所の利用、オフピークの配送、ゼロ
エミッション・ゾーニング、及び低排出ガス車とゼロエミッション車に対するインセンティブなどにより、
排出量を抑制できるだろう（World Economic Forum, 2020[51]）。距離に応じた料金と炭素税は、車両の積
載能力をより有効活用するよう運送業者に働きかけ、マルチモーダル・ソリューションの魅力を高める可
能性がある。表5.1に、Covid-19禍が貨物輸送の脱炭素化に及ぼす短期的・長期的影響についてさらに詳し
くまとめている。
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Recover、Reshape、Reshape+：貨物輸送の3種類の未来の可能性

このセクションでは、2050年に向けて貨物輸送がどう発展していくのかを見ていく。以降のセクション
で紹介する予測はRecover、Reshape、Reshape+という3通りの政策シナリオをベースとしている。これら
のシナリオは、貨物のCO2排出量を削減して貨物輸送の脱炭素化を図ろうという、政策立案者の野心的な
取り組みを表している。
これらのシナリオにおける政策の定義は、2020年初頭に世界の全地域の政策専門家に対して配布した

政策シナリオ調査、ITFの各種調査（例：「Decarbonising Maritime Transport Pathways to zero-carbon 

shipping by 2035 （ ITF, 2018[42]）」、「Towards Road Freight Decarbonisation Trends, Measures and 

Policies （ ITF, 2018[7]）」、「Enhancing Connectivity and Freight in Central Asia （ ITF, 2019[52]）」）、及び
2020年にITF Decarbonisation Initiativeプロジェクトの一環で開催されたITFワークショップ（「Modelling 

International Transport and Related CO2 Mitigation Measures Expert Workshop （ITF, 2019[53]）」、「Setting 

Scenarios for Non-Urban Transport and Related CO2 Measures Workshop （ ITF, 2020[54]）」）といった機
会における専門家からのインプットに基づいている。表5.3は、これらのシナリオで想定されている政策手
段の導入状況の詳細である。

3つのシナリオは全て、Covid-19禍の影響を反映するため、ベースラインとなる経済条件を同じとしてお
り、Covid-19禍前の水準よりもGDPと貿易の予測が5年遅れるものと想定している。
結果は、ITF貨物輸送モデルに基づいており、基準である2015年から2050年までの貨物需要、貨物モード

のシェア、CO2排出量の推移をシミュレートする。各モードの基礎となる平均炭素強度は、RecoverではIEA

の公表政策シナリオ（Stated Policies Scenario, STEPS）、ReshapeとReshape+では持続可能な開発シナ
リオ（Sustainable Development Scenario, SDS）に従う。ボックス 5.4に、ITF貨物輸送モデルと旧バージョ
ンからの変更点を詳しく説明する。

ボックス5.4. 国際交通フォーラムの貨物輸送モデルに対する改善
ITFの貨物輸送モデルは世界の全地域におけるあらゆる貨物需要を評価している。海上、道路、鉄

道、航空、内陸水路を含む全ての主要交通モードを対象に、27品目の貨物輸送需要（都市、国内の非都
市圏、国際）を推計している。基礎となるネットワークにはモノの消費と生産が行われる8,437のセン
トロイドがある。これらのうち、1,134個は国際貿易の出発地と目的地（origins and destinations, OD）
を表し、7,303個は国内のフローのODを表す。ネットワークを構成する156,737のリンクはそれぞれ複
数の属性で表される。それらは距離、容量、移動時間（越境時間を含む）、及び移動費用（トンキロ単
位）である。また、このネットワークには2,810の港、3,118の空港、7,441のインターモーダル・ロジス
ティック・プラットフォームを含む102,404のノードが含まれている。このネットワークは2015年か
ら2050年までのトンキロ、モードシェア、車両キロ、エネルギー消費量とCO2排出量を推定する。現
行版は、モデルに含まれる19の地域市場ごとに18の政策措置と技術開発の影響をモデル化している。
貨物輸送の主要な需要ドライバーはGDPと貿易だが、特に国内向けの場合は他のいくつかの要因が関
係してくる。方法論報告書（ ITF, 2020[12]）は、これら2つの基幹要素やその他の要因がITF貨物輸送モ
デルにおける輸送需要にどう影響するかを説明している。同モデルはITFが開発し、2015年に初めて発
表した。現在も常に更新・改良されている。以下の表に新たな特徴を説明する。
また、このモデルは、2020年のCovid-19禍により生じた需要の落ち込みとその後数年にわたる回

復にも対応している。貨物セクターと貿易からの観測データ（例：（WTO, 2020[31]）及び （UNCTAD, 

2020[18]））をベンチマークとし、商品や地域ごとに推定される需要減を調整した。需要は、IMFが予測
したCovid-19禍後における貿易活動と経済活動の回復予測に従っている（2020[16]）。ITFは2020年以前
の予測に比べて世界の貿易活動が5年遅れることを前提に、経済の先行きを概算している。Covid-19禍
に関係するいくつかの潜在的な余波も傾向として含めてある。
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表5.2. 貨物モデルにおける更新の概要

2019年版 2021年版

空間分解能（セントロイド） 国際: 404セントロイド
国内: 7,303セントロイド

国際: 1,134セントロイド
国内: 7,303セントロイド
493の地域ハブを持つ階層構造

国内貨物モード 道路、鉄道、内陸水路 道路、鉄道、内陸水路、航空及び
沿岸海運

インターモーダル・ 
ネットワーク及びインフラ 
計画

リンク: 156,102
ノード: 101,701
海域別の港湾拡張計画
代替航路（北極海航路）
中央アジアのインフラ開発計画

リンク: 156,737
ノード: 102,404
インフラは従来と同様であるが、
一部地域ではネットワークが詳細
化され、一部地域ではインフラ計
画が組み込まれている（例：ヨー
ロッパのTEN-Tネットワーク、中
央アジアと北東アジア）

ネットワーク属性 移動時間、越境時間、コスト、容量 既存の属性をより深く掘り下げ、
主にエネルギーコストや追加料金
（距離料金や炭素税）を差別化する

ネットワークの割り当て 海上航路に対するルート選択モデ
ルと他のモードに対する最短航路
で均衡割当

航空貨物にも航路選択モデルを取
り入れた従前と同じ均衡割当

環境性能 IEAモ ビ リ テ ィ モ デ ル（ IEA, 
2020[55]）に基づく、Tank-to-wheel
（タンクから車輪まで）での平均的
な自動車CO2排出量

IEAモ ビ リ テ ィ モ デ ル（ IEA, 
2020[55]）に基づく、Tank-to-wheel
とWell-to-tank（油井からタンクま
で）でのCO2排出量を含む。

貨物の追跡性能（輸出／輸入） 含まれない。 貨物需要と外部性、発生源（輸出
業者／輸入業者）にリンク

Recoverシナリオにおける貨物輸送
Recoverシナリオでは、政策、投資の優先順位、テクノロジーに関し、Covid-19禍前の考え方が今後10

年間の貨物輸送を形作っていく。政府は復旧を後押しするため、主に確立された経済活動を優先して強化
していく。主たる目標は、Covid-19禍前の「常態」に戻すことである。RecoverはITF交通アウトルック2019

の「現在の目標」シナリオをより野心的にしたものである。
距離に応じた料金と炭素税が導入される。これらは輸送コストを引き上げ、効率性を高め、よりクリー

ンなテクノロジーへの移行を奨励する。
インフラの改善は、容量とモードの選択肢を増やし、コストと移動時間を削減する。こうした投資の一

例として、EUが計画しているTEN-Tネットワークの全面展開がある。
低炭素の道路貨物に向けたインフラとインセンティブが確立され、炭素強度が高い長距離道路貨物のエ

ネルギー転換に向けた基盤が整う。ターミナルやオペレーションの強化は、鉄道や内陸水路といったイン
ターモーダル・ソリューションの魅力を高める。オペレーションの変化は、例えば資産の共有により平均
積載量を向上させる。
燃費基準、低エネルギー燃料へのインセンティブ、大容量車両、制限速度の引き下げなど、貨物輸送の

炭素強度を低下させるための規制政策が検討されている。また、高度道路交通システム（ ITS）やエコドラ
イビングなどのイノベーションにより、特に道路貨物のコスト低減と効率化が図られている。
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パラダイムチェンジ：Reshapeシナリオにおける貨物輸送

Reshapeシナリオでは、Recoverシナリオと同様に2030年までにCovid-19禍の貨物輸送への影響が徐々
に消失する。Reshapeシナリオが異なる点は、政策立案者が野心的な気候目標を設定し、目標達成に向け
て厳格な政策を実施することである。また、これらのより野心的な政策は地域だけではなく全世界で実施
される。Recoverシナリオは、ITF交通アウトルック2019の「高い目標」シナリオをより野心的にしたもので
ある。

Reshapeシナリオでは、充電と燃料補給のインフラの普及に伴い、長距離道路貨物車の低炭素エネル
ギー源への移行が加速する。
自律的な道路貨物輸送が実用化され、貨物セクターで効率化とコスト削減を図ることが可能となる。概

して、テクノロジーと燃費基準は非常に大胆な進み方をする。RecoverシナリオはIEAの公表政策シナリオ
（Stated Policies Scenario）の仮定に従い（ IEA, 2020[56]）、ReshapeシナリオはIEAのより積極的な持続可
能な開発シナリオ（Sustainable Development Scenario: SDS）をベースとする。
交通ネットワークの改善計画（例：TEN-Tや中央アジアにおける開発）は、全てのシナリオに等しく適用

される。
化石燃料の消費など、交通セクター以外の重要な要因が貨物の脱炭素化を方向付ける。Recoverシナリオ

では石油と石炭の消費は概ね一定だが、Reshapeシナリオでは減少する。化石エネルギーは全世界のトンキ
ロのほぼ3分の１を占めることから、化石エネルギーの需要減は全体の輸送量と輸送パターンに変化をもた
らす。3Dプリンティングなどの新しい製造技術が製造物の取引に影響を及ぼし、貨物輸送の需要にも影響が
出るだろう。

Reshape+：Reshapeをさらに強化

Reshape+シナリオでは、Covid-19禍によるポジティブな脱炭素化トレンドが各種政策を通して固定化さ
れ、永続的な変化をもたらす。他の2つのシナリオと同様、Covid-19禍が貨物輸送に及ぼすネガティブな影
響は2030年までに克服される。例えば、eコマースが拡大する可能性が非常に高いが、ネガティブな影響を
最小限に抑えるための政策が講じられるものと仮定している。Reshapeシナリオと同様、政府は野心的な脱
炭素化目標を設定し、それを実現するための政策を実施する。このシナリオでは、政府はCovid-19禍の中
で現れた脱炭素化の機会を捉える。景気刺激策を気候変動及び公平性の目標と連携させることで、政府は
環境と社会の持続可能性のために経済回復に取り組んでいく。
貿易はグローバルからより地域的なものになる。より強靭性を重視するということは、ニアショアリン

グの増加に繋がる。サプライチェーンの短縮化は、長距離の大陸間移動ではなく、短距離の地域間でのモ
ノの移動を意味し、トンキロ単位の活動量は減少する。
他の政策・施策は、ReshapeよりReshape+でより積極的に展開される。これらは需要量、コスト、移

動時間、平均積載量、炭素強度、各モードの魅力に対する認識、そして輸送網そのものを変える効果があ
る。輸送網は、モードの利用可能性、容量、移動時間、コストにも影響を与える。これらの力学が組み合
わさって輸送、経路、モード選択、そして最終的には貨物に由来する排出量が決まる。
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表5.3. 貨物輸送のシナリオ

網掛けはReshape+シナリオでより強力に実施される政策を示す

施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

経済的手段

距離課金 道路貨物に対する距離
に応じた課金

2030年に導入された課
金が2050年にトンキロ
当たり1セントになる。

2030年に導入された課
金が2050年にトンキ
ロ当たり2.5セントに
なる。

2025年に導入された課
金が2050年にトンキロ
当たり6セントになる。

港湾使用料 船舶の環境性能に応じ
た港湾使用料の差別
化。クリーンテクノロ
ジーを搭載しない船舶
には高い港湾使用料。

港湾使用料は2050年ま
でに追加で1％増額さ
れ、海運による炭素強
度を0.5％引き下げる。

港湾使用料は2050年ま
でに追加で20％増額さ
れ、海運による炭素強
度を10％引き下げる。

港湾使用料は2050年ま
でに追加で30％増額さ
れ、海運による炭素強
度を15％引き下げる。

カーボンプライ
シング

生成する排出量に基
づく炭素系燃料の価
格設定

カーボンプライシング
は地域により異なり、
2050年 に はCO2 1ト
ン当たり150～250米
ドル。

カーボンプライシングは地域により異なり、
2050年にはCO2 1トン当たり300～500ドル。

インフラの強化

鉄道と内陸水路
の改善

インターモーダル・ソ
リューション、すなわ
ち鉄道や内陸水路を利
用した移動の魅力向上

インターモーダル・
ターミナルでのモード
切り替えに対するペナ
ルティが軽減され、鉄
道と内陸水路の選択肢
固有定数項（alternative 
specific constant）が
増加する。変化率は
世界の地域により異な
る（例：西欧では2020
年の2％から2050年に
20％に増加）。

インターモーダル・
ターミナルでのモード
切り替えに対するペナ
ルティが軽減され、鉄
道と内陸水路の選択
肢固有定数項が増加す
る。変化率は世界の地
域により異なる（例：
西欧では2020年の4％
から2050年に40％に
増加）。

インターモーダル・
ターミナルでのモー
ド切り替えに対する
ペナルティが軽減さ
れ、鉄道と内陸水路の
選択肢固有定数項が増
加する。変化率は世界
の地域により異なる
（例：西欧では2020年
の10％から2050年に
80％に増加）。

輸送網の改善計画 新たなインフラの建設
とアップグレード（例：
新たな道路、鉄道、も
しくは港湾の拡張）

2020年から2050年にかけて運用開始が予定されている新たなインフラ計
画やアップグレード計画（例：港湾能力の増強、中央アジアにおける開発、
欧州のTEN-Tプロジェクト）によって、輸送網が更新されている。

長距離大型貨物車
のエネルギー転換

電気道路（ERS）、水
素燃料電池、高性能
電池、低炭素燃料な
ど、長距離大型車両向
けにゼロエミッション
を達成するための各
種ソリューションを
用意。（詳しくは、ITF
（2019[1]））

ごく少数、最低限 2050年までに大型ト
ラックの14％（トン
キロ）がこれらのシス
テムを使用。コストは
当初は従来の燃料より
高いが2050年までに
は低下する。導入量と
コストは地域により異
なる。

2050年までに大型ト
ラックの37％（トン
キロ）がこれらのシス
テムを使用。コストは
当初は従来の燃料より
高いが2050年までに
は低下する。導入量と
コストは地域により異
なる。

運用管理

資産共有と 
フィジカル・ 
インターネット

資産共有（例：車両や
倉庫）により、物流業
務のリソース管理をよ
り効率的に行うことが
できる。

道路貨物の平均積載量
の増加は2020年まで
1％未満、2050年には
2％になる。

道路貨物の平均積載量
の増加は2020年まで
4％、2050年には10％
になる。

道路貨物の平均積載
量の増加は2020年に
4％、2050年に20％に
なる。2020年から2030
年にかけて加速度的に
増加。
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

規制手段

海運・トラックの
スロースティーミ
ングと速度 
引き下げ

排出量を削減するため
船舶とトラックの平均
速度を引き下げる。

道路と海上輸送の速度
低下は2020年に1％未
満、2050年までに10％
の低下

道路と海上輸送の速度
低下は2020年に1％、
2050年 ま で に20％
の低下

道路及び海運モードの
速度低下は2020年に
1％以上、2050年まで
に33％の低下

内燃機関（ICE）車
と燃料に対する 
燃費基準

内燃機関の道路貨物車
の燃費向上

内燃機関搭載トラックのトンキロ当たりの炭素
強度は2020年に1％未満の減少、2050年までに
10％の減少。

内燃機関搭載トラック
のトンキロ当たりの炭
素強度は2020年に2％
の減少、2050年までに
15％の減少。

低排出燃料への 
インセンティブ 
（電気自動車を含
む）と流通・供給
インフラへの投資

商用車における低排出
車（例：電気、水素、
クリーンバイオ燃料、
バイオガス）の割合を
増やし、道路貨物の平
均炭素強度を下げる。

低排出燃料車のシェア
の増加は世界の地域に
よって異なり、導入が
早い地域（例：西欧）
で は、2025年 ま で に
1％増加し、2050年ま
でに10％に。

低排出燃料車のシェア
の増加は世界の地域に
よって異なり、導入が
早い地域（例：西欧）
で は、2025年 ま で に
2.6％増加し、2050年ま
でに20％に。

低排出燃料車のシェア
の増加は世界の地域に
よって異なり、導入が
早い地域（例：西欧）
で は、2025年 ま で に
4％増加し、2050年ま
でに30％に。

大容量車両（High 
Capacity Vehicles : 
HCV）

国の規制による一般的
な重量と寸法の制限を
超える道路車両。大容
量車両を採用した場
合、トラックの積載量
は50％増、コストはト
ンキロ当たり20％減と
なる。

2050年までに非都市圏
の道路貨物輸送（トン
キロ）の2％が大容量車
両で行われる。

2050年までに非都市圏
の道路貨物輸送（トン
キロ）5％が大容量車両
で行われる。

2050年までに非都市圏
の道路貨物輸送（トン
キロ）10％が大容量車
両で行われる。

イノベーション及び開発の活性化

自動運転車と隊列
走行技術

道路貨物における自動
運転トラック（隊列走
行技術と完全な自動運
転）の採用を想定。こ
のテクノロジーを採用
すると、道路貨物のコ
ストが削減されるだけ
でなくCO2強度も低減
されるが、その一方で
需要を喚起しモーダル
シフトを後退させる可
能性がある。

採用率は、セクター
（都市内か都市外）及び
世界の地域によって異
なる。このシナリオで
の採用率は、非常に低
いか最低限。

いくつかの地域では、
2050年までに都市外で
の導入率が最高で45％
に達する（ヨーロッパ、
北米、中国、日本及び
韓国）。都市内の貨物
での導入率はそれより
低い。炭素強度は14％
減、コストは45％減。

いくつかの地域では、
2050年までに都市外で
の導入率が最高で90％
に達する（ヨーロッパ、
北米、中国、日本及び
韓国）。都市内の貨物
での導入率はそれより
低い。炭素強度は14％
減、コストは45％減。

電気・代替燃料車
の浸透と全ての 
交通モードで効率
の向上

電気・代替燃料車の浸
透と全ての交通モード
で効率の向上（平均荷
重と車両の積載量を
含む）

IEA STEPSシナリオに
従う。

IEA SDSシナリオに従う。

高度道路交通 
システム（ITS）と
エコドライビング

ITSの開発により、よ
り質の高いリアルタイ
ムの自動的なデータ収
集・処理を実現し、車
両管理や経路決定、運
転支援を改善する。

地域により異なるが、
導入が早い地域（例：
西欧）では、2020年に
炭素強度が4％削減さ
れ、2050年にはほとん
ど削減されない。

地域により異なるが、
導入が早い地域（例：
西欧）では、2020年に
炭素強度が10％削減さ
れ、2050年に1％削減
される。

地域により異なるが、
導入が早い地域（例：
西欧）では、2020年に
炭素強度が15％削減さ
れ、2050年には2％近
く削減される。
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施策及び 
外生要因 説明 Recover Reshape Reshape+

外生要因

3D 
プリンティング

消費地により近い地
点での製造が可能と
なり、一部の商品
（製造物）の長距離貿
易が推定値よりも減
少する。

貿易への影響はごく
わずか。

国際貿易は2050年までに10％縮小。比率
は商品により異なり、電子機器や製造品の
下落率がより高い。

エネルギーの 
脱炭素化

社会の脱炭素化に伴
い、石油と石炭の取
引と消費が減少し、
化石燃料の貨物輸送
に対する需要に直接
影響を与える。

石油と石炭は他の商
品に比べて低い成長
率（ENV-Linkagesモ
デル（ENV-OECD）、 
（C h a t e a u e t a l . ,  
2014）に従う）

年間の減少は石炭
で3.35％、 石 油 で
2.1％。2020年の予
測と比較して、2050
年までに石炭の取引
は65％減少し、石油
は50％近く減少。

年間の減少は石炭で
10％、石油で2.1％。
2050年までに石炭
の取引は96％減少
し、世界的にほぼ全
廃。石油の消費量は
2020年の予測と比
較して50％の減少。

貿易の地域化 地域間の長距離貿易
が減る一方で、地域
内や貿易ブロック内
での貿易増加を想定
する。

ベースラインと比較して追加料金なし。 地域間貿易に対し罰
則金を5％増額。

eコマース eコマースと宅配に
おける成長の影響を
想定。時間の経過と
ともに商品の需要予
測が増加。

都市圏の貨物は2050年までに需要がさらに5％増加。都市外の貨
物への影響は小さい。

注記：「長距離大型道路貨物車のエネルギー転換」、「低排出燃料へのインセンティブ（電気自動車を含む）と流通・供給イン
フラへの投資」、及び「電気・代替燃料自動車の浸透」の各施策の間には重複がある。しかし、これらの指標は世界の地域や
車種によって適用範囲が異なるため、各シナリオでは、世界の地域と車種・運用ごとにこの3つの指標のうち最も高い値に合
わせて導入率を設定している。

貨物の需要：ゆっくりしたペースで大幅な成長

貨物輸送に対する需要は従来の予測よりかなり遅い成長になる。Recoverシナリオにおける2015年から
2050年までの複合年間成長率は、ITFの以前のベースライン推計値における3.4％から2.7％へと下方調整さ
れている（ ITF, 2019[1]）。ITFのシミュレーションでは、2020年の貨物需要は2019年比で4％の減少だった。
一方で、Recoverシナリオでは、3Dプリンティングの緩やかな導入と化石燃料からの加速度的な脱却により、
貨物輸送の成長率はさらに年率2.4％まで下がる。Reshape+では、化石燃料の代替がさらに加速し、貿易の
地域化のさらなる広がり、そして程度は低いものの3Dプリンティングの普及により、年間成長率はさらに
2.1％まで低下する。
化石燃料の消費量の落ち込みは、貿易の流れに顕著な影響を及ぼす。2015年、化石燃料の出荷は国際的

な貨物輸送の29％を占めた。この比率は、2050年までにRecoverシナリオで17％に、ReshapeとReshape+

では8％にまで下落する（図5.5参照）。しかしながら、化石燃料の絶対的な輸送量はRecoverで増加し、
Reshapeで減少、Reshape+でさらに減少する。欧州は他の地域からの化石燃料に大きく依存しており、関
係する輸入活動は2050年までにReshapeで2015年の水準を51％下回り、Reshape+では同水準から53％減
と予想される。一方、化石燃料の輸出に大きく依存している地域は関連する貨物需要が減少する。移行経
済国では、化石燃料の輸出が2015年から2050年にかけてReshapeで21％、Reshape+で26％減少する。中
東・北アフリカ（MENA）も同様の傾向を示し、同じ期間においてReshapeで27％減、Reshape+で32％減
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となる。他方、欧州経済領域（EEA）・トルコ地域と米国・カナダ地域は全てのシナリオで輸出が増加する
見込みである。Reshape+は一般に輸出活動を抑制するが、欧州ではこのシナリオで輸出の伸びが速くなる。

図5.5. 2050年までの物品別の輸入関連貨物輸送
3つのシナリオの下での推定（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。

 https://doi.org/10.1787/888934239059

貿易動向は、時として相反する一連の力によって形成される。輸送政策立案者の権限が及ばないマクロ
経済の力が、かなりの程度まで貿易量を決定づけるが、輸送コストについてはそこまでの決定力はない。
炭素税と賃金の上昇が輸送コストを押し上げるものの、燃費の向上、インフラの改善、よりクリーンなテ
クノロジーの採用が輸送コストを下げることも考えられる。2050年の貿易量は、ReshapeがRecoverよりも
全般に低くなる。例外は、低炭素技術の早期採用が追い風となる欧州からの輸出である。Reshape+シナリ
オでは、貿易の地域化が進み、3Dプリンティングの影響もあって貿易活動の伸びはさらに鈍化する。

OECD加盟国では輸出関連輸送は増加するが、政策によって地域への影響は異なる。全シナリオを通し
て、輸出関連輸送が最も大きく増加するのは米国とカナダである。OECD太平洋地域からの輸出も伸びる
が、ReshapeとReshape+ではRecoverよりも伸び率が低くなる。欧州経済領域（EEA）とトルコは、地理
的に中央に位置し、よりクリーンな技術の展開が速いことから、Reshape+シナリオでより高い成長を見込
める。移行経済国と中東・北アフリカ（MENA）は、Recoverでは輸出が緩やかに伸びるものの、それ以外
のシナリオでは2015年の水準を下回る（図5.6参照）。

3つのシナリオ全てにおいて、ラテンアメリカ、アジア、サハラ以南アフリカの急成長国で輸入関連輸
送が最も高い成長率になる。ただし、より野心的な脱炭素化は成長を抑制し、ラテンアメリカ・カリブ諸
国では2050年までにRecoverシナリオの水準と比較して、Reshapeで20％、Reshape+で28％の輸入活動
の減少となる。化石燃料への依存度が低く、経済成長が穏やかなOECD太平洋地域、米国とカナダ、欧州
経済領域（EEA）とトルコでは輸入活動は最低の成長率になる。例えば、OECD太平洋地域への輸入量は、
Reshape+では2050年に2015年の水準から7％増加するにとどまる。



ITF交通アウトルック2021

188   |

図5.6. 2050年における輸入及び輸出関連の地域別貨物輸送
3つのシナリオの下での推定（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリ
カ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サ
ハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934239078

貨物輸送における非OECD加盟国のシェアが拡大し、非OECD経済圏の陸上貨物、国内の航空・海運の
シェアは2015年の63％から2050年までに69％まで伸びる。陸上貨物輸送は元々輸送量が少ないサハラ以
南アフリカで最も成長する。移行経済国の貨物輸送は減少するものの、アジアの輸送はシェアを拡大する。
陸上輸送、国内輸送と空輸を考慮すると、貨物輸送が圧倒的に盛んであるのはアジアである。したがっ

て、アジアは、新たに登場する低炭素貨物輸送の技術やシステムに関して、規模の経済を実現するために支
援できる立場にある。ただし、一人当たりの輸送量は移行経済国では約2倍、米国とカナダでは約3倍多い。
2050年までに全地域で陸上輸送と国内の海運・空運が増加するが、ReshapeとReshape+シナリオでは比較
的緩やかな増加となる。Reshape+では、ラテンアメリカ・カリブ諸国（LAC）で域内貿易へのシフトによ
りやや増加するとはいえ、全般にReshapeよりさらに輸送量が減少する（図5.7参照）。
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図5.7. 2050年までの地域別貨物輸送
3つのシナリオの下での陸上輸送及び国内空運・海運の推定（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリ
カ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サ
ハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934239097

3つのシナリオ全てにおいて、引き続き道路貨物が将来の陸上輸送の中心と
なる。

海運は独占的な貨物輸送手段であり続ける。海運は積載量が多く、低コストかつ低炭素強度でグローバ
ル市場にアクセスでき、3つのシナリオ全てで総トンキロの70％以上が海上で発生する（図5.8参照）。海
上輸送は比較的長距離の輸出入関連の輸送でさらに優位性があり、交通手段別分担率のシェアは90％を超
える。Reshape+では、貿易の地域化と気候変動対策が長距離の貿易を減少させることから、海運のモード
シェアがわずかに低い。2050年の総貨物需要は、RecoverよりReshape+で18％低いものの、海運では20％
の差がある。
陸上モードの中で、都市外の貨物需要に占める鉄道のシェアは拡大すると予想される。鉄道は道路輸送

より炭素強度が低いため、現在鉄道で輸送されている主たる商品である化石燃料の輸送がシェアを落とし
ているにもかかわらず、より野心的な脱炭素化政策によってそのシェアはさらに急増する。2015年に非都
市圏の貨物需要の30％を占めていた鉄道は2050年までにRecoverで34％、ReshapeとReshape+で36％を
占めるようになる。このような成長があったとしても、3つのシナリオ全てにおいて将来の地上輸送は引き
続き道路貨物が主流となるであろう。空運のシェアも上昇するが、トンキロベースで1％を超えることは
ない。

eコマースは都市圏の貨物輸送を活発化させ、Covid-19禍で増加した。この成長はトンキロで見れば緩
やかに見えるかもしれないが、eコマースは自動車の活動量が多くなる傾向にあり、炭素排出量、渋滞、そ
の他の外部性と直接関連する。こうした副作用が非常に甚大かつ明白であることから、全ての政策シナリ
オで、政府が貨物輸送を円滑化するための多様な政策（例：炭素税、距離に応じた課金、ゾーニング規制、
専用の集荷場所）を実施するものと想定している。都市圏の貨物需要は非都市圏のトラック輸送より速く伸
びると推定されるが、より野心的な政策で対処できるだろう。
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図5.8. 2050年までの交通モード別貨物需要
3つのシナリオの下での推定（単位：10億トンキロ）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。空輸は総需要の1％未満である。都市内の
貨物とは都市圏における道路貨物のこと。

 https://doi.org/10.1787/888934239116

鉄道回廊（ rail corridors）は交通量を増やせる可能性があるという点で際立っている。貨物フローマッ
プは集約されたグラフィックではあまり明らかにならないパターンと機会を明らかにする。図5.8に示した
モードシェアと同様に、道路及び海上の輸送網が発達している。移行経済国を通ってアジアからヨーロッ
パに繋がる貨物線と北米の東海岸から西海岸を結ぶルートなど、交通量を増やす可能性を秘めた鉄道回廊
がいくつか見受けられる。米国とカナダ、中央ヨーロッパ、中国、そしてインドに張り巡らされた高密度
で交通量の多い道路網は、長距離大型トラックのクリーンエネルギーへの移行や物流資産の共有など、協
調的な脱炭素化対策を行うための肥沃な土壌となり得る。また、米国のミズーリ川やミシシッピ川、ブラ
ジルのアマゾン川など、一部の内陸水路も膨大な貨物量を輸送している（図5.9及び図5.10を参照）。
今日の政策が2050年における貨物の流通、ルート、モードシェアを決定づける。どのシナリオにおいて

も、急成長している国々は道路貨物ネットワークをさらに発展させ、地球温暖化によって北極海を通る新
たな海上ルートが切り開かれるだろう。しかし、Reshapeシナリオでは、より野心的な脱炭素化対策によっ
て、既存及び開発中の鉄道回廊を利用できるヨーロッパと東アジア諸国間のフローが有利となる。同様に、
Reshape+で貿易の地域化がさらに進むことで、米国・カナダ地域と近隣のラテンアメリカ・カリブ（LAC）
地域間における物流が一層活発化する。
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図5.9. 輸送網におけるモードごとのグローバルな貨物フロー（2015年）

四分位は貨物の重量に基づく。航空貨物は除く。
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。輸送される貨物の重量の点から上位20％の最もアクティブなリンクのみを示してある。
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図5.10. 2015年から2050年までの貨物フローにおける変動

四分位はReshapeシナリオにおいて、2015年から2050年までに輸送される貨物の重量における変化率を表す。航空貨物は除く。
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。輸送される貨物の重量の点から上位10％の最もアクティブなリンクのみを示してある。第1四分位数は貨物フローが最も増加したルートを含む。
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ボックス5.5. 将来の海上貿易の流れ
経済発展と人口増加は、今後も海上貿易の需要を牽引し続けていくだろう。とはいえ、ITF

（2020[57]）のレポート「Future Maritime Trade Flows」は、非化石燃料への移行と貿易パターンの地
域化が大きな影響を及ぼすと報告している。
輸送の脱炭素化に向けた規制が予想されることから、海運のコストも上昇するだろう。しかし、こ

うしたコスト上昇は貿易物品の総額に比べれば小さく、世界貿易に及ぼす影響は限られている。海運
があまり発達してない輸送チェーンの末端にある開発途上国との間の貿易ルートは甚大な影響を被る
かもしれないが、影響を受ける国々には貿易への悪影響に対し何らかの補償がなされることが考えら
れる。
船舶の大型化と業界の整理統合、さらには定期船事業の発展により、二次港への寄港回数が減少

し、海上貿易のパターンが変化してきた。とはいえ、船舶の大型化に向けた動きが一巡したことで、
二次港の周縁化傾向は終焉を迎えたとも考えられる。
中国の一帯一路が完成したら海上貿易の流れに甚大な影響を与えるだろう。一帯一路のうち海運の

関係は、鉄道網とパイプラインに焦点を当てた陸上への投資よりも貿易全体に及ぼす影響が大きいと
考えられる。中国と世界各地を結ぶ港湾への投資は海上貿易のコストを削減し、その結果貿易のコス
トが削減されて輸出入の増加に繋がる可能性がある。
モデリングによる予測では、22世紀までに北極海ルートを使う世界貿易の割合は、極端な気候変動

シナリオであっても5％未満とかなり小さい。それでも、様々な不確実要素はあるものの、北極海で
の海運インフラ開発に対する関心は続いている。もし中央北極海航路が実現すれば、海上貿易の流れ
が大きく変化することが考えられる。

貨物輸送から排出されるCO2：排出量の増加に歯止めをかける

ReshapeとReshape+の各シナリオでは、貨物輸送の排出量が急減しており、交通セクターの気候目
標を達成するための道筋が示されている。貨物の排出量はRecoverシナリオでは2050年まで増加するが、
Reshapeでは2015年の水準から64％減少、Reshape+では72％減少する。炭素強度が低い鉄道への緩やか
な移行がCO2削減に占める割合はごくわずかである。脱炭素化の大部分は全モードで低炭素技術を広範に
採用することで達成される。2050年までに、ReshapeとReshape+ではさらに野心的な施策により、貨物輸
送の全体的な炭素強度をRecoverシナリオの水準よりそれぞれ84％と86％削減することができる。また、
貨物需要もRecoverと比べてReshapeで10％、Reshape+で18％減少する。ReshapeとReshape+の両シナ
リオにおける施策はトラック輸送に由来する排出量を大幅に低減させるが、この輸送モードの脱炭素化は
特に困難である。
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図5.11. 2030年と2050年における交通モード別貨物需要によるCO2排出量
3つのシナリオにおけるCO2の直接排出量（単位：100万トン）（Tank-to-wheel/wake（タンクから車輪／航跡まで））
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheel/wakeのCO2排出は車両を
使うことにより（つまり車両の燃料消費により）生成される。Tank-to-wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。都市内
の貨物とは都市内での道路貨物である。

 https://doi.org/10.1787/888934239135

世界の貨物需要はCovid-19禍により2020年に4％減少した。貨物輸送に
よる排出量は、排出量の多い都市内の配送が増加したため、1％しか減少
しなかった。

2020年は都市圏の配送が急増したため、貨物の排出量は貨物需要よりも少ない減少にとどまった。2020

年の世界の貨物量はCovid-19禍により4％減少したが、排出量は1％しか減らなかった（図5.8及び図5.11

参照）。その主な理由は、eコマースと宅配の増加により2019年から2020年まで都市圏の貨物需要が7％増
加したためである。都市圏の貨物輸送は、航空を除く全モードの中で最も炭素強度が高い（図5.12参照）。
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図5.12. 2050年までの交通モード別貨物輸送の炭素強度
Reshapeシナリオにおけるトンキロ当たりのCO2（単位：グラム）
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注記：図はITFモデルとIEAモビリティ・モデル（ IEA, 2020[55]）の推定に基づき作成。Reshapeはモデル化された3つのシナ
リオの1つ。このシナリオはCovid-19禍後、輸送の脱炭素化に向けた野心的な政策が実施されることを想定している。都市
内の貨物とは都市圏における道路貨物。貨物輸送はセクター平均を表している。

 https://doi.org/10.1787/888934239154

ReshapeとReshape+シナリオでは、全モードで炭素強度が急減し、貨物需要の伸びが鈍化するため、
貨物による排出量が大幅に減少する（図5.12参照）。脱炭素化の様々な手段に働きかける施策を組み合わ
せることで、道路貨物の炭素強度を大幅に低下させることができる。長距離輸送のためのエネルギー移行
を支援するためのインフラの展開と低排出燃料に対するインセンティブは、道路セクターによるクリーン
な動力源への移行を後押しする。燃費基準、ITSソリューション、自動運転車、制限速度の引き下げは、全
て燃費の改善を後押しする。資産共有と大容量車両は平均積載量を向上させ、その結果、エネルギー効率
も高まる。炭素税は、燃費の向上とよりクリーンな技術への移行を促進するインセンティブである。2015

年から2050年までの間に炭素強度が78％の大幅減になるにもかかわらず、Reshapeシナリオでは2050年
に貨物輸送による全排出量の半分超（56％、都市圏の貨物を含めた場合は72％。図5.11参照）が道路輸送
となる。
鉄道輸送は、鉄道網の電化や、水素、バッテリー、クリーンバイオ燃料といった排気がクリーンなエネ

ルギー源へと大きく舵を切ることで、Tank-to-wheelの排出がゼロとなるカーボンニュートラルへとさらに
近づくことができる。オペレーションの改善と商業的な魅力の向上に加え、新たなインフラを導入するこ
とで、鉄道のモードシェアを高めることができる。鉄道は平均炭素強度が比較的低いため、貨物輸送によ
る排出量全体の減少に寄与する。他の都市外モードと異なり、鉄道はすぐに利用できる成熟した低炭素ソ
リューションを利用できる。
航空機では、先進的な機体設計が矢継ぎ早に投入され、燃費の改善が加速している。航空業界では、合

成航空燃料を商業的に採用可能な量と価格帯で入手できることから、代替燃料による解決策が検討され
ている。これを実現するには、研究、イノベーション、供給インフラに対する政府の支援が必要になるだ
ろう。
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Reshapeでは、海運の排出要因も劇的に減少する。これには、スロースティーミングのより積極的な展
開、クリーンな船舶を優遇する港湾使用料の設定、多彩なテクノロジーと運用の変更が寄与している。海
運セクターの脱炭素化に利用可能な技術的オプションについての詳細情報と、それら技術の迅速かつ全面
的採用に係る政策的意義については（ITF, 2018[8]）及び（ITF, 2020[58]）に記載されている。

2050年の一人当たり貨物排出量は、OECD加盟国が非OECD加盟国の約3倍で
あることは変わらない。

陸上貨物の排出量はOECD加盟国の方が非OECD加盟国よりも減少するが、一人当たりの水準で見ると
かなり多いままである。非OECD加盟国からの排出量の割合は約55％から69％に増加するが、一人当たり
の数字で見ると2015年のOECD加盟国の値は非OECD加盟国と比較して4倍高い。より野心的な政策を展
開することで減少のペースが速くなったとしても、2050年の一人当たり排出量は、なおOECD加盟国が非
OECD加盟国の約3倍となる。このことは、先進国のカーボンフットプリントが著しく高いことを示してお
り、3つのシナリオでもその傾向は変わらない。

図5.13. 2050年における世界の地域別、陸上貨物輸送によるCO2排出量
3つのシナリオにおけるCO2の直接排出量（100万トン）（Tank-to-wheel）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。EEA：欧州経済領域、LAC：ラテンアメリ
カ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュージーランド、韓国、SSA：サ
ハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934239173

ヨーロッパは、現在の政策（Recoverシナリオ）下で、2015年から2050年にかけて陸上貨物輸送からの
排出量が減少する唯一の地域である。ReshapeとReshape+では、複数の地域が陸上輸送の排出量を大幅に
削減する（図5.13）。ReshapeとReshape+において最も大幅に減少するのがラテンアメリカ・カリブ諸国
（LAC）、次いで、欧州経済領域（EEA）とトルコ、米国とカナダが同様の減少となる。脱炭素化対策は、ラ
テンアメリカ・カリブ諸国（LAC）の陸上排出量に最も大きな影響を与え、RecoverとReshapeシナリオの
間で鋭いコントラストが示される。シナリオ間の影響の差が最も小さいのは、対策の採用が大幅に遅れ、
需要の成長速度が速いサハラ以南アフリカ（SSA）と中東・北アフリカ（MENA）である。同様の動きはア
ジアでも起こっている。アジアでも、輸送需要は世界平均よりも速いペースで成長し、脱炭素化対策の展
開はこの広大な地域に位置するそれぞれの国によって大幅に異なるであろう。
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図5.14. 2050年における海上貨物輸送によるCO2

3つのシナリオにおけるCO2直接排出量（単位：100万トン）（Tank-to-wheel/wake）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheel/wakeの排出は車両を使う
ことにより（つまり車両の燃料消費により）生成される。Tank-to-wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。

 https://doi.org/10.1787/888934239192

トンキロベースの貨物輸送はそのほとんどが輸出入によるものである。これには、大陸間の長距離海上
輸送が多く関わっている。しかし、貨物輸送の排出量の大部分は国内がメインの陸上輸送に由来している。
こうした結果は、陸上輸送の大半を占める道路貨物と比べて、海上輸送の方が炭素強度が低いためである。
ヨーロッパは例外であり、輸出入を目的とする輸送が陸上輸送より遥かに大量に実施されるからである（図
5.13、図5.14及び図5.15参照）。地域内の輸送は比較的短距離をカバーするが、世界の他地域との長距離
貿易もかなりある。ラテンアメリカ・カリブ諸国（LAC）と中東・北アフリカ（MENA）は、Recoverシナリ
オで輸出関連の排出量が減少する唯一の地域である。これらの地域は輸出に伴う輸送需要の伸びが最も低
い地域でもある。
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図5.15. 2050年までの世界の地域別、輸出入関連の貨物輸送によるCO2排出量
3つのシナリオにおけるCO2直接排出量（単位：100万トン）（Tank-to-wheel/wake）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheel/wakeの排出は車両を使う
ことにより（つまり車両の燃料消費により）生成される。Tank-to-wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。EEA：欧州
経済領域、LAC：ラテンアメリカ・カリブ諸国、MENA：中東・北アフリカ地域、OECD太平洋：オーストラリア、日本、ニュー
ジーランド、韓国、SSA：サハラ以南アフリカ、移行経済国：旧ソ連諸国及びEUに加盟していない南東欧州諸国。

 https://doi.org/10.1787/888934239211

Well-to-tankの排出量は減少するものの、貨物の全排出量に占める割合は大きくなる。輸送方法が化
石燃料から代替エネルギーに移行しても、テールパイプ段階での直接的な排出量の一部が他の段階に置き
換えられるだけだろう（図5.16参照）。Well-to-wheel（油井から車輪まで）の合計排出量は2050年までに
Reshapeでは53％減、Reshape+では61％減となるが、Tank-to-wheelでの排出量における削減幅より小さ
い。この結果、Reshape+では、Well-to-wheelの総排出量に占める Well-to-tankの割合は2015年の21％から
2050年には43％に増加する。
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図5.16. 2050年までの貨物輸送によるTank-to-wheel/wakeとWell-to-tankのCO2排出量の推移
3つのシナリオにおけるCO2排出量（単位：100万トン）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。Tank-to-wheelの排出は車両を使うことに
より（つまり車両の燃料消費により）生成される。Well-to-tankの排出ガスはエネルギー生産時に発生する。したがって、電
気自動車（EV）の場合、Tank-to-wheelの排出ガスはゼロであるものの、Well-to-tankの排出ガスには発電による排出ガスが含
まれる。なお、Tank-to-wakeは特に船舶と航空機を指す際に使われる。

 https://doi.org/10.1787/888934239230

公平な貨物脱炭素化：地域による不均衡を回避

貨物の脱炭素化における公平性という問題には、主に2つの側面がある。1つ目は、脱炭素化対策が世界の
様々な地域に及ぼす影響が不平等であること。2つ目は、脱炭素化によって貨物輸送の市場集約に繋がる可
能性があること。例えば、高価なテクノロジーを導入する余裕がない小規模企業が少数の大企業に取って
代わられる。現在、国内の貨物市場は、家族経営の小規模企業が多くを占めている。その一方で、海運で
は過去数十年にわたって集約化が進んできた。Covid-19禍はこの傾向を強め、国内市場や海運以外のモード
にも拡大していくと思われる。
世界中の様々な地域のグローバル市場への接続性を測ることで、貨物輸送と物流インフラ・ネットワー

クにおける現在の不均衡についてある程度把握できる。ITFが開発した貨物接続性指標（ freight connectivity 

indicator）は、主に輸送ネットワークの質と密度、越境の容易さ、主要消費地（GDPの高い地域）までの近
接性を反映する指標である。この指標は0（最も低い接続性）から1（最も高い接続性）の範囲で表される。貨
物の接続性が最も高い地域は、米国・カナダ地域と欧州経済領域（EEA）・トルコ地域である（図5.17参照）。
最も接続性が低いのは、サハラ以南アフリカ（SSA）である。このように、当然ながらほとんどの先進国は
最も接続性が高く、開発途上国は後れをとっている。OECD太平洋地域がサハラ以南アフリカよりも遥かに
高い指数を示していることは、グローバル市場への距離ももちろん一定の役割を果たすとはいえ、インフ
ラ開発と管理能力が重要であることを示唆している。
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図5.17. 世界の地域別に見た、貨物の接続性（2015年）
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。0＝最も低い接続性、1＝最も高い接続性。

 https://doi.org/10.1787/888934239249

輸出品の平均輸送コストは、Recoverシナリオが、ReshapeとReshape+よりも増加する（図5.18参照）。
2050年までに、Recoverでは9％増、Reshapeでは2015年のコスト水準にとどまり、Reshape+では7％増と
なる。
炭素税や距離料金は貨物の輸送コストを押し上げるものの、他の脱炭素化対策はコストの引き下げに繋

がる。資産共有、優れたインターモーダル・ソリューション、大容量車両、自動運転トラックは、どれも
運送会社のコスト削減を後押しする。Reshapeでは、カーボンニュートラルな燃料を広範囲に展開するこ
とで、炭素税によるコストを削減する。よりクリーンな技術に移行する際の初期コストは高い。それでも、
長期的に見れば、これらのソリューションは現在の技術と運用方法よりも遥かに効率的で運用コストが低
くなる傾向がある。Reshape+では、全てのモードの中で最もコストが低い長距離海運が相対的に少ないこ
とから、トンキロ当たりの平均コストがReshapeより高くなる。
遠隔地の国では輸出のコストが高くなる。主な消費地から離れた国では、輸出の平均輸送コストが上昇

する。同じことは、中東・北アフリカ（MENA）やサハラ以南アフリカ（SSA）といった野心的な脱炭素化
対策が立ち遅れている国々にも当てはまる。後者では、一人当たりのGDPが成長し、より野心的な脱炭素
化政策が世界的に実施されるのに伴い、コストが徐々に増加していく。例えば、炭素税はコストを上昇さ
せ、スロースティーミングは移動時間を増加させるなど、一部の施策の実施には、脱炭素化政策のコスト
とメリットに大きな注意を払うとともに、それらを公平に分配することが求められる。
大胆な交通の脱炭素化のコストが世界の開発途上地域に不均衡に降りかかることがあってはならない。

先進国の輸送に係る一人当たりの炭素量は開発途上国のそれを遥かに上回るため、公平性の観点から、先
進国はより野心的な輸送の脱炭素化目標を追求すべきだという強い主張がある。先進国から開発途上国へ
技術移転と投資を優先的に行い、開発途上国が巨額の初期費用を負担して取り残されないようにすべきで
ある。
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図5.18. 世界の地域別に見た、貨物の輸出コストにおける変化
2050年における各シナリオの運用コスト・時間コストの2015年との変化率
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注記：図はITFモデルの推定に基づき作成。Recover、Reshape及びReshape+は、モデル化された3つのシナリオであり、パ
ンデミック後の交通の脱炭素化に関するより野心的な政策を表現するものである。これらの結果は、貨物モデルのモード選
択機能から導かれているため、ユーザーやオペレーターの視点を表している。このため、主に運用コストを反映している。
これら結果は、新たな交通ソリューションや代替燃料など、野心的な脱炭素化政策の一環として導入される新たなインフラ
に伴うコストを全て網羅してはいない。

 https://doi.org/10.1787/888934239268

適切な政策ミックスによる、強靭性の向上、炭素の低減、コストの削減

平均輸送コストは貿易の地域化に伴い増加する傾向にある。物流では、サプライチェーンの多様化や地
域化、それに伴う在庫の増加によって、商品コストが押し上げられる傾向がある。強靭性を高めるには、
サプライヤー、モード、ルートの選択肢が多様化することが必要である。しかし、ジャストインタイムの
パラダイムを緩和することは、生産のための在庫やバッファーをより多くキープすることにもなる。その
ためには、より多くの倉庫や保管スペースが必要となる。このように、強靭性を向上させるには適応策と
コストが必要となるが、一部はすでに進行中である。
強靭性の向上は、ジャストインタイムの要件を緩和し、集約化を促進することによって、輸送コストを

削減する。また、空荷での移動が減り、積載容量を有効利用し、単価の低いマルチモーダル・ソリューショ
ンが可能となる。デジタル化、自動化、合理化したプロセス（例：シングル・ロジスティック・ウィンド
ウズ型システム（UN, 2020[59]））と組み合わせることにより、強靭性と脱炭素化を促進する政策にかかる
コストや時間の損失をさらに相殺できる（Sarkis et al., 2020[60]）。透明性を高め、責任ある企業行動を取
ることで、強靭性を向上させてリスクを回避できる（ボックス 5.6参照）。とはいえ、脱炭素化と強靭性の
間には、避けられないトレードオフがある。車両管理と積載能力をさらに効率化することで脱炭素化を図
れるが、システムの強靭性と柔軟性を阻害する可能性がある。例えば、トラックの車両サイズを小さくす
ることで輸送に利用できる追加の積載能力が少なくなる。
気候変動による混乱は、経済にとって非常に大きな負担になり得る。気候変動に関係した自然災害は交

通を混乱させるが、頻度と深刻さが増していくにつれて、経済も混乱する。将来的には、インフラや事業
がより長期にわたって中断され、経済的な影響がさらに深刻になる可能性がある。こうしたリスクに対処
するためには、企業は自己資本比率を向上させ資本を強化する必要がある。また、サプライチェーンや交
通インフラを異常気象から守るにはさらなるコストがかかり、世界の一部地域では航行がますます困難に
なるだろう。ある予測によると、温暖化が抑制されたシナリオと比較して、気候変動が固定化した世界で
は2050年の世界のGDPは3％減少すると言われている（Economist Intelligence Unit, 2020[35]）。
貨物輸送市場における小規模事業者の役割は低下するかもしれない。経済危機、自動化の進展、eコマー
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スの拡大、DTへの投資によって市場の統合が進み、小規模事業者が入り込む余地が少なくなる可能性があ
る。小規模な家族経営の企業が大きな役割を果たしていた道路貨物産業を少数の企業が支配するようにな
れば、深刻な結果をもたらされる恐れがある。この業界は膨大な人数に雇用を提供しており、その多くが
自営である。しかし、統合が進むと、よりクリーンなテクノロジーと経営ソリューション（例：代替燃料
や資産共有）を導入するペースが速まることが考えられる。統合のもう1つのマイナス面は、競争原理の縮
小と独占力の増大である。これは、消費者にとっては不利益となる。こうした傾向はすでに海運の業界に
根付いてしまっている。
海運はここ数十年、高度に集約されてきた。これは特にクルーズ船、自動車運搬船、コンテナ船に言

えることである。加えて、コンテナ船は、アライアンスや船舶共有契約を通じた緊密な協業による恩恵を
受けている。こうした協業によりコンテナ船の積載容量を共同で管理することができる（ ITF, 2018[61]）。
Covid-19禍の間、船会社は一斉に積載容量の約3分の1を削減した。この結果、需要が減少したにもかかわ
らず、コンテナ貨物の運賃が上昇した（図5.19参照）。これを受けて、中国と米国の規制当局は対策を講じ
たが（Waters, 2020[62]）（Shen, 2020[63]）、欧州委員会は何ら行動を起こさなかった。EU規則では、顧客
の利益になることを前提に、定期船は他のセクターに適用されている競争ルールの適用を免除されている
（ITF, 2019[64]）。
海運業界はモラル・ハザードの問題を抱えている。船会社は、救済されることが保証されていることに

加えて免税措置があるため、リスクを公共セクターに転嫁することができる（ ITF, 2020[65]）。Covid-19禍
は海運会社の公的リスクと私的リスクに関する不均衡を露わにした。世界中の法定税率が24％であるのに
対し、海運業界の法人実効税率は約7％と極端に低いことで知られている（Merk, 2020[66]）。こうした税率
の低さは、タックス・ヘイブンに法人を設立し、便宜置籍船として運航するという租税回避の結果である。
また、トン数標準税制など、海運セクターに対する特別で寛容な税制の結果でもある。船の内部容積に基
づいて課税されるトン数標準税制は法人所得税の代わりとなるものである（ITF, 2019[67]）。Covid-19禍の間、
タックス・ヘイブンで設立されたいくつか海運会社が、設立された国とは別の国から流動性支援を受けた
（ITF, 2020[68]）。
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図5.19. 2011年から2020年におけるコンテナ貨物の運賃
アジア・ヨーロッパ間の上海輸出コンテナ運賃指数（単位：米ドル／TEU）
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注記：上海輸出コンテナ運賃指数は上海から世界13地域へのコンテナ輸送による輸出の週単位のスポット運賃を反映してい
る。この図は上海からヨーロッパへのコンテナ輸送による輸出の週次スポット運賃を示したもの。
出典: 上海航運交易所（2021年）

ボックス5.6. 責任ある企業行動を通してサプライチェーンにおける 
強靭性を強化

Covid-19禍は、災害への備えやサプライチェーンの持続性・強靭性という点で、企業の活動には重
大な脆弱性があることを明らかにした。サプライチェーン全体が停止し、数百万の会社と労働者（移
民労働者など、すでに脆弱な立場にいる人々を含む（IOM, 2020[70]））を経済的危機に陥れた（OECD, 

2020[69]）。グローバル市場で広く受け入れられている「責任ある企業行動」（RBC）の原則及び基準は、
サプライチェーンをさらに不安定化（例：戦略的セクターでの強制労働や児童労働の再開）させるこ
となく、サプライチェーンに強靭性を構築する助けとなり得る。より強靭な生産ネットワークは、リ
スク認識、透明性の向上、及び敏捷性に重点を置いた企業レベルでのより良いリスク管理戦略によっ
て実現できることが、すでに実証されている（OECD, 2020[71]）。
この点に関し、輸送セクターが重要な役割を担う。輸送セクターは全てのグローバル・サプライ

チェーンの基盤であり、人々と仕事を結び付け、製品をグローバル市場へ送り出し、また、このセク
ター自体が巨大な雇用主でもある。とはいえ、輸送モードごとに社会的、環境的影響が異なる場合が
ある。「責任ある企業行動」（RBC）は、こうした複雑さを解きほぐし、特定の国の管轄権、セクター、
あるいはビジネス関係の中にさえうまく収まりきらない影響に直面している企業や人々の責任に対応
するため、サプライチェーン全体の観点に目を向けることを目的としている。たとえば、最近の調査
では、1988年以降世界の温室効果ガス排出量の70％以上をわずか100社が排出していることがわかっ
ている（CPD, 2017[72]）。
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OECD多国籍企業行動指針（OECD Guidelines for Multinational Enterprises） （ https://

mneguidelines.oecd.org/mneguidelines/）は、法的地位や規模、所有者、セクターにかかわらず、全
ての企業は、1）事業を行う国の経済、環境、社会の発展に積極的に貢献し、2）事業活動によるネガティ
ブな影響を回避し対処すること、を定めている。これには自社の中核的な事業活動だけでなく、サプ
ライチェーンや取引関係も含まれる。この行動指針は、情報開示、人権、環境、雇用・労使関係、贈
賄、消費者利益、競争、納税に関する提言も行っている。
また、OECDは、企業がリスクベースのデュー・ディリジェンスを通して、環境と社会への甚大な

影響に対処していることを認識し、それを公開することを推奨している。デュー・ディリジェンスと
は、企業が全ての事業活動において実際の負の影響及び潜在的な負の影響を特定、防止、緩和し、そ
れらの影響が時間の経過とともにどのように対処されているかを説明するプロセスを指す。企業、政
府機関、市民社会、労働組合との緊密な協議を経て策定された「責任ある企業行動のためのOECD

デュー・ディリジェンス・ガイダンス（OECD Due Diligence Guidance for Responsible Business 

Conduct） （https://www.oecd.org/investment/due-diligence-guidance-for-responsible-business-

conduct.htm）に、実際にどのようにデュー・ディリジェンスを実施するかが説明されている。

政策提言

貨物セクターの脱炭素化は困難だが、達成は可能である。貨物輸送を低炭素化しないことには、国際社
会は気候目標を達成できない。大胆な政策措置によって貨物輸送を再構築すれば、貨物輸送のCO2排出量
を2050年までに最大72％削減できる。従来どおりの政策であれば、貨物による排出量は22％増と、約4分
の1も増加することになる。

2つのことを変える必要がある。
第一に、貨物の脱炭素化を政策アジェンダの上位に位置づけること。歴史的に公的機関の関与が強く、

注目されてきた旅客輸送の後塵を拝してはならない。
第二に、政府は貨物の脱炭素化に向けたビジネスケースを作成する必要がある。貨物輸送は民間企業が

独占する利益追求型のセクターである。民間企業はメリットがあると判断すれば新たなやり方をすぐに採
用することから、彼らの賛同が不可欠である。政策によって、ベストプラクティスを推進する規制枠組み
を策定する必要がある。

Covid-19禍は貨物輸送のグリーン化への移行を加速させる転換点になり得る。以下の政策提言は、その
目標に向けて我々を前進させるものである。

経済回復、貨物の脱炭素化、サプライチェーンの強靭性を後押しするための調整さ
れた刺激策を策定する

景気回復策の公的な資金及び融資は、環境に優しい輸送インフラを優先すべきである。投資対象として
は、輸送網そのもの、例えば鉄道路線の電化、代替燃料の生産・流通・供給がある。ターミナル駅や物流
ハブをデジタル化・自動化することも効率アップに繋がる。また、越境時や許可証発行のプロセスを合理
化することも同様である。こうした措置は、効率を高め、貨物輸送の排出量を減らし、サプライチェーン
の信頼性と強靭性を改善する。政府は、持続可能性の目標に沿った経済目標とすべく、経済的・規制的な
インセンティブとペナルティの首尾一貫した枠組みを策定する必要がある。その手段としては、炭素税、
ゾーニングによる規制、燃料の義務化、脱炭素化活動を条件とした緊急援助などがあろう。
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貨物の脱炭素化に向けた野心に応じた価格インセンティブを設定し、運送会社の賛
同を得る

従来の車両や燃料より高いコストを支払わなければならないのであれば、あえて低炭素車両に投資する
運送会社はまずいないだろう。従来の車両や燃料の価格は温室効果ガスの排出といった負の外部性を反映
していない。それどころか、貨物セクターの様々な箇所で、燃料税が手厚く免除されている。このことが、
よりクリーンで効率的な代替燃料の魅力を削いでいる。貨物輸送の脱炭素化と、よりクリーンなテクノロ
ジーとシステムの広範な導入へと舵を切るには、化石燃料への免税措置を段階的に廃止することが重要な
ステップである。
政策立案者がグリーン化への移行を推進する上での施策候補の1つに挙げられるのは、貨物輸送に伴う

排出量をカーボンプライシング制度に含めることである。税制改革は、非効率性や汚染に報酬を与えるよ
うなインセンティブを撤廃し、コストと便益の公正な分配を確保する必要がある。また、世界の異なる地
域間での影響の公平な分配にも取り組む必要がある。交通の大胆な脱炭素化のコストが、主たる生産地と
消費地から遠く離れた開発途上国・地域に不均衡に降りかかることがあってはならない。そうでなければ、
不公平感によって脱炭素化に対する反発を招く恐れがある。

コストと排出量を削減するため、すぐにでも採用できる貨物の脱炭素化対策を規模
拡大する

ローテク・ソリューションや成熟した脱炭素化技術の多くは、速やかに展開し、規模を拡大させること
ができる。エアロダイナミクスの改良、転がり抵抗を軽減したタイヤ、軽量化のための軽い素材、より燃
費効率の高いエンジン、そしてハイブリッド推進システムはすでに存在する技術である。燃費とCO2排出
の基準を厳しくすることで、これらの普及が後押しされるが、その中でもまず大型貨物トラックが優先的
なターゲットとなるべきである。
都市圏の貨物輸送では、代替燃料が現実的なソリューションになりつつある。カーボンプライシング、

より厳しい排出基準、ゼロエミッション・ゾーン、充電ポイントの増設、そして車両全体のグリーン化へ
のインセンティブがこの流れを促進させる。すぐに着手できそうなその他の措置としては、ドライバー教
育（「エコドライブ」）と、特定の回廊地帯における積載量の多い大型トラックに対する規制緩和などがある。
また、オフピーク配送の促進、集荷場の設置、ルートの最適化なども、自主的な排出削減と同様に、広範
に実施すれば排出量を制限することは可能である。
例えば空走を減らすため車両を共有するなど、物流企業間で協力し合うことでコストと排出量を減ら

すことができる。そのためには、法律や専門技術その他の障壁を乗り換えなければならない。信頼できる
サードパーティが運営するデジタル・コラボレーション・プラットフォームを利用するのが有望なやり方
であろう。

貨物の排出と闘うための国際協力を強化する

交通の脱炭素化には、これまで以上に国際的な協調が必要になっている。国際航空と国際海運はパリ協
定に盛り込まれておらず、異なるメカニズムが必要である。どちらの場合も、合意に基づいて運営されて
いる国際機関によって基準と規則が策定されている。航空と海運の燃料基準やその他の脱炭素化対策を実
施するには、共同で行動する政治的意志が必要である。
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新たなクリーンテクノロジーを迅速に採用するため、標準化手順を加速化

開発中の低炭素及びゼロカーボン・ソリューションの採算を取るには、ある程度の規模が必要であろう。
新技術やサービス、手法に国際的な基準を策定することで、世界規模で迅速に主流化することができる。
グローバルスタンダードの設定が難しい場合は、地域レベルでの調整が次善策である。

標準的なソリューションにおけるギャップを解消するため、地域の実情に合わせて
脱炭素化の道筋を調整する

世界各地で地理、経済、規制、インフラの条件が異なることから、優先順位や進む道筋も異なってくる。
例えば、開発途上国の老朽化した中古車の脱炭素化には、先進工業国における最新の車両とは異なるソ
リューションが必要である。先進国では比較的短期間のうちに電気道路が実用化されるかもしれない。多
くの開発途上国にとって、ディーゼル燃料の品質向上と、古いトラックの入れ替えがより差し迫った課題
である。バイオ燃料の生産は、カーボンニュートラルで費用対効果が高い手段となる地域もあれば、遥か
遠い未来の話となってしまう地域もある。技術移転と国境を越えた投資がこうしたギャップを解消する可
能性があり、優先的に取り組むべきであろう。国際的な規制や脱炭素化ロードマップは、先進国の一人当
たりのカーボンフットプリントが開発途上国の人々のカーボンフットプリントを遥かに上回っていること
を反映したものでなければならない。

より良い政策設計のため、民間データへのアクセスを拡大する

貨物輸送の脱炭素化政策を支援するためのデータの重要性は、どれだけ強調してもし過ぎることはない。
データは排出量の算出に不可欠である。また、革新的なビジネスモデルや新たな車両技術の影響を評価す
る上でも欠かせない。こうした目的に適したデータは存在するものの、通常は企業が所有している。民間
データに公益目的からアクセスできるようにすることが重要である。研究及び政策評価を目的とした民間
企業データへのアクセスを可能とするためには、プライバシーの懸念に対処し、正当な商業的利益を守る
ことが重要な必要条件であり、また、それは実現可能である。新たなモデリングツールやより細分化さ
れたアプローチを採用し、現在アクセスできないデータを活用することで、政策立案者や貨物輸送業界に
とって重要な洞察を提供することができる。
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鉄道貨物輸送量
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 25 23 40 23 9 25 20 43
アルゼンチン 10 583 9 746 8 893 8 274 8 529 8 377 .. ..
アルメニア 867 e 851 e 786 640 658 690 .. ..
オーストラリア 290 570 e 319 000 367 700 401 600 413 490 .. .. ..
オーストリア 19 499 19 564 20 746 20 814 21 361 22 256 21 996 21 736
アゼルバイジャン 8 212 7 958 7 371 6 210 5 192 4 633 4 492 5 152
ベラルーシ 48 351 43 818 44 997 40 785 41 107 48 538 52 574 48 205
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 1 150 1 243 1 313 1 286 1 142 1 130 1 188 1 275
ブルガリア 2 908 3 246 3 439 3 650 3 434 3 931 3 792 3 902
カナダ 368 297 386 266 414 069 412 985 396 806 420 143 445 546 433 139
チリ 4 090 p 3 981 p 4 104 p 4 086 p 4 077 p 3 770 p 3 816 p 3 079 p
中国 2 918 709 2 917 390 2 753 020 2 375 430 2 379 230 2 696 220 2 882 100 ..
クロアチア 2 332 2 086 2 119 2 183 2 160 2 592 2 743 2 911
チェコ 14 266 13 965 14 574 15 261 15 619 15 843 16 564 16 180
デンマーク 2 278 2 448 2 453 2 603 2 575 2 653 2 592 ..
エストニア 5 129 4 722 3 256 3 114 2 339 2 325 2 594 2 155
フィンランド 9 275 9 470 9 596 8 468 9 455 10 362 11 175 10 270
フランス 32 539 32 230 32 596 34 252 32 569 33 442 32 039 31 829
グルジア 5 976 5 526 4 988 4 261 3 424 2 963 2 598 2 935
ドイツ 110 065 112 613 112 629 116 632 128 866 | 131 204 129 991 113 114 p
ギリシャ 283 e 238 e 343 e 294 254 358 408 491
ハンガリー 9 230 9 722 10 158 10 010 10 528 11 345 10 584 10 625
アイスランド x x x x x x x x
インド 649 645 665 810 681 696 654 481 620 175 e 654 285 e .. ..
アイルランド 91 99 100 96 101 100 73 72
イタリア 20 244 19 037 20 157 20 781 22 712 | 22 335 22 070 p 21 309 p
日本 20 471 21 071 21 029 21 519 21 265 21 663 19 369 20 117
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 10 271 10 459 9 564 9 479 8 414 8 229 7 878 7 357
ラトビア 21 867 19 532 19 441 18 906 15 873 15 014 17 859 15 019
リヒテンシュタイン 10 9 .. .. .. .. .. ..
リトアニア 14 172 13 344 14 307 14 036 13 790 15 414 16 885 16 181
ルクセンブルク 231 218 208 207 201 214 223 191
マルタ x x x x x x x x
メキシコ 79 353 77 717 80 683 83 401 84 683 86 316 87 924 89 049
モルドバ 960 1 227 1 182 963 790 987 1 012 940
モンテネグロ 73 105 94 112 112 169 .. ..
モロッコ .. .. 5 383 4 749 .. 3 896 .. ..
オランダ 6 142 6 078 6 169 6 545 6 641 6 467 7 026 7 018
ニュージーランド 4 768 4 679 4 493 4 349 4 190 3 619 3 857 3 830
北マケドニア 423 421 411 278 222 277 305 350
ノルウェー 3 582 3 513 3 682 3 631 3 823 4 040 3 970 3 903
ポーランド 48 903 50 881 50 073 50 603 50 650 54 797 59 388 54 584
ポルトガル 2 421 2 290 2 438 2 661 2 622 2 742 2 863 2 701 p
ルーマニア 13 472 12 941 12 264 13 673 13 535 13 782 13 076 13 312
ロシア 2 222 389 2 196 217 2 300 532 2 305 945 2 344 087 2 493 428 2 597 778 2 602 493
セルビア 2 769 3 022 2 988 3 248 3 087 3 288 3 932 2 861
スロバキア 7 591 8 494 8 829 8 439 9 111 8 486 8 691 8 480
スロベニア 3 470 3 799 4 110 4 175 4 360 5 128 5 151 5 292
スペイン 9 390 9 366 10 303 10 812 10 644 10 507 10 792 ..
スウェーデン 22 043 20 970 21 296 20 699 21 406 21 838 23 358 | 22 717
スイス 11 061 11 812 12 313 12 431 12 447 11 665 11 776 11 673
トルコ 11 670 11 177 11 992 10 474 11 661 12 869 14 478 14 707
ウクライナ 237 722 224 434 210 157 | 195 054 187 557 191 914 186 344 181 844
英国 21 467 22 401 22 143 19 342 17 053 17 167 17 206 ..
米国 2 500 300 2 541 355 2 702 743 | 2 537 845 2 314 699 2 445 138 2 525 224 2 364 144

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ:
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false.

出典: ITF Transport statistics
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道路貨物輸送量
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 3 223 e 3 497 e .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 401 484 544 479 676 725 .. ..
オーストラリア 196 511 200 594 205 465 208 301 213 940 219 900 216 247 e 218 903 e
オーストリア 26 088 24 212 25 260 25 458 26 138 25 978 25 763 26 502
アゼルバイジャン 13 744 14 575 14 989 16 038 16 486 16 864 17 402 18 115
ベラルーシ 22 031 25 603 26 587 24 523 25 239 26 987 28 082 28 516
ベルギー 32 105 32 795 31 808 36 077 35 579 34 219 32 684 34 829
ボスニアヘルツェゴビナ 2 310 2 739 3 125 3 405 4 015 4 280 4 303 4 375
ブルガリア 24 387 27 237 27 922 32 350 35 402 35 185 27 003 20 613
カナダ 241 495 251 387 268 568 277 396 294 716 299 160 269 094 ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 5 953 486 5 573 810 5 684 690 5 795 570 6 108 010 6 677 150 7 124 920 ..
クロアチア 8 649 9 133 9 381 10 440 11 337 11 833 12 635 12 477
チェコ 51 228 54 893 54 092 58 714 50 315 44 274 41 073 39 059
デンマーク 12 292 12 222 12 950 12 324 12 943 15 515 14 988 ..
エストニア 5 793 5 987 6 292 6 259 6 717 6 189 5 783 4 795
フィンランド 25 458 24 429 23 401 24 486 26 853 27 977 28 413 28 847
フランス 165 808 165 315 159 530 148 713 151 213 162 616 168 480 181 400 |
グルジア 637 646 655 664 674 683 693 702
ドイツ 307 106 305 781 310 142 314 815 315 769 313 143 316 766 311 869
ギリシャ 20 416 19 203 19 223 19 763 24 560 28 418 29 279 28 197 p
ハンガリー 33 735 35 817 37 517 38 352 40 006 39 687 37 948 36 951
アイスランド 786 e 808 e 850 e 907 e 1 052 1 150 1 195 ..
インド 1 508 000 1 653 600 1 824 300 2 026 100 2 226 570 e 2 435 870 e .. ..
アイルランド 9 895 9 138 9 772 9 844 11 564 11 758 11 538 12 403
イタリア 124 009 127 241 117 813 116 819 112 638 119 687 124 915 127 225 p
日本 209 956 214 092 210 008 204 316 210 314 210 829 210 467 213 836
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 111 529 118 582 124 650 132 382 135 259 140 374 143 530 ..
ラトビア 12 178 12 816 13 670 14 690 14 227 14 972 14 997 14 965
リヒテンシュタイン 281 318 .. .. .. .. .. ..
リトアニア 23 449 26 338 28 067 26 485 30 974 39 099 43 591 53 117
ルクセンブルク 6 550 7 214 7 912 7 095 6 448 6 418 6 968 7 540
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ 233 464 235 427 239 710 245 136 251 122 256 136 260 642 258 684
モルドバ 3 954 4 423 4 306 4 217 4 693 5 008 5 290 5 567
モンテネグロ 76 67 122 | 140 121 103 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 38 477 42 001 42 184 41 650 42 966 42 455 42 732 42 905
ニュージーランド 21 705 21 730 23 672 22 993 | 23 249 24 887 25 315 25 372 p
北マケドニア 8 965 7 466 10 622 10 192 10 590 10 850 10 639 10 267
ノルウェー 18 086 19 712 20 297 19 730 19 676 20 075 19 982 20 526
ポーランド 233 310 259 708 262 860 | 273 107 303 560 348 559 377 778 395 311
ポルトガル 32 274 39 624 36 336 32 525 34 683 34 073 32 676 31 216 p
ルーマニア 29 662 34 026 35 135 39 022 48 175 54 704 58 761 61 041
ロシア 248 862 250 054 246 784 241 512 240 715 | 245 818 248 990 263 878
セルビア 2 474 2 824 2 959 2 973 4 299 4 980 6 443 8 175
スロバキア 29 504 30 005 31 304 33 525 36 106 35 362 35 590 33 888
スロベニア 1 849 1 889 2 062 2 069 2 135 2 311 2 256 2 306
スペイン 199 205 192 594 195 763 209 387 216 993 231 105 238 991 249 555
スウェーデン 41 011 | 42 090 41 956 41 498 42 686 41 848 43 474 42 601
スイス 17 109 17 241 17 541 17 214 16 963 17 288 17 716 ..
トルコ 216 123 224 048 234 492 244 329 253 139 262 739 266 502 267 579
ウクライナ 57 453 58 683 55 964 | 53 293 58 030 62 297 72 068 64 953
英国 152 706 140 874 136 873 151 805 157 657 156 064 161 112 ..
米国 2 660 295 | 2 926 454 2 856 882 2 899 252 3 008 681 2 955 442 2 969 468 ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false.
出典: ITF Transport statistics
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内陸水路貨物輸送量
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア x x x x x x x x
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア x x x x x x x x
オーストリア 2 191 2 353 2 177 1 806 1 962 2 022 1 489 1 715
アゼルバイジャン 5 062 4 632 4 125 2 896 3 002 4 420 4 576 3 351
ベラルーシ 134 84 49 21 21 32 37 33
ベルギー 10 420 10 365 10 451 10 426 10 331 11 098 11 357 10 816
ボスニアヘルツェゴビナ x x x x x x x x
ブルガリア 1 397 1 196 971 1 081 1 255 1 202 939 988
カナダ 26 300 e 26 600 e .. .. .. .. .. ..
チリ x x x x x x x x
中国 2 829 548 3 073 028 3 683 960 3 753 650 3 926 380 4 352 720 4 712 580 ..
クロアチア 772 771 716 879 836 813 678 835
チェコ 669 693 656 585 620 623 554 569
デンマーク x x x x x x x x
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 124 121 136 130 103 120 120 122
フランス 7 830 7 912 7 752 7 461 6 836 6 715 6 702 7 358
グルジア x x x x x x x x
ドイツ 58 488 60 070 59 093 55 315 54 347 55 518 46 901 50 945
ギリシャ x x x x x x x x
ハンガリー 1 982 1 924 1 811 1 824 1 975 1 992 1 608 2 120
アイスランド x x x x x x x x
インド 3 063 2 418 2 847 3 450 3 952 4 347 e .. ..
アイルランド x x x x x x x x
イタリア 81 89 64 62 67 61 p 67 e 65 e
日本 x x x x x x x x
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 x x x x x x x x
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 2 1 1 1 1 1 1 2
ルクセンブルク 290 315 285 235 190 196 205 228
マルタ x x x x x x x x
メキシコ x x x x x x x x
モルドバ 1 1 1 0 0 0 0 0
モンテネグロ x x x x x x x x
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 47 520 48 600 48 535 49 425 48 799 48 998 47 244 47 581
ニュージーランド x x x x x x x x
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー x x x x x x x x
ポーランド 815 768 779 2 187 832 877 782 656
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア 12 520 12 242 11 760 13 168 13 153 12 517 12 261 13 957
ロシア 80 762 | 80 101 72 317 63 620 67 194 | 67 165 66 089 65 906
セルビア 605 701 759 859 926 725 580 727
スロバキア 986 1 006 905 741 903 933 778 937
スロベニア x x x x x x x x
スペイン x x x x x x x x
スウェーデン .. .. .. .. 16 14 43 49
スイス 50 49 43 47 30 41 33 43
トルコ x x x x x x x x
ウクライナ 1 748 1 387 1 358 | 1 572 1 465 1 423 1 540 1 614
英国 157 211 169 120 108 99 93 ..
米国 481 493 458 931 504 768 476 662 464 128 476 080 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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石油パイプライン輸送量
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 2 876 e 2 750 e 2 837 2 624 2 550 2 835 .. ..
オーストラリア x x x x x x x x
オーストリア 7 146 8 392 8 259 8 475 8 473 8 396 8 577 8 567
アゼルバイジャン 63 172 63 734 67 039 67 515 65 924 65 879 66 452 62 768
ベラルーシ 61 134 61 220 59 704 60 552 59 345 57 708 58 071 54 039
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ x x x x x x x x
ブルガリア 573 633 583 661 710 706 671 735
カナダ 165 000 175 400 192 400 213 600 .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 321 100 349 600 432 800 466 500 419 600 478 400 530 100 ..
クロアチア 1 216 1 485 1 447 1 740 1 921 2 111 2 315 1 675
チェコ 1 907 1 933 2 063 2 023 1 588 2 165 2 107 2 050
デンマーク 3 078 2 739 2 409 2 258 2 026 .. .. ..
エストニア x x x x x x x x
フィンランド x x x x x x x x
フランス 15 151 11 521 11 055 11 443 11 373 11 973 12 449 11 819
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ 16 207 18 180 17 541 17 714 18 761 18 239 17 234 17 649
ギリシャ x x x x x x x x
ハンガリー 5 802 5 694 5 801 5 305 5 850 7 430 7 589 8 901
アイスランド x x x x x x x x
インド 141 660 .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド x x x x x x x x
イタリア 10 066 10 024 9 555 9 213 9 977 10 194 10 329 p 10 528 p
日本 x x x x x x x x
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 x x x x x x x x
ラトビア 2 631 2 279 2 376 1 965 1 507 1 411 1 109 1 129
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 632 563 567 496 406 391 326 330
ルクセンブルク x x x x x x x x
マルタ x x x x x x x x
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ x x x x x x x x
モンテネグロ x x x x x x x x
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 5 572 5 405 5 837 6 044 6 047 6 143 5 535 5 840
ニュージーランド x x x x x x x x
北マケドニア 37 .. 6 | 6 10 13 12 36
ノルウェー 3 115 2 724 2 845 3 377 3 813 4 768 4 518 5 185
ポーランド 22 325 20 112 20 543 21 843 22 204 21 080 21 313 18 610
ポルトガル 360 350 371 391 392 415 440 ..
ルーマニア 785 829 984 1 029 1 131 1 087 1 080 1 168
ロシア 1 187 627 1 223 931 1 220 442 1 268 535 1 308 126 1 315 268 1 331 622 1 368 464
セルビア 295 381 355 405 447 481 1 056 933
スロバキア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロベニア x x x x x x x x
スペイン 8 900 8 691 8 967 10 115 9 990 9 713 9 949 ..
スウェーデン x x x x x x x x
スイス 183 228 234 113 | 109 107 112 105
トルコ 37 433 26 756 17 106 52 514 52 683 52 095 38 650 54 238
ウクライナ 10 607 11 198 10 795 | 10 830 9 863 10 358 9 903 9 882
英国 9 914 .. .. .. .. .. .. ..
米国 750 607 | 717 287 748 643 773 143 761 867 782 838 857 888 ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸貨物輸送総量
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 3 248 3 520 .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 4 144 e 4 085 e 4 167 3 743 3 883 4 256 .. ..
オーストラリア 487 081 519 594 573 165 609 901 627 430 .. .. ..
オーストリア 47 778 46 129 48 183 48 078 49 461 50 256 49 248 49 953
アゼルバイジャン 90 190 90 899 93 524 92 659 90 604 91 796 92 922 89 386
ベラルーシ 131 650 130 725 131 337 125 881 125 712 133 265 138 764 130 793
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 3 460 3 982 4 438 4 691 5 157 5 410 5 491 5 650
ブルガリア 29 265 32 312 32 915 37 742 40 801 41 024 32 405 26 238
カナダ 801 092 839 653 875 037 | 903 981 p .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 12 022 843 11 913 828 12 554 470 12 391 150 12 833 220 14 204 490 15 249 700 ..
クロアチア 12 969 13 475 13 663 15 242 16 254 17 349 18 371 17 898
チェコ 68 070 71 484 71 385 76 582 68 141 62 904 60 298 57 859
デンマーク 17 648 17 409 17 812 17 185 17 544 18 168 | 17 580 ..
エストニア 10 922 10 709 9 548 9 373 9 056 8 514 8 377 6 950
フィンランド 34 857 34 020 33 133 33 084 36 411 38 459 39 708 39 239
フランス 221 328 216 978 210 933 201 869 201 991 214 746 219 670 232 406
グルジア 6 613 6 172 5 643 4 926 4 098 3 646 3 291 3 637
ドイツ 491 866 496 644 499 405 504 476 517 743 | 518 104 510 892 p 493 577
ギリシャ 20 699 e 19 441 e 19 566 e 20 057 24 814 28 776 29 687 28 688 p
ハンガリー 50 749 53 157 55 287 55 490 58 359 60 454 57 729 58 596
アイスランド 786 e 808 e 850 e 907 e 1 052 1 151 1 195 ..
インド 2 302 368 2 321 828 2 508 843 2 684 031 2 850 697 e 3 094 502 e .. ..
アイルランド 9 986 9 237 9 872 9 940 11 665 11 858 11 611 12 475
イタリア 154 400 156 391 147 589 146 875 145 394 | 152 277 p 157 381 159 127
日本 230 427 235 163 231 037 225 835 231 579 232 492 229 836 233 953
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 121 800 129 041 134 214 141 861 143 673 148 603 151 408 ..
ラトビア 36 676 34 627 35 487 35 561 31 607 31 397 33 965 31 113
リヒテンシュタイン 291 327 .. .. .. .. .. ..
リトアニア 38 255 40 246 42 942 41 018 45 171 54 905 60 803 69 630
ルクセンブルク 7 071 e 7 747 e 8 405 7 537 6 839 6 828 7 396 7 959
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ 312 817 313 144 320 393 328 537 335 805 342 452 348 566 347 733
モルドバ 4 915 5 651 5 489 5 180 5 483 5 995 6 302 6 507
モンテネグロ 149 172 216 | 252 233 272 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 97 711 102 084 102 725 103 664 104 453 104 063 102 537 103 344
ニュージーランド 26 473 26 409 28 165 27 342 | 27 439 28 506 29 172 29 202
北マケドニア 9 425 7 887 | 11 039 | 10 476 10 822 11 140 10 956 10 653
ノルウェー 24 783 25 949 26 824 26 738 27 312 28 883 28 470 29 614
ポーランド 305 353 331 469 334 255 | 347 740 377 246 425 313 459 261 469 161
ポルトガル 35 055 42 264 39 145 35 577 37 697 37 230 35 979 33 917 p
ルーマニア 56 439 60 038 60 143 66 892 75 994 82 090 85 178 89 478
ロシア 3 739 640 | 3 750 303 3 840 075 3 879 612 3 960 122 | 4 121 679 4 244 479 4 300 741
セルビア 6 143 6 928 7 061 7 485 8 759 9 474 12 011 12 696
スロバキア 38 081 39 505 41 038 42 705 46 120 44 781 45 059 43 305
スロベニア 5 319 5 688 6 172 6 244 6 495 7 439 7 407 7 598
スペイン 217 495 210 651 215 033 230 314 237 627 251 325 259 732 ..
スウェーデン 63 054 | 63 060 63 252 62 197 64 108 | 63 700 66 874 | 65 367
スイス 28 402 29 330 30 131 29 805 | 29 549 29 101 29 637 ..
トルコ 265 226 261 981 263 590 307 317 317 483 327 703 319 630 336 524
ウクライナ 307 530 295 702 278 274 | 260 749 256 915 265 992 269 855 258 293
英国 184 244 163 486 159 185 171 268 174 818 173 332 178 411 ..
米国 6 392 695 | 6 644 027 6 813 036 6 686 902 6 549 375 6 659 498 6 352 580 | ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内航海運量
国内輸送
単位：100万トンキロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア 102 577 104 462 105 404 105 244 110 380 107 830 .. ..
オーストリア x x x x x x x x
アゼルバイジャン 5 062 4 632 4 124 2 937 3 002 4 418 4 576 3 351
ベラルーシ x x x x x x x x
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア .. .. .. .. .. .. .. ..
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. 10 005 e 13 658 e 12 442 e
中国 5 341 200 4 870 500 5 593 500 5 423 600 5 807 500 5 508 400 5 192 700 ..
クロアチア 222 211 205 217 212 208 195 197
チェコ x x x x x x x x
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. ..
エストニア 0 0 0 1 0 0 5 14
フィンランド 2 840 1 900 2 010 2 180 2 170 2 270 2 800 3 006
フランス .. .. .. .. .. .. .. ..
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー x x x x x x x x
アイスランド 12 32 13 30 23 16 19 ..
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 50 287 e 49 112 e 52 867 e 51 145 e 56 713 e 60 005 e 64 854 e 68 946 e
日本 177 791 184 860 183 120 180 381 180 438 180 934 179 089 169 680
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 25 804 30 476 29 900 31 841 37 036 33 855 28 282 ..
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ルクセンブルク x x x x x x x x
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ x x x x x x x x
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド .. .. .. .. .. .. .. ..
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー 24 487 23 281 24 468 26 563 22 329 24 294 24 010 23 058
ポーランド .. .. .. .. .. .. .. ..
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア 12 138 | 12 133 13 126 14 956 12 944 16 596 28 334 | 20 981
セルビア x x x x x x x x
スロバキア x x x x x x x x
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン 41 761 40 773 41 848 44 536 47 488 49 698 50 293 55 716 p
スウェーデン 6 892 6 764 6 663 7 221 | 7 002 7 141 7 570 7 750
スイス x x x x x x x x
トルコ 17 158 19 725 18 553 19 189 19 492 22 087 21 779 20 520
ウクライナ 1 702 .. .. .. .. .. .. ..
英国 34 400 28 000 25 800 30 300 29 100 23 700 23 000 ..
米国 229 349 239 158 251 801 256 376 250 690 256 955 253 451 ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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鉄道コンテナ輸送量
単位：20フィートコンテナ換算（TEU）

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア .. .. 15 735 .. .. .. .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア 1 278 267 1 237 076 | 1 296 064 1 445 960 1 532 708 1 725 083 1 802 305 1 820 814
アゼルバイジャン 19 264 17 396 10 041 12 475 12 682 20 315 25 761 38 971
ベラルーシ .. .. .. .. 333 484 524 020 635 886 732 906
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 53 272 63 725 35 419 37 807 46 527 35 580 36 261 39 090
カナダ 3 559 595 3 686 321 3 897 973 4 071 322 4 170 821 4 534 111 4 654 397 4 184 417 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 37 744 41 299 40 792 34 115 93 137 83 078 96 920 106 817
チェコ 1 157 228 1 274 125 1 336 973 1 476 907 1 548 782 1 492 392 1 803 175 1 791 675
デンマーク 157 306 166 870 137 144 128 635 156 621 .. .. ..
エストニア 48 863 62 014 72 019 42 995 53 947 40 058 52 432 76 755
フィンランド 43 105 42 211 41 137 33 434 33 552 40 987 56 136 50 332
フランス .. .. .. .. .. .. .. ..
グルジア 55 798 48 083 49 339 44 022 35 913 41 392 56 781 78 943
ドイツ 6 228 484 6 456 060 6 272 430 5 979 035 6 205 543 5 983 721 | 6 678 868 | 7 138 556
ギリシャ .. .. 39 730 50 657 39 265 56 505 63 759 77 780
ハンガリー 386 746 519 480 448 166 651 093 736 798 721 233 707 524 e 401 290
アイスランド x x x x x x x x
インド 2 586 000 2 869 000 3 111 000 2 924 000 3 102 000 3 531 900 .. ..
アイルランド 13 776 14 784 15 330 14 910 15 876 17 009 15 537 8 532
イタリア 752 433 767 503 789 217 710 969 730 452 811 785 2 466 147 | 2 587 850 p
日本 .. .. .. .. .. .. .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 .. .. .. .. .. .. .. ..
ラトビア 111 117 97 710 97 028 69 813 56 339 54 736 64 029 66 738
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 104 171 103 952 90 745 69 964 67 601 92 751 114 941 144 838
ルクセンブルク 35 000 47 000 65 000 84 000 56 629 63 010 70 234 74 283
マルタ x x x x x x x x
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ 1 463 2 015 1 883 365 1 080 807 625 665
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 1 539 810 1 300 000 1 406 000 1 441 000 1 600 000 1 377 000 1 686 000 1 653 000
ニュージーランド .. .. .. .. .. .. .. ..
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 386 620 332 653 324 815 322 765 309 830 329 091 398 965 309 139
ポーランド 1 026 181 1 091 888 1 072 627 1 098 698 1 353 936 1 619 943 1 770 082 2 049 424
ポルトガル 191 895 183 583 262 337 367 905 416 171 441 818 451 396 ..
ルーマニア 91 465 61 474 54 995 99 737 95 561 102 468 102 879 100 777
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア 526 643 593 281 636 652 621 315 618 227 610 941 679 871 692 990
スロベニア 395 945 390 507 398 621 458 449 477 693 509 652 537 298 533 919
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 450 303 433 918 430 588 411 664 388 772 394 523 438 841 | 418 631
スイス .. .. .. .. .. .. .. ..
トルコ 707 989 814 981 891 605 713 504 789 761 856 856 990 992 1 081 740
ウクライナ 262 455 .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false.
出典: ITF Transport statistics
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海上コンテナ輸送量
単位：20フィートコンテナ換算（TEU）

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 87 909 109 054 99 350 104 060 118 828 118 270 134 526 145 762
アルゼンチン .. .. 1 554 012 1 575 634 1 515 282 1 636 756 .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア 6 936 142 e 6 994 361 e 7 519 534 e 7 415 789 e 7 529 626 e 8 047 764 e .. ..
オーストリア x x x x x x x x
アゼルバイジャン 4 459 6 117 10 485 13 307 17 102 15 337 22 887 35 024
ベラルーシ x x x x x x x x
ベルギー 9 165 000 9 188 000 9 726 000 9 776 000 10 083 000 10 331 000 11 219 000 11 527 000
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 212 369 218 999 236 944 242 865 245 459 274 880 292 919 313 090
カナダ 5 109 500 5 225 900 5 429 700 5 792 200 5 684 800 6 322 300 6 718 400 6 970 500 p
チリ 3 521 050 3 815 269 3 950 318 3 930 230 4 145 068 4 388 783 4 900 462 4 611 911
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 144 041 130 236 138 278 181 912 208 133 245 559 264 445 331 303
チェコ x x x x x x x x
デンマーク 763 000 747 000 743 000 750 000 764 000 .. .. ..
エストニア 228 032 253 900 261 069 209 118 204 368 230 409 241 001 242 060
フィンランド 1 449 596 1 472 143 1 440 462 1 413 654 1 510 314 1 630 105 1 596 690 1 617 879
フランス 4 650 494 4 835 191 5 030 910 5 202 852 5 257 025 5 756 897 5 856 374 5 838 680
グルジア 357 654 403 447 446 972 379 816 329 805 394 787 453 938 647 816
ドイツ 15 325 000 15 552 000 15 905 000 15 181 000 15 205 000 15 129 000 15 130 000 15 061 029
ギリシャ 3 220 371 3 620 126 3 928 785 3 744 380 4 131 533 4 512 982 5 300 026 6 093 956
ハンガリー x x x x x x x x
アイスランド .. .. .. .. .. .. .. ..
インド 7 714 000 7 453 000 7 960 000 8 148 000 8 442 000 9 139 000 .. ..
アイルランド 732 316 726 019 796 620 876 848 916 829 956 904 1 000 558 1 063 488
イタリア 9 398 353 9 491 151 10 104 971 10 180 380 11 336 766 10 730 533 12 758 529 10 659 573
日本 21 225 537 21 490 748 21 717 653 21 196 655 21 709 965 22 821 394 23 464 972 ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 22 550 275 23 469 251 24 798 210 25 680 530 26 005 344 27 468 077 28 970 367 ..
ラトビア 366 824 385 665 391 218 359 756 388 484 450 071 474 451 470 075
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 381 371 402 733 450 183 350 393 441 664 474 209 749 067 705 222
ルクセンブルク x x x x x x x x
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ 4 878 097 4 875 281 5 058 635 5 506 488 5 680 483 6 371 628 6 987 387 7 105 882
モルドバ x x x x x x x x
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 12 133 471 11 818 300 12 621 088 12 543 230 12 727 674 14 047 511 14 865 101 15 574 369
ニュージーランド 2 414 660 2 503 739 2 672 032 2 777 811 2 869 420 3 120 030 3 176 020 3 238 319
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー 714 565 729 947 761 332 770 347 735 229 777 957 811 041 851 583
ポーランド 1 648 886 1 979 703 2 256 061 1 793 408 2 306 312 2 256 441 2 650 440 2 755 138
ポルトガル 1 994 327 2 418 743 2 706 975 2 752 614 2 919 806 3 167 199 3 189 352 2 913 478
ルーマニア 675 414 659 375 663 271 689 489 706 157 692 032 667 986 664 695
ロシア 3 371 039 3 501 985 3 617 159 2 906 555 3 058 806 3 520 306 3 888 129 4 064 431
セルビア x x x x x x x x
スロバキア x x x x x x x x
スロベニア 556 392 596 429 676 381 802 696 845 547 919 652 980 196 934 055
スペイン 13 999 337 13 709 523 14 066 730 14 252 380 15 130 479 15 924 830 17 198 589 17 435 718 p
スウェーデン 1 150 775 1 147 065 1 155 418 1 115 992 1 157 348 1 180 740 1 219 998 1 237 228
スイス x x x x x x x x
トルコ 7 192 396 7 899 933 8 351 122 8 146 398 8 761 974 10 010 536 10 843 998 11 591 838
ウクライナ 693 210 .. .. .. .. .. .. ..
英国 8 013 000 8 273 000 9 540 000 9 799 000 10 230 000 10 259 000 10 324 000 ..
米国 33 236 967 34 484 687 35 867 974 35 665 402 36 504 338 .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_GOODS_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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鉄道旅客輸送量
単位：100万旅客キロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 16 12 8 7 3 2 3 2
アルゼンチン 6 003 5 035 5 734 6 884 8 065 8 361 .. ..
アルメニア 53 e 55 e 52 44 50 55 .. ..
オーストラリア 15 569 15 544 15 571 16 017 16 504 17 039 17 586 ..
オーストリア 11 323 11 915 12 092 12 208 12 578 12 657 13 205 13 350
アゼルバイジャン 591 609 612 495 448 467 466 544
ベラルーシ 8 977 8 998 7 796 7 117 6 428 6 295 6 215 6 274
ベルギー 10 857 10 595 10 974 e 10 333 | 10 025 e 10 167 e .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 54 40 35 34 24 30 40 56
ブルガリア 1 876 1 826 1 702 1 552 1 458 1 438 1 479 1 524
カナダ 1 376 1 365 1 327 1 422 1 482 1 601 1 685 p ..
チリ 934 862 663 584 583 596 677 721 p
中国 981 233 1 059 560 1 124 190 1 196 060 1 257 930 1 345 690 1 414 660 ..
クロアチア 1 104 948 927 951 836 745 756 734
チェコ 7 265 7 601 7 797 8 298 8 843 9 498 10 286 10 931
デンマーク 7 020 7 076 6 808 6 808 6 653 6 623 6 560 ..
エストニア 236 225 282 289 316 367 417 392
フィンランド 4 035 4 053 3 874 4 113 | 3 868 4 271 4 534 4 924
フランス 105 956 105 215 104 589 104 849 104 207 110 469 107 920 112 614
グルジア 625 585 550 465 545 597 634 675
ドイツ 88 796 89 615 90 976 91 603 94 197 95 530 98 161 p 100 015
ギリシャ 832 e 755 e 1 072 1 263 1 192 1 109 1 104 1 252
ハンガリー 7 806 7 843 7 738 7 609 7 653 7 731 7 770 7 752
アイスランド x x x x x x x x
インド 1 098 103 1 140 412 1 147 190 1 143 039 1 149 835 1 161 333 e .. ..
アイルランド 1 578 1 592 1 863 1 917 1 990 2 121 2 281 2 399
イタリア 46 759 48 739 49 957 52 207 52 178 | 53 231 55 493 p 56 586 p
日本 404 396 414 387 413 970 427 486 431 799 437 363 441 614 446 711
カザフスタン .. 20 625 23 750 20 345 17 322 17 961 18 509 ..
韓国 70 079 66 353 67 860 68 371 86 871 89 964 92 285 93 887
ラトビア 725 729 649 591 584 596 624 643
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 403 391 373 361 396 424 468 479
ルクセンブルク 373 394 409 418 418 438 442 463
マルタ x x x x x x x x
メキシコ 970 1 036 1 150 1 411 1 481 1 550 1 591 1 571
モルドバ 347 330 257 181 122 99 95 74
モンテネグロ 62 73 76 81 84 60 .. ..
モロッコ 5 114 5 397 5 449 5 507 5 208 4 923 .. ..
オランダ 16 100 17 700 16 200 15 800 16 900 17 800 22 600 ..
ニュージーランド .. .. .. .. .. .. .. ..
北マケドニア 99 80 80 178 83 59 64 62
ノルウェー 3 092 3 260 3 440 3 555 3 695 3 584 3 722 3 715
ポーランド 17 826 16 797 16 015 17 367 19 175 20 319 21 043 22 056
ポルトガル 3 803 3 649 3 852 3 957 4 146 4 391 4 487 4 964
ルーマニア 4 571 4 411 4 976 5 149 4 988 5 663 5 577 5 906
ロシア 144 612 138 517 130 027 120 644 124 620 123 096 129 542 133 589
セルビア 540 612 453 509 438 377 347 285
スロバキア 2 459 2 485 2 583 3 411 3 595 3 873 3 915 4 093
スロベニア 742 760 697 709 680 650 656 698
スペイン 22 476 23 788 25 072 26 142 26 670 27 487 28 434 27 263
スウェーデン 11 792 11 842 12 121 12 650 12 800 13 331 13 547 14 617
スイス 19 262 19 447 20 010 20 389 20 812 20 865 20 613 21 737
トルコ 6 361 6 225 7 401 8 326 7 829 8 465 8 938 14 259
ウクライナ 49 329 48 981 35 865 | 35 367 36 839 28 075 28 685 28 413
英国 69 686 71 092 74 262 76 788 78 696 80 261 80 526 ..
米国 34 126 36 047 36 393 36 044 35 892 33 256 31 963 32 483

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ:
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_PASSENGER_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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自家用車旅客輸送量
単位：100万旅客キロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 6 654 7 587 .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン 23 500 24 558 25 437 27 693 30 017 32 407 .. ..
アルメニア 2 450 2 457 2 537 2 396 2 437 2 403 .. ..
オーストラリア 267 183 269 623 273 498 278 752 285 559 290 380 291 368 ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 1 095 1 217 1 296 1 370 1 413 1 455 1 494 1 550
ベラルーシ 133 208 189 185 180 181 251 347
ベルギー 110 141 105 360 108 190 107 070 105 967 106 940 .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア .. .. .. .. .. .. .. ..
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. 49 664 e ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア .. .. .. .. .. .. .. ..
チェコ 64 260 e 64 650 e 66 260 e 69 705 e 72 255 e 74 327 e 77 971 e 81 179 e
デンマーク 60 190 60 854 60 195 60 862 60 071 .. .. ..
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 65 270 65 115 65 520 66 295 57 007 | 66 600 | 66 800 66 800
フランス 780 865 | 776 643 781 027 786 867 795 367 801 452 801 206 798 682
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ 896 300 903 100 916 400 927 000 946 300 920 900 | 920 200 p ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 51 793 51 823 52 722 e 54 603 e 57 354 e 60 645 e 63 947 e 67 034 e
アイスランド 4 832 e 4 971 e 5 226 e 5 578 e 6 468 7 082 7 347 ..
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 578 668 620 368 642 920 676 350 704 542 e 744 919 e 722 894 745 628 p
日本 816 489 815 224 803 743 808 492 821 360 835 152 847 820 844 042
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 248 362 250 425 258 220 268 784 271 271 278 597 286 014 ..
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 34 191 33 325 24 366 24 865 25 854 31 361 30 119 ..
ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..
マルタ .. .. 1 607 p 1 615 p 1 623 p 1 631 p .. ..
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. .. .. .. .. .. ..
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 139 600 145 400 145 000 139 500 140 800 138 700 144 700 | ..
ニュージーランド 3 072 e 3 101 e 3 157 e 3 259 e 3 393 e 3 480 e 3 545 e 3 545 p
北マケドニア 5 116 e 5 964 e 6 769 e 6 987 e 7 192 e 9 168 9 452 9 703
ノルウェー 58 701 59 407 61 288 62 391 62 630 63 828 64 014 64 192
ポーランド 189 324 e 193 336 e 197 032 e 200 570 e 213 318 e 221 545 e 233 842 e 244 480 e
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア 338 337 263 351 450 499 387 ..
セルビア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア 26 935 e 27 155 e 27 251 e 27 531 e 27 836 e 28 125 e 28 460 e 28 616 e
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン 321 045 316 539 308 704 | 317 553 329 880 332 858 340 556 ..
スウェーデン 108 378 108 252 110 374 111 953 114 566 116 118 116 000 114 541
スイス 88 150 89 467 90 704 91 995 93 970 95 742 96 897 97 852
トルコ .. .. .. .. .. .. .. ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 647 332 641 845 654 335 655 127 665 500 669 843 672 713 ..
米国 5 617 316 5 645 133 5 635 924 5 839 310 5 954 242 5 970 536 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_PASSENGER_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false.
出典: ITF Transport statistics
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バス旅客輸送量
単位：100万旅客キロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 983 e 1 063 e .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン 20 554 18 362 17 924 16 845 16 822 16 377 .. ..
アルメニア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストラリア 20 413 20 775 21 168 21 301 21 633 22 094 22 533 ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 18 939 20 663 21 696 22 455 23 016 23 431 23 782 24 400
ベラルーシ 12 261 12 720 11 900 11 249 11 839 12 155 12 398 12 638
ベルギー 17 905 16 170 15 790 15 170 13 533 .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 1 926 1 750 1 660 1 690 1 706 1 661 .. ..
ブルガリア 9 233 8 916 10 145 10 231 9 757 9 179 8 588 9 175
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. 1 099 680 1 074 270 1 022 870 976 520 927 970 ..
クロアチア 3 249 3 507 3 648 3 377 | 3 802 4 150 3 843 4 022
チェコ 9 015 9 026 10 010 9 996 10 257 11 178 10 950 10 547
デンマーク 6 849 6 697 6 831 6 682 6 473 .. .. ..
エストニア 2 490 2 619 2 569 3 315 2 995 | 2 929 2 924 3 240
フィンランド 7 540 7 540 7 540 7 540 8 255 | 8 200 | 8 000 7 900
フランス 55 421 | 56 008 57 505 58 374 59 646 60 150 60 738 60 685
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ 76 019 77 146 78 790 81 771 81 455 79 730 80 102 p ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 16 868 16 965 17 441 17 618 17 623 18 100 18 660 18 722
アイスランド 622 e 640 e 673 e 718 e 833 912 946 ..
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 101 512 101 770 102 806 102 640 103 099 103 174 e 103 390 103 570 p
日本 75 668 74 571 72 579 71 443 70 119 69 815 70 101 65 556
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 106 838 109 503 110 296 109 260 102 648 103 257 101 254 ..
ラトビア 2 358 2 325 2 345 2 232 2 187 2 146 2 156 2 191
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 2 387 2 521 2 672 2 457 2 361 2 474 2 583 2 646
ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..
マルタ .. .. 332 p 339 p 345 p 351 p .. ..
メキシコ 480 690 484 776 494 128 508 498 518 368 528 694 538 603 535 699
モルドバ 2 835 3 004 2 720 2 834 3 006 3 132 3 375 3 512
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 24 24 25 26 27 29 31 32 p
北マケドニア 1 994 1 980 2 474 2 276 2 069 2 331 2 246 2 028
ノルウェー 5 791 5 844 5 966 6 351 6 693 6 534 e 6 751 e 7 150 e
ポーランド 39 419 e 37 781 e 39 158 e 37 580 e 36 774 e 36 065 e 34 544 e 36 236 e
ポルトガル 5 850 6 023 5 657 6 575 | 7 612 7 415 7 926 ..
ルーマニア 12 584 12 923 14 061 17 471 18 744 18 177 19 937 20 553
ロシア 132 968 126 042 127 090 126 271 123 977 122 943 122 152 121 942
セルビア 4 640 4 612 4 223 4 601 4 282 4 255 4 950 4 662
スロバキア 5 300 5 166 5 281 5 268 5 829 5 925 6 239 6 187
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン 54 531 53 836 39 469 46 389 47 763 30 510 32 188 ..
スウェーデン 10 101 10 316 10 290 10 439 10 507 10 647 10 730 10 865
スイス 6 837 6 895 7 016 7 163 7 306 7 363 7 435 ..
トルコ .. .. .. .. .. .. .. ..
ウクライナ 62 583 60 765 53 294 | 44 919 44 447 45 450 44 291 43 016
英国 42 226 40 382 39 618 39 367 34 364 37 979 35 267 ..
米国 504 300 517 466 545 852 553 732 557 814 587 765 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_PASSENGER_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false.
出典: ITF Transport statistics
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道路旅客輸送総量
単位：100万旅客キロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 7 637 e 8 650 e .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン 44 054 42 921 43 361 44 538 46 839 48 784 .. ..
アルメニア 2 450 2 457 2 537 2 396 2 437 2 403 .. ..
オーストラリア 287 595 290 398 294 665 300 053 307 192 312 475 313 901 ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 20 034 21 880 22 992 23 825 24 429 24 886 25 276 25 950
ベラルーシ 12 394 12 928 12 089 11 434 12 019 12 336 12 649 12 985
ベルギー 128 046 121 530 123 980 122 240 119 500 .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 1 926 1 750 1 660 1 690 1 706 1 661 .. ..
ブルガリア 9 233 8 916 10 145 10 231 9 757 9 179 8 588 9 175
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 1 846 755 1 125 090 | 1 099 680 1 074 270 1 022 870 976 520 927 970 ..
クロアチア 3 249 3 507 3 648 3 377 | 3 802 4 150 3 843 4 022
チェコ 73 275 73 676 76 270 79 701 82 512 85 505 88 921 91 726
デンマーク 67 039 67 551 67 027 67 544 66 544 .. .. ..
エストニア 2 490 2 619 2 569 3 315 2 995 | 2 929 2 924 3 240
フィンランド 72 810 72 655 73 060 73 835 65 262 | 74 800 | 74 800 74 700
フランス 836 286 | 832 651 838 532 845 241 855 013 861 602 861 944 859 367
グルジア 6 219 6 393 6 572 6 756 6 945 7 140 7 340 7 545
ドイツ 972 319 980 246 995 190 1 008 771 1 027 755 1 000 630 p 1 000 302 p ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 68 661 68 788 70 163 e 72 221 e 74 977 e 78 745 e 82 607 e 85 756 e
アイスランド 5 454 e 5 611 e 5 899 e 6 296 e 7 301 7 994 8 293 ..
インド 10 393 000 11 756 000 13 403 000 15 415 000 17 496 000 e 19 718 000 e .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 680 180 722 138 745 726 778 990 807 641 848 093 826 284 849 198 p
日本 892 157 889 795 876 322 879 935 891 479 904 967 917 921 909 598
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 355 200 359 928 368 516 378 044 373 919 381 854 387 268 ..
ラトビア 2 358 2 325 2 345 2 232 2 187 2 146 2 156 2 191
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 36 578 35 846 27 038 27 322 28 215 33 835 32 702 ..
ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..
マルタ .. .. 1 940 p 1 954 p 1 968 p 1 982 p .. ..
メキシコ 480 690 484 776 494 128 508 498 518 368 528 694 538 603 535 699
モルドバ 2 835 3 004 2 720 2 834 3 006 3 132 3 375 3 512
モンテネグロ 111 109 108 110 114 114 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 139 600 145 400 145 000 139 500 140 800 138 700 144 700 | ..
ニュージーランド 3 096 e 3 126 e 3 183 e 3 285 e 3 420 e 3 509 e 3 576 e 3 578 p
北マケドニア 7 110 e 7 944 e 9 243 e 9 263 e 9 261 e 11 499 11 698 11 731
ノルウェー 64 492 65 251 67 254 68 742 69 323 70 362 e 70 765 e 71 342 e
ポーランド 228 743 e 231 117 e 236 190 e 238 150 e 250 092 e 257 610 e 268 386 e 280 716 e
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア 12 584 12 923 14 061 17 471 18 744 18 177 19 937 20 553
ロシア 133 306 126 379 127 353 126 622 124 427 123 442 122 539 121 942
セルビア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア 32 235 32 321 32 532 32 799 33 665 34 050 34 699 34 803
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン 375 576 370 375 348 173 | 363 942 377 643 363 368 372 744 ..
スウェーデン 118 479 118 568 120 664 122 392 125 073 126 765 126 730 125 406
スイス 94 988 96 362 97 720 99 158 101 276 103 104 104 331 ..
トルコ 258 874 268 178 276 073 290 734 300 852 314 734 329 363 339 601
ウクライナ 62 583 60 765 53 294 | 44 919 44 447 45 450 44 291 43 016
英国 689 558 682 227 693 953 694 493 699 865 707 822 707 980 ..
米国 6 121 616 6 162 599 6 181 776 6 393 042 6 512 056 6 558 301 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_PASSENGER_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics



  |   225

ITF交通アウトルック2021

内陸旅客輸送総量
単位：100万旅客キロ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 7 653 8 662 .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン 50 057 47 956 49 095 51 422 54 904 57 145 .. ..
アルメニア 2 503 e 2 512 e 2 589 e 2 440 2 598 2 666 .. ..
オーストラリア 303 164 305 942 310 236 316 070 323 696 329 514 331 487 ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 20 625 22 489 23 604 24 320 24 877 25 353 25 742 26 494
ベラルーシ 21 371 21 926 19 885 18 551 18 447 18 631 18 864 19 259
ベルギー .. 132 125 134 954 e 132 573 | 129 667 .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ 1 980 1 790 1 695 1 724 1 730 1 691 .. ..
ブルガリア 11 109 10 742 11 847 11 783 11 215 10 617 10 067 10 699
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 2 827 988 2 184 650 | 2 223 870 2 270 330 2 280 800 2 322 210 2 342 630 ..
クロアチア 4 353 4 455 4 575 4 328 | 4 638 4 895 4 599 4 756
チェコ 80 540 81 277 84 067 87 999 91 355 95 002 99 207 102 657
デンマーク 74 059 74 627 73 835 74 352 73 197 .. .. ..
エストニア 2 726 2 844 2 851 3 604 3 311 | 3 296 3 341 3 632
フィンランド 76 845 76 708 76 934 77 948 69 130 | 79 071 | 79 334 79 624
フランス 942 242 | 937 866 943 121 950 090 959 220 972 071 969 864 971 981
グルジア 6 844 6 978 7 122 7 221 7 490 7 736 7 973 8 220
ドイツ 1 061 115 1 069 861 1 086 166 1 100 374 1 121 952 1 096 160 p 1 098 463 p ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 76 467 76 631 77 901 e 79 830 e 82 630 e 86 476 e 90 376 e 93 508 e
アイスランド 5 454 e 5 611 e 5 899 e 6 296 e 7 301 7 984 8 293 ..
インド 11 491 103 12 896 412 14 550 190 16 558 039 18 645 835 e 20 879 333 e .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 726 939 770 877 795 683 831 197 859 819 | 901 324 881 777 905 784
日本 1 296 553 1 304 182 1 290 292 1 307 421 1 323 278 1 342 330 1 359 535 1 356 309
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 425 279 426 281 436 376 446 415 460 790 471 818 479 553 ..
ラトビア 3 083 3 054 2 994 2 823 2 771 2 742 2 780 2 834
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 36 981 36 237 27 411 27 683 28 611 34 259 33 170 ..
ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..
マルタ .. .. 1 940 p 1 954 p 1 968 p 1 982 p .. ..
メキシコ 481 660 485 812 495 278 509 909 519 849 530 244 540 194 537 270
モルドバ 3 182 3 334 2 977 3 015 3 128 3 231 3 469 3 586
モンテネグロ 173 182 184 191 198 174 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 155 700 163 100 161 200 155 300 157 700 156 500 167 300 | ..
ニュージーランド 3 096 e 3 126 e 3 183 e 3 285 e 3 420 e 3 509 e 3 576 e 3 578 p
北マケドニア 7 209 e 8 024 e 9 323 e 9 441 e 9 344 e 11 558 11 762 11 793
ノルウェー 67 584 68 511 70 694 72 297 73 018 73 946 e 74 487 e 75 057 e
ポーランド 246 569 e 247 914 e 252 205 e 255 517 e 269 267 e 277 929 e 289 429 e 302 772 e
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア 17 155 17 334 19 037 22 620 23 732 23 840 25 514 26 459
ロシア 277 918 264 896 257 380 247 266 249 047 246 538 252 081 255 531
セルビア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア 34 694 34 806 35 115 36 210 37 260 37 923 38 614 38 896
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン 398 052 394 163 373 245 | 390 084 404 313 390 855 401 178 ..
スウェーデン 130 271 130 410 132 785 135 042 137 873 140 096 140 277 140 023
スイス 114 250 115 809 117 730 119 547 122 088 123 969 124 921 ..
トルコ 265 235 274 403 283 474 299 060 308 681 323 199 338 301 353 860
ウクライナ 111 912 109 746 89 159 | 80 286 81 286 73 525 72 976 71 429
英国 759 244 753 318 768 215 771 281 778 560 788 082 788 507 ..
米国 6 155 742 6 198 646 6 218 169 6 429 086 6 547 948 6 591 557 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_PASSENGER_TRANSPORT&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路交通傷害事故件数
単位：件

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 1 870 2 075 1 914 1 992 2 033 1 978 1 718 1 498
アルゼンチン 116 988 161 920 129 076 .. .. 102 623 p .. ..
アルメニア 2 602 e 2 824 e 3 156 3 399 3 203 3 535 .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア 40 831 | 38 502 37 957 37 960 38 466 37 402 36 846 35 736
アゼルバイジャン 2 892 2 846 2 635 2 220 2 006 1 833 1 817 1 870
ベラルーシ 5 187 4 730 4 550 4 151 3 654 3 418 3 399 3 567
ベルギー 44 259 41 347 41 474 40 300 40 123 38 025 38 455 37 699
ボスニアヘルツェゴビナ 34 884 35 725 36 225 38 659 39 543 37 628 36 672 ..
ブルガリア 6 717 7 015 7 018 7 225 7 404 6 888 6 684 6 730
カナダ 124 682 122 143 116 293 119 541 118 271 114 408 110 114 p ..
チリ 34 591 39 301 38 476 38 734 42 285 41 743 39 194 39 246 |
中国 204 196 198 394 196 812 187 781 212 846 203 049 244 937 ..
クロアチア 11 773 11 225 10 607 11 038 10 779 10 939 10 450 9 695
チェコ 20 504 20 342 21 054 21 561 21 386 21 263 21 889 20 806
デンマーク 3 124 2 984 2 880 2 853 2 882 2 789 2 964 2 808
エストニア 1 383 1 364 1 413 1 376 1 468 1 406 1 469 1 406
フィンランド 5 725 5 334 5 324 5 185 4 752 4 432 4 312 3 984 p
フランス 60 437 56 812 58 191 56 603 57 522 58 613 55 766 56 016
グルジア 5 359 5 510 5 992 6 432 6 939 6 079 6 452 5 839
ドイツ 299 637 291 105 302 435 305 659 308 145 302 656 308 721 300 143
ギリシャ 12 398 12 109 11 690 11 440 11 318 10 848 10 737 10 745 p
ハンガリー 15 174 15 691 15 847 16 331 16 627 16 489 16 951 16 627
アイスランド 742 822 808 912 986 952 868 770
インド 490 383 486 476 489 400 501 423 480 652 464 910 .. ..
アイルランド 5 610 4 976 5 796 5 831 5 877 6 019 6 119 5 862
イタリア 188 228 181 660 177 031 174 539 175 791 174 933 172 344 172 183
日本 665 157 629 033 573 842 536 899 499 201 472 165 430 601 381 237
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 223 656 215 354 223 552 232 035 220 917 216 335 217 148 229 600
ラトビア 3 358 3 489 3 728 3 692 3 792 3 874 3 973 3 724
リヒテンシュタイン 403 468 465 445 434 436 478 ..
リトアニア 3 391 3 391 3 225 3 033 3 201 3 055 2 926 3 289
ルクセンブルク 1 019 949 908 983 941 955 947 ..
マルタ 14 546 14 070 14 473 15 504 15 017 15 003 .. ..
メキシコ 12 888 21 636 17 909 16 994 12 553 11 873 .. ..
モルドバ 2 713 2 605 2 536 2 559 2 479 2 641 2 613 2 572
モンテネグロ 1 217 | 1 266 1 334 1 554 1 698 1 831 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 4 968 9 522 13 358 18 523 18 749 18 706 .. ..
ニュージーランド 9 678 9 453 8 922 9 782 10 185 11 245 11 689 11 737 p
北マケドニア 4 108 4 230 3 852 3 854 3 902 4 019 3 740 3 233
ノルウェー 6 154 5 241 4 972 4 563 4 374 4 086 3 898 3 579
ポーランド 37 062 35 847 34 970 32 967 33 664 32 760 31 674 30 288
ポルトガル 29 867 30 339 30 604 31 953 32 299 34 416 34 235 ..
ルーマニア 26 928 24 827 25 355 28 944 30 751 31 106 30 202 31 146
ロシア 203 597 204 068 199 723 184 000 173 694 169 432 168 099 164 358
セルビア 13 333 13 522 13 043 13 638 14 382 14 691 14 142 14 134
スロバキア 5 370 5 113 5 391 5 502 5 602 5 638 5 689 5 410
スロベニア 6 864 6 542 6 264 6 585 6 495 6 185 6 014 6 025
スペイン 83 115 89 519 91 570 97 756 102 362 102 233 102 299 ..
スウェーデン 16 458 14 815 12 926 14 672 14 051 14 849 14 233 13 684
スイス 18 148 17 473 17 803 17 736 17 577 17 799 18 033 17 761
トルコ 153 552 161 306 168 512 183 011 185 128 182 669 186 832 174 896
ウクライナ 30 699 30 681 25 854 | 25 493 26 782 27 220 .. ..
英国 151 346 144 426 152 407 146 203 142 846 136 063 128 207 p ..
米国 1 634 000 e 1 621 000 e 1 648 000 e 1 747 000 e 2 151 000 | 1 923 000 e .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_ROAD_ACCIDENTS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路交通事故死傷者数（負傷者及び死者数）
単位：人

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 2 569 2 798 2 617 2 692 2 779 2 611 2 291 2 044
アルゼンチン 122 062 118 925 85 984 .. .. 118 593 p .. ..
アルメニア 4 050 e 4 310 e 4 776 5 084 4 718 5 458 .. ..
オーストラリア 35 391 36 246 36 703 38 286 40 238 .. .. ..
オーストリア 51 426 | 48 499 48 100 47 845 48 825 47 672 46 934 ..
アゼルバイジャン 4 165 4 112 3 800 3 159 2 762 2 469 2 433 2 523
ベラルーシ 6 608 5 927 5 611 5 088 4 511 4 209 4 229 4 323
ベルギー 57 146 53 876 53 982 52 593 51 928 49 081 49 354 47 793
ボスニアヘルツェゴビナ 9 478 10 052 10 364 10 205 11 509 10 527 10 680 ..
ブルガリア 8 794 9 376 9 299 9 679 10 082 9 362 9 077 9 127
カナダ 168 802 166 476 158 399 162 950 160 690 154 628 154 769 p ..
チリ 54 746 61 209 59 505 59 588 65 227 63 644 59 442 59 462 |
中国 284 324 272 263 270 405 257 902 289 523 273 426 321 726 ..
クロアチア 16 403 15 642 14 530 15 372 14 903 14 939 14 306 13 182
チェコ 26 257 25 942 27 046 27 704 27 692 27 656 28 336 26 663
デンマーク 3 778 3 585 3 375 3 334 3 439 3 318 3 458 3 275
エストニア 1 794 1 761 1 790 1 792 1 917 1 773 1 899 1 785
フィンランド 7 343 6 939 6 934 6 678 6 169 5 812 5 542 5 205 p
フランス 79 504 73 875 76 432 74 263 76 122 76 832 73 135 73 734
グルジア 8 339 8 559 9 047 9 789 10 532 8 978 9 506 8 402
ドイツ 387 978 377 481 392 912 396 891 399 872 393 492 399 293 387 276
ギリシャ 16 628 16 054 15 359 14 889 14 649 14 002 13 849 13 532 p
ハンガリー 19 584 20 681 20 750 21 543 21 936 22 076 22 632 22 198
アイスランド 1 044 1 232 1 172 1 324 1 429 1 387 1 289 1 136
インド 647 925 632 465 633 145 646 412 645 409 618 888 .. ..
アイルランド 8 105 7 068 8 271 8 002 7 955 7 937 8 150 p ..
イタリア 270 617 261 494 254 528 250 348 252 458 250 128 245 946 244 557
日本 829 830 785 880 715 487 670 140 622 757 584 544 529 378 464 990
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 349 957 333 803 342 259 355 021 336 012 327 014 326 818 345 061
ラトビア 4 356 4 517 4 815 4 754 4 806 4 954 4 946 4 688
リヒテンシュタイン 109 113 101 113 105 89 121 ..
リトアニア 4 253 4 263 4 014 3 836 3 941 3 752 3 563 4 092
ルクセンブルク 1 412 1 297 1 261 1 384 1 235 1 307 1 254 ..
マルタ 1 599 1 582 1 796 1 711 1 852 1 873 .. ..
メキシコ 29 275 24 542 21 182 18 960 14 534 11 824 .. ..
モルドバ 3 951 3 521 3 404 3 334 3 239 3 293 3 396 3 275
モンテネグロ 1 768 1 886 1 900 2 224 2 423 2 711 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 12 528 12 187 11 595 12 665 13 106 14 417 15 073 15 079 p
北マケドニア 6 281 6 682 6 186 6 061 6 136 6 379 5 993 5 296
ノルウェー 8 340 7 029 6 438 5 804 5 674 5 368 5 049 4 466
ポーランド 49 369 47 416 45 747 42 716 43 792 42 297 40 221 38 386
ポルトガル 38 823 39 390 39 653 41 549 41 668 44 495 44 005 ..
ルーマニア 36 251 33 325 34 152 38 790 41 475 42 162 40 576 41 533
ロシア 286 609 285 462 278 751 254 311 241 448 234 462 233 067 227 858
セルビア 19 090 19 118 18 529 19 909 21 212 21 717 21 198 20 725
スロバキア 6 790 6 562 6 912 7 059 7 216 7 160 7 175 6 835
スロベニア 9 278 8 867 8 328 8 830 8 586 8 005 7 779 7 673
スペイン 117 793 126 400 128 320 136 144 142 200 140 992 140 415 ..
スウェーデン 23 110 20 522 17 795 19 902 18 933 19 914 18 825 17 940
スイス 22 557 21 648 21 764 21 791 21 608 21 643 22 064 21 467
トルコ 271 829 278 514 288 583 311 951 | 311 112 307 810 313 746 288 707
ウクライナ 42 650 42 354 36 448 | 35 603 37 023 38 109 .. ..
英国 204 733 192 693 203 865 195 926 190 975 180 177 169 098 p ..
米国 2 396 000 e 2 346 000 e 2 371 000 e 2 478 000 e 3 098 000 | 2 783 000 e 2 747 000 e ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_ROAD_ACCIDENTS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路交通事故負傷者数
単位：人

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 2 235 2 503 2 353 2 422 2 510 2 389 2 078 1 817
アルゼンチン 116 988 113 716 80 705 .. .. 113 173 p .. ..
アルメニア 3 739 e 3 994 e 4 479 4 738 4 451 5 179 .. ..
オーストラリア 34 091 35 059 35 552 37 082 38 945 .. .. ..
オーストリア 50 895 | 48 044 47 670 47 366 48 393 47 258 46 525 ..
アゼルバイジャン 2 997 2 948 2 676 2 265 2 003 1 719 1 711 1 702
ベラルーシ 5 569 5 033 4 854 4 424 3 923 3 620 3 680 3 818
ベルギー 56 319 53 112 53 237 51 831 51 258 48 472 48 750 47 147
ボスニアヘルツェゴビナ 9 175 9 718 10 067 9 864 11 188 10 229 10 403 ..
ブルガリア 8 193 8 775 8 639 8 971 9 374 8 680 8 466 8 499
カナダ 166 727 164 525 156 558 161 061 158 791 152 772 152 847 p ..
チリ 52 767 59 106 57 389 57 452 63 050 61 719 57 487 57 489
中国 224 327 213 724 211 882 199 880 226 430 209 654 258 532 ..
クロアチア 16 010 15 274 14 222 15 024 14 596 14 608 13 989 12 885
チェコ 25 515 25 288 26 358 26 966 27 081 27 079 27 680 26 045
デンマーク 3 611 3 394 3 193 3 156 3 228 3 143 3 287 3 076
エストニア 1 707 1 680 1 712 1 725 1 846 1 725 1 832 1 733
フィンランド 7 088 6 681 6 705 6 408 5 911 5 574 5 303 4 994 p
フランス 75 851 70 607 73 048 70 802 72 645 73 384 69 887 70 490
グルジア 7 734 8 045 8 536 9 187 9 951 8 461 9 047 7 921
ドイツ 384 378 374 142 389 535 393 432 396 666 390 312 396 018 384 230
ギリシャ 15 640 15 175 14 564 14 096 13 825 13 271 13 149 12 836 p
ハンガリー 18 979 20 090 20 124 20 899 21 329 21 451 21 999 21 596
アイスランド 1 035 1 217 1 168 1 308 1 411 1 371 1 271 1 130
インド 509 667 494 893 493 474 500 279 494 624 470 975 .. ..
アイルランド 7 942 6 880 8 079 7 840 7 773 7 782 8 011 p ..
イタリア 266 864 258 093 251 147 246 920 249 175 246 750 242 621 241 384
日本 824 569 780 715 710 650 665 255 618 059 580 113 525 212 461 070
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 344 565 328 711 337 497 350 400 331 720 322 829 323 037 341 712
ラトビア 4 179 4 338 4 603 4 566 4 648 4 818 4 795 4 553
リヒテンシュタイン 108 111 98 111 105 87 121 ..
リトアニア 3 951 4 007 3 747 3 594 3 749 3 561 3 390 3 908
ルクセンブルク 1 378 1 252 1 226 1 348 1 203 1 272 1 218 ..
マルタ 1 590 1 564 1 786 1 700 1 829 1 854 .. ..
メキシコ 24 736 20 693 17 408 15 470 11 163 8 905 .. ..
モルドバ 3 510 3 220 3 080 3 036 2 928 2 991 3 122 3 001
モンテネグロ 1 722 1 812 1 835 2 173 2 358 2 648 .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 12 220 11 934 11 303 12 348 12 779 14 039 14 695 14 727 p
北マケドニア 6 149 6 484 6 056 5 913 5 971 6 224 5 860 5 164
ノルウェー 8 195 6 842 6 291 5 687 5 539 5 262 4 941 4 358
ポーランド 45 792 44 059 42 545 39 778 40 766 39 466 37 359 35 477
ポルトガル 38 105 38 753 39 015 40 956 41 105 43 893 43 330 45 361 p
ルーマニア 34 209 31 464 32 334 36 897 39 562 40 211 38 709 39 669
ロシア 258 618 258 437 251 793 231 197 221 140 215 374 214 853 210 877
セルビア 18 406 18 472 17 993 19 308 20 606 21 139 20 656 20 194
スロバキア 6 438 6 311 6 617 6 749 6 941 6 884 6 915 6 565
スロベニア 9 148 8 742 8 220 8 710 8 456 7 901 7 688 7 571
スペイン 115 890 124 720 126 632 134 455 140 390 139 162 138 609 ..
スウェーデン 22 825 20 262 17 525 19 643 18 663 19 662 18 501 17 719
スイス 22 218 21 379 21 521 21 538 21 392 21 413 21 831 21 280
トルコ 268 079 274 829 285 059 304 421 303 812 300 383 307 071 283 234
ウクライナ 37 519 37 521 32 009 | 31 600 33 613 34 677 .. ..
英国 202 931 190 923 202 011 194 122 189 115 178 321 167 261 p ..
米国 2 362 000 e 2 313 000 e 2 338 000 e 2 443 000 e 3 061 000 | 2 746 000 e 2 710 000 e ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_ROAD_ACCIDENTS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路交通事故死者数
単位：人

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 334 295 264 270 269 222 213 227
アルゼンチン 5 074 5 209 5 279 .. 5 582 5 420 p .. ..
アルメニア 311 e 316 e 297 346 267 279 .. ..
オーストラリア 1 300 1 187 1 151 1 204 1 293 1 223 1 137 1 195 p
オーストリア 531 | 455 430 479 432 414 409 416
アゼルバイジャン 1 168 1 164 1 124 894 759 750 722 821
ベラルーシ 1 039 894 757 664 588 589 549 505
ベルギー 827 764 745 762 670 609 604 646
ボスニアヘルツェゴビナ 303 334 297 341 321 298 277 ..
ブルガリア 601 601 660 708 708 682 611 628
カナダ 2 075 1 951 1 841 1 889 1 899 1 856 1 922 p ..
チリ 1 979 2 103 2 116 2 136 2 178 1 925 1 955 1 973 |
中国 59 997 58 539 58 523 58 022 63 093 63 772 63 194 ..
クロアチア 393 368 308 348 307 331 317 297
チェコ 742 654 688 738 611 577 656 618
デンマーク 167 191 182 178 211 175 171 199
エストニア 87 81 78 67 71 48 67 52
フィンランド 255 258 229 270 258 238 239 211 p
フランス 3 653 3 268 3 384 3 461 3 477 3 448 3 248 3 244
グルジア 605 514 511 602 581 517 459 481
ドイツ 3 600 3 339 3 377 3 459 3 206 3 180 3 275 3 046
ギリシャ 988 879 795 793 824 731 700 696 p
ハンガリー 605 591 626 644 607 625 633 602
アイスランド 9 15 4 16 18 16 18 6
インド 138 258 137 572 139 671 146 133 150 785 147 913 .. ..
アイルランド 163 188 192 162 182 155 139 p 140 p
イタリア 3 753 3 401 3 381 3 428 3 283 3 378 3 325 3 173
日本 5 261 5 165 4 837 4 885 4 698 4 431 4 166 3 920
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 5 392 5 092 4 762 4 621 4 292 4 185 3 781 3 349
ラトビア 177 179 212 188 158 136 151 135
リヒテンシュタイン 1 2 3 2 0 2 0 ..
リトアニア 302 256 267 242 192 191 173 184
ルクセンブルク 34 45 35 36 32 35 36 ..
マルタ 9 18 10 11 23 19 .. ..
メキシコ 4 539 3 849 3 774 3 490 3 371 2 919 .. ..
モルドバ 441 301 324 298 311 302 274 274
モンテネグロ 46 74 65 51 65 63 .. ..
モロッコ 4 167 3 832 3 489 3 776 3 785 3 726 3 485 ..
オランダ 650 570 570 621 629 613 678 661
ニュージーランド 308 253 292 317 327 378 378 352
北マケドニア 132 198 130 148 165 155 133 132
ノルウェー 145 187 147 117 135 106 108 108
ポーランド 3 577 3 357 3 202 2 938 3 026 2 831 2 862 2 909
ポルトガル 718 637 638 593 563 602 675 621 p
ルーマニア 2 042 1 861 1 818 1 893 1 913 1 951 1 867 1 864
ロシア 27 991 27 025 26 958 23 114 20 308 19 088 18 214 16 981
セルビア 684 646 536 601 606 578 542 531
スロバキア 352 251 295 310 275 276 260 270
スロベニア 130 125 108 120 130 104 91 102
スペイン 1 903 1 680 1 688 1 689 1 810 1 830 1 806 ..
スウェーデン 285 260 270 259 270 252 324 221
スイス 339 269 243 253 216 230 233 187
トルコ 3 750 3 685 3 524 7 530 | 7 300 7 427 6 675 5 473
ウクライナ 5 131 4 833 4 439 | 4 003 3 410 3 432 .. ..
英国 1 802 1 770 1 854 1 804 1 860 1 856 1 837 p ..
米国 33 561 32 719 32 675 35 485 37 461 37 133 36 750 e ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_ROAD_ACCIDENTS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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人口100万人当たりの道路交通事故死者数
単位：人

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア 115.2 101.9 91.4 93.7 93.5 77.3 74.3 79.5
アルゼンチン 121.6 123.4 123.7 .. 128.1 123.1 p .. ..
アルメニア 107.8 e 109.1 e 102.0 118.3 90.9 94.7 .. ..
オーストラリア 57.2 51.3 49.0 50.6 53.4 49.7 45.5 47.1 p
オーストリア 63.0 | 53.7 50.3 55.4 49.4 47.1 46.3 46.9
アゼルバイジャン 125.6 123.6 117.9 92.6 77.8 76.1 72.6 81.9
ベラルーシ 109.8 94.4 79.9 70.0 61.9 62.0 57.9 53.3
ベルギー 74.5 68.5 66.5 67.6 59.1 53.5 52.9 56.3
ボスニアヘルツェゴビナ 84.1 94.3 85.3 99.4 94.8 88.9 83.3 ..
ブルガリア 82.3 82.7 91.4 98.6 99.3 96.4 87.0 90.0
カナダ 59.8 55.6 52.0 52.9 52.6 50.8 51.9 p ..
チリ 113.7 119.7 119.2 118.9 119.6 104.2 104.4 104.1 |
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 92.1 86.5 72.7 82.8 73.5 80.3 77.5 73.0
チェコ 70.6 62.2 65.4 70.0 57.8 54.5 61.7 57.9
デンマーク 29.9 34.0 32.2 31.3 36.8 30.4 29.5 34.2
エストニア 65.8 61.5 59.3 50.9 54.0 36.4 50.7 39.2
フィンランド 47.1 47.4 41.9 49.3 46.9 43.2 43.3 38.2 p
フランス 55.6 49.5 51.0 52.0 52.1 51.6 48.5 48.4
グルジア 162.2 138.3 137.4 161.6 155.9 138.7 123.2 129.3
ドイツ 44.8 41.4 41.7 42.3 38.9 38.5 39.5 36.6
ギリシャ 89.5 80.2 73.0 73.3 76.5 68.0 65.2 64.9 p
ハンガリー 61.0 59.7 63.4 65.4 61.9 63.9 64.8 61.6
アイスランド 28.1 46.3 12.2 48.4 53.7 46.6 51.0 16.6
インド 109.2 107.4 107.8 111.5 113.8 110.5 .. ..
アイルランド 35.4 40.7 41.2 34.5 38.3 32.2 28.6 p 28.3 p
イタリア 63.0 56.5 55.6 56.4 54.2 55.8 55.0 52.6
日本 41.2 40.5 38.0 38.4 37.0 34.9 32.9 31.0
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 107.4 101.0 93.8 90.6 83.8 81.5 73.3 64.8
ラトビア 87.0 88.9 106.3 95.1 80.6 70.0 78.4 70.6
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 101.1 86.6 91.1 83.3 66.9 67.5 61.8 66.0
ルクセンブルク 64.0 82.8 62.9 63.2 55.0 58.7 59.2 ..
マルタ 21.4 42.3 23.0 24.7 50.5 40.6 .. ..
メキシコ 38.7 32.4 31.4 28.6 27.3 23.4 .. ..
モルドバ 154.2 105.3 113.4 105.1 111.0 109.6 101.3 103.1
モンテネグロ 74.1 119.1 104.5 82.0 104.5 101.2 .. ..
モロッコ 125.4 113.7 102.0 108.9 107.8 104.7 96.7 ..
オランダ 38.8 33.9 33.8 36.7 36.9 35.8 39.3 38.1
ニュージーランド 69.9 57.0 64.7 69.0 69.7 78.9 78.1 71.6
北マケドニア 63.6 95.4 62.6 71.2 79.3 74.4 63.9 63.4
ノルウェー 28.9 36.8 28.6 22.5 25.8 20.1 20.3 20.2
ポーランド 94.0 88.2 84.2 77.3 79.7 74.5 75.4 76.6
ポルトガル 68.3 60.9 61.3 57.3 54.5 58.4 65.6 60.5
ルーマニア 101.8 93.1 91.3 95.5 97.1 99.6 95.9 96.3
ロシア 195.5 188.3 187.4 160.4 140.7 132.1 126.1 117.6
セルビア 95.0 90.2 75.2 84.7 85.9 82.3 77.6 76.5
スロバキア 65.1 46.4 54.4 57.2 50.6 50.7 47.7 49.5
スロベニア 63.2 60.7 52.4 58.2 63.0 50.3 43.9 48.9
スペイン 40.7 36.0 36.3 36.4 38.9 39.3 38.6 ..
スウェーデン 29.9 27.1 27.8 26.4 27.2 25.1 31.8 21.5
スイス 42.4 33.3 29.7 30.5 25.8 27.2 27.4 21.8
トルコ .. .. .. 95.9 91.5 91.6 81.1 65.6
ウクライナ 112.5 106.2 98.1 | 88.7 75.8 76.6 .. ..
英国 28.3 27.6 28.7 27.7 28.3 28.1 27.6 p ..
米国 106.9 103.5 102.7 110.7 116.0 114.3 112.5 e ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INDICATORS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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自動車100万台当たりの道路交通事故死者数
単位：人

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. 258.0 .. .. ..
アルメニア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストラリア 77.7 69.1 65.3 66.9 70.3 65.1 59.3 61.3 p
オーストリア 85.7 | 72.2 67.3 74.1 66.0 62.2 60.4 60.3
アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. .. ..
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー 119.5 109.2 105.3 106.2 91.8 82.1 80.2 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. 300.6 267.0 ..
ブルガリア 178.3 171.6 181.2 184.7 184.6 198.6 176.5 ..
カナダ 92.8 84.8 78.2 79.0 78.2 75.5 76.7 p ..
チリ 509.2 504.5 473.6 459.6 448.7 379.0 363.2 ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア .. 209.2 172.4 191.6 163.3 170.9 156.5 ..
チェコ 119.6 102.7 108.2 113.6 89.0 81.2 88.8 80.9
デンマーク 57.0 64.6 61.0 58.8 68.3 55.3 52.9 60.5
エストニア 121.1 107.9 99.8 85.5 83.8 54.6 73.8 ..
フィンランド 61.7 60.9 52.8 e 61.0 56.7 51.1 50.1 43.3 p
フランス 86.4 e 77.2 e 79.7 e 81.1 e 80.8 e 79.4 74.4 ..
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ 69.6 63.7 63.8 64.4 58.7 57.2 58.0 53.2
ギリシャ 104.1 93.0 84.0 83.3 86.8 75.7 73.5 70.9 p
ハンガリー 169.6 160.1 | 165.7 165.7 150.9 148.4 143.3 130.2
アイスランド 33.8 55.6 14.6 56.1 59.4 49.4 53.4 17.5
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド 67.8 75.7 76.3 63.0 69.3 57.9 51.1 p 49.9 p
イタリア 73.2 66.3 65.4 66.0 62.3 63.1 61.3 57.7
日本 58.4 57.0 53.2 53.5 51.4 48.5 45.5 42.9
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 246.1 227.3 207.5 195.3 174.7 164.7 140.8 ..
ラトビア .. 229.0 265.7 228.0 195.6 162.0 175.0 ..
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 134.9 112.5 179.3 | 156.2 119.0 121.0 106.2 107.0
ルクセンブルク 79.1 101.8 81.2 | 81.2 70.5 75.0 74.7 ..
マルタ .. 56.0 30.0 31.9 64.4 51.3 .. ..
メキシコ 130.1 104.7 99.2 87.3 79.4 63.7 .. ..
モルドバ .. .. .. .. .. .. .. ..
モンテネグロ .. .. .. .. 315.7 291.6 .. ..
モロッコ 1 333.9 1 166.2 1 014.8 1 051.8 998.4 918.4 808.2 ..
オランダ 61.1 53.3 53.2 57.6 57.5 55.3 60.1 ..
ニュージーランド 94.8 76.6 85.9 90.2 89.4 98.8 95.1 ..
北マケドニア .. 475.5 .. 339.6 366.5 335.3 280.5 ..
ノルウェー 40.3 50.9 39.3 30.7 34.8 26.8 27.1 ..
ポーランド 143.8 130.7 121.0 107.2 105.8 95.5 92.9 ..
ポルトガル 124.3 111.3 111.5 102.9 97.0 97.7 .. ..
ルーマニア 380.2 330.7 308.5 305.3 290.6 271.6 242.2 ..
ロシア .. .. 525.8 443.8 .. 337.6 318.9 ..
セルビア 343.4 315.3 257.1 279.3 270.8 237.6 219.2 ..
スロバキア .. 108.6 123.3 124.1 105.9 101.7 91.9 ..
スロベニア 96.2 92.7 79.9 87.4 93.2 73.0 61.6 67.3
スペイン 57.0 50.9 51.1 50.5 53.1 52.4 50.6 ..
スウェーデン 49.5 44.7 45.6 43.0 43.9 40.2 51.2 34.7
スイス 58.9 46.1 40.9 41.8 35.1 36.9 36.9 29.3
トルコ .. .. .. 411.5 377.8 364.4 318.2 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 50.6 49.0 50.5 48.0 48.5 47.7 46.7 p ..
米国 126.3 121.5 118.9 126.1 130.1 127.9 123.7 e ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INDICATORS&Lang=en&backtodotstat=false.
出典: ITF Transport statistics
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鉄道輸送インフラへの投資額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 0.9 0.5 0.7 0.7 0.5 0.0 0.0 0.3
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 26.4 23.9 11.7 12.0 12.4 5.6 .. ..
オーストラリア 5 164.9 6 602.3 4 975.6 4 320.3 2 796.3 2 563.9 3 825.3 5 025.6
オーストリア 2 143.0 1 688.0 1 648.0 1 567.0 1 549.0 1 523.0 1 552.0 1 682.0
アゼルバイジャン 2.7 3.0 3.8 3.8 1.8 1.1 1.0 3.5
ベラルーシ 389.6 530.5 379.1 297.1 188.9 96.6 180.5 89.8
ベルギー 1 295.1 1 333.4 1 200.8 1 108.0 | 1 006.0 959.1 880.0 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 90.0 114.0 123.7 167.2 301.2 153.4 92.0 96.1
カナダ 869.4 1 044.5 1 011.4 962.6 1 065.2 796.5 918.5 1 081.6 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 65 833.8 75 538.5 81 347.4 94 554.3 111 893.1 105 447.9 105 083.8 97 308.3
クロアチア 80.5 61.8 183.1 130.7 60.0 44.3 62.6 99.6
チェコ 446.8 381.5 334.7 454.2 1 164.9 681.5 565.6 741.1
デンマーク 862.9 915.8 996.1 1 159.4 1 308.4 1 185.0 1 228.2 1 351.4
エストニア 94.0 47.7 26.5 15.5 13.1 15.4 14.0 27.0
フィンランド 355.0 450.0 605.0 643.0 567.0 537.0 521.0 491.0
フランス 7 060.0 7 991.7 10 364.6 8 921.9 8 576.2 8 614.7 9 334.8 9 901.6
グルジア 266.8 243.8 62.7 76.5 88.2 88.7 46.9 54.0
ドイツ 4 086.0 3 930.0 4 684.0 | 5 543.0 5 541.0 5 192.0 5 711.0 6 145.0
ギリシャ 185.0 177.0 96.0 180.6 e 220.3 e 307.8 e 227.1 e ..
ハンガリー 348.8 472.4 623.2 626.7 701.3 323.2 556.1 803.1
アイスランド x x x x x x x x
インド 4 944.4 6 075.9 5 928.5 8 786.2 9 643.9 9 890.9 10 368.6 ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 4 466.0 4 238.0 4 103.0 4 742.0 2 861.0 3 524.0 p .. ..
日本 10 208.8 11 803.1 9 192.0 8 644.3 8 880.2 9 174.7 .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 4 937.8 5 964.5 5 838.4 6 175.6 8 589.3 .. .. ..
ラトビア 53.0 102.0 77.0 136.0 209.0 24.0 22.0 17.2
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 116.0 140.0 139.0 264.0 180.0 70.0 49.0 65.0
ルクセンブルク 150.4 124.9 145.9 191.5 277.7 317.2 290.0 263.9
マルタ x x x x x x x x
メキシコ 649.9 590.7 699.3 997.8 1 150.1 1 355.9 1 652.7 ..
モルドバ 7.2 10.4 12.8 4.5 4.5 1.0 1.0 1.2 p
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 1 136.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 227.8 231.3 212.5 148.2 124.5 115.8 116.6 96.7
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 561.1 675.8 838.7 1 218.3 1 281.4 1 460.6 1 345.2 1 400.2
ポーランド 925.3 430.9 262.8 53.1 340.4 326.6 510.3 461.9
ポルトガル 333.0 86.0 71.0 120.0 177.0 79.0 110.0 132.0
ルーマニア 161.4 117.8 208.9 277.7 321.9 262.1 214.5 182.9
ロシア 9 872.1 11 194.2 9 786.8 6 474.6 5 022.3 4 830.4 3 609.3 4 355.2
セルビア 7.0 2.9 9.3 11.8 83.1 73.3 45.0 68.3 p
スロバキア 289.0 216.0 324.0 276.0 295.5 131.6 231.1 279.4
スロベニア 106.0 72.0 140.0 270.0 376.0 84.4 100.0 153.0
スペイン 7 553.0 5 350.0 2 710.0 3 042.0 2 613.0 1 657.0 2 215.0 2 102.0 p
スウェーデン 1 588.4 1 570.1 1 389.9 1 480.7 1 630.0 | 1 501.7 1 525.0 1 352.3
スイス 3 410.0 3 463.9 3 665.6 3 550.1 4 193.5 3 836.0 3 120.7 3 078.2
トルコ 1 526.2 1 508.5 2 254.4 1 380.6 1 081.0 1 718.2 1 732.7 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 7 532.7 8 765.9 8 426.4 10 306.7 14 665.9 | 13 511.1 13 055.1 13 711.3
米国 8 335.8 10 478.4 9 856.2 11 347.8 15 687.6 12 473.3 11 480.6 10 505.3

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路交通インフラへの投資額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 210.2 180.8 234.2 192.7 179.2 89.1 159.1 169.3
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 30.5 26.5 23.2 66.8 77.7 90.4 .. ..
オーストラリア 13 802.0 15 900.9 12 734.4 10 438.9 10 457.1 11 863.4 13 676.3 14 717.9
オーストリア 303.0 327.0 363.0 453.0 455.0 444.0 515.0 463.0
アゼルバイジャン 1 561.8 1 484.2 1 913.6 1 411.3 873.2 498.1 557.1 695.0
ベラルーシ 1 186.6 1 581.3 1 446.1 1 357.7 1 007.8 873.0 960.8 1 004.7
ベルギー 248.0 553.0 587.0 417.0 778.0 p 810.0 655.9 p ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 511.8 585.9 505.2 563.5 839.0 163.1 115.0 882.5
カナダ 15 066.2 14 756.4 13 086.1 5 108.7 | 7 214.8 7 042.7 7 481.3 6 578.8 p
チリ 1 003.6 | 1 211.6 p 1 392.7 p 1 330.0 p 1 273.2 p 1 313.6 p 1 310.4 p 928.8 p
中国 154 221.3 215 276.5 249 280.0 300 735.3 414 199.5 448 260.9 528 997.0 558 506.4
クロアチア 465.7 478.6 424.2 279.5 238.4 197.4 196.5 285.5
チェコ 1 293.2 876.3 647.5 604.0 885.4 849.2 984.2 1 044.8
デンマーク 1 052.0 1 323.7 1 046.9 1 101.6 1 086.4 1 099.5 1 065.6 1 084.0
エストニア 158.0 198.4 | 214.5 147.7 185.1 148.6 197.0 219.0
フィンランド 973.0 1 128.0 1 148.0 1 238.0 1 243.0 1 178.0 1 235.0 1 526.0
フランス 12 604.3 13 173.7 12 866.2 10 807.2 10 011.2 9 169.0 9 084.0 9 630.1
グルジア 247.6 177.4 236.7 224.5 194.1 202.5 308.2 402.6
ドイツ 12 290.0 11 900.0 12 130.0 12 590.0 12 160.0 12 870.0 14 240.0 15 630.0
ギリシャ 1 310.0 1 088.0 2 181.0 1 597.9 e 1 385.2 e 2 843.4 e 4 101.2 e ..
ハンガリー 298.0 152.7 400.6 1 238.4 1 247.7 802.7 1 280.4 1 780.3
アイスランド 38.7 | 37.9 41.8 45.3 67.4 74.7 91.0 99.4
インド 5 616.7 6 208.4 8 475.2 8 717.8 13 689.8 12 461.4 .. ..
アイルランド 1 017.0 886.0 594.0 638.0 612.0 .. .. ..
イタリア 4 129.0 3 107.0 2 841.0 3 860.0 5 151.0 3 511.0 p 3 409.0 ..
日本 35 812.5 37 300.8 33 129.2 29 831.9 28 143.4 33 274.8 31 577.9 ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 9 243.6 10 780.7 11 337.2 10 904.6 13 174.2 .. .. ..
ラトビア 222.0 190.0 199.0 188.0 203.0 190.0 226.0 221.4
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 343.0 243.0 253.0 224.0 258.0 357.0 345.0 325.0
ルクセンブルク 222.0 213.4 219.9 215.1 226.6 214.6 207.8 180.4
マルタ 17.3 26.7 11.1 38.5 .. .. .. ..
メキシコ 3 915.8 3 985.3 4 180.0 4 883.3 4 296.3 3 383.3 2 161.4 ..
モルドバ 8.1 40.2 36.2 38.9 51.1 36.3 31.3 33.7
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 2 287.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 919.0 654.5 799.0 911.8 1 034.3 1 005.2 943.1 1 058.0
北マケドニア 103.9 70.5 87.5 174.3 166.3 228.6 195.1 157.0
ノルウェー 2 811.6 3 301.1 3 844.3 3 804.0 3 559.2 3 383.3 3 717.7 ..
ポーランド 8 323.3 4 382.8 2 464.8 1 721.1 2 170.8 3 075.4 3 209.6 2 668.6
ポルトガル .. 274.0 p 211.0 p .. .. .. .. ..
ルーマニア 3 283.6 3 092.8 2 728.7 2 492.6 2 870.3 2 366.8 2 133.6 2 181.6
ロシア 8 423.7 9 281.4 9 836.0 8 283.7 6 117.2 7 597.0 8 201.5 7 298.2
セルビア 339.0 256.6 279.3 337.0 505.1 493.8 506.7 442.5 p
スロバキア 432.0 311.0 360.0 550.0 1 133.8 751.4 749.6 768.8
スロベニア 112.0 102.0 104.0 128.0 102.0 100.0 120.0 219.0
スペイン 5 966.0 5 316.0 4 646.0 4 358.0 4 259.0 3 880.0 3 690.0 3 512.0 p
スウェーデン 1 911.7 2 212.1 2 013.1 1 864.8 1 861.5 2 086.3 2 374.4 2 497.0
スイス 3 822.5 3 880.4 3 731.4 3 647.3 4 225.7 3 968.2 3 930.2 ..
トルコ 5 204.6 4 801.9 6 226.1 6 643.9 9 056.8 7 329.6 6 138.7 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 5 565.0 5 557.5 6 029.9 7 845.6 9 067.9 8 561.4 9 082.1 8 697.0
米国 59 423.7 64 639.1 61 286.0 62 763.4 79 307.9 82 414.6 81 200.7 80 744.8

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸水路交通インフラへの投資額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア x x x x x x x x
オーストリア 2.0 3.0 11.0 10.0 2.0 2.0 3.0 3.0
アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. .. ..
ベラルーシ 0.9 1.4 1.2 1.5 0.2 0.1 1.1 0.6
ベルギー 152.0 152.0 167.0 103.0 291.0 225.0 237.5 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 0.0 0.0 0.0 0.5 1.3 0.0 0.2 0.0
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ x x x x x x x x
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 3.5 3.3 1.7 .. .. .. .. ..
チェコ 22.3 17.2 7.2 9.6 15.1 9.8 7.2 2.8
デンマーク x x x x x x x x
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 1.0 2.0 3.0 2.0 2.0 2.0 4.2 8.1
フランス 264.3 236.0 224.4 180.0 164.1 192.3 35.1 226.3
グルジア x x x x x x x x
ドイツ 1 070.0 885.0 865.0 865.0 830.0 895.0 860.0 910.0
ギリシャ x x x x x x x x
ハンガリー 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 10.3 0.2 1.0
アイスランド x x x x x x x x
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド x x x x x x x x
イタリア 36.0 52.0 136.0 358.0 509.0 48.0 p 239.0 ..
日本 x x x x x x x x
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 x x x x x x x x
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 2.0 0.0 1.0 3.0 1.0 0.0 0.0 0.0
ルクセンブルク 1.3 0.7 0.1 0.3 0.0 0.1 0.0 0.1
マルタ x x x x x x x x
メキシコ x x x x x x x x
モルドバ 0.7 0.2 0.1 .. 0.0 0.0 0.0 0.1
モンテネグロ x x x x x x x x
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 263.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド x x x x x x x x
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー x x x x x x x x
ポーランド 29.1 0.2 .. 61.2 .. .. .. ..
ポルトガル 1.0 3.0 0.0 .. .. .. .. ..
ルーマニア 519.0 279.5 268.1 314.1 505.9 236.9 105.1 189.7
ロシア 301.7 230.0 106.7 103.4 39.8 73.6 43.6 56.4
セルビア 25.8 24.7 15.5 17.7 22.3 40.7 34.3 45.9 p
スロバキア 1.0 1.0 1.0 0.0 0.1 0.1 1.1 1.5
スロベニア x x x x x x x x
スペイン x x x x x x x x
スウェーデン .. .. .. .. .. .. .. ..
スイス .. .. .. .. .. .. .. ..
トルコ x x x x x x x x
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 126.5 129.1 151.3 178.4 162.2 194.3 .. ..

.. データなし; p 暫定データ; x 該当なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸輸送インフラへの投資総額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 211.1 181.4 234.9 193.4 179.8 89.1 159.1 169.6
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 56.9 50.4 34.9 78.8 90.1 96.1 .. ..
オーストラリア 18 966.8 22 503.1 17 709.9 14 759.2 13 253.3 14 427.2 17 501.7 19 743.5
オーストリア 2 448.0 2 018.0 2 022.0 2 030.0 2 006.0 1 969.0 2 070.0 2 148.0
アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. .. ..
ベラルーシ 1 577.1 2 113.2 1 826.4 1 656.3 1 196.9 969.7 1 142.3 1 095.1
ベルギー 1 695.1 2 038.4 1 954.8 1 628.0 | 2 075.0 p 1 994.1 1 773.4 p ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 601.8 700.0 628.9 731.2 1 141.5 316.5 207.2 978.6
カナダ 15 935.6 15 800.9 14 097.5 6 071.2 | 8 280.0 7 839.2 8 399.8 7 660.4 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 220 055.1 290 815.0 330 627.4 395 289.6 526 092.6 553 708.8 634 080.8 655 814.7
クロアチア 549.7 543.8 609.1 410.2 298.4 241.7 259.1 385.1
チェコ 1 762.4 1 275.1 989.3 1 067.8 2 065.4 1 540.5 1 557.0 1 788.6
デンマーク 1 914.9 2 239.4 2 043.1 2 260.9 2 394.8 2 284.5 2 293.8 2 435.3
エストニア 252.0 246.1 | 241.0 163.2 198.2 164.0 211.0 246.0
フィンランド 1 329.0 1 580.0 1 756.0 1 883.0 1 812.0 1 717.0 1 760.2 2 025.1
フランス 19 928.6 21 401.4 23 455.1 19 909.1 18 751.6 17 975.9 18 453.8 19 758.0
グルジア 514.4 421.3 299.4 301.0 282.3 291.2 355.0 456.6
ドイツ 17 446.0 16 715.0 17 679.0 | 18 998.0 18 531.0 18 957.0 20 811.0 22 685.0
ギリシャ 1 495.0 1 265.0 2 277.0 1 778.5 e 1 605.5 e 3 151.2 e 4 328.3 e ..
ハンガリー 647.0 625.1 1 023.9 1 865.1 1 949.0 1 136.2 1 836.6 2 584.5
アイスランド 38.7 | 37.9 41.8 45.3 67.4 74.7 91.0 99.4
インド 10 561.1 12 284.2 14 403.7 17 503.9 23 333.8 22 352.3 .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 8 631.0 7 397.0 7 080.0 8 960.0 8 521.0 7 083.0 p .. ..
日本 46 021.3 49 103.9 42 321.3 38 476.1 37 023.6 42 449.5 .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 14 181.4 16 745.2 17 175.6 17 080.1 21 763.5 .. .. ..
ラトビア 275.0 292.0 276.0 324.0 412.0 214.0 248.0 238.6
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 461.0 383.0 393.0 491.0 439.0 427.0 394.0 390.0
ルクセンブルク 373.7 339.1 365.9 407.0 504.4 531.9 497.8 444.4
マルタ 17.3 26.7 11.1 38.5 .. .. .. ..
メキシコ 4 565.7 4 576.0 4 879.3 5 881.2 5 446.4 4 739.2 3 814.1 ..
モルドバ 16.0 50.8 49.0 43.4 55.6 37.4 32.3 34.9 p
モンテネグロ 15.0 18.0 20.0 9.0 12.0 16.0 11.0 ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 3 686.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 1 146.8 885.8 1 011.6 1 059.9 1 158.8 1 121.0 1 059.7 1 154.7
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 3 372.8 3 976.9 4 683.0 5 022.3 4 840.6 4 843.9 5 062.9 ..
ポーランド 9 277.7 4 813.9 2 727.6 1 835.3 2 511.2 3 402.0 3 719.9 3 130.5
ポルトガル .. 363.0 p 282.0 p .. .. .. .. ..
ルーマニア 3 964.0 3 490.1 3 205.7 3 084.4 3 698.1 2 865.8 2 453.2 2 554.1
ロシア 18 597.6 20 705.6 19 729.4 14 861.7 11 179.4 12 500.9 11 854.4 11 709.8
セルビア 371.8 284.2 304.1 366.5 610.5 607.9 586.0 556.7 p
スロバキア 722.0 528.0 685.0 826.0 1 429.3 883.1 981.8 1 049.8
スロベニア 218.0 174.0 244.0 398.0 478.0 184.4 220.0 372.0
スペイン 13 519.0 10 666.0 7 356.0 7 400.0 6 872.0 5 537.0 5 905.0 5 614.0 p
スウェーデン 3 500.0 3 782.2 3 403.0 3 345.5 3 491.5 | 3 588.0 3 899.4 3 849.3
スイス 7 232.6 7 344.2 7 397.0 7 197.4 8 419.2 7 804.2 7 050.9 ..
トルコ 6 730.8 6 310.4 8 480.5 8 024.4 10 137.8 9 047.9 7 871.4 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 13 097.7 14 323.4 14 456.3 18 152.3 23 733.8 | 22 072.5 22 137.2 22 408.3
米国 67 886.0 75 246.6 71 293.5 74 289.6 95 157.7 95 082.2 92 681.3 91 250.1

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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港湾インフラへの投資額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 9.9 8.8 1.1 2.2 5.8 2.6 0.0 0.2
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア 3 515.8 5 758.4 4 636.5 3 210.8 1 206.1 836.2 600.4 556.8
オーストリア x x x x x x x x
アゼルバイジャン 59.2 48.5 420.3 260.0 80.2 40.8 65.9 0.0
ベラルーシ x x x x x x x x
ベルギー 241.0 236.0 197.0 150.0 108.0 90.9 120.4 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 4.6 3.1 2.6 14.8 10.2 11.2 7.7 5.6
カナダ 249.3 432.0 | 578.0 520.7 702.7 714.1 821.7 1 336.0 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 62.6 95.9 74.3 69.7 .. .. .. ..
チェコ x x x x x x x x
デンマーク 62.3 64.9 150.8 68.0 73.6 81.0 47.3 ..
エストニア 18.0 8.6 | 5.9 6.7 12.2 6.1 4.9 6.0
フィンランド 77.0 56.0 40.0 44.0 55.0 114.0 99.5 58.3
フランス 215.0 228.0 323.0 340.1 307.5 310.0 273.0 e 273.0
グルジア 6.3 20.5 27.2 22.4 10.5 10.6 13.7 4.2
ドイツ 925.0 890.0 780.0 450.0 460.0 430.0 410.0 435.0
ギリシャ 25.0 24.0 33.0 24.8 e 20.4 e 8.8 e 4.9 e ..
ハンガリー x x x x x x x x
アイスランド 16.9 15.2 15.5 15.2 20.0 35.2 36.1 29.7
インド 61.0 62.2 39.5 34.0 66.3 79.7 .. ..
アイルランド 16.0 11.0 11.0 11.0 11.0 11.0 .. ..
イタリア 1 268.0 1 343.0 1 126.0 1 168.0 1 059.0 615.0 p 772.0 ..
日本 2 287.0 3 281.1 2 287.8 1 916.5 2 109.8 2 617.4 2 259.6 1 912.2
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 1 059.8 1 129.8 1 052.1 1 077.4 1 326.3 1 339.0 .. ..
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 27.0 28.0 83.0 22.0 17.0 13.0 23.0 36.0
ルクセンブルク x x x x x x x x
マルタ 6.0 8.0 4.0 5.0 .. .. .. ..
メキシコ 542.8 666.6 653.5 629.3 695.3 542.6 582.5 ..
モルドバ 4.2 .. .. 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0
モンテネグロ 3.0 1.0 25.0 19.0 7.0 1.0 1.0 ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド .. 119.9 137.1 186.0 151.4 200.5 150.3 211.9
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー 8.2 11.4 28.7 12.8 10.5 34.5 63.0 ..
ポーランド 63.6 153.9 93.9 .. .. .. .. ..
ポルトガル 83.0 62.0 34.0 87.8 | .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア 326.6 86.4 147.6 138.8 49.3 178.2 141.5 299.8
セルビア x x x x x x x x
スロバキア x x x x x x x x
スロベニア 6.0 5.0 8.0 23.0 16.0 25.0 14.0 3.0
スペイン 1 789.0 1 245.0 830.0 873.0 904.0 847.0 920.0 927.0 p
スウェーデン 88.4 69.3 101.3 103.8 81.2 100.2 143.8 ..
スイス x x x x x x x x
トルコ 35.4 73.2 45.1 10.3 8.4 53.6 91.2 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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空港インフラへの投資額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 163.8 278.2 270.6 78.7 349.8 5.7 207.0 19.4
ベラルーシ 18.2 2.2 1.8 52.4 5.2 105.6 18.8 82.9
ベルギー 34.0 74.0 93.0 107.0 127.0 109.3 116.3 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 1.5 9.7 5.1 5.1 4.6 27.1 13.3 6.1
カナダ 701.5 952.7 1 154.6 1 032.1 1 053.2 980.0 787.4 840.4
チリ 52.6 | 67.0 p 96.0 p 107.1 p 108.2 p 150.4 p 248.5 p 49.6 p
中国 9 302.4 13 853.5 15 977.2 17 548.6 26 633.2 30 207.7 31 433.8 32 144.4
クロアチア 18.6 15.6 16.1 77.9 139.7 175.9 65.8 98.4
チェコ 40.0 47.2 55.6 36.0 36.4 65.1 63.9 125.1
デンマーク 31.1 30.8 79.6 22.5 9.9 5.9 2.8 ..
エストニア 6.0 0.5 1.0 0.1 0.0 13.8 16.5 11.0
フィンランド 44.0 45.0 35.0 86.0 78.9 183.0 175.5 245.4
フランス 949.0 616.0 | 431.0 390.0 512.0 774.0 801.0 936.0
グルジア 9.8 38.5 12.8 6.3 11.0 55.9 36.3 18.2
ドイツ 1 815.0 1 390.0 930.0 770.0 850.0 900.0 1 110.0 1 370.0
ギリシャ 49.0 60.0 49.0 52.9 e 43.5 e 48.8 e 27.0 e ..
ハンガリー 37.9 25.8 11.9 7.6 10.2 17.8 55.9 54.3
アイスランド 1.7 1.9 1.1 0.3 0.5 0.6 0.6 0.1
インド 188.9 875.6 781.5 718.9 475.1 241.6 .. ..
アイルランド 83.0 .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 184.0 98.0 87.0 123.0 148.0 71.0 p 42.0 ..
日本 1 328.3 1 359.2 1 130.8 1 332.5 1 365.1 1 633.3 1 594.4 1 809.4
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 44.0 46.3 55.6 65.9 83.0 .. .. ..
ラトビア 6.0 9.0 38.0 50.0 42.0 14.0 6.0 10.0
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 14.0 3.0 7.0 6.0 6.0 2.0 29.0 6.0
ルクセンブルク 12.5 11.0 0.2 0.5 1.9 1.1 11.2 12.4
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ 226.3 202.0 197.0 222.2 1 573.1 2 081.6 1 058.0 ..
モルドバ 1.8 .. 0.1 0.0 .. .. .. ..
モンテネグロ 4.0 2.0 .. .. 3.0 .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 54.8 71.1 68.8 87.1 114.6 216.4 308.0 356.5
北マケドニア 101.5 0.4 3.4 0.5 0.6 1.1 1.0 1.3
ノルウェー 158.2 475.7 484.8 296.5 265.3 872.3 662.8 ..
ポーランド 205.6 146.3 153.4 236.8 302.4 69.9 43.9 55.4
ポルトガル 102.0 | 64.0 53.0 45.0 80.0 66.5 76.5 49.0
ルーマニア 2.1 21.1 19.2 28.6 38.7 22.3 17.7 1.9
ロシア 435.0 666.5 783.0 877.8 851.7 594.5 386.2 271.2
セルビア 0.3 0.3 3.0 1.1 0.2 3.6 0.3 0.2 p
スロバキア 33.0 31.0 4.0 5.0 4.2 4.8 3.5 2.9
スロベニア 3.0 4.0 4.0 1.0 1.0 0.0 1.0 e 1.0 e
スペイン 1 235.0 943.0 585.0 363.0 293.0 378.0 445.0 617.0 p
スウェーデン 126.4 404.1 289.3 114.7 131.3 242.8 424.7 343.1
スイス 327.4 264.7 294.1 293.9 213.6 351.3 327.6 442.7
トルコ 430.9 433.9 519.2 503.4 1 437.7 2 250.4 2 539.7 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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鉄道インフラ維持管理費
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア 451.0 480.0 497.0 504.0 503.0 535.0 552.0 560.0
アゼルバイジャン 19.1 24.8 29.8 34.5 33.5 21.5 16.5 22.4
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー 312.0 311.0 329.0 333.0 313.0 311.0 317.0 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 32.7 37.3 41.9 49.6 32.7 34.3 32.2 35.8
カナダ 706.4 755.8 739.4 851.2 957.2 800.4 831.2 800.0 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 86.8 102.2 102.1 105.7 100.7 87.7 91.0 96.7
チェコ 364.5 353.0 377.6 423.6 661.1 576.9 547.8 671.3
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. ..
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 197.0 181.0 201.0 194.0 206.0 216.0 233.0 221.0
フランス 3 804.0 3 983.0 3 884.0 3 115.0 3 245.8 e 3 329.6 3 502.8 3 496.4
グルジア 18.4 20.2 22.5 22.9 21.8 20.4 18.8 19.5
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 435.1 434.8 418.2 490.2 473.3 550.0 621.4 636.1
アイスランド x x x x x x x x
インド 15 326.7 16 388.7 16 900.3 17 805.6 20 958.4 21 595.2 .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 7 675.0 7 477.0 7 205.0 7 194.0 1 741.0 .. .. ..
日本 .. .. .. .. .. .. .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 836.9 981.8 1 036.3 1 153.4 1 455.1 .. .. ..
ラトビア 109.0 112.0 110.0 119.0 117.0 108.0 105.0 112.0
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 151.0 156.0 153.0 155.0 161.0 167.0 180.0 156.0
ルクセンブルク 124.4 132.4 139.5 142.7 152.6 153.0 150.4 158.3
マルタ x x x x x x x x
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. .. .. .. .. .. ..
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 1 798.0 1 798.0 1 798.0 .. .. .. .. ..
ニュージーランド 178.2 86.2 53.9 55.0 69.8 75.1 73.5 72.0
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 730.5 756.5 713.0 800.9 837.3 972.8 645.4 | 710.9
ポーランド 238.7 307.3 387.2 614.2 578.8 729.4 796.9 716.6
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア 17.4 15.8 9.0 9.2 8.8 7.0 12.4 16.3 p
スロバキア 6.0 9.0 7.0 8.0 10.5 9.5 13.1 15.1
スロベニア 81.0 87.0 71.0 101.0 110.0 89.8 133.0 123.0
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 562.2 612.8 638.6 683.3 668.1 666.6 672.9 713.7
スイス 666.9 728.4 728.7 483.3 549.8 540.3 649.5 545.5
トルコ 208.6 209.1 188.7 173.0 174.1 171.7 198.5 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 1 840.2 1 951.6 2 046.9 1 069.6 5 471.1 | 5 170.8 5 182.1 6 457.0
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜ データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路インフラ維持管理費
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 7.7 6.7 8.7 15.3 8.4 13.0 13.6 13.4
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 10.3 10.7 10.1 10.1 11.2 11.6 .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア 494.0 517.0 559.0 667.0 692.0 697.0 687.0 726.0
アゼルバイジャン 26.4 34.7 31.7 31.7 22.9 18.7 27.8 25.4
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー 156.0 145.0 147.0 206.0 457.0 528.0 396.8 p ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 79.3 111.5 103.8 100.2 138.1 174.9 164.1 256.7
カナダ 5 818.6 6 229.8 3 942.6 | 4 727.9 | 5 352.9 4 885.1 5 362.7 4 825.4 p
チリ 627.6 | 746.4 p 677.5 p 619.1 p 945.4 p 830.9 p 768.9 p 857.8 p
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 212.1 186.5 209.0 257.4 245.1 234.4 172.4 193.3
チェコ 569.7 570.7 513.1 587.1 684.4 767.3 721.3 871.5
デンマーク 880.9 944.5 920.1 795.9 807.8 919.8 1 117.5 1 151.5
エストニア 39.0 44.3 47.2 46.3 47.5 43.6 42.0 39.0
フィンランド 658.0 525.0 511.0 506.0 508.9 544.0 548.5 543.0
フランス 2 746.0 2 851.0 2 904.0 2 760.0 2 598.2 2 430.9 2 369.2 2 370.7
グルジア 13.4 15.1 14.1 15.6 15.5 17.9 30.4 30.3
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 256.5 295.8 370.2 272.8 282.2 292.6 369.4 379.7
アイスランド 29.0 29.7 27.8 32.3 43.4 45.4 68.0 83.5
インド 9 299.0 7 763.6 7 040.9 7 232.1 7 488.8 .. .. ..
アイルランド 159.0 139.0 128.0 85.0 82.0 .. .. ..
イタリア 6 220.0 7 196.0 9 134.0 9 564.0 9 066.0 8 446.0 8 803.0 ..
日本 15 681.5 17 611.0 16 256.9 14 088.9 14 437.4 14 060.6 17 221.8 ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 1 499.5 1 605.6 1 665.0 1 647.8 2 206.6 .. .. ..
ラトビア 125.0 120.0 133.0 154.0 171.0 175.0 177.0 200.6
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 153.0 123.0 127.0 143.0 159.0 152.0 151.0 144.0
ルクセンブルク 36.9 33.7 36.7 35.2 34.8 45.7 53.6 67.0
マルタ 27.1 24.2 24.9 17.2 .. .. .. ..
メキシコ 821.5 823.7 1 098.1 1 124.2 1 091.0 1 093.9 736.0 ..
モルドバ 36.4 55.1 64.0 72.0 41.4 25.6 29.3 48.7
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 323.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 843.8 995.2 887.5 928.1 949.9 898.6 993.4 1 062.9
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 1 615.4 1 746.6 1 841.0 1 990.0 1 948.3 .. .. ..
ポーランド 2 679.5 428.0 438.2 383.1 415.5 418.7 516.6 464.7
ポルトガル .. 165.0 174.0 .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア 205.4 208.9 129.2 143.0 163.0 180.9 202.7 297.7 p
スロバキア 157.0 193.0 204.0 181.0 201.0 215.0 230.0 295.7
スロベニア 122.0 120.0 123.0 113.0 126.0 138.0 203.0 229.0
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 856.5 958.8 1 043.6 1 017.5 1 183.6 | 1 130.0 1 081.1 1 089.4
スイス 2 235.0 2 413.5 2 402.3 2 420.5 2 761.3 2 699.5 2 708.7 ..
トルコ 674.5 699.9 630.1 558.0 239.3 230.1 229.3 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 3 444.3 3 450.6 3 145.4 2 881.3 3 163.4 2 504.1 2 015.9 2 356.4
米国 29 892.2 33 972.5 34 208.0 35 252.1 39 639.5 44 054.8 p .. ..

.. データなし; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸水路インフラ維持管理費
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア x x x x x x x x
オーストリア 11.0 12.0 17.0 19.0 14.0 12.0 13.0 12.0
アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. .. ..
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー 58.0 71.0 66.0 27.0 82.0 103.0 87.5 ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 1.5 1.0 1.0 1.0 1.0 1.3 1.4 3.4
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ x x x x x x x x
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 0.8 1.2 1.2 .. .. .. .. ..
チェコ 1.8 2.9 4.6 4.5 7.5 6.2 6.5 7.5
デンマーク x x x x x x x x
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 20.0 15.0 16.0 17.0 16.3 | 18.0 16.0 17.7
フランス 61.0 61.0 e 61.0 e 60.0 e 59.8 e 59.6 e 62.2 e 59.0
グルジア x x x x x x x x
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ x x x x x x x x
ハンガリー 1.6 0.8 0.9 1.3 1.4 2.7 2.2 2.1
アイスランド x x x x x x x x
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド x x x x x x x x
イタリア 78.0 77.0 113.0 125.0 106.0 127.0 122.0 ..
日本 x x x x x x x x
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 x x x x x x x x
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
ルクセンブルク 0.2 0.3 0.2 0.2 0.1 0.2 0.2 0.2
マルタ x x x x x x x x
メキシコ x x x x x x x x
モルドバ .. .. .. .. 0.0 0.0 0.0 0.1
モンテネグロ x x x x x x x x
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 343.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド x x x x x x x x
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー x x x x x x x x
ポーランド 16.5 7.6 21.0 5.5 .. .. .. ..
ポルトガル 0.0 1.0 1.0 .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア 23.0 17.6 16.5 17.3 29.8 28.7 32.9 35.3 p
スロバキア 2.0 3.0 4.0 9.0 3.7 0.3 7.1 1.8
スロベニア x x x x x x x x
スペイン x x x x x x x x
スウェーデン .. .. .. .. .. .. .. ..
スイス .. .. .. .. .. .. .. ..
トルコ x x x x x x x x
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 415.3 430.1 419.4 489.2 577.7 600.9 .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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港湾インフラ維持管理費
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア x x x x x x x x
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア x x x x x x x x
アゼルバイジャン .. 7.9 .. 1.9 3.5 2.3 2.1 2.0
ベラルーシ x x x x x x x x
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 0.5 0.5 1.0 2.0 1.5 1.5 0.5 0.5
カナダ 263.9 | 1 167.5 1 173.6 1 038.4 1 376.2 1 280.6 1 378.1 | 1 523.2 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 3.4 4.0 4.4 3.0 .. .. .. ..
チェコ x x x x x x x x
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. ..
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 122.0 101.0 112.0 101.0 76.0 | 91.0 94.0 122.7
フランス 53.0 53.0 e 53.0 e 53.0 e 53.5 e 50.7 e 49.5 46.6
グルジア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー x x x x x x x x
アイスランド .. .. .. .. .. .. .. ..
インド 147.6 130.7 172.3 183.9 260.4 .. .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 1 447.0 1 628.0 1 263.0 2 609.0 2 538.0 1 478.0 1 539.0 ..
日本 .. .. .. .. .. .. .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 84.2 99.5 102.2 111.2 135.7 136.3 .. ..
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 2.0 3.0 3.0 4.0 7.0 4.0 3.0 3.0
ルクセンブルク x x x x x x x x
マルタ 1.0 1.0 0.0 2.0 .. .. .. ..
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. .. .. .. .. 0.0 ..
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド .. 310.2 318.9 348.8 363.1 344.8 372.1 392.5
北マケドニア x x x x x x x x
ノルウェー .. .. .. .. .. .. .. ..
ポーランド 15.3 15.3 19.5 .. .. .. .. ..
ポルトガル 4.0 3.0 3.0 2.6 .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア x x x x x x x x
スロバキア x x x x x x x x
スロベニア 3.0 3.0 2.0 3.0 2.0 4.0 2.0 3.0
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 27.4 19.6 19.8 18.0 23.2 25.9 23.6 ..
スイス x x x x x x x x
トルコ .. .. .. .. .. .. .. ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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空港インフラ維持管理費
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 7.3 7.9 9.6 9.6 7.9 5.7 5.1 5.0
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 1.5 0.0 2.0 2.0 1.5 1.5 0.5 0.5
カナダ 699.3 755.8 | 741.0 720.6 800.6 850.4 941.0 982.9
チリ 25.1 p 22.4 p 17.8 p 21.6 p 26.8 p 24.1 p 24.3 p 19.9 p
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 3.5 3.5 4.5 4.5 3.5 4.0 6.3 6.6
チェコ 7.0 8.8 15.2 9.0 8.2 11.0 17.2 13.7
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. ..
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド 267.0 268.0 251.0 233.0 232.0 240.0 219.0 209.1
フランス .. .. .. .. .. .. .. ..
グルジア 1.0 1.6 1.4 1.2 1.2 1.2 1.2 1.4
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 8.5 8.1 7.6 7.1 7.5 7.7 18.6 22.9
アイスランド .. .. .. .. .. .. .. ..
インド 143.9 166.7 128.6 125.0 136.4 .. .. ..
アイルランド 29.0 .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 95.0 115.0 109.0 93.0 90.0 170.0 141.0 ..
日本 .. .. .. .. .. .. .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 15.1 19.0 20.1 36.5 49.6 .. .. ..
ラトビア .. .. .. .. .. .. .. ..
リヒテンシュタイン x x x x x x x x
リトアニア 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 3.0 5.0 4.0
ルクセンブルク 7.0 9.7 9.6 7.5 11.0 9.6 7.5 12.0
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. 0.1 0.0 .. .. .. ..
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 112.3 148.1 155.1 168.8 182.3 154.2 166.4 169.4
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー .. .. .. .. .. .. .. ..
ポーランド 20.6 64.3 33.6 63.1 96.3 15.4 2.1 3.2
ポルトガル 16.0 | .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア 0.0 1.3 0.0 0.1 0.1 0.0 0.5 0.0 p
スロバキア 2.0 3.0 1.0 1.0 1.9 2.4 2.7 2.2
スロベニア .. .. .. .. .. .. 0.0 0.0
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 17.3 17.7 16.4 12.3 13.1 13.6 14.0 13.7
スイス .. .. .. .. .. .. .. ..
トルコ 2.6 44.5 32.0 9.6 44.0 25.1 34.5 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 .. .. .. .. .. .. .. ..

.. データなし; p 暫定データ; x 該当なし; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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道路インフラ投資・維持管理総支出額
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 217.9 187.5 242.9 208.0 187.6 102.1 172.6 182.7
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 40.8 37.2 33.3 76.8 89.0 102.0 .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア 797.0 844.0 922.0 1 120.0 1 147.0 1 141.0 1 202.0 1 189.0
アゼルバイジャン 1 588.2 1 518.8 1 945.3 1 443.0 896.1 516.8 584.9 720.4
ベラルーシ .. .. .. .. .. .. .. ..
ベルギー 404.0 698.0 734.0 623.0 1 235.0 p 1 338.0 1 052.7 p ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 591.1 697.4 609.0 663.7 977.1 338.0 279.2 1 139.2
カナダ 20 884.7 20 986.1 17 028.6 | 9 836.6 | 12 567.7 11 927.8 12 844.1 11 404.2 p
チリ 1 631.2 | 1 958.0 p 2 070.2 p 1 949.1 p 2 218.6 p 2 144.5 p 2 079.3 p 1 786.6 p
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア 677.8 665.2 633.2 536.9 483.5 431.7 369.0 478.8
チェコ 1 862.9 1 447.0 1 160.6 1 191.1 1 569.8 1 616.5 1 705.5 1 916.2
デンマーク 1 932.8 2 268.2 1 967.0 1 897.4 1 894.2 2 019.2 2 183.2 2 235.4
エストニア 197.0 242.7 | 261.7 194.0 232.6 192.2 239.0 258.0
フィンランド 1 631.0 1 653.0 1 659.0 1 744.0 1 751.9 1 722.0 1 783.5 2 069.0
フランス 15 350.3 16 024.7 15 770.2 13 567.2 12 609.5 11 599.9 11 453.2 12 000.8
グルジア 261.0 192.5 250.8 240.1 209.6 220.4 338.5 432.8
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー 554.5 448.4 770.8 1 511.2 1 529.9 1 095.3 1 649.8 2 160.0
アイスランド 67.7 | 67.7 69.6 77.6 110.8 120.1 159.0 182.9
インド 14 915.7 13 971.9 15 516.1 15 949.9 21 178.6 .. .. ..
アイルランド 1 176.0 1 025.0 722.0 723.0 694.0 .. .. ..
イタリア 10 349.0 10 303.0 11 975.0 13 424.0 14 217.0 11 957.0 p 12 212.0 ..
日本 51 494.0 54 911.8 49 386.1 43 920.8 42 580.8 47 335.4 48 799.7 ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 10 743.0 12 386.3 13 002.2 12 552.4 15 380.9 .. .. ..
ラトビア 347.0 310.0 332.0 342.0 374.0 365.0 403.0 422.0
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 496.0 366.0 380.0 367.0 417.0 509.0 496.0 469.0
ルクセンブルク 258.9 247.1 256.5 250.3 261.4 260.3 261.4 247.4
マルタ 44.5 51.0 36.0 55.8 .. .. .. ..
メキシコ 4 737.3 4 809.0 5 278.1 6 007.5 5 387.2 4 477.3 2 897.5 ..
モルドバ 44.6 95.3 100.2 110.9 92.5 61.9 60.6 82.4
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 2 610.0 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 1 762.8 1 649.7 1 686.6 1 839.9 1 984.2 1 903.9 1 936.5 2 120.9
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 4 427.0 5 047.7 5 685.3 5 794.1 5 507.5 .. .. ..
ポーランド 11 002.7 4 810.8 2 903.0 2 104.2 2 586.3 3 494.1 3 726.2 3 133.4
ポルトガル .. 439.0 p 385.0 p .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア 544.4 465.5 408.4 480.0 668.1 674.7 709.4 740.3 p
スロバキア 589.0 504.0 564.0 731.0 1 334.8 966.4 979.6 1 064.5
スロベニア 234.0 222.0 227.0 241.0 228.0 238.0 323.0 448.0
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 2 768.2 3 170.9 3 056.7 2 882.3 3 045.1 | 3 216.3 3 455.5 3 586.4
スイス 6 057.5 6 293.9 6 133.7 6 067.8 6 987.0 6 667.7 6 638.9 ..
トルコ 5 879.1 5 501.8 6 856.2 7 201.8 9 296.1 7 559.7 6 368.0 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 9 009.3 9 008.1 9 175.3 10 726.9 12 231.3 11 065.5 11 098.0 11 053.4
米国 89 315.9 98 611.5 95 493.9 98 015.5 118 947.4 126 469.4 p .. ..

.. データなし; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸輸送インフラ投資総額（GDPに占める割合）
単位：パーセンテージ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア 2.3 1.9 2.4 1.9 1.8 0.8 1.4 1.3
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 0.8 0.6 0.4 0.9 0.9 1.0 .. ..
オーストラリア 1.8 1.9 1.6 1.4 1.2 1.3 1.5 1.7
オーストリア 0.8 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
アゼルバイジャン 3.3 2.7 3.4 2.5 1.8 1.5 1.5 1.8
ベラルーシ 3.5 4.1 3.2 2.8 2.4 2.2 2.4 2.2
ベルギー 0.5 0.5 0.5 0.4 | 0.5 0.5 0.4 p ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア 1.5 1.7 1.5 1.7 2.5 0.7 0.4 1.7
カナダ 1.2 1.1 1.0 0.4 | 0.6 0.6 0.6 0.5 p
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 4.1 4.4 4.6 5.0 5.3 5.5 5.8 5.6
クロアチア 1.2 1.2 1.4 0.9 0.7 0.5 0.5 0.7
チェコ 1.1 0.8 0.6 0.7 1.2 0.9 0.8 0.9
デンマーク 0.8 0.9 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8
エストニア 1.5 1.4 | 1.3 0.8 1.0 0.8 0.9 0.9
フィンランド 0.7 0.8 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 0.9
フランス 1.0 1.0 1.1 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8
グルジア 4.7 3.3 2.3 2.3 2.1 2.1 2.5 3.1
ドイツ 0.6 0.6 0.6 | 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7
ギリシャ 0.7 0.7 1.3 1.0 e 0.9 e 1.8 e 2.4 e ..
ハンガリー 0.6 0.6 1.0 1.8 1.7 1.0 1.5 1.9
アイスランド 0.4 | 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.5
インド 0.8 0.8 1.0 1.1 1.2 1.1 .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア 0.5 0.5 0.4 0.6 0.5 0.4 p .. ..
日本 1.0 1.0 1.1 1.1 0.9 1.0 .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 1.6 1.7 1.7 1.5 1.6 .. .. ..
ラトビア 1.4 1.3 1.2 1.4 1.7 0.9 0.9 0.8
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア 1.5 1.1 1.1 1.3 1.2 1.1 0.9 0.9
ルクセンブルク 0.9 0.8 0.8 0.8 1.0 1.0 0.9 0.7
マルタ 0.3 0.4 0.1 0.5 .. .. .. ..
メキシコ 0.5 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.4 ..
モルドバ 0.3 0.7 0.7 0.6 0.8 0.5 0.4 0.4 p
モンテネグロ 0.5 0.6 0.6 0.3 0.3 0.4 0.3 ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ 0.6 .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 0.9 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.6 0.7
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 0.9 1.0 1.2 1.3 1.4 1.5 1.4 ..
ポーランド 2.4 1.2 0.7 0.4 0.6 0.8 0.8 0.6
ポルトガル .. 0.2 p 0.2 p .. .. .. .. ..
ルーマニア 3.0 2.6 2.2 2.1 2.3 1.7 1.3 1.2
ロシア 1.3 1.2 1.1 1.0 0.9 1.1 0.9 0.8
セルビア 1.0 0.8 0.8 1.0 1.7 1.7 1.5 1.3 p
スロバキア 1.0 0.7 0.9 1.1 1.8 1.1 1.2 1.2
スロベニア 0.6 0.5 0.7 1.1 1.2 0.5 0.5 0.8
スペイン 1.3 1.0 0.7 0.7 0.6 0.5 0.5 0.5 p
スウェーデン 0.8 0.9 0.8 0.8 0.8 | 0.8 0.8 0.8
スイス 1.4 1.4 1.4 1.3 1.4 1.3 1.2 ..
トルコ 1.1 0.9 1.2 1.1 1.3 1.2 1.0 ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 0.7 0.7 0.7 0.8 0.9 | 0.9 0.9 0.9
米国 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5

.. データなし; e 推定値; p 暫定データ; ｜データの連続性なし
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INDICATORS&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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内陸輸送インフラ資産の資本価値
単位：100万ユーロ

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
アルバニア .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン .. .. .. .. .. .. .. ..
アルメニア 273 34 19 36 18 12 .. ..
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン .. .. .. .. .. .. .. ..
ベラルーシ 19 066 e 18 425 e 20 508 e 19 267 e 16 676 e 13 239 e 14 141 e 13 984 e
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. ..
ボスニアヘルツェゴビナ .. .. .. .. .. .. .. ..
ブルガリア .. .. .. .. .. .. .. ..
カナダ .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ .. .. .. .. .. .. .. ..
中国 .. .. .. .. .. .. .. ..
クロアチア .. .. .. .. .. .. .. ..
チェコ .. .. .. .. .. .. .. ..
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. ..
エストニア .. .. .. .. .. .. .. ..
フィンランド .. .. .. .. .. .. .. ..
フランス 691 363 694 213 697 677 699 964 702 361 703 687 705 668 708 044
グルジア .. .. .. .. .. .. .. ..
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. ..
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. ..
ハンガリー .. .. .. .. .. .. .. ..
アイスランド .. .. .. .. .. .. .. ..
インド .. .. .. .. .. .. .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア .. .. .. .. .. .. .. ..
日本 .. .. .. .. .. .. .. ..
カザフスタン .. .. .. .. .. .. .. ..
韓国 .. .. .. .. .. .. .. ..
ラトビア 7 190 8 005 7 013 6 651 7 203 6 949 6 911 ..
リヒテンシュタイン .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア .. .. .. .. 2 994 3 040 3 247 3 476
ルクセンブルク .. .. .. .. .. .. .. ..
マルタ .. .. .. .. .. .. .. ..
メキシコ .. .. .. .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. .. .. .. .. .. ..
モンテネグロ .. .. .. .. .. .. .. ..
モロッコ .. .. .. .. .. .. .. ..
オランダ .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド 21 514 22 324 21 096 22 920 24 282 25 366 27 071 ..
北マケドニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ノルウェー 54 254 60 319 62 074 68 515 74 446 75 317 79 945 ..
ポーランド .. .. .. .. .. .. .. ..
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. .. ..
ロシア .. .. .. .. .. .. .. ..
セルビア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア .. .. .. .. .. .. .. ..
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. ..
スペイン .. .. .. .. .. .. .. ..
スウェーデン 81 419 87 321 88 847 86 000 83 406 84 972 90 461 89 828
スイス .. .. .. .. .. .. .. ..
トルコ .. .. .. .. .. .. .. ..
ウクライナ .. .. .. .. .. .. .. ..
英国 .. .. .. .. .. .. .. ..
米国 2 514 479 2 833 930 2 808 237 2 836 394 3 421 593 3 534 972 3 596 387 3 578 163 e

.. データなし; e 推定値
注記: 詳細なメタデータ: 
http://dotstat.oecd.org/OECDStat_Metadata/ShowMetadata.ashx?Dataset=ITF_INV-MTN_DATA&Lang=en&backtodotstat=false
出典: ITF Transport statistics
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ITF交通アウトルック2021
『 ITF交通アウトルック2021』は2050年までの交通需要の推移について複数のシナリオを提示するもの

である。また、交通の脱炭素化シナリオとそれらが気候変動に及ぼす影響についてもモデル化している。

これらをもとに、『 ITF交通アウトルック2021』は、効果的かつ公平な持続可能なモビリティへの移行を

実現するために政策立案者が取るべき政策判断を明らかにする。Covid-19パンデミックが交通システムに

与えるインパクトに特に焦点を当てるとともに、脱炭素化の課題と機会を踏まえつつ、長期的に起こり

得る変化をモデル化する。
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